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Ⅰ 対象高等専門学校の現況及び特徴 

 

１ 現況 

(1) 高等専門学校名    

長野工業高等専門学校 

(2) 所在地 

長野県長野市 

(3) 学科等構成 

学 科：機械工学科，電気電子工学科，電子制御工

学科，電子情報工学科，環境都市工学科 

専攻科：生産環境システム専攻，電気情報システム

専攻 

(4) 学生数及び教員数 （平成18年５月１日現在） 

学生数：学 科 1,016名 

    専攻科    46名 

教員数：      80名 

 

２ 特徴 

長野工業高等専門学校（以下「長野高専」あるいは

「本校」という。）は，1963年に機械工学科及び電気工

学科の２学科（３学級），入学定員120名をもって発足し

た。その後，1967年に土木工学科，1989年には電子情報

工学科を新設し，入学定員は200名に増加した。さらに，

社会の動向と要請により，電子制御工学科の改組（1992

年機械工学科より分離改組），環境都市工学科の改組

（1994年，土木工学科を改組）及び電気電子工学科の名

称変更（2005年）が認められ，５学科，入学定員200名の

組織となった。2003年に専攻科が設置され，生産環境シ

ステム専攻（入学定員12名），電気情報システム専攻

（入学定員８名）が加わり，現在では，全校で1040名の

定員規模に膨らんでいる。 

長野県は，全県的に電子関連，精密関連等の産業が盛

んであり，また，地域間との交通連携及び防災インフラ

の整備も重要な産業となっている。一方，県内の工学技

術に関する高等教育機関は少なく，本校は，技術者教育

を担う高等教育機関のひとつとして重要な位置を占めて

いる。このような立地条件を考慮して，本校は，主に地

域社会に対して有用な人材を送り出すことを，教育の目

的として掲げている。 

本校は，1963 年の創立以来，一貫して「優れた技術者

は，優れた人間でなければならない」という教育理念を

据え，教育してきた。人間教育を重視し，地域と連携し

ながら創造性・独創性のある人材を養成するという本校

の方針は，産業界との結びつきをより活発にしていると

いえる。この方針の下，卒業生は 6000 名を超え，県内外

の産業界で活躍している。 

上記の教育理念に沿って，本校では全国に先駆けて，

種々の取組みを展開してきた。これらのいくつかは，先

進的な試みとして評価され，注目されている。主なもの

を以下に列記する。 

 

・混合学級制度（1974年～） 

低学年における人間教育の優先，学科セクト意識から

の脱却等を目的に，低学年（１,２年生）の各学科の人

数を均等に配分して学級編成する制度。全国初の実施。 

・インターンシップ事業（1989年～） 

４学年を対象にした就業前教育。全国的にも早期の着

手といえる。夏季の２週間程度の実務訓練を教育課程

に組込む。産学官連携の４つの活動で構成している。 

・インテリジェントスクール事業（1990年～） 

情報化の促進を目標にプロジェクトを新設。全国高専

初の高速LANの敷設，マルチメディア室の新設，情報処

理基礎教育専門教員による共通授業の実施等。 

・創造性育成教育（1990年～） 

創造性育成のための課外活動として各種コンテストが

活発。特に全国高専プログラミングコンテストでは全

国制覇の最多記録（６回）を保持している。 

・障害のある学生の受入れ（1995年～） 

車椅子利用学生を受入れ，バリアフリー化。現在も下

肢体不自由学生が在籍し健常者と同様に学習している。 

・地域共同テクノセンターと産学交流（2000年～） 

高専第１期のテクノセンター創設。活動も活発でトッ

プクラスの実績といえる。地域企業との密着度が高く，

教育活動として共同研究をするケースも多い。 

・長期インターンシップ（2003年～） 

専攻科１年次の１セメスタ（約15 週間）で企業実習を

経験する授業体系。この取組みは 2004 年に文部科学省

の「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」として採

択された。高専単独では本校が初めてである。 

 

本校では，以上のような特徴を前面に出して幅広い教

育活動に当たっており，使命を果たすべく努力している。 
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Ⅱ 目的 

 

１ 長野工業高等専門学校の使命と教育･運営方針 

高等専門学校（以下「高専」という。）は，我が国の高度経済成長を背景に 1962 年に，工業発展を支える実践的な技術者

の養成を目指し，教育基本法に定めるところの「深く専門の学芸を教授し，職業に必要な能力を育成する」ことを目的として，

後期中等教育段階を含む高等教育機関として誕生した。 

長野高専は，第２期校として 1963 年４月に創設され，以来，多くの卒業生を輩出する中で，社会からの本校に対する評価

はきわめて高いものとなっている。特に，バブル崩壊後，開発型から保全型へ産業の転換を余儀なくされた低成長時代にあっ

ても，地域共同テクノセンターの開設，専攻科の設置，電気工学科から電気電子工学科への名称変更などを実施し，地域社会

の本校に対する期待に応えてきている。 

このような状況の中で，2004 年には，国立大学の法人化とともに，全国の 55 校の国立高専が「独立行政法人国立高等専門

学校機構（以下「高専機構」と称する。）」として新たなスタートを切った。高専機構は，各高専を「設置すること等により，

職業に必要な実践的かつ専門的な知識及び技術を有する創造的な人材を育成するとともに，我が国の高等教育の水準の向上と

均衡ある発展を図る」（高専機構法第３条）ことを目的としている。さらに，目的達成のための業務の範囲を，「学生に対し，

修学，進路選択及び心身の健康等に関する相談，寄宿舎における生活指導その他の援助を行うこと」，「機構以外の者から委

託を受け，又はこれと共同して行う研究の実施その他の機構以外の者との連携による教育研究活動を行うこと」（同 12 条）

などとして一層の充実を目指している。本校の使命は，まさに高専機構のこれらの目的及び業務を果たすことであり，同時に

本校の独自性を一層強く打ち出すことである。 

本校は創立40周年にあわせて，改めて教育理念を根幹において次のように教育・運営方針を整理した。 

(1) 本校創立以来の「優れた技術者は，優れた人間でなければならない」という教育理念に基づき，知・徳・体にバランス

の取れた，全人的な教育を行う。 

(2) 豊かな人間性と独創力，創造力を身につけた実践的技術者養成の高等教育機関としての教育体制を維持し，科学技術の

高度化ならびに国際化に対応し得る技術者を育成する。 

(3) 地域と連携し，かつ，地域と密着した学校運営を行う。地域から期待され，地域から愛される学生を育成することを通

して，社会から要請されている高等教育機関としての使命を果す。 

当然のことながら，この方針は，本校の使命の具体的展開を図る教育研究活動の基本的な要素となっている。 

 

２ 本校の中期目標及び養成しようとする人材  

本校は，独立行政法人化を控えた2003年12月に，５カ年間の中期目標を設定した。その概要を以下に示す。 

 

・ 工学の専門知識や技術を習得して有能な技術者として成長するための基礎学力，基本的学習態度，創造力を養うこと，

及び教養ある技術者，品性高い社会人に育つための土台づくりを目標とする。 

・ ５年間一貫教育（専攻科学生については７年間一貫教育）のメリットを十分に活かせる体制作りを行う。 

・ 準学士課程においては，当該専門学科の基礎科目では従来どおり大学学部卒業生と同等以上の学力レベルを目標とし，

かつ高度な実験・実習を通じて，即戦力になりうる技術者を育成することを目標とする。 

・ 専攻科課程においては，高専５年間の実践的技術教育に加えて，さらに高度で広範な学際領域の専門的技術教育を実

施し，併せて，長期間の企業実習を通して技術者としての実践力を涵養する。 

・ 国際的に通用する技術者として不可欠な要素を教授し，その評価方策の一つとして，平成17年度にJABEE受審を目標

とする。 

・ 全国に先駆けて実施してきた混合学級制を基盤とし，さらに成果の得られる体制を検討する。教養科目担当の一般科
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と，専門的知識・技術を教授する専門学科との連携で，総合的な工学教育の充実を目指す。 

・ 「ものづくり」を根底に据え，少人数教育を念頭に置いた実践的な技術者教育を行う。 

・ 工学基礎としての情報教育，国際的技術者として必要なコミュニケーション教育を推進する。 

・ 基礎科目の統一（共通）テストや資格取得のための模擬試験を実施することにより，各学科等で目標にする学力水準

までの達成度を評価する。 

・ 過去の実績を活かした各種コンテスト等への積極的な参加により，創造性育成教育を推進する。 

・ 地域との連携を強化するとともに，地域に貢献できる体制を構築する。 

・ 地域共同テクノセンターを窓口として，長野県産業界との連携をさらに強化するための具体的施策を検討する。 

・ 共同利用施設の整備充実を図り，授業や課外活動において効果的な利用を促進し，地域にも開放する。 

・ 生涯教育を視野に捉え，キャリア・アップの体制を検討する。 

 

３ 達成しようとしている基本的な成果 

本校では，教育理念，教育方針及び中期目標を念頭に，育成すべき人材像についても改めて検討を深め，2003 年に次のよ

うに設定した。 

 

（１）工学の基礎知識を備え，的確な技術的知識・技能を駆使して，確固たる倫理観を持ちながら自ら問題を発見し解決し

ていくことができる実践的で創造的・開発型の技術者 

（２）幅広い教養を備え，社会，環境等の諸問題に自ら関心を示し，リーダーシップを発揮して積極的に「ものづくり」に

取り組める人材 

（３）文化の多様性を認識し，自ら諸外国との交わりに関心を抱き，国際社会に貢献できる人材 

 

また，この人材像に沿って，同年「学習・教育目標」を設定し，公開した。これらの目標の設定にあたっては，企業アンケ

ートからの卒業生への評価，外部評価によるコメント等に配慮した。学習・教育目標の概要は， 

 

（Ａ）世界の政治，経済，産業や文化における背景を理解し，その中で自分自身が社会に貢献できる役割が何か討論し，多

面的に物事を考え，行動できる素養を持つ。 

（Ｂ）自然環境や社会の問題に関心を持ち，技術者としての役割と責任について考えを述べる素養を持つ。 

（Ｃ）機械，電気，情報または土木の工学分野（以下「専門とする工学分野」という。）に必要な数学，自然科学の知識を

有し，情報技術に関する基礎知識を習得して活用できる。 

（Ｄ）専門とする工学分野及びその基礎となる科学，技術の知識と技能を習得して活用できる。 

（Ｅ）科学，技術，情報及び習得した工学分野の知識を活用し，自ら問題を発見し解決する能力を養う。 

（Ｆ）具体的なテーマについて論理的な記述と説明及び討論できる能力を身につける。  

（Ｇ）専門とする工学分野において，課題の達成に向けて自ら問題を発見し，対処する仕事を自主的・継続的かつ組織的に

遂行する能力を身につける。 

 

である。これらは，「本校が達成しようとしている成果」を得るための具体的な目標であり，技術者として専門的な知識・技

術を身に付け，実践的な能力を発揮できること，すなわち，社会人としての教養，技術者倫理，工学的知識，問題解決能力，

コミュニケーション能力，業務遂行能力等の修得を目指したものである。 

なお，本校では，準学士課程と専攻科課程の学習･教育目標は同一である。ただし，その両課程では到達レベルが明確に区

別されている。 
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Ⅲ 基準ごとの自己評価 

 

基準１ 高等専門学校の目的 

 

（１）観点ごとの分析 

観点１－１－①： 目的として，高等専門学校の使命，教育研究活動を実施する上での基本方針，

及び，養成しようとする人材像を含めた，達成しようとしている基本的な成

果等が，明確に定められているか。 

（観点に係る状況） 

 本校では1963年の創設以来，実践的技術者の育成を行ってきた。その中で，「優れた技術者

は，優れた人間でなければならない。」という理念が生まれ，教職員全体に定着した。この教

育理念を基に，低学年では教養及び基礎科目に，高学年では専門科目に重点を置く「くさび型

カリキュラム」とし，若い年齢から専門科目を教授することにより技術者としての意識を涵養

する教育課程を設定している。2003年には専攻科課程を設置し，準学士課程で学んだ専門分野

について，さらに深く教授するとともに，技術者としての幅を広げる専門分野を超えた科目の

履修と，長期学外実習による社会での実践教育により職業人になるための育成を行っている。 

 本校は創立40周年を迎えた2003年に，教育理念と教育・運営方針を整理した（資料１－１－

①－１）。また，2004年４月からの独立行政法人化にあたり，2003年12月に５年間の中期目標

を設定し，併せて育成すべき人材像を示した（資料１－１－①－２）。 

 

資料１－１－①－１

教育理念 「優れた技術者は、優れた人間でなければならない」 

 

教育・運営方針 

(1) 本校創立以来の「優れた技術者は、優れた人間でなければならない」という教育理念に基づき、知・
徳・体にバランスの取れた、全人的な教育を行う。 

(2) 豊かな人間性と独創力、創造力を身につけた実践的技術者養成の高等教育機関としての教育体制を維持
し、科学技術の高度化ならびに国際化に対応し得る技術者を育成する。 

(3) 地域と連携し、かつ、地域と密着した学校運営を行う。地域から期待され、地域から愛される学生を育
成することを通して、社会から要請されている高等教育機関としての使命を果す。 

（出典：本校のウェブサイト，http://www.nagano-nct.ac.jp/introduction_f.html）

 

資料１－１－①－２

中期目標の概要 

 

(総論) 

１）工学の専門知識を学び、専門技術を習得して有能な技術者として成長するための基礎学力・基本的学習

態度・創造力を養うこと、および教養ある技術者、品性高い社会人となっていくための土台づくりをす

ることを目標とする。 
２）５年間の一貫教育（専攻科学生については７年間一貫教育）のメリットを十分に生かせる体制作りを行

う。 
３）学科生においては、当該専門学科の基礎科目では従来どおり大学学部卒業生と同等以上の学力レベルを

目標とし、かつ、高度な実験・実習を通じて、即戦力になりうる技術者を育成することを目標とする。 
４）専攻科においては、高専５年間の実践的技術教育に加えて、さらに高度で広範な学際領域の専門的技術
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教育を実施し、併せて、長期間の企業実習を通して技術者としての実践力を涵養する。 
５）国際的に通用する技術者として不可欠な要素を教授し、その評価方策の一つとして、平成 17 年度に

JABEE受審を目標とする。 
６）時代にあった学科改組の実現を目指して全校的視野から検討を深める。 
 
(教育実践体制) 

７）全国に先駆けて実施してきた混合学級制（学科の枠を越えて学級を編成する混成学級制度）を基盤と

し、さらに成果の得られる体制を検討する。教養科目を担当する一般科と、専門的知識・技術を教授す

る専門学科との連携により、総合的な工学基礎教育の充実を目指す。 
８）「ものづくり」を根底に据え、少人数教育を念頭に置いた実践的な技術者教育を行う。 
９）個人の適性に応じた学習、自発性を尊重した学習を可能とする。 
10）工学基礎としての情報教育、国際的技術者として必要なコミュニケーション教育を推進する。 
11）留年者、退学者を減少させるための教育指導体制を形成する。 
12）様々な産業分野で必要となる資格の中で、学生の進路において重要かつ評価の高い資格の受験を奨励

し、在学中の資格取得者増を図る。 
13）基礎科目の統一（共通）テストや資格取得のための模擬試験を実施することにより、各学科等で目標に

する学力水準までの達成度を評価する。 
14）早期から実施してきたインターンシップの成果を分析するとともに、さらに充実を図る。 
15）過去の実績を生かした各種コンテスト等への積極的な参加により、創造性育成教育を推進する。 
 

(研究活動) 

16）目標にそった人材育成のために、教員個人の研究活動を活性化する。 
 

(地域との連携) 

17）地域との連携を強化するとともに、地域に貢献できる体制を構築する。 
18）地域共同テクノセンター及び産学交流室を窓口として、長野県産業界との連携をさらに強化するための

具体的な施策を検討する。 
 
(教育の向上をめざした施設･設備の充実等) 

19）専攻科棟、低学年講義棟の新築および女子寮増築の早期実現を目指す。また、老朽施設・共同利用施設
の改修を促進するとともに地域貢献も視野に入れた施設整備を進める。 

20）従来から実施してきたキャンパス内情報化計画（インテリジェント・スクール構想）を進展させる。こ
れにより、e-learning 等の新たな教育環境を発展させ、情報関連授業にとどまらず、多種の科目の教育
に対応させ、学生の基礎学力の向上と実践力の養成に役立てる。 

21）共同利用施設の整備充実を図り、授業や課外活動において効果的な利用を促進するとともに、地域にも
開放する。 

22）生涯教育を視野に捉え、キャリア・アップの体制を検討する。 
 
育成すべき人材像 

(1) 工学の基礎知識を備え、的確な技術的知識・技能を駆使して、確固たる倫理観を持ちながら自ら問題を
発見し解決していくことができる実践的で創造的・開発型の技術者 

(2) 幅広い教養を備え、社会、環境等の諸問題に自ら関心を示し、リーダーシップを発揮して積極的に「も
のづくり」に取り組める人材 

(3) 文化の多様性を認識し、自ら諸外国との交わりに関心を抱き、国際社会に貢献できる人材 

（出典：自己点検評価報告書第 7報，pp.4-5）
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このような教育理念，教育・運営方針及び育成すべき人材像に沿って，2003年に「学習・教

育目標」を設定し，公開した（資料１－１－①－３）。これらの目標設定にあたっては，2001

年に実施した企業アンケートによる本校卒業生への評価，2002年に開催した外部評価によるコ

メント等に配慮した（資料１－１－①－４）（資料１－１－①－５）。 

 

資料１－１－①－３

学習・教育目標 

(A) 世界の政治、経済、産業や文化における背景を理解し、その中で自分自身が社会に貢献できる役割が
何かを討論し、多面的に物事を考え、行動できる素養を持つ。 

  (A-1) 社会科学および人文科学における興味ある事例について論述することができる。 
  (A-2) 健全な心身の発達について、あるいは自分自身と他人との価値観の相違や関わりについて、理解

し考えを述べることができる。 
(B) 自然環境や社会の問題に関心を持ち、技術者としての役割と責任について考えを述べる素養を持つ。

（技術者倫理） 
  (B-1) 技術が自然や社会に果たしてきた役割を理解し、技術が環境や社会に及ぼす効果と影響について

論述できる。 
  (B-2) 環境や社会における課題に対して技術者に求められる役割や責任について論述できる。 

(C) 機械、電気、情報または土木の工学分野（以下「専門とする工学分野」という。）に必要な数学、自
然科学の知識を有し、情報技術に関する基礎知識を習得して活用できる。 

  (C-1) 数学、自然科学において、技術士第一次試験相当の学力を身につけ、それを専門とする工学分野
で利用できる。 

  (C-2) 専門とする工学分野に必要な基礎的情報技術を習得し、学習成果の表現に利用できる。 
(D) 専門とする工学分野およびその基礎となる科学、技術の知識と技能を習得して活用できる。 

  (D-1) 専門とする工学分野において、技術士第一次試験水準の問題に対して解答までのプロセスを示す
ことができる。 

  (D-2) 専門とする工学分野において、習得した知識を問題解決のために応用できる。 
(E) 科学、技術、情報および習得した工学分野の知識を活用し、自ら問題を発見し解決する能力を養う。 

  (E-1) 科学、技術、工学および知的財産に関する情報を収集し、課題の解決に利用できる。 
  (E-2) 習得した方法を利用して課題に対して自ら適切に対処し、得られた成果を評価することができ

る。 
(F) 具体的なテーマについて論理的な記述と説明および討論できる能力を身につける。 

  (F-1) 学習成果を文章、図等を用いて表現し、口頭で発表、討論ができる。 
  (F-2) 専門とする工学分野において、学習の内容を英語で簡単に説明し、コミュニケーションを図るこ

とができる。 
(G) 専門とする工学分野において、課題の達成に向けて自ら問題を発見し、対処する仕事を自主的・継続

的かつ組織的に遂行する能力を身につける。 
  (G-1) 自己能力向上のために自主的・継続的に学習し、その成果を提示できる。 
  (G-2) 学外実習を通じて専門とする工学分野に関連した業務を積極的に遂行できる。 

 

（出典：本校のウェブサイト，http://www.nagano-nct.ac.jp/introduction_f.html）
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資料１－１－①－４

長野高専卒業生の企業における評価 

 

 

 
 
 
 
 

 
 
 

その他の意見として記載された主なものは以下の通りである。 
○新技術について強い探究心がある（ソフトウェア系他） 
○能力のポテンシャルが高い（電気電子系他） 
○まじめ（機械、ソフトウェア系他） 

 
 

 

 

（出典：専攻科設置要望書 資料２企業に対するアンケートの結果 抜粋）
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資料１－１－①－５

外部評価委員長のコメント 
 

 
（出典：外部評価報告書第 1報，p.22）

 



長野工業高等専門学校 基準１ 

 

 - 9 -

「学習・教育目標」は準学士課程と専攻科課程において一貫した目標となっており，準学士

課程卒業時及び専攻科課程修了時において到達すべきレベルを区別して設定している（資料１

－１－①－６）。すなわち，準学士課程では基礎学習に重点を置いて，専門とする工学分野の

知識・技術と教養を身に付け，論述，討論のトレーニングを行うこととし，専攻科課程では準

学士課程での学習により培った知識・技術を整理するとともに応用力を高め，自己の考えに立

脚した論述，討論ができることとしている。 

 

資料１－１－①－６

■本科卒業時に到達すべきレベル 

 本科卒業時に到達すべきレベルの指針は以下のとおりです。 

 

 本科は基礎学習に重点を置いて、専門とする工学分野の知識・技術と教養を身に付け、論述、討論のトレーニン

グを行うことを目標とする。 

＜本科卒業時に到達すべきレベル＞ 

(L-A-1)  社会科学および人文科学に興味を持ち、関連知識を理解し身に付けられる。 

(L-A-2)  健全な心身の発達について、あるいは社会の中での自分自身と他人との関わりについて、多面的に考え、

行動することができる。 

(L-B-1)  自然や社会の問題に関心を持ち、技術が果たしてきた役割を理解し論述できる。 

(L-B-2)  環境や社会における課題を理解し論述できる。 

(L-C-1)  数学、自然科学において、事象を理解するとともに、技術士第一次試験相当の学力を身 

につける。 

(L-C-2)  工学に必要な情報技術に関するリテラシーを身に付け、使用できる。 

(L-D-1)  専門とする工学分野において、事象を理解し、技術士第一次試験相当の学力を身につける。 

(L-D-2)  専門とする工学分野において、論理展開に必要な基礎問題を解くことができる。 

(L-E-1)  科学、技術、工学に関する情報を収集し、その適否を判断してまとめることができる。 

(L-E-2)  習得した方法を課題に対して利用できる。 

(L-F-1)  学習成果を適切な文章、図等により表現できる。 

(L-F-2)  専門とする工学分野において、必要な英語の基礎力を身に付ける。 

(L-G-1)  自己の能力を把握し、その向上のために自主的に学習を遂行できる。 

(L-G-2)  実務訓練等を通じて専門分野に関連した業務の概要を理解できる。 
 

 

■専攻科修了時に到達すべきレベル 

 専攻科修了時に到達すべきレベルの指針は以下のとおりです。 

 

 専攻科は本科での学習により培った知識・技術を整理するとともに磨きをかけて確かなものとし、自分の考えによ

る論述、討論ができることを目標とする。 
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＜専攻科修了時におけるレベル＞ 

(L-A-1)  社会科学および人文科学における興味ある事例について多面的に吟味し、自分の言葉で 

論述することができる。 

(L-A-2)  自分自身と他人との価値観の相違や関わりについての考えを記述し、かつ討論すること 

ができる。 

(L-B-1)  技術が環境や社会に及ぼす効果と影響について論述できる。 

(L-B-2)  環境や社会の課題に対して技術者に求められる役割や責任を理解し、論述できる。 

(L-C-1)  数学、自然科学において、技術士第一次試験相当の学力を身につけ、それを該当する専 

門分野で利用できる。 

(L-C-2)  習得した基礎的情報技術を、学習成果の表現に利用できる。 

(L-D-1)  専門とする工学分野において、技術士第一次試験水準の問題に対して解答までのプロセ 

スを示すことができる。 

(L-D-2)  専門とする工学分野において、習得した知識を組合せて、問題解決のために応用できる。 

(L-E-1)  収集した科学、技術、工学および知的財産に関する情報を、課題の解決に利用できる。 

(L-E-2)  習得した方法を自ら適切に対処して課題に対して適用し、得られた成果を評価することが 

できる。 

(L-F-1)  学習成果を文章、図等を用いてまとめ、口頭で発表、討論ができる。 

(L-F-2)  専門とする工学分野において、学習の内容を英語で簡単に説明し、コミュニケーションを 

図ることができる。 

(L-G-1)  自己能力向上のために自主的・継続的に学習し、その成果を提示できる。 

(L-G-2)  学外実習を通じて専門分野に関連した業務を積極的に遂行できる。  

（出典：本校のウェブサイト，http://www.nagano-nct.ac.jp/introduction_f.html）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 長野県は全県的に電子関連，精密機械関連等の産業を中心に「ものづくり」が盛んに行われ

ている。また，恵まれた自然環境との共生を考慮しつつ，地域間との交流連携及び災害に強い

インフラの整備も重要な産業である。一方で，県内の工学技術に関する高等教育機関は少なく，

本校は技術者教育を担う高等教育機関の一つとして，重要な位置を占めている。このような立

地条件を考慮し，地域を中心に，社会に対して有用な人材を養成し貢献することが教育の目的

として設定されている。 

上記の教育理念と教育方針に基づき学習・教育目標が定められている。準学士課程と専攻科

課程における教育の達成レベルが明確に区別されており，この下で教育研究活動が行われてい

る。 

したがって，高等専門学校としての本校における使命，教育研究活動の基本方針が明確に示

され，併せて，養成すべき人材像を含んで，達成しようとしている成果が定められている。 

 

観点１－１－②： 目的が，学校教育法第７０条の２に規定された，高等専門学校一般に求めら

れる目的から，はずれるものでないか。 

（観点に係る状況） 

 本校は，前述のように，教育理念と教育・運営方針に基づいて学習・教育目標を定めている

（前出資料１－１－①－３）。この学習・教育目標は，技術者として専門的な知識・技術を身に

付け，実践的な能力を発揮できること，すなわち，社会人としての教養，技術者倫理，工学的

知識，問題解決能力，コミュニケーション能力，業務遂行能力等の修得を目指したものである。 
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（分析結果とその根拠理由） 

 本校の学習・教育目標では，社会人としての教養，技術者倫理，工学的知識の教授及び問題

解決能力，コミュニケーション能力，業務遂行能力等の育成について明確に示されており，

「高等専門学校は，深く専門の学芸を教授し，職業に必要な能力を育成することを目的とす

る。」という学校教育法第70条の２に定められた条件を満たしている。この目標に従って教育

研究活動が実施されており，同教育法に規定された，高等専門学校一般に求められる目的に沿

っている。 

 

観点１－２－①： 目的が，学校の構成員（教職員及び学生）に周知されているか。 

（観点に係る状況） 

 教育理念，教育・運営方針，育成すべき人材像，学習・教育目標について，教職員には本校

ウェブサイト，全教職員に向けた通知などにより周知している（資料１－２－①－１）。また，

学生には，校内各所での掲示，ウェブサイト，学生便覧，シラバスにおいて公開し周知してい

る（資料１－２－①－２）。さらに，学習・教育目標カードを教職員及び学生全員に配布し，

常に目的が参照できるようになっている（資料１－２－①－３）（資料１－２－①－４）。 

 

 

資料１－２－①－１

学習・教育目標の周知 
 

To: ・・・・・@nagano-nct.ac.jp 

Subject: 学習・教育目標（2006 年 2 月修正版) 

From: Seiji Horiuchi <・・・・・@ei.nagano-nct.ac.jp> 

Date: Tue, 21 Feb 2006 20:19:41 +0900 

 

堀内です。 

全教職員の皆様＞＞＞ 

先日の運営会議で、本校の学習・教育目標が修正されましたので、添付ファイル

で、お知らせいたします。 

次の 4 種類があります。 

使用状況によって適切なものを選んで利用してください。 

学習・教育目標は、もちろんどのファイルにおいても同一です。 

1.本校の学習・教育目標のみ 

 （到達レベルが記載されていないパターン） 

2.本科だけの対応版 

 （本科の到達レベルが記載されているパターン) 

3.専攻科だけの対応版 

 （専攻科の到達レベルが記載されているパターン) 

4.本科、専攻科（両方の）の対応版 

 （本科および専攻科の両方の到達レベルが記載されている 

  パターン) 

（出典：副校長から全教職員に宛てた電子メール）
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資料１－２－①－２

学習・教育目標の構内の掲示（写真） 

 
（出典：構内の掲示）

 

資料１－２－①－３

 

（出典：学習・教育目標カードの表紙）
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資料１－２－①－４

                            平成１８年４月４日

 
学級担任 専攻主任 殿 
                                  副 校 長 
 

学習・教育目標カードの配布および指導について（依頼） 
 
 本校の学習・教育目標が一部変更になりましたので、平成 18年度用の学習・教育目標カードを作成いたし
ました。本カードは、表紙、学習・教育目標およびその細目、前後期分の時間割欄から構成されています。 
 担任の先生にはご多忙のところ申し訳ございませんが、クラスの学生に学習・教育目標カードを配布して

いただくとともに、以下の事項をご指導いただきますようよろしくお願いいたします。 
 
１．学習・教育目標カードは、全校学生（本科、専攻科）および教職員に配布されること。 
２．学習・教育目標は、本科、専攻科共通の目標であり、学生は、学習・教育目標の理解に努め、常に、受

講している授業の達成目標と対応ができるようにしておくこと。 
３．学習・教育目標カードの時間割欄を活用してほしいこと。時間割欄にある学習・教育目標の細目(例えば

D-1,E-2)を記入して活用してほしいこと。 
４．学習・教育目標カードは折り目を利用し、３つに折って常に携帯すること。 
 

以上 
 

（出典：配布された学習・教育目標カードの配布依頼文書）

 

各教科の授業においても学期の始め等に，担当教員が学習・教育目標と授業内容との関連に

ついて，随時説明を行っている（資料１－２－①－５）。 

 

資料１－２－①－５

教員に対する学生へのシラバスの説明依頼 
 

 
（出典：教育改善委員会資料 抜粋）
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（分析結果とその根拠理由） 

 校内各所での掲示，ウェブサイト，学生便覧，シラバス等の複数の手段により，教育の目的

を教職員及び学生に公開している。また，学習・教育目標カードを教職員及び学生全員に配布

し，常に参照できるようになっている。 

このように，様々な方法で本校の目的を確認することができ，教職員及び学生に周知されて

いる。 

 

観点１－２－②： 目的が，社会に広く公表されているか。 

（観点に係る状況） 

 前述のように，教育理念，教育・運営方針，育成すべき人材像，学習・教育目標を，本校の

ウェブサイトで外部に公開している（前出資料１－１－①－３）（資料１－２－②－１）。ま

た，これらの目的を学校要覧に記載し，関係の各所（高等専門学校，大学，図書館など）に配

布している（資料１－２－②－２）。さらに，中学校進路指導教諭対象の進学説明会，中学校

訪問等においても，関係者に対して学校要覧を配布し公表している（資料１－２－②－３）

（資料１－２－②－４）（資料１－２－②－５）。 

 

資料１－２－②－１ 

■目標とする人材像 

• 工学の基礎知識を備え、的確な技術的知識・技能を駆使して、確固たる倫理観を持ち

ながら自ら問題を発見し解決していくことができる実践的で創造的・開発型の技術者 

• 幅広い教養を備え、社会、環境等の諸問題に自ら関心を示し、リーダーシップを発揮

して積極的に「ものづくり」に取り組める人材 

• 文化の多様性を認識し、自ら諸外国との交わりに関心を抱き、国際社会に貢献できる

人材 

（出典：本校のウェブサイト http://www.nagano-nct.ac.jp/entrance_f.html）
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資料１－２－②－２ 

送付内訳 備考１ 備考２ 部数
国立国会図書館 御中 5

独立行政法人 国立高等専門学校機構本部事務局 御中 1
独立行政法人 国立大学財務・経営センター 御中 1

国公私立高等専門学校 庶務課 御中 62
長岡技術科学大学 総務部総務課  御中 2
豊橋技術科学大学 総務部総務課  御中 2
信州大学 総務部総務課  御中 12
名誉教授 殿 28

国立信州高遠少年自然の家 事業企画課  御中 2
長野県商工部 御中 1

長野県教育委員会義務教育課 御中 1
長野県教育委員会私学教育振興室 御中 1

長野市企画政策部 御中 1
長野県経営者協会 御中 2
（財）長野県テクノ財団 御中 3

後援会長・副会長・支部長・事務局 殿
会長等：16部
事務局：２部

18

天理大学附属図書館 御中
平成17年度新規発送先
（要覧チーフより）

1

慶応義塾大学 メディアネット本部  御中 〃 1
長野県短期大学附属図書館 御中 〃 1
上田女子短期大学附属図書館 御中 〃 1
長野県工科短期大学 図書係  御中 〃 1
県立長野図書館 館長  殿 〃 1

（財）八十二文化財団 ライブラリー８２ 御中 〃 1
長野県信濃美術館 館長  殿 〃 1

計 150

平成17年度版学校要覧発送一覧

 
（出典：総務課総務係作成資料） 

 
資料１－２－②－３

平成１７年度 進学説明会日程 

（長野会場 9 月 8 日（木））

 

出 席 者  校   長，教務主事，鈴木宏入学者選抜委員（校内見学を担当） 

      学生課長，教務係長，教務係員 

 

配布資料   ① 学校要覧 

            ② 入学者募集要項 

③ 長野高専あんない 

④    〃     （リーフレット） 

⑤ 募集ポスター 

⑥ 平成 17 年度入学者選抜学力検査問題（5教科） 

⑦ 学生寮（雄風寮・清風寮）のご案内 

 

日  程  ９月８日（木）長野高専第一会議室 

 

（お茶は、受付時に配付する。）

     １３：３０ 開会                   【学生課長】 

     １３：３５ あいさつ                【校  長】 

          １３：４５  本校出席者紹介 日程説明 資料確認      【学生課長】 

                長野高専紹介              【教務主事】 

             本校概要、学生募集要項等説明 

       （１４：４５ 休憩） 

     １４：５０ 質疑応答                【教務主事】 

     １５：００ 終了挨拶 閉会             【学生課長】 

     １５：００ 校内見学               【鈴木宏委員】 

     １５：１０ 後片付け 

 
（出典：学生課教務係作成資料） 
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資料１－２－②－４

平成 17 年度 体験入学等への参加者数調べ   

【一日体験入学 9 月 3 日（土）】         

           

 生徒 467 名 中学校数 132 校     

 保護者 223 名        

 先生 12 名        

 合計 702 名           

           

【進学説明会】（中学校の進路指導担当教諭を対象とした説明会）     

           

 会場名 参加校数 参加人数     

 長野会場(9/ 8・木) 43 校 43 名     

 佐久会場(9/ 9・金) 9 校 9 名     

 松本会場(9/14・水） 26 校 28 名     

 諏訪会場(9/16・金） 14 校 14 名     

 上田会場(9/20・火） 16 校 16 名     

 飯田会場(9/22・木） 30 校 30 名     

 計   138 校 140 名     

           

【学校説明会】（中学 3年生とのその保護者を対象とした学校説明会）     

           

 会場名 生徒 保護者 合計 中学校数 

 諏訪会場(9/16・金） 5 名 6 名 11 名 6 校 

 飯田会場(9/22・木） 8 名 9 名 17 名 4 校 

 計   13 名 15 名 28 名 10 校 

           

【合同説明会】（県外での学校説明会）        

           

 会場名 生徒 保護者 教諭 合計     

 大宮会場(6/18・土） 2 2  4 
（全体では 39 組 72

名） 

 甲府会場(7/27・水） 4 4 4 12     

 計   6 6 4 16     

           

【学校見学会】（進学塾等の学校訪問）        

           

 名称（日付） 生徒 保護者 
引率者 

（教諭）
合計     

 関塾 10/22（土） 33  8 41     

      0     

 計   33 0 8 41     

           

上記の体験入学等において         

① 学校要覧、② 入学者募集要項、③ 長野高専あんない、④ 長野高専あんない（リーフレット）、⑤ 募

集ポスター、⑥ 平成 17 年度入学者選抜学力検査問題（5教科）、⑦ 学生寮（雄風寮・清風寮）のご案内 

を資料として配布した。 

 
（出典：学生課教務係作成資料）
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資料１－２－②－５

平成１７年度 中学校訪問計画 
・入学者選抜委員会委員の訪問    

訪問予定者 組織名 訪問予定日  一日体験参加者 3年生生徒数 

松 岡 保 正 佐久中学校 11月16日 (水) 0 119

 臼田中学校 11月16日 (水) 1 134

岸   佐 年 東中学校 11月18日 (金) 3 104

 軽井沢中学校 11月18日 (金) 2 150

中 澤 達 夫 立科中学校 11月10日 (木) 1 91

（藤原勝幸交替） 望月中学校 11月10日 (木) 0 106

阿 部 廣 史 岡谷東部中学校 11月11日 (金) 2 163

 諏訪中学校 11月17日 (木) 2 98

鈴 木 三知男 長峰中学校 11月15日 (火) 3 127

 東部中学校 11月15日 (火) 0 150

青 木 博 夫 南箕輪中学校 11月10日 (木) 1 146

 宮田中学校 11月10日 (木) 0 105

倉 澤 英 夫 飯島中学校 11月14日 (月) 0 115

 中川中学校 11月14日 (月) 1 81

古 川 万寿夫 伊那中学校 11月29日 (火) 1 158

 春富中学校 11月29日 (火) 0 187

久保田 和 男 塩尻中学校 11月8日 (火) 5 145

 塩尻西部中学校 11月8日 (火) 3 121

堀 内 富 雄 波田中学校 11月8日 (火) 3 173

 飯綱中学校 17.10.17実施済み 5 135

藤 原 勝 幸  穂高東中学校 11月11日 (金) 0 186

(中澤達夫交替） 穂高西中学校 11月11日 (金) 2 128

坂 口 正 雄 高瀬中学校 11月21日 (月) 2 109

（事務部長） 丸ノ内中学校 11月21日 (月) 2 87

小 澤 志 朗 山辺中学校 11月10日 (木) 1 86

 女鳥羽中学校 11月10日 (木) 4 109

堀 内 征 治 小布施中学校 11月25日 (金) 5 118

鈴 木   宏 妙高高原中学校 11月30日 (水) 0 65

学 生 課 長 福島中学校 11月21日 (月) 2 64

(教務係長） 開田中学校 11月21日 (月) 1 15

 大桑中学校 11月21日 (月) 1 44

・近隣大規模中学校への訪問     

訪問予定者 組織名 訪問予定日  一日体験参加者 3年生生徒数 

校    長 東部中学校 11月11日(金）10:00 17 290

 東北中学校 11月15日(火）11:00 21 231

 北部中学校 11月15日(火）13:30 8 238

 附属長野中学校 11月29日(火）11:00 22 233

副 校 長 柳町中学校 12月 8日(木）午前 13 211

 三陽中学校 12月 9日(金）午前 13 206

 櫻ケ岡中学校 12月 9日(金）午前 8 187

 更北中学校 12月 5日(月）午前 4 203

上記の中学校訪問において以下の資料を配布した。 

① 学校要覧、② 入学者募集要項、③ 長野高専あんない、④ 長野高専あんない（リーフレ

ット）、⑤ 募集ポスター、⑥ 平成17年度入学者選抜学力検査問題（5教科）、⑦ 学生寮

（雄風寮・清風寮）のご案内  

 

（出典：学生課教務係作成資料）
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（分析結果とその根拠理由） 

教育理念，教育・運営方針，育成すべき人材像，学習・教育目標を掲示した本校のウェブサ

イトは，外部からも容易に閲覧できる。また，これらの目的が記載された学校要覧が，外部に

配布されている。 

これらのことから，教育の目的が広く社会に公開されている。 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

・ 「学習・教育目標」は準学士課程と専攻科課程において一貫した目標となっており，準学

士課程卒業時及び専攻科課程修了時において到達すべきレベルを明確に区別している。 

・ 本校の教育理念は，人間的成長を目指したものであり，育成すべき人材像で示したように，

コミュニケーション能力，工学的知識・技術を背景にした確固たる倫理観，問題へ取り組

む自主性，積極性やリーダーシップ，国際貢献等を求める全人的教育を常に念頭において

学生の教育を行っている。 

・ 校内各所での掲示，ウェブサイト，学生便覧，シラバス等の複数の手段により，教育の目

的を教職員及び学生に公開するとともに，学習・教育目標カードを教職員及び学生全員に

配布し，様々な方法で本校の目的を周知している。 

 

（改善を要する点） 

・ 教育の目的についての学外への公開はされているが，今後，公開と周知についてさらに充

実方法を検討し，定着させる必要がある。 

 

（３）基準１の自己評価の概要 

本校では1963年の創設以来，実践的技術者の育成を行ってきた。その中で，「優れた技術者

は，優れた人間でなければならない。」という思想が生まれ，教職員全体に教育理念として定

着した。 

長野県は全県的に電子関連，精密機械関連等の産業を中心に「ものづくり」が盛んに行われ

ている。また，恵まれた自然環境との共生を考慮しつつ，地域間との交流連携及び災害に強い

インフラの整備も重要な産業である。一方で，県内の工学技術に関する高等教育機関は少なく，

本校は技術者教育を担う高等教育機関の一つとして，重要な位置を占めている。このような立

地条件を考慮し，地域を中心に社会に対して有用な人材を養成し貢献することが教育の目的と

して設定されている。この教育理念と教育方針に基づき学習・教育目標が定められている。準

学士課程と専攻科課程における教育の達成レベルが明確に区別されており，教育研究活動が行

われている。したがって，高等専門学校としての本校における使命，教育研究活動の基本方針

が明確に示され，併せて，養成すべき人材像を含んで，達成しようとしている成果が定められ

ている。 

本校の学習・教育目標は，社会人としての教養，技術者倫理，工学的知識の教授及び問題解

決能力，コミュニケーション能力，業務遂行能力等の育成について明確に示しており，「高等

専門学校は，深く専門の学芸を教授し，職業に必要な能力を育成することを目的とする。」と

いう学校教育法第70条の２に定められた条件を満たしている。この目標に従って教育研究活動
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が実施されており，同教育法に規定された，高等専門学校一般に求められる目的に沿っている。 

校内各所での掲示，ウェブサイト，学生便覧，シラバス等の複数の手段により，教育の目的

を教職員及び学生に公開している。また，学習・教育目標カードを教職員及び学生全員に配布

し，常に参照できるようになっている。このように，様々な方法で本校の目的を確認すること

ができ，教職員及び学生に周知されている。本校のウェブサイトは，外部からも容易に閲覧で

きる。また，これらの目的が記載された学校要覧が，外部に配布されており，教育の目的が広

く社会に公開されている。 
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基準２ 教育組織（実施体制） 

 

（１）観点ごとの分析 

観点２－１－①： 学科の構成が，教育の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

（観点に係る状況） 

 本校は，５年制の準学士課程と２年制の専攻科課程を持つ高等教育機関である。 

準学士課程は機械工学科，電気電子工学科，電子制御工学科，電子情報工学科，環境都市工

学科の５つの専門学科で構成されており，それぞれ200人（各学年40人），全学科合計1,000人

の定員となっている（資料２－１－①－１）（資料２－１－①－２）。１，２年次は，各学科

の所属学生をほぼ均等に振り分けた５学級による混合学級制をとっている。 

 

資料２－１－①－１

入学定員一覧 

 

（出典：長野工業高等専門学校学則）

 

資料２－１－①－２

学科構成 

 

（出典：2006 年度学校要覧，p.9）
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 機械工学科は，1963年の本校創設当初に80名定員（２学級）で設置された。社会との関連の

中で機械工学を捉えることができ，技術革新に対応できる人材育成に努めている。機械工学の

基礎科目である材料力学，機械工作，熱力学等を学んだ後，３次元CAD，自動車工学などの応用

科目を学ぶ。 

 電気電子工学科は，本校創設と同時に電気工学科として発足した。発足当時は電力中心の学

科であったが，教育内容を見直し，環境との共生に配慮しつつ，電子・電力・情報を包括した

システムを構築できる総合技術者の養成を目指す学科に変貌し，2005年に電気電子工学科に名

称を変更した。 

 電子制御工学科は，「メカトロニクスに強い技術者」の養成という社会の要請を背景に，機

械工学科の１学級の改組により1992年に設置された。機械工学・電気電子工学・情報制御工学

の基礎的知識に加え，システムを制御するために必要な各種工学分野を体系的に学習し，「も

のづくり」を通して，製品開発や生産技術の場で活躍できる技術者を育成している。 

電子情報工学科は，今日の高度情報化社会に対応できる技術者の養成を目的として1989年に

設置された。同科を卒業する学生が修得すべき能力は，コンピュータの機能を十分理解し，社

会における電子・情報・通信分野の環境や条件に適合した最適な方法を選択でき，コンピュー

タに新たな機能を付加することができる技術，コンピュータを中核とした各種システムを構築

する技術である。 

 環境都市工学科は，土木工学科として1967年に発足し，自然と共生できる社会基盤の整備に

重点を置いた教育が必要となり1994年に改組した。便利で環境にやさしい理想のまちづくりや

次世代へかけがえのない生活環境を引き継ぐことを目指し，環境問題に配慮できる技術者を養

成している。また，社会基盤の整備に関連した各種産業分野から官公庁に至るまで幅広く通用

する人材を育成している。 

各学科共通の一般科目（教養科目）及び基礎専門科目の教育は，一般科目担当者が行ってい

る。中学校を終えたばかりの成長過程において，心身の変化が大きい時期に入学してくる青少

年が，高等専門学校に慣れ，大きく成長していくために重要な基礎教育を行っている。国際社

会で通用する豊かな人間性やコミュニケーション能力を備えた実践的な技術者の育成を念頭に

置きながら，柔軟な心・能力を尊重した教育を目指している。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 学校教育法第70条の３に基づき５つの専門学科が置かれており，高等専門学校設置基準の規

定に適合している。各学科１学年40人の学生定員を学級単位として定め，適切な規模によって

教育を行っている。専門分野別に設置された５学科は，各専門分野を教育するために，本校の

教育の目的を達成できるよう，それぞれ特長をもって組織されている。社会や産業構造の変化，

技術革新に対応するため，また，これに伴う教育内容の改編に合わせて，学科の新設や改組，

学科名変更を行っている。 

本校では，教育の目的に合わせ全人的教育を行うために，１，２年生で混合学級制を敷き，

幅広い人間関係を持てるようになっている。 

各学科の名称と教授する内容は，高等専門学校設置基準に照らしても適切であるとともに，

現在の社会状況に適応しており，本校の教育の目的を達成する上で適切なものとなっている。 
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観点２－１－②： 専攻科を設置している場合には，専攻科の構成が，教育の目的を達成する上

で適切なものとなっているか。 

（観点に係る状況） 

 最近の高学歴志向や高専卒業者に対する企業の求人意欲の高まりなどの状況を踏まえて，準

学士課程修了後に，さらに高度な技術や社会性を身に付けるため２年間の課程として，2003年

に専攻科を設置した。 

 専攻科課程は，生産環境システム（収容定員24人，１学年12人）と電気情報システム（収容

定員16人，１学年８人）の２専攻により構成されている（資料２－１－②－１）。本校では，

生産環境システム専攻は，準学士課程の機械工学科，電子制御工学科及び環境都市工学科の卒

業生が進学し，電気情報システム専攻は，準学士課程の電気電子工学科，電子情報工学科の卒

業生が進学するシステムとなっており，カリキュラム編成において準学士課程の各関係学科と

強く関連している（資料２－１－②－２）。 

 

資料２－１－②－１

入学定員一覧 

 
（出典：長野工業高等専門学校学則）

 

資料２－１－②－２

準学士課程との対応 

 

（出典：専攻科パンフレット）
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両専攻とも学生の自主的な学習意欲を尊重した科目選択制を基本方針としている。最も特色

ある科目は学外実習で，15週以上の長期にわたる企業等での実務に携わり，学生に技術者とし

ての自覚と社会性を身に付けさせて，即戦力として活躍できる人材育成を目指している。 

 生産環境システム専攻は，機械・設備等の生産及び社会基盤の整備に必要な専門知識を修得

し，開発・研究能力を備えた実践的技術者の養成を目的としている。生産，エネルギー，建設，

環境等の分野で幅広い技術内容が修得できる。 

 電気情報システム専攻は，エレクトロニクス・情報通信関連の先端技術に精通するための知

識を修得し，電気電子機器，電子デバイス，電子通信システム及び計算機・情報システム等の

分野で開発・研究ができる実践的技術者を養成することを目的としている（資料２－１－②－

３）。 

 

資料２－１－②－３

両専攻の教育内容 

 

 

（出典：長野工業高等専門学校 専攻科設置要望書，p.12）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 専攻科課程では準学士課程のカリキュラムに対し，さらに一歩踏み込んだ高度な内容や具体

的な専門技術に係る内容を提供している。これにより，準学士課程卒業生が基礎的な学習をも

とに，より深く専門的な内容を学ぶことができる。また，１学年の定員は，準学士課程の各関

連学科の定員の割合も考慮された適切な規模となっている。 

 専攻科課程は，地域を中心とする産業界の要請に応えて設置され，現在の高度な内容や具体
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的な専門技術に係るカリキュラム編成は，本校の教育の目的を達成する上で適切なものとなっ

ている。また，地域貢献の観点からみると，専攻科課程の設備や特別研究（卒業研究に相当）

の枠組みを利用し，学生も参加する形で，企業との共同開発・共同研究を推進している。長期

学外実習は，実践的な経験を積む上で最も重要なものであり，本校専攻科課程の特色を表す科

目となっている。 

 以上のことから，専攻科課程は学校教育法の規定第70条の６に適合しており，その構成は本

校の教育の目的を達成する上で適切なものとなっている。 

 

観点２－１－③： 全学的なセンター等を設置している場合には，それらが教育の目的を達成す

る上で適切なものとなっているか。 

（観点に係る状況） 

 全学的な組織として，情報教育センター，技術教育センター，地域共同テクノセンターを設

置している（資料２－１－③－１）（資料２－１－③－２）（資料２－１－③－３）（資料２

－１－③－４）。 

 

資料２－１－③－１

各センターの設置に関する規則 

（出典：長野工業高等専門学校内部組織規則 抜粋）

 



長野工業高等専門学校 基準２ 

 - 25 -

 
資料２－１－③－２

 

 
 

（出典：長野工業高等専門学校情報教育センター規則 抜粋）
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資料２－１－③－３

 

 
 

（出典：長野工業高等専門学校技術教育センター規則 抜粋）
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資料２－１－③－４

 

（出典：長野工業高等専門学校地域共同テクノセンター規則 抜粋）
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情報教育センターは，第１端末室，第２端末室，AVC室，情報ネットワーク管理室からなり，

情報処理関連授業等に利用されている。AVC室はLL装置を有しており，言語教育にも利用されて

いる。同センターには，技術職員５名が常駐しており，学生の学習活動を支援している。 

技術教育センターは，第１工場と第２工場からなり，基礎的な工作機械から特殊工作機械ま

で多くの設備が設置され，機械加工技術とそれに伴う安全教育の場として利用されている。同

センターには，技術職員５名が管理室に常駐しており，ものづくり教育を支援している。 

地域共同テクノセンターは，セミナー室，プロジェクト実験室，高度加工実験室からなり，

センターの設備を利用した学生実験や各種講演会などの教育活動をしている。また，同センタ

ーには，技術職員６名が常駐し，学外実習の支援や本校教職員と地域企業との共同研究を通し

て実践的な教育を行っている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

情報教育センターは，情報教育，コンピュータ支援教育，言語教育などを行っている。また，

技術教育センターは，製造・加工技術の実習，各種競技会参加学生への技術指導などのものづ

くり教育及び研究活動を支援している。さらに，地域共同テクノセンターは，実務訓練や学外

実習への協力，講演会や講習会の開催，共同研究などの地域企業との交流を通して，実践的な

教育研究活動の支援を行っている。 

これらの全学的なセンターは，このように自主的な学習活動支援，技術者としての専門知識

の教授，実践的な能力やコミュニケーション能力及び創造性の育成を担っており，教育の目的

と整合性が取れ，目的を達成する上で適切である。 

 

観点２－２－①： 教育課程全体を企画調整するための検討・運営体制及び教育課程を有効に展

開するための検討・運営体制が整備され，教育活動等に係る重要事項を審議す

るなどの必要な活動を行っているか。 

（観点に係る状況） 

教育課程の企画調整のための組織として教務委員会，専攻科運営委員会がある。これらの委

員会では，教育課程全体の検討，見直しを行い立案する。これらの案については，校長を中心

として，各学科長および各センターの長などで構成された運営会議でその妥当性等を審議し決

定する（資料２－２－①－１）（資料２－２－①－２）。決定事項は全教員が出席する教員会

議において報告される。各委員会の議事録はウェブサイトで公開されている（資料２－２－①

－３）（資料２－２－①－４）。 
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資料２－２－①－１

組織図 

（出典：学校要覧，p. 7）
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資料２－２－①－２

各委員会の設置規則（抜粋） 
 

 
（出典：長野工業高等専門学校教務委員会規則 抜粋）

                

 
（出典：長野工業高等専門学校専攻科運営委員会規則 抜粋）
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（出典：長野工業高等専門学校運営会議規則 抜粋）
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資料２－２－①－３

諸会議・諸委員会議事概要 
 

 平成１６年度第８回運営会議（平成１６年９月７日開催）において，「諸会議及び諸委員会の議事概要の

公表に関する申し合わせ事項」が制定され，同日開催日以降の会議・委員会議事概要を学内向けに公表

することとなりました。 

 なお，各議事概要は全てＰＤＦ形式です。また，各々の会議・委員会配付資料については，当該所管係

へお問合せ願います。 

 

○平成 16 年度の諸会議・委員会へ 

 
平成 17年度の会議・委員会 平成 18年度の会議・委員会 

会議・委員会名 
備  

考  

教員会議  

執行会議  

運営会議  

入学者選抜委員会  

教務委員会  

広報委員会  

学生支援委員会  

寮務委員会  

研究支援委員会  

専攻科運営委員会  

教育改善委員会  

JABEE受審特別プロジェクトミー
ティング 

 
 

会議・委員会名 
備  

考  

教員会議  

執行会議  

運営会議  

入学者選抜委員会  

教務委員会  

広報委員会  

学生支援委員会  

寮務委員会  

研究支援委員会  

専攻科運営委員会  

教育改善委員会  

JABEE受審特別プロジェクトミー
ティング 

 

第三者評価対応委員会  
 

（出典：本校のウェブサイト，http://abw.jm.nagano-nct.ac.jp/~shomu/）
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資料２－２－①－４

委員会の議事録 

平成１７年度 第６回 教務委員会議事概要 
 

日 時  平成１７年７月２５日（月） １５：００～１６：２５ 
場 所  第二会議室 
出席者  委員長他 ９名（藤澤義委員欠席、代理で鈴木三教授が出席） 
欠席者  なし 
議 題   
 
１．教育課程の改訂について 
   ・改訂の基本方針について 
   ・単位計算法の見直しについて 

 委員から教育課程の改訂に関する各学科の意見の報告が行われ、委員長から「教

育課程改訂について（案）」について詳細な説明があった後、種々意見交換が行わ

れ、一部を修正し、教育課程改訂の基本方針が了承された。 
 引き続き、委員長から配布資 No.2により単位計算法の見直しについての説明があ
り、種々意見交換が行われた。 
 

次回の教務委員会は、平成 17年 8月 30日（火）14：00から第二会議室で開催する予
定となった。 

                                     以上 

（出典：本校のウェブサイト，http://abw.jm.nagano-nct.ac.jp/~shomu/）

 

教務委員会，専攻科運営委員会で教育の企画調整を行うにあたり，必要に応じて各科に検討

を依頼し，討議された結果を参考にしている（資料２－２－①－５）。これらの体制のもと，

2005年度には，教務委員会は15回，専攻科運営委員会は12回，運営会議は18回開催され，年間

を通じて活動が行われ，その中で教育課程の検討がなされた。 

教育全体の検討は，教育改善委員会，学生支援委員会など他の委員会とも連携して行われて

いる（資料２－２－①－６）。また必要に応じて，学級担任で構成される各学年会議や教科担

当者の科目会議でも検討される。 

 

資料２－２－①－５

科会議事録（電子情報工学科） 
 

 
平成17年度電子情報工学科第７回科会 

H17/07/21(木） 13:00～15:00 

 

出席者：鈴木、大澤、押田、荒井、大矢、藤澤、西村 

欠席者：堀内、為末 

 

１．カリキュラム検討会 

 

カリキュラム案の主な変更点 

（新設または変更） 

電気電子基礎(2) 

（次ページに続く）
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アーキテクチャ(1) 

センサ・アクチュエータ工学(2) 

ファームウェア(1) 

オブジェクト指向(2) 

プログラム数理科学(2) 

 

（なくなった科目） 

自動制御機器(2) 

環境電磁工学(1) 

自動設計法(1) 

 

・教育理念とあっているかどうか。 

環境問題など、学習教育目標（B)はどうするか。－＞ネットワークなどで対応できな 

いか？ 

 

・専攻科につなげる。 

学生が専攻科で電気電子工学科の科目にもついていけるように考える。－＞ 

５年後期の科目でうまく対応するよう考える。 

 

・電磁気学演習を５年前期へ、回路網理論を５年後期へ。 

 
（出典：科会議事録（電子情報工学科） 抜粋）

 

資料２－２－①－６

教育改善に係わる教育改善委員会から教務委員会への依頼文書 

平成 17 年 4 月 26 日

教務主事 殿 

                                 教育改善委員会 

 

教育改善委員会において本校の教育システムを評価検討した結果、以下の点についてご検討い

ただきたくお願い申し上げます。 

 

（１）現在の学習・保証時間は、学生への指導によって確保しています。選択科目の必修化も含

めてさらに時間の増加策の検討を依頼します。 

（２）シラバスに沿った教育（授業、評価方法）が実施されているかチェックする機能の検討を

依頼します。チェックシステムの検討を教育改善委員会もともに行いたいと考えております。 

（３）FD システムの確実な構築と実施のための検討を依頼します。 

（４）科目間の連携および教員間連絡ネットワークについてさらに、実施およびさらに改善のた

めの検討を依頼します。 

（５）継続的活動の一環である企業および卒業生へのアンケート調査のルーチン化のための検討

を依頼します。 

（６）環境や安全に対するチェック体制の明確化が必要であると評価されました。現在あるシス

テムを明確にして周知くださるよう依頼します。 

（７）PDCAシステムの実施をさらに改善するための検討を依頼します。 

（出典：教育改善委員会資料）

 

各委員会での審議事項は，伝達事項あるいは議事録として，各委員会の委員から各科に所属

する教員に伝達されるほか，メールや文書による連絡，議事録のウェブサイト上での公開等の

方法・手段によって情報交換が行われている。連携・連絡内容は，カリキュラムに関する内容，

成績・出欠に関する内容，進路に関する内容等，教育全般に関することである。 

 また，学生に関する情報の取り扱いについては，独立行政法人国立高等専門学校機構個人情

報管理規則に従って個人情報を管理している（資料２－２－①－７）。 
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資料２－２－①－７

個人情報の保護に関する規則 

（出典：独立行政法人国立高等専門学校機構規則集 抜粋）
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（分析結果とその根拠理由） 

 教育課程全体を企画調整するために，運営会議，教務委員会及び専攻科運営委員会が組織さ

れ，意思決定のプロセスと責任が明確化され整備されている。運営会議は，校長を中心として，

各学科長および各センターの長などで構成され，教務委員会と専攻科運営委員会は，委員長と

各科からの代表委員等により組織されているため，人的規模や委員構成が適切であり，議事内

容を速やかに伝達し，処理できる体制となっている。 

上記委員会が中心となり重要事項を審議するなどの教育活動を行っている。さらに，関連す

る他の委員会が連携して活動を行っている。 

このように教育課程全体を企画調整し有効に展開するための委員会等の体制ができており，

必要な活動が行われている。 

 

観点２－２－②： 一般科目及び専門科目を担当する教員間の連携が，機能的に行われているか。 

（観点に係る状況） 

科目間連携を図るために，教育改善委員会と教務委員会が企画をし，2003年度から2005年度

には専門科目と一般科目との科目間連絡会議を各年度１回実施した（資料２－２－②－１）。

2005年８月には，全教員参加のもとで長野高専教員研修会を開催し，多種の科目間連携につい

て協議した。また，準学士課程専門科目と専攻科課程の科目の連携に関する検討も合わせて実

施した（資料２－２－②－２）。これらの会議により，相互の情報交換を行い教育課程の改善

が図られた（資料２－２－②－３）。 
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資料２－２－②－１

科目間連絡会議議事録 

 
（出典：科目間連絡会議議事録）
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資料２－２－②－２

科目間連携に関する教員研修会 

平成 17 年度 長野高専教員研修会 
 
１ 目 的  長野高専におけるＦＤ活動のひとつとして、本研修会（講演および研究討議）を行

い、今後の教育のより一層の充実を図る。 
２ 期 日  平成 17年 8月 29日（月） 
３ 会 場  講演会および全体会議   １００番教室 
        研究討議分科会      会議室および専攻科棟講義室  
４ 対 象  全教職員を対象とする。ただし、研究討議会については、全教員を対象とする。 
５ 持ち物  自己点検書（本文編）、シラバス（H17年度 1学科分）、事前配布資料 
６ 日 程  開会の挨拶    9：00       （１００番教室） 

校長挨拶     9：05 ～  9：15   
        講演       9：20 ～ 12：00   （１００番教室） 
          講師  ＪＡＢＥＥ受審特別プロジェクト  堀内 征治 氏 

戸谷 順信 氏 
          演題  「ＪＡＢＥＥ受審に向けた自己点検の現状と課題」 

研究討議分科会  13：00 ～ 15：00   
          第１班テーマ：学生の理解度を向上させる授業について 
          主な討議内容： 

① 学習実態・教育指導調査報告書 
② 事前アンケート結果の報告 
③ ２つの資料を基に、教授方法・学生の学習時間増加対策について 
④ 授業評価アンケートおよび公開授業の検討 
⑤ 今後の課題 

第２班テーマ：教育理念・目標に基づく専攻科・学科間連携について 
           主な討議内容： 

① 教育理念・教育目標・目標とする人材像の確認 
② 各学科の中期目標・アドミッションポリシーの説明 
③ 事前アンケート結果の報告 
④ 学習・教育目標に対する意見 
⑤ アドミッションポリシーを加味した入試制度について 
⑥ 専攻科と各学科および各学科間の連携の検討 
⑦ 今後の課題 

第３班テーマ：数学と専門の科目間連携について 
第４班テーマ：物理・化学と専門の科目間連携について 
第５班テーマ：国語・社会と専門の科目間連携について 
第６班テーマ：外国語と専門の科目間連携について 
主な討議内容： 第３班から第６班 

① 事前アンケート結果の報告 
② 一般科目担当者より、各学年で履修すべき内容の説明。 

③ 専門科目担当者より、各学年で使用する知識の説明。 

④ 一般科目および専門科目に対する要望 

（具体的に来年のカリキュラムやシラバスへ反映できるような形に

する） 

⑤ 今後の課題 

全体会議     15：20 ～ 16：20  （１００番教室）  
                   研究討議内容の報告（各班代表者 10分程度） 

 ・質疑応答 
        閉会の挨拶    16：20  
 

（出典：平成17年度 国立長野高専教員研修会 実施報告書 抜粋）
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資料２－２－②－３

教育課程改訂についての運営会議資料 

 
 

（次ページに続く）



長野工業高等専門学校 基準２ 

 - 40 -

 
（出典：第14回（平成18年１月４日）運営委員会配布資料）

 

必要に応じて，一般科目担当教員が電子メール等で各専門学科に対して，授業内容の問合せ

を行うなどして，連携を図っている（資料２－２－②－４）。 

 

資料２－２－②－４

一般科と専門学科の教員間で交わされた電子メール 
 

From: 前田善文 <・・・・・@ge.nagano-nct.ac.jp> 

To: ・・・・・@me.nagano-nct.ac.jp, ・・・・・@ge.nagano-nct.ac.jp 

Subject: Re: 授業について 

Date: Fri, 20 May 2005 08:29:16 +0900 

 

戸谷先生 

                          前田善文 

（次ページに続く）
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ベクトル解析の授業の方が先に進んでいればよいのですが、やっと曲線 

３次元での物体の運動が終わったところで、来週の授業で曲面とできれば 

gradientに入るところです。連続の式はもう一度ベクトル解析の方で行い 

ますので流体工学の方ではやらなくてもよいのではないかと思います。 

 渦度(rotation)についてはベクトル解析の教科書では詳しく意味を扱っ 

ていません。授業では相対速度で考えたとき、相対速度は拡大縮小の成分 

と回転成分があり、rotationはこのうちの回転成分であると簡単に説明し、 

rotationはベクトルとして回転軸方向を表し、大きさの半分が角速度であ 

ることだけを話します。rotationの意味を数式で学生に説明するのは難し 

いですね。 

 

> メイルありがとうございます。 

> 本来、4年生にどこまで扱えばよいか悩んでいます。今日の話は学生に 

> は難しかったように感じます。次回も渦度のところでrotationが出てき 

> ます。もっと連続の式は、簡単な説明も行おうと思っていますが、どち 

> らがよいのか、ご意見がいただければ幸いです。 

>  

> > divergence(発散)はベクトル解析では３週後に予定しています。 

> > 本日の授業のような図をかいて発散の意味を説明します。 

> > ただし、数学では非圧縮性流体ではなく、一般論で体積に関する 

> > 流出量－流入量で扱うため、速度ベクトル場の発散は０ではない 

> > と説明します。関連を考えて非圧縮性流体の場合は０となり、 

> > 流体工学の連続性の式であること、定常場においては密度×速度 

> > の発散が０、非定常場ではDρ/Dt＋ρ×(速度の発散)＝0 につい 

> > ても簡単に説明したいと考えています。 

> >  非定常場は本校のベクトル解析の授業では扱わないため、本当 

> > にお話程度になってしまうと思います。 
 

（出典：一般科教員から専門学科教員に宛てた電子メール）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 教務委員会及び教育改善委員会が中心となり，一般科目と専門科目との科目間連絡会議等を

組織的に行っている。また，担当教員どうしが必要に応じて随時，打ち合わせなどにより連携

を図っている。これらの会議や打ち合わせの結果を教育課程の改訂や授業内容に反映させてい

る。 

このように一般科目と専門科目の担当教員との間で連携が機能的に行われている。 

 

観点２－２－③： 教育活動を円滑に実施するための支援体制が機能しているか。 

（観点に係る状況） 

準学士課程では学級担任として教員１名が各学科定員40人の１学級を受け持ち，専攻科課程

では専攻ごとに１名の教員が専攻主任として配置されている（資料２－２－③－１）。学級担

任，専攻主任の業務は，受け持った学級の学生への各種連絡や各種行事の指導を行うとともに，

学業を含め，学生生活全般にわたる相談にのるなど，学生が勉学に集中できるようきめ細かく

指導することである。同一学年の学級担任で構成される学年会では，これらの業務について連

携することにより，教育活動を円滑に実施している。また，副担任を配置して担任の業務をサ

ポートしている。 
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資料２－２－③－１

平成18年度校務分掌一覧 

 

 
（出典：平成18年度 第1回教員会議資料No.1）
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新任教員に対しては，各科主任が着任当初に教育活動全般について説明を行うとともに，随

時指導，援助している。さらに，校長，副校長，主事による新任者に対する研修も行っている

（資料２－２－③－２）。また，機構本部による新任教員研修会へも参加させている（資料２

－２－③－３）。 

 

資料２－２－③－２

校長，副校長，主事による新任者教員へのガイダンス 
 

 
（出典：新任教員へのガイダンス 総務課資料）
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資料２－２－③－３

新任教員研修会資料 
 

 

（出典：平成17年度高等専門学校新任教員研修会世話校の
長岡工業高等専門学校からの同研修会開催の通知）

 

各学科では１～２名の助手を配置し，助手は演習，実験・実習等を補助している。また，技

術室も同様に授業支援を行っている（資料２－２－③－４）。学科主任は，技術室に対して支

援依頼書を提出し，技術室は技術職員を派遣して授業の援助を行っている（資料２－２－③－

５）。 
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資料２－２－③－４

技術室組織等規則 

（出典：長野工業高等専門学校技術室組織等規則 抜粋）
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資料２－２－③－５

技術室への支援要請と依頼に関する書類 

 
（出典：技術室支援要請通知）

（次ページに続く）
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（出典：授業支援要請依頼書）

 

学生課では，学業成績の管理，出欠席簿の管理，学生の課外活動，施設使用関係等の事務を

通じて，学級担任及び課外活動の指導教員の教育活動への支援を行っている（資料２－２－③

－６）。たとえば，学生指導や各行事に関する連絡を，担任あるいは全教員などに宛てた電子

メール等により通知している（資料２－２－③－７）。また，部活動においては，各種大会の

参加学生の引率時の出張に関すること，合宿所の管理や使用時の割り振り等の支援も行ってい

る。準学士課程では学生寮に入っている学生が多く，学級担任等が寮生活に関する指導に当た

っている。これらの指導に関して，学生課寮務係が教員の支援を行っている。 

 

資料２－２－③－６

学生課の設置規則など 

長野工業高等専門学校事務組織規則  

第１章総則  

（目的）  

第１条長野工業高等専門学校（以下「本校」という。）学則第11条の規定による事務組織及びその所掌事務

の範囲に関してはこの規則の定めるところによる。  

第２章事務部  

（課）  

第２条本校に事務部を置き，庶務課，会計課及び学生課の３課を置く。  

（事務部長，課長）  

第３条事務部に事務部長を，課に課長を置く。  

２ 事務部長は校長の命を受けて，事務部の事務を処理する。  

３ 課長は上司の命を受けて，課の事務を処理する。  

（専門員）  

第３条の２ 学生課に専門員を置く。  

（次ページに続く）
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２ 専門員は上司の命を受けて，課の専門的な事務を処理する。  

（専門職員）  

第３条の３ 庶務課及び会計課に専門職員を置く。  

２ 専門職員は上司の命を受けて，課の専門的な事務を処理する。  

（係）  

第４条課の所掌事務を処理させるため，次の係を置く。  

庶務課庶務係人事係図書係  

会計課総務係出納係用度係施設係  

学生課教務係学生係寮務係  

（係長，主任）  

第５条各係に係長を置く。  

２ 係長は上司の命を受けて，所属職員を指揮して担当の事務を処理する。  

３ 係に主任を置くことができる。  

４ 主任は上司の命を受けて，担当の事務を処理する。  

第３章課の所掌事務  

 

（中略） 

 

（学生課）  

 第８条学生課においては，次の事務をつかさどる。  

 （１）入学者の選抜に関すること。  

 （２）学生の修学指導に関すること。  

 （３）教育課程及び授業に関すること。  

 （４）学生の学籍並びに学業成績の整理及び記録に関すること。  

 （５）学生の実習及び課外教育に関すること。  

 （６）公開講座に関すること。  

 （７）外国人留学生に関すること。  

 （８）学科に関すること。  

 （９）学生及び学生団体の支援，指導，監督に関すること。  

 （10）学生に対する奨学金，入学料及び授業料の減免猶予並びに経済援助に関すること。  

 （11）学生の課外活動施設の管理運営に関すること。  

 （12）学生の厚生事業及び厚生施設の管理運営に関すること。  

 （13）学生の保健管理及び保健施設の管理運営に関すること。  

 （14）学生の進路指導に関すること。  

 （15）学生旅客運賃割引証に関すること。  

 （16）日本体育・学校健康センターの事務に関すること。  

 （17）学生のカウンセリングに関すること。  

 （18）学生寮の管理運営に関すること。  

 （19）寮生の指導監督及び入退寮に関すること。  

 （20）寮生の保健衛生及び栄養管理に関すること。  

 （21）職印の管守に関すること。  

 （22）その他教務，学生指導及び寮務に関すること。  

 （事務分掌）  

 第９条事務部の事務分掌は，本規則第６条，第７条及び第８条に定める各課の所掌事務に基づき校長が別に

定める。  

 附則  

 １ この規則は，平成17年３月30日から施行し，平成16年４月1日から適用する。  

 ２ 長野工業高等専門学校事務組織規程（昭和41年４月１日制定）は，廃止する。  

 

（出典：長野工業高等専門学校事務組織規則 抜粋）
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資料２－２－③－７

学生課から全教職員に宛てた電子メール 
 

送信者: "教務係5" <  @jm.nagano-nct.ac.jp> 

宛先: "全教員" <   @nagano-nct.ac.jp> 

件名 : 後期中間試験成績等の入力について（依頼） 

日時 : 2005年12月5日 10:14 

 

平成１７年１２月５日 

教 員  各位 

 

教務主事 

堀内 征治 

 

           平成１７年後期中間試験成績等入力について（依頼） 

 

 このことについて、過日ご依頼いたしましたが、確認のためもう一度お知らせいたしま

す。 

 

                                             記       

 

〈Ｗｅｂ画面による入力〉 

 

○欠課時数等入力  ９月３０日（金）～１２月５日（月）までの欠課時数等の入力 

 

 

○成績入力     「学業成績の評定並びに進級及び卒業に関する内規」に従って 

１００点満点による点数で入力 

 

○入力期間       １２月６日(火)～１２月１６日(金) 厳守 

 

担当者 

教務係：篠原  

内線7007 

（出典：学生課から全教職員に宛てた電子メール）

 

（分析結果とその根拠理由） 

学級担任の業務に対しては，学年会での連携や副担任の配置により，教育活動を支援してい

る。新任教員を対象として，各種研修会を実施し，円滑な教育活動ができるように支援してい

る。また，各学科における助手の配置及び技術室からの技術職員の派遣による演習，実験・実

習等の授業支援が行われている。さらに，教員の教育活動や課外活動及び寮生活指導に対して

学生課による援助が行われている。 

教育組織としての長い教育実績により，上記の様々な教育活動のシステムができ上がってお

り，教員が行う教育活動の支援体制が整っているとともに，円滑な教育活動が機能している。 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

・ 準学士課程１，２年次は，混合学級制を敷いており，異なる学科の学生は，互いに交流し

視野を広げられる。 

・ 専攻科課程２年を設置したことにより，さらに高度な専門技術を準学士課程の専門学科で

学んだ内容と関連付けて教授できる。また，専攻科課程の15週間に及ぶ長期学外実習など

特色あるカリキュラムが設定されている。 

・ 産業技術の変遷と進歩に伴い，新たな専門学科の設置，改組が行われてきた。 

・ 全学的なセンターを配置し，専門技術を学ぶ上で，ものづくりを始め，様々な支援を行っ

ている。 

 

（改善を要する点） 

・ 教育目標をもとにした準学士課程と専攻科課程との連携などについて，より一層の協力体

制が求められる。 

 

（３）基準２の自己評価の概要 

 学校教育法第70条の３に基づき５つの専門学科が置かれ，適切な規模によって教育を行って

おり，高等専門学校設置基準の規定に適合している。これらの５学科は，本校の教育の目的を

達成できるよう，それぞれ特長をもって組織されており，学科の新設や改組，学科名変更を行

うなど社会や産業構造の変化，技術革新に常に対応している。各学科の名称と教授する内容は，

高等専門学校設置基準に照らして，また，本校の教育の目的を達成する上で適切なものとなっ

ている。１，２年生では混合学級制を敷き，幅広い人間関係を持てるようになっており，教育

上の効果が上がっている。 

 専攻科課程では準学士課程のカリキュラムに対し，さらに一歩踏み込んだ高度な内容や具体

的な専門技術に係る内容を提供している。１学年の定員は，準学士課程の各関連学科の定員の

割合も考慮された適切な規模となっている。専攻科課程の特色ある長期学外実習を含む高度な

内容や具体的な専門技術に係るカリキュラム編成は，教育の目的を達成する上で適切なものと

なっている。また，設備や特別研究の枠組みを利用し，学生も参加する形で，企業との共同開

発・共同研究を推進している。 

全学的な組織として，情報教育センター，技術教育センター，地域共同テクノセンターを設

置し，学生の自主的な学習活動支援，技術者としての専門知識の教授，実践的な能力やコミュ

ニケーション能力及び創造性の育成を担っており，教育の目的と整合性が取れ，目的を達成す

る上で適切なものになっている。 

 教育課程全体を企画調整するために，運営会議，教務委員会及び専攻科運営委員会が組織さ

れ，意思決定のプロセスと責任が明確化され整備されている。これらの委員会が中心となり重

要事項を審議するなどの教育活動を行っている。さらに，関連する他の委員会が連携して教育

活動を行っており，教育課程全体を企画調整し有効に展開するための体制ができており，必要

な活動が行われている。 

 教務委員会及び教育改善委員会が中心となり，一般科目と専門科目との科目間連絡会議等を

組織的に行っている。また，担当教員どうしが打ち合わせなどにより連携を図っている。これ
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らの会議や打ち合わせの結果を教育課程の改訂や授業内容に反映させるなど，一般科目と専門

科目の担当教員との間で連携が機能的に行われている。 

学級担任の業務に対しては，学年会での連携や副担任の配置により，教育活動を支援してい

る。新任教員を対象として，各種研修会を実施し，円滑な教育活動ができるように支援してい

る。また，各学科における助手の配置及び技術室からの技術職員の派遣による演習，実験，実

習等の授業支援が行われている。さらに，教員の教育活動や課外活動及び寮生活指導に対して

学生課による援助が行われている。 

教育組織としての長い教育実績により，教育活動のシステムができ上がっており，教員が行

う教育活動の支援体制が整っているとともに，円滑な教育活動が機能している。 
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基準３ 教員及び教育支援者 

 

（１）観点ごとの分析 

観点３－１－①： 教育の目的を達成するために必要な一般科目担当教員が適切に配置されてい

るか。 

（観点に係る状況） 

準学士課程においては，全学科に共通的に教授する一般科目として75単位以上を開講すること

が，設置基準第18条で定められている。本校では，一般科目は最低80単位を取得することにして

おり，設置基準を満たしている（資料３－１－①－１）。 

 

資料３－１－①－１

（出典：平成18年度シラバスより作成）

 

本校の学習・教育目標を達成するために，上記の80単位分の科目を学習・教育目標ごとに割り

振って教育課程を定め，これらの科目を教授できるように，定員26人の専任教員及び26人の非常

勤教員を各分野に配置している（資料３－１－①－２）（資料３－１－①－３）。また，一般科

目担当の専任教員の一人当たりの持ち時間数は，準学士課程においては，平均14単位とすること

を本校として申し合わせている（資料３－１－①－４）。 

 

    資料３－１－①－２

教員の配置状況（2006 年４月１日） 

学 科 等 教授 助教授 講師 助手 計 所 属 教 員 の 専 門 分 野 

機 械 工 学 科 5 2 2 1 10 流体力学、機械工学、材料加工学、機能材料工学、機

械要素、計算力学、機械力学、精密工学、福祉 機器 

電 気 電 子 工 学 科 4 4 1 2 11
電気工学、計測工学、情報工学、画像処理、磁気応用

工学、電気電子工学、磁気工学、電子材料、超伝導エ

レクトロ二クス、環境電磁工学 

電 子 制 御 工 学 科 4 6 1 11

機械工学、金属工学、医用電子工学、機械要素設計工

学、セラミックス材料工学、信号処理、制御工学、画

像処理、プラズマ理工学、生体工学、磁気工学、電気

工学、電子材料生産技術開発、マイコン応用回路、微

粒子システムプロセス学 

電 子 情 報 工 学 科 4 5 2 11

情報工学、教育工学、情報通信、電力工学、炭素材料

工学、画像処理、生体情報工学、宇宙物理学、音楽情

報工学、理論物理学、音響工学、半導体材料工学、固

体物理学 

環 境 都 市 工 学 科 3 5 2 10 建築構造学、土木工学、耐震工学、都市計画、地域計

画、衛生工学、環境保全工学、環境工学 
【 専 攻 科 】 (3) (1) (4)  
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（ 理 系 科 目 ） 

数    学 2 4 6 数学、数学教育、代数学、代数幾何学、多変数複素関

数論 
物    理 1 2 3 物理学、応用物理学、天文学 

化    学  1 1 化学 

情 報 科 学  1 1 情報科学 

（ 理 系 科 目 以 外 ） 

国    語 1 2 3 日本文学、和歌文学、国文学 

英    語 3 2 5 英語教育、アメリカ文学 

ドイツ語・哲学 1  1 哲学、倫理学 

歴  史  学  2 2 日本史学、中国史、中国都市社会学 

経  済  学  1 1 経済理論 

 
一般

科 

保 健・体 育 2 1 3 体育学、武道、コーチ学、スポーツ心理学 

 計 10 16 0 0 26  

合      計 30 38 3 8 79  

（専攻科は担当者であり、員数としては各学科に含む。）

（出典：総務課人事係作成資料）

 

資料３－１－①－３

一般科目担当教員の単位数等 

分野 総単位数 
常勤単位

数 

非常勤単

位数 
常勤人数

非常勤人

数 

常勤一人

の単位数

国語 46 42 4 3 2 14.0 

社会 40 37 3 3 2 12.3 

数学・情報 128 98 30 7 4 14.0 

物理・化学 67 55 12 4 2 13.8 

ドイツ語・哲学 14 1 0 1 0 14.0 

英語・語学 112 65 47 5 11 13.0 

保健・体育 51 40 11 3 3 13.3  

芸術 5 0 5 0 2 0 

合 計(平均) 463 351 112 26 26 13.5 

（出典：時間割より集計）

 

     資料３－１－①－４

専任教員持ち時間の申し合わせ事項 

 
（出典：運営会議配付資料No.3）
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一般科目担当の専任教員の年齢構成および職歴はバランスが取れており，博士取得者が半数に

及んでいる（資料３－１－①－５）（資料３－１－①－６）（資料３－１－①－７）。 

 

    資料３－１－①－５

教員の年齢構成（2006年4月1日） 

 20 歳～29 歳 30 歳～39 歳 40 歳～49 歳 50 歳～59 歳  60 歳～ 計 

 機 械 工 学 科 1 4 3 2 0 10 

電気電子工学科 2 3 4 1 1 11 

電子制御工学科 1 1 4 5 0 11 

電子情報工学科 1 2 5 2 1 11 

環境都市工学科 0 4 2 3 1 10 

 一 般 科 0 9 6 10 1 26 

合   計 5 23 24 23 4 79 
単位：人

（出典：総務課人事係作成資料）

 

     資料３－１－①－６

教員の職歴（2006 年４月１日現在） 

学 科 本校以外の

職 歴 な し 
本校以外の

高等教育機関

初等中等教

育機関   
民間企業 その他 

機 械 工 学 科 3 2 1 4 1 

電気電子工学科 5 2 0 3 1 

電子制御工学科 3 2 0 5 1 

電子情報工学科 4 4 1 3 1 

環境都市工学科 5 2 0 4 0 

一  般  科 4 3 15 1 4 

合   計 24 15 17 20 8 

                      単位：人（職歴が複数の場合は累計） 

（出典：総務課人事係作成資料）

 

    資料３－１－①－７

学位取得状況（2006 年４月１日現在） 

学 科 博士取得者 修士取得者 学士取得者 

機 械 工 学 科 9 1 0 

電気電子工学科 9 2 0 

電子制御工学科 9 2 0 

電子情報工学科 9 0 2 

環境都市工学科 6 2 2 

一  般  科 13 9 4 

合   計 55 16 8 

                                             単位：人 
（出典：総務課人事係作成資料）
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（分析結果とその根拠理由） 

一般科目担当の専任教員の一人当たりの持ち時間数は，準学士課程においては平均14単位とし

ており，この点は概ね満たされている。しかし，それ以上の単位に関しては，非常勤教員でまか

なっている。非常勤教員はそれぞれの専門分野で十分に教育できる人材を採用している。 

一般科目担当教員の年齢構成は，30歳台35％，40歳台23％，50歳台38％とバランスが取れた状

態である。職歴に関しては，高等学校の職歴を持つ教員が半数以上であり，１年生から３年生の

低学年の教育活動にも支障なく対応できている。また，ほとんどの教員が修士以上の学位を取得

している。この状況より，準学士課程４・５年ならびに専攻科課程での教育を十分に行える体制

を有しているといえる。 

すべての学習・教育目標が網羅された科目を教授するために，分野ごとで適切に教員が配置さ

れており，年齢構成，職歴，学位の面からも本校の教育を行うに十分と思われる。 

 

観点３－１－②： 教育の目的を達成するために必要な各学科の専門科目担当教員が適切に配置

されているか。 

（観点に係る状況） 

 準学士課程においては，専門科目は82単位以上必要であることが，設置基準第18条で定められ

ている。本校では，どの学科も卒業時までに習得すべき単位が87単位以上であり，上記の規定を

満たしている。一般科目と同様に，本校の学習・教育目標を達成するために，各学科で学習・教

育目標ごとに適切な科目を割り振り，合計が87単位以上になるよう教育課程を定め，これらの教

科を教授できるように，教員を配置している（資料３－１－②－１）。また専門性を重視し，学

科を越えて，授業を受け持つ制度（いわゆる相互乗り入れ）も取り入れている。 

 

資料３－１－②－１

専門科目担当教員の単位数等 
常勤一人当たりの

単位数 分野 総単位

数 
常勤 
単位数 

基礎 
専門 

非常勤

単位数

常勤 
人数 

非常勤

人数 
講義 実験等

機械工学科 89 70 10 9 10 8 4.11 15.30 

電気電子工学科 88 73 10 8 11 6 5.22 14.54 

電子制御工学科 88 72 10 8 11 5 4.10 13.54 

電子情報工学科 87 73 10 4 11 3 5.11 15.81 

環境都市工学科 89 71 10 10 10 5 6.11 12.80 

合計（平均） 441 359 50 39 53 27 4.91 14.40 

基礎専門10単位は、一般科目担当者が担当。実験等には、実験、実習、製図を含む。

（出典：時間割より集計）

 

（分析結果とその根拠理由） 

全学科において，常勤教員の一人当たりの持ち時間数は，講義科目５単位とすることが申し合

わせられており，実態はこの申し合わせを概ね満たし，実験等を加えた担当科目の単位数は平均

約20単位となっている。また，専門的に教授する科目は，その分野の専門家を非常勤教員として

採用している。 

年齢構成は，各学科で多少異なっているが，専門科目担当教員では，30歳台26％，40歳台34％，
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50歳台25％とバランスが取れた状態である（前出資料３－１－①－５）。職歴に関しては，どの

学科も30％近くが，民間企業経験者であり，本校の特色である実践的技術者の養成に支障ない状

況である（前出資料３－１－①－６）。また，学位取得状況は，各学科でほとんどの教員が修士

以上の学位を取得しており，博士の割合は60％を超えている（前出資料３－１－①－７）。この

状況より準学士課程４・５年及び専攻科課程での教育が，十分に行える状態であるといえる。 

各学科とも，専門科目担当教員が適切に配置されており，年齢構成・職歴・学位も本校の教育を

行う上でバランスの取れた状況である。 

 

観点３－１－③： 専攻科を設置している場合には，教育の目的を達成するために必要な専攻科

の授業科目担当教員が適切に配置されているか。 

（観点に係る状況） 

 学士を取得するためには，修得単位数が124単位以上必要であり，専攻科課程においては，準

学士課程４・５年で履修した単位数を除いた単位数(62単位)を履修する必要がある。専攻科課程

では，準学士課程同様に，本校の学習・教育目標を達成するために，学習・教育目標ごとに適切

な科目を割り振って教育課程を定めている。 

専攻科課程の科目だけを教授する教員は置かず，準学士課程を教授する教員を，それぞれの専

門分野に関連した専攻科課程の科目担当教員として配置している。各専攻科科目を担当する教員

は，専攻科の認定に関する規則に沿って決められている（資料３－１－③－１）。 

 

資料３－１－③－１

 
（次ページに続く）
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（出典：短期大学及び高等専門学校の専攻科の認定に関する規則）

（次ページに続く）
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（出典：平成４年４月２日付文部省高等教育局専門教育課資料・専攻科の設置について）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 学習・教育目標を達成するように定められた教育課程の科目を，専攻科の認定に関する規程に

基づいて決められた各学科所属の教員が担当している。教員を各専門分野と関連した科目に配置

し，特に，企業経験者を実践的な科目に配置するなど配慮されている。 

以上により，授業科目担当教員が適切に配置されていると考える。 

 

観点３－１－④： 学校の目的に応じて，教員組織の活動をより活発化するための適切な措置

（例えば，均衡ある年齢構成への配慮，教育経歴や実務経験への配慮等が考

えられる。）が講じられているか。 

（観点に係る状況） 

教員の採用に当たっては，学校の目的に沿った各学科の意向をもとに，校長が年齢，教育や実

務の経験などの要件を定めている（資料３－１－④－１）。 

教員の年齢構成は，30歳台，40歳台，50歳台が，共におよそ30％となっている。高等学校の経

験者が20％強を占め，民間企業経験者が全体の30％弱である。また，修士や博士の学位取得者が

多数を占める（前出資料３－１－①－５）（前出資料３－１－①－６）（前出資料３－１－①－

７）。 
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資料３－１－④－１

 
（出典：教員公募資料）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 学校の目的に沿った要件により採用した結果，教員の年齢構成は，各年代でほぼ等しくなって

おり，バランスが取れた状態である。高等学校の経験者も多く，低学年の教育活動を行うことが

できる。また，民間企業経験者や修士及び博士の学位取得者の割合が多いため，準学士課程高学
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年から専攻科課程までの，実践的でより専門的な教授を行うことができる。 

 また，技術士をはじめとする技術に関する資格保有者は，本校の特色である実践的技術者の教

育にその専門性を活用している。 

 均衡ある年齢構成ができており，教育経歴や実務経験を持つ教員も多く，また各種の資格保有

者もおり，教員組織の活動をより活発化するための適切な処置が講じられている。 

 

観点３－２－①： 教員の採用や昇格等に関する規定などが明確かつ適切に定められ，適切に運

用がなされているか。 

（観点に係る状況） 

 専任教員の採用は，高等専門学校設置基準に従って行われてきた。2002年に新たに基準を定め，

完全公募制度を敷いた。この基準に従い，書類審査から採用に至るまでには，推薦委員会，審査

委員会の２段階の審査を経ることとしており，公正性，公平性を確保している（資料３－２－①

－１）。また，昇任についても，2004年に昇任基準を定めて，透明性を高めている（資料３－２

－①－２）。 

 

 

資料３－２－①－１

 
（出典：平成13年度第13回運営会議資料）
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資料３－２－①－２

 
（出典：長野高専における教授昇任基準）

（次ページに続く）
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（出典：長野高専における助教授又は講師への昇任基準）

 

 さらに，非常勤教員の採用に当たっては，その専門性を重視し，各担当専門分野の専任教員が

教育機関や企業の実務経験者や有資格者（技術士など）を推薦し，任用の規定に基づいて校長が

採用している（資料３－２－①－３）。 
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資料３－２－①－３

 

 
（出典：長野工業高等専門学校非常勤講師の任用に関する内規）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 専任教員の採用に当たっては，完全公募制度を敷いており，２段階の審査を経て，公正性，公

平性を確保している。採用された教員は，高等専門学校設置基準を満たしている。昇任について

は，研究活動のほか部活指導暦，校務の経験など教育活動にも重きをおいた規定を作り，それに

基づいて審査が行われている。さらに，非常勤教員の採用に当たっては，規定を定めて実施して

いる。 

 このように，教員の採用や昇任等に関する規定が明確に定められており，それが適切に運用さ

れている。 
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観点３－２－②： 教員の教育活動に関する定期的な評価を適切に実施するための体制が整備さ

れ，実際に評価が行われているか。 

（観点に係る状況） 

 教員の教育活動の評価は，授業評価アンケート，顕彰制度に関する評価及び業務計画書で行わ

れている。 

授業評価アンケートは，学生に対して年４回行われる。学生からの意見・要望を聞き，それに

対するコメントを教員が提出し，それらをまとめた報告書を校内の学生及び教職員に公開してい

る。 

教員顕彰は，国立高等専門学校機構本部の主導のもとで実施している顕彰制度と本校独自で制

定している顕彰制度の２つの体制がある。機構本部による教員顕彰制度は，国立高専の教員を対

象にしたものであり，自己評価，学生アンケート及び教員アンケートをもとに各高専の校長が推

薦し，機構に設けた審査委員会によって，年間数名が顕彰されるものである（資料３－２－②－

１）。また，本校独自の教員顕彰制度は，2004年度に制定されたもので，機構における顕彰に関

して収集したデータ，運営会議構成教員による教員評価及び学生による授業評価等から総合的に

判断して，教育活動に努力し顕著な業績を挙げている教員を，校長が決定するものである（資料

３－２－②－２）（資料３－２－②－３）。 

 

資料３－２－②－１
 

平成１７年度国立高等専門学校教員顕彰実施要項 

 

平成１７年１０月１１日

独立行政法人国立高等専門学校機構理事長裁定

 

１．顕彰要項 

（１）趣旨 

高等専門学校教員は主として教育者の面を持つが，一方で研究者の面を持つとともに高等専門学校の管

理運営にも果たすべき役割がある。高等専門学校教員個々に対する業績評価は，これらを総合して行われ

るべきものであるが，現状においては，ともすれば専門の研究業績のみが重視され，学生教育や管理運営

に係る業績が適正に評価されていない恐れがある。このような観点から，管理運営やＦＤ活動を含み，学

生教育を中心とする分野において顕著な業績を上げている教員を顕彰するとともに，顕彰を通じて高専に

おける教育の充実・向上を目指すものである。 

（２）顕彰基準 

国立高等専門学校における教育活動，学生生活指導，地域社会への貢献等において顕著な功績があった

と認められる者とする。 

（３）賞の名称 

国立高等専門学校教育業績賞とし，以下の賞を設ける。 

文部科学大臣賞                        １名 

独立行政法人国立高等専門学校機構理事長賞   若干名 

独立行政法人国立高等専門学校機構理事長奨励賞 若干名 

（４）候補者の推薦 

下記２の候補者推薦要領により，各国立高等専門学校校長が行う。 

（５）顕彰対象者の決定 

上記によって推薦された候補者の中から，下記３の顕彰対象者選考要領に基づいて選考委員会が顕彰教

員を選考・決定し、文部科学省へ表彰の依頼をする。 

（６）顕彰の時期 

平成１８年３月開催予定の校長会議の席上で行う。 

 

 

 

(次ページへ続く)
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２．候補者推薦要領 

（１）推薦基準 

① 別に定める教員による自己評価（第１部），教員による相互評価（第２部），学生による教員の評価

（第３部）の総合評価に基づき候補者の選考を行う。 

② 教員による自己評価（第１部）の点数集計を行う際に，一般教科担当教員で卒業研究，留学生を担当

しない場合は，「Ａ．５卒業論文指導の状況等」及び「Ａ．６留学生の指導等」を自己採点しないので

合計点（満点）が変わることとなり，不利になるため，この場合の取扱いを次のようにする。 

※  専門学科教員のＡ．５（満点 11 点），Ａ．６（満点６点），合計（満点 17 点）の自己採点結果

の平均点（例えば，Ａ．５（７点），Ａ．６（２点），合計（９点））を一般教科担当教員全員の共

通の点数とする。なお，合計点（満点 170 点）は変更しないこととする。 

③ 教員による自己評価，教員による相互評価及び学生による教員評価の結果がともに良好で，かつ，文

部科学大臣等の表彰をするにふさわしい教員を選考する。(必ずしも最高点の者でなくてもよい。) 

（２）推薦人員 

各国立高等専門学校から１名とする。ただし，昨年度の受賞者は除く。 

（３）提出書類 

① 教員顕彰申請書（様式１） 

当該教員の自己評価集計表を添付 

※ 顕彰題目及び顕彰内容は受賞後に公表されることを前提に記入すること。 

② 自己申請書（様式２：平成１７年度より） 

※ この申請書以外の資料の添付は禁止（平成１７年度より）。なお、記載内容は受賞後に公表され

ることを前提に記入すること。 

③ 校長の所見（Ａ４版１枚，任意書式） 

④ 教員の教育業績等評価実績資料（様式３） 

 

３．顕彰対象者選考要領 

（１）選考委員会の構成 

① 独立行政法人国立高等専門学校機構教育・ＦＤ委員会委員３名及び長岡及び豊橋技術科学大学等の教

授２名の計５名で構成する。 

（注：委員となった校長は当該学校の教員の審査には加わらない。） 

② 委員会に委員長を置き，教育・ＦＤ委員会委員の中から互選する。 

（２）選考方法 

審査項目及び配点は下記のとおりとし，選考委員が採点を行う。 

採点結果を踏まえ，提出書類を総合的に審査し，選考する。 

①教員の自己申請書の内容       ４０点 

②当該教員の教育業績自己採点     ２０点 

③教員の相互評価結果         ２０点 

④学生の評価結果           ２０点 

                  合計 １００点 

 

４．日程 

 １０月中旬 候補者募集 

 １２月中旬 候補者締め切り 

１月上旬 選考委員会開催，顕彰教員を決定 

２月下旬 文部科学省へ顕彰教員への表彰を依頼 

３月下旬 校長会議において表彰 

 

（出典：平成 17 年度国立高等専門学校教員顕彰実施要項 抜粋）
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資料３－２－②－２
 

長野高専における教員顕彰に関する申し合せ 

 

（平成17年２月16日運営会議承認）

（平成17年２月16日校長裁定）

 

１．目的 

教育活動に努力し、顕著な業績を挙げている教員を顕彰することにより、今後の本校における 

教育の充実・向上を図る。 

 

２．顕彰対象 

校長、副校長及び校長補佐を除く全教員のうちから３人以内とする。 

なお，一旦顕彰を受けた者は、その年度から５年の間は､顕彰の対象外とする｡ 

 

３．顕彰内容 

被顕彰者それぞれに，賞状の授与を行い，副賞として教育経費２０万円を配分する。 

 

４．審査方法 

次に掲げる学生及び教員による客観的デｰタに基づき、校長が決定する｡ 

①学生   

機構本部主催の教員顕彰に関する基礎資料（学生投票） 

学生による授業評価 

②教員 

機構本部主催の教員顕彰に関する基礎資料（教員投票） 

運営会議構成教員による評価 

 

５．その他 

この申し合せは，平成17年4月1日から実施する。   

 

（出典：長野高専における教員顕彰に関する申し合せ）

 

資料３－２－②－３

 
（出典：自己点検評価報告書第７報，p.76）
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業務計画書による評価は，2004年度より実施している。各教員は，年度当初に前年度の達成度

評価と当該年度の業務計画を合わせた業務計画書を校長に提出する（資料３－２－②－４）。校

長は，この計画書を基に，教育，研究，運営，地域貢献などの教育活動の評価を，面談を通して

行っている。 

 

資料３－２－②－４

平 成 １ ８ 年 度  業  務  計  画 
氏名（        ）

Ⅰ 平成１７年度業務計画達成に関する自己評価 

 

Ⅱ 平成１８年度業務計画 

① 計画全体の概要  
② 教     育  

③ 研     究  

④ 運     営  
⑤ 地 域 貢 献  

⑥ そ の 他  
Ⅲ 今後の希望（校務分掌，他校・他大学への転出など） 

 

Ⅳ 教員個人調書 

①ふりがな 

氏  名 

 

 

（昭和   年   月   日生    歳） 

②現所属・職  

本 
科 

  
④最終学歴 

 ③ 

１８年度担当 

授業科目名 

（講義，演習，実

験・実習） 

専 

攻 

科 

  

⑤学位・称号  

⑥資格，免許  ⑦賞   罰  

⑧教歴及び職歴の

概要（内地研

究・研修歴を含

む） 

 

⑨教歴及び職歴の

年数 
教 歴 ：  年  月 職 歴 ：  年  月 計 ：  年  月

 
⑩主事・主事補実

績 
 

 

 主 事 歴   年

計： 

 主事補歴   年 

⑪学 科 主 任， 

専 攻 科 長， 

共同利用施設長

等  実  績 

 計：       年 

⑫学級担任実績   計：       年 

 
⑬部・同好会 

担当実績 
 

 

 連絡担当者  年 

計： 

 そ の 他  年 

⑭上記以外の学校

運営実績 

 

⑮外部研究費 

受入実績 
 

⑯健 康 状 態  
⑰ 家族，その他 

特記事項 
 

（出典：業務計画 校長より配布される資料より）



長野工業高等専門学校 基準３ 

 - 68 -

（分析結果とその根拠理由） 

 教育改善の一環として実施されている学生による授業評価アンケートは定期的に行われている。

また，教員顕彰は２つの制度が定められており，毎年実施されている。機構による本校の教員顕

彰の受賞者は，４年間で３人おり，教育を重視した指導が行われていることがわかる。 

年度当初に各教員から提出された業務計画書をもとに，校長が面談を行い，前年度の業務計画

の達成度，当該年度の計画等を確認し，各教員の教育研究活動の状況を評価している。 

以上より，教員の教育活動の評価は定期的に行われる体制が整備され実施されている。 

 

観点３－３－①： 学校において編成された教育課程を展開するに必要な事務職員，技術職員等

の教育支援者が適切に配置されているか。 

（観点に係る状況） 

 数次の定員削減の進行に伴い，現在の本校の事務職員と技術職員は，合わせて50名の定員とな

っている。2004年度から国立高専55校が一法人となり，機構事務局は，事務組織を見直すことに

よって高専全体の業務の効率化を図った。これに伴い，本校では，2006年度から事務組織を，庶

務課と会計課を統合した総務課20名とし，学生課13名との２課体制に再編することで，より効率

的な管理運営体制とした（資料３―３－①―１）。学生課は，教務係，学生係，寮務係，図書係

からなっている。特に教育面では，教務係及び図書係が支援している。図書係には司書を配置し

ている。 

 

資料３―３－①―１

 
（出典：本校のウェブサイト，http://www.nagano-nct.ac.jp/INFO/organization.html）

 

また，職員50名の内の16名を技術職員に割り振っている。技術職員は，技術教育センター（５

名），情報教育センター（５名），地域共同テクノセンター（６名）のいずれかに所属し各セン

ターの業務を行っている。各学科等からの支援依頼に応じて，技術室長及び主査が専門性を判断

し，適切な職員を派遣し，授業等の支援を行う体制をとっている（前出資料２－２－③－５）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 事務職員は２課に，技術職員は３センターに適切に配置されている。事務職員の内，学生課の

職員は，教育活動に関する事務を行っている。また，技術職員は，各々の専門性を活かして，授

業支援とセンターの業務に当たっている。 

 このように，教育課程を遂行するために必要な事務職員及び技術職員が適切に配置されている。 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

・ 専任教員については，一般科目，専門科目共に，各教員の専門性を活かした授業を担当す

るとともに，教員の講義負担が均等になるように配置している。 

・ 高等学校の経験者も多く，低学年の教育活動を適正に行っている。 

・ 民間企業経験者や修士及び博士の学位取得者の割合が多いため，準学士課程高学年から専

攻科課程までの，実践的でより専門的な教育を行うことができる。 

・ 教員採用に当たっては，完全公募制度を敷いており，２段階の審査を経て，公正性，公平

性を確保している。 

・ 昇任については，研究活動のほか部活指導暦，校務の経験など教育活動にも重きをおいた

規定を作り，それに基づいて審査が行われている。 

・ 機構による本校の教員顕彰の受賞者は，４年間で３人おり，教育を重視した指導が行われ

ていることがわかる。 

・ 本校独自の教員顕彰制度があり，教員の教育活動の評価が定期的に行われる体制が整備さ

れている。 

・ 年度当初に各教員から提出された業務計画書をもとに，校長が面談を行い，前年度の業務

計画の達成度，当該年度の計画等を確認し，各教員の教育研究活動の状況を評価している。 

 

（改善を要する点） 

・ 教職員の定員減は構成員の負担増に繋がるため，学生への教育支援，サービス低下しない

よう対策を取って行く必要がある。 

 

（３）基準３の自己評価の概要 

準学士課程においては，一般科目と専門科目のそれぞれの取得単位数と卒業に必要な総取得単

位数が，高等専門学校の設置基準第18条に定められている。この条件を満たすとともに，本校で

定めた学習・教育目標が達成できるように，各科目を適切に学習・教育目標ごとに割り振って教

育課程を定めている。教員は，授業担当時間がほぼ同じになるように配慮しつつ，これらの科目

を適切に教授できるように配置されている。不足単位科目および専門的に教授する科目は，その

分野の専門家を非常勤教員として採用している。同様な考え方で，専攻科課程についても，教員

を各専門分野と関連した科目に配置し，特に，企業経験者を実践的な科目に配置するなど配慮さ

れている。 

年齢構成は，各年代でほぼ等しくなっており，バランスが取れた状態である。高等学校の経験

者も多く，低学年の教育活動を行うことができる。また，民間企業経験者や修士及び博士の学位

取得者の割合が多いため，準学士課程高学年から専攻科課程までの，実践的でより専門的な教育

を行うことができる。さらに，技術士をはじめとする技術に関する資格保有者は，本校の特色で

ある実践的技術者の教育にその専門性を活用している。以上より，教育課程を遂行するために必

要な教員が適切に配置されている。 

 教員採用に当たっては，完全公募制度を敷いており，２段階の審査を経て，公正性，公平性を

確保している。昇任については，研究活動のほか部活指導暦，校務の経験など教育活動にも重き

をおいた規程を作り，それに基づいて審査が行われている。さらに，非常勤教員の採用に当たっ
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ては，規程を定めて実施している。このように，教員採用や昇任等に関する規程が明確に定めら

れており適切に運用されている。 

 教育改善の一環として実施されている学生による授業評価アンケートは定期的に行われている。

また，教員顕彰は本校独自の制度と機構による制度が定められており，毎年実施されている。機

構による本校の教員顕彰の受賞者は，４年間で３人おり，教育を重視した指導が行われているこ

とがわかる。さらに，年度当初に各教員から提出された業務計画書をもとに，校長が面談を行い，

前年度の業務計画の達成度，当該年度の計画等を確認し，各教員の教育研究活動の状況を評価し

ている。以上より，教員の教育活動の評価が定期的に行われる体制が整備され実施されている。 

 事務職員は２課に，技術職員は３センターに適切に配置されている。事務職員の内，学生課の

職員は，教育活動に関する事務を行っている。また，技術職員は，各々の専門性を活かして，授

業支援とセンターの業務に当たっている。このように，教育課程を遂行するために必要な事務職

員及び技術職員が適切に配置されている。 
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基準４ 学生の受入 

 

（１）観点ごとの分析 

観点４－１－①： 教育の目的に沿って，求める学生像や入学者選抜（例えば，準学士課程入学

者選抜，編入学生選抜，留学生選抜，専攻科入学者選抜等が考えられる。）

の基本方針などが記載されたアドミッション・ポリシーが明確に定められ，

学校の教職員に周知されているか。また，将来の学生を含め社会に公表され

ているか。 

（観点に係る状況）  

 本校学生の大多数は，準学士課程１年生への中学校からの入学生である。また，このほかに工

業高校から４年次への編入学を認めており，さらに海外からの留学生は３年次への編入となる。

本校では，2003年度から，高専の準学士課程卒業生を主な対象者とした専攻科課程への受け入れ

が始まった。 

 全人的な教育と独創力・創造力を身に付けた国際化に対応し得る技術者の育成など基準１で示

した教育の目的に沿って，準学士課程学生の選抜は，中学校を卒業した優秀な生徒を受け入れ，

５年間一貫教育によって実践的技術者を育成することを念頭において行われている。したがって，

選抜方針は，上記の教育を受けるに相応した能力を持ち，ものづくりが好きで勉学意欲があり，

人との関係の中で誠実に社会貢献したいと考えている生徒を入学させることである。また，専攻

科課程では，科学技術の素養があり，将来，より高いレベルの実践的で専門的な技術を修得する

とともに国際的なコミュニケーション能力を身に付け，社会に出て十分に活躍したいと考えてい

る学生を入学させることを，選抜の基本方針としている。 

 これらの選抜方針を，2004年度にアドミッション・ポリシーとしてまとめ，教職員に周知する

と共に，募集要項をはじめ学校要覧，ウェブサイト等で公開している。以降毎年，募集要項作成

時に各学科で確認し，同様に公開している（資料４－１－①－１）。 

 

資料４－１－①－１

（入学者受入方針）  学校紹介  

 

本校は、入学者として次のような人を広く求めます。 

全学科共通 

  

（1） 技術や科学に興味があり、基礎学力が備わっている人 

（2） 意欲を持って勉強や運動などに取り組める人 

（3） ものづくりについて考えたり実践することが好きな人 

（4） 誠実で、責任感や忍耐力があり、多くの人とコミュニケーションがとれる人

（5） 技術や科学で社会の発展に役立ちたいと考えている人 
 

各学科 

  １ 機械工学科 

  
（1） 自動車やロボットなどの機械を作ることに興味のある人 

（2） コンピュータを操作して環境にやさしい製品を作る技術を身につけたい人



長野工業高等専門学校 基準４ 

 - 72 -

（3） いろいろな特性を持った新しい材料について研究してみたい人 
 

  ２ 電気工学科 

  

（1） 携帯電話、デジタルテレビなどの新しい電気製品や電子工作に興味のある人 

（2） 燃料電池、太陽電池、風力発電などのクリーンな電気エネルギーに興味のある人

（3） コンピュータを構成するハードウェア技術やソフトウェア技術に興味のある人 
 

  ３ 電子制御工学科 

  

（1） メカトロニクスやロボット、ものづくりに興味のある人 

（2） 機械、電気･電子、制御、コンピュータなど様々な技術を幅広く学習したい人

（3） ものづくりの技術を工場等で実際に使いこなせる力を身に付けたい人 
 

  ４ 電子情報工学科 

  

（1） コンピュータやインターネットの仕組みや動作原理に興味のある人

（2） 自ら工夫して電子回路やプログラムを作り、動かしてみたい人 

（3） 常に発展している情報や通信の技術を身につけたい人 
 

  ５ 環境都市工学科 

  

（1） 人類の発展と自然環境とが共生できる社会に興味のある人

（2） 道路、橋、ダムなどの社会基盤になるものを作りたい人 

（3） 都市計画や地域環境について学びたい人 
 

専攻科 

  

（1） 技術や科学の素養があり、さらに高いレベルの技術に挑戦したい人

（2） 実践的で専門的な技術力を磨いて社会で活躍したい人 

（3） 技術者としての国際的なコミュニケーション能力を身に付けたい人 
 

 
page top    

（出典：本校のウェブサイト，http://www.nagano-nct.ac.jp/KYOMU/ap.html）

 

 学内外の広報活動として，準学士課程においては，中学校への学校案内の資料及び募集要項の

郵送，本校教員による中学校訪問，一日体験入学，ウェブサイトでの募集関連情報の公開，進学

説明会・進路説明会・進学塾への説明会等の開催など多面的に実施している（資料４－１－①－

２）。また，専攻科課程においては，保護者への進路説明会，準学士課程４・５年生に対しての

JABEEプログラムの説明会，ウェブサイトでの募集関連情報の公開，他高専等への募集要項の郵

送や，準学士課程５年生に対する専攻科の説明を行っている（資料４－１－①－３）。上記の各

種説明会では，選抜方針やアドミッション・ポリシーを説明している。 
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資料４－１－①－２

平成 17 年度 体験入学等への参加者数調べ   
【一日体験入学 9 月 3 日（土）】        

 生徒 467 名 中学校数 132 校     

 保護者 223 名        

 先生 12 名        

 合計 702 名           

【進学説明会】（中学校の進路指導担当教諭を対象とした説明会）     

 会場名 参加校数 参加人数     

 長野会場(9/ 8・木) 43 校 43 名     

 佐久会場(9/ 9・金) 9 校 9 名     

 松本会場(9/14・水） 26 校 28 名     

 諏訪会場(9/16・金） 14 校 14 名     

 上田会場(9/20・火） 16 校 16 名     

 飯田会場(9/22・木） 30 校 30 名     

 計   138 校 140 名     

【学校説明会】（中学 3年生とのその保護者を対象とした学校説明会）    

 会場名 生徒 保護者 合計 中学校数 

 諏訪会場(9/16・金） 5 名 6 名 11 名 6 校 

 飯田会場(9/22・木） 8 名 9 名 17 名 4 校 

 計   13 名 15 名 28 名 10 校 

【合同説明会】（県外での学校説明会）       

 会場名 生徒 保護者 教諭 合計     

 大宮会場(6/18・土） 2 2  4 （全体では 39 組 72 名）

 甲府会場(7/27・水） 4 4 4 12     

 計   6 6 4 16     

【学校見学会】（進学塾等の学校訪問）       

 名称（日付） 生徒 保護者 
引率者 

（教諭） 
合計     

 関塾 10/22（土） 33  8 41     

      0     

 計   33 0 8 41     

 

（出典：学生課教務係作成資料）

 

資料４－１－①－３

平成18年度進路説明会 

 
（出典：平成18年度進路説明会式次第）
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（分析結果とその根拠理由） 

本校は，教育の目的に沿い，実践的技術者を育成することを念頭において，学習に対する基礎

力及び意欲を持った学生を受け入れてきた。この選抜方針を，アドミッション・ポリシーとして

定めた。したがって，教育の目的に沿って，アドミッション・ポリシーが分かり易く明確に定め

られている。 

アドミッション・ポリシーは，毎年，募集要項作成時に教職員に確認されている。また，一日

体験入学，ウェブサイトでの公開，進学説明会等で，広く社会に公表されている。 

 

観点４－２－①： アドミッション・ポリシーに沿って適切な学生の受入方法が採用されており，

実際の入学者選抜が適切に実施されているか。 

（観点に係る状況） 

 準学士課程への入学者選抜には，推薦による選抜と学力検査による選抜があり，中学校での学

習成果，達成度の確認が行われる（資料４－２－①－１）。 

 

      資料４－２－①－１

準学士課程の募集要項の抜粋 
Ⅰ. 推薦入試   ※２．出願人員、４．出願手続、６．選抜結果の通知、７．確約書の提出について、
８．学習成績一覧表の提出について、１０．合格者発表は省略 
１．出願資格   推薦による選抜に出願できるのは，次の各条件に該当し，中学校長の推薦を受けた

者とします。 
（１）平成１８年３月に中学校を卒業見込の者。 
（２）科学技術に関心を持ち，本校に入学する意思が強固で優れた人物。 
（３）中学校２学年および３学年の成績（９教科）が，５段階評価の評定の合計で

７７以上の者。 
 

３．出願期間等 （１）受付期間 平成１８年１月１０日（火）から平成１８年１月１３日（金）まで 
（２）受付時間 午前９時から午後４時まで 
（３）受付場所 長野工業高等専門学校 学生課教務係 
         〒３８１－８５５０ 長野市徳間７１６ 
 

５．選抜方法   入学者の選抜は，調査書，推薦書および面接（英語，数学，理科についての簡単な
口述試問を含む）結果を総合して行います。 
◎面接日時・検査場 

期   日 時   間 検 査 場 
平成１８年１月２１日

（土） 
受検票に指定した時刻 長野工業高等専門学校 

 
 

９．「推薦による

選抜」の結果，合

格内定とならなか

った者の学力検査

受検について 

  「推薦による選抜」の結果，合格内定とならなかった者は，出願時に「学力検査に
よる選抜」を希望してある場合に限り，学力選抜を受検することができます。この

場合，第１志望学科は「推薦選抜時の志望学科」と同じ学科としてください。な

お，第２志望学科は，推薦出願時の学科と違ってもかまいません。 
  また，出願書類の再提出および入学検定料の再納入は必要ありません。 

Ⅱ. 学力選抜   ※３．出願手続、６．合格者発表、７．入学確約書の提出について、は省略 

１．出願資格 （１）中学校を卒業した者（平成１８年３月に中学校を卒業見込の者を含む。） 
（２）中学校を卒業した者と同等以上の学力があると認められた者 
    （学校教育法施行規則第６３条） 

２．出願期間等 （１）受付期間 平成１８年２月１日（水）から平成１８年２月９日（木）まで 
（２）受付時間 午前９時から午後４時まで（土曜日，日曜日を除く） 
（３）受付場所 長野工業高等専門学校 学生課教務係 
         〒３８１－８５５０ 長野市徳間７１６ 
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４．選抜方法   入学者の選抜は，学力検査の成績，調査書などを総合して行います。 
  学力検査は「筆答」とし，実施教科・時間は下記のとおりです。 

期  日 時

間

9:30 
～
10:20 

10:40
～
11:30 

11:50
～
12:40 

休憩

(昼食)

13:30
～
14:20 

14:40
～
15:30 

５．検査場   学力検査は，次の３会場で実施します。 
長野検査場 長野工業高等専門学校（長野市徳間７１６） 

松本検査場 長野県松本勤労者福祉センター（松本市中央４－７－２６） 

駒ヶ根検査場 駒ヶ根商工会館（駒ヶ根市上穂栄町３－１） 
 
（出典：平成 18 年度長野工業高等専門学校，入学者募集要項 抜粋）

 

 推薦選抜では，中学校長から推薦基準を満たした生徒が推薦され，面接，調査書，推薦書など

の内容を総合的に判定している。アドミッション・ポリシーで示している基礎学力については，

推薦基準にある学力レベルで判断している。アドミッション・ポリシーに掲げたものづくりへの

興味，勉学意欲などについては，面接で確認している。学力選抜では，国語・社会・数学・理

科・英語の５教科の学力検査の成績と調査書の全教科の評定により学力レベルを判断している。

なお，2005年度に高等専門学校機構本部で入学者募集関連の情報開示の方針が示されたことを機

に，本校では選抜基準等をウェブサイトに公開し，基本方針を広く明示している（資料４－２－

①－２）。 

 

資料４－２―①－２

 
（出典：本校のウェブサイト，http://www.nagano-nct.ac.jp/KYOMU/nnct-shigan2006.pdf）

 

４年次への編入学者の選抜は，工業高等学校等を卒業見込みまたは卒業した者に対して，学力

検査，調査書，面接の内容を総合的に判定している。アドミッション・ポリシーで示している学

力レベルについては，数学・英語・専門科目の学力検査の成績と調査書により判断している。ま

た，ものづくりへの興味，勉学意欲などについては，面接で確認している（資料４－２―①－

３）。 
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       資料４－２―①－３

編入学者の募集要項の抜粋 
編入学募集要項の抜粋  ５．出願手続き、７．選抜結果の発表、８．合格者説明会、９．身体に障害を有

する入学志願者について、10．個人情報の取り扱いについて、11．その他は省略 
 
１．編入学を

実施する学

科，募集人員

および編入学

年 

 
学   科 募 集 人 員 編 入 学 年 

機械工学科 
電気電子工学科 
電子制御工学科 
電子情報工学科 
環境都市工学科 

各学科若干名 第４学年 

 
２．出願資格 （１）工業高等学校または高等学校の工業に関する科を平成１８年３月卒業見込みの者 

（２）前号の学校または科を卒業した者 

３．志望学科 前項に該当する者の志望学科は，次のとおりです。 
志 望 学 科 出身校における所属科 

機械工学科 機械，電子機械，生産システム，環境システムに関する科 

電気電子工学科 電気，電子工学，情報技術に関する科 

電子制御工学科 電子機械，機械，電気，電子工学，生産システム，環境システムに

関する科 
電子情報工学科 情報技術，電気，電子工学に関する科 

環境都市工学科 土木，農業土木，建築，建設工学に関する科 
 
 

４．出願期間

等 
（１）受付期間 平成１７年８月１日（月）から平成１７年８月５日（金）まで 
（２）受付時間 午前９時から午後４時まで 
（３）受付場所 〒３８１－８５５０ 長野市徳間７１６ 
        長野工業高等専門学校 学生課教務係 

６．選抜方法   編入学者の選抜は，学力検査，調査書および面接結果を総合して判定します。 
（１）学力検査および面接日時・検査場 
期間 科目 時間 検査場 

英     語 ９：００～１０：００ 
専 門 科 目 １０：１５～１２：１５ 
数     学 １３：００～１４：３０ 

  平成１７年８
月２２日

（月） 
面     接 １５：００～ 

長野市徳間７

１６長野工業

高等専門学校 

（２）学力検査科目およびその範囲 
学力検査科目 出 題 範 囲 

数   学 数学Ⅰ，Ⅱ，数学Ａ 
英   語 

 
英語Ⅰ，Ⅱ 

機 械 工 学 科 機械設計，機械工作 
電気電子工学科 電気基礎 
電子制御工学科 電気基礎（三相交流を除く），物理Ⅱ（力と運動） 

専門科目 

電子情報工学科
電気基礎（三相交流を除く） 
情報技術基礎 

（出典：平成 18 年度長野工業高等専門学校，編入学者募集要項 抜粋）

 

 留学生については，国費留学生及びマレーシア政府派遣留学生を３年次に受け入れている（資

料４－２－①－４）。受入選抜に関しては，文部科学省高等教育局学生支援課留学生交流室で行

われている。 
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           資料４－２－①－４

留学生の受入状況 

 機械工学

科 

電気電子 

工学科 

電子制御 

工学科 

電子情報 

工学科 

環境都市 

工学科 
計 

59年度 0 2 0 0 0 2 

60年度 2 0 0 0 1 3 

61年度 0 0 0 0 3 3 

62年度 0 2 0 0 0 2 

63年度 2 0 0 0 0 2 

元年度 0 0 0 0 1 1 

2年度 0 2 0 0 0 2 

3年度 2 0 0 0 0 2 

4年度 0 0 0 0 1 1 

5年度 0 0 0 1 0 1 

6年度 0 1 1 1 0 3 

7年度 1 0 1 0 0 2 

8年度 0 1 1 1 0 3 

9年度 1 0 1 1 0 3 

10年度 0 1 2 2 0 5 

11年度 2 0 1 2 0 5 

12年度 0 1 0 1 0 2 

13年度 0 0 1 1 1 3 

14年度 2 0 1 2 0 5 

15年度 1 2 0 1 0 4 

計 13 12 9 13 7 54 

 

国別総人数 

国 人  数 

マレーシア  34 

タイ  4 

中国 1 

スリランカ 1 

ヴェトナム 2 

モンゴル 1 

ブラジル 1 

メキシコ 1 

ケニア 2 

ラオス 2 

インドネシア 2 

イラン 2 

チュニジア 1 

計 54 

（出典：本校のウェブサイト，http://www.nagano-nct.ac.jp/KYOMU/international.html）

 

 専攻科への入学者選抜には，推薦による選抜と学力による選抜があり，準学士課程での学習成

果，達成度の確認が行われている（資料４－２－①－５）。アドミッション・ポリシーで示して

いる科学技術の素養については，推薦選抜では調査書及び面接の口述試問で，学力選抜では調査

書及び学力検査で判断している。また，アドミッション・ポリシーに掲げた専門分野での技術及

びコミュニケーション能力の修得意欲などについては，面接で確認している。 
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         資料４－２－①－５

専攻科の募集要項の抜粋 
Ⅰ． 
募集

定員 

 
専  攻  名 定    員 

生産環境システム専攻 １２名 
電気情報システム専攻 ８名 
合         計 ２０名  

Ⅱ． 
選抜

方法 

 

選抜区分 専攻 選抜

方法 出   題   分   野 

推薦選抜 

生産環境 
システム 
電気情報 
システム 

面接  

数学 微分積分（１変数，２変数，微分方程式を含む） 
線形代数（線形変換及び行列の対角化を含む） 

英語 高等専門学校４年次修了程度の内容とする。 
前

期 

生産環境 
システム 
電気情報 
システム 面接  

数学 微分積分（１変数，２変数，微分方程式を含む） 
線形代数（線形変換及び行列の対角化を含む） 

英語 高等専門学校４年次修了程度の内容とする。 

専門

科目 

○選択Ａ：（工業力学，材料力学，材料学，電気回路，制御工学） 
○選択Ｂ：（構造力学，水理学，土質工学） 
選択Ａの５科目中から２科目選択又は選択Ｂの３科目中から２科目選

択する。 

生産環境 
システム 

面接  

数学 微分積分（１変数，２変数，微分方程式を含む） 
線形代数（線形変換及び行列の対角化を含む） 

英語 高等専門学校４年次修了程度の内容とする。 

専門

科目 

１．電磁気学（高周波を除く範囲から出題） 
２．回路工学（電気回路，電子回路，論理回路の範囲から出題） 
３．情報処理（アルゴリズム論，ソフトウェア工学，数値計算の範囲

から出題） 
上記３科目から２科目選択する。 

学力

選抜 
後

期 

電気情報 
システム 

面接  

数学 微分積分（１変数，２変数，微分方程式を含む） 
線形代数（線形変換及び行列の対角化を含む） 

英語 高等専門学校４年次修了程度の内容とする。 

専門

科目 

○選択Ａ：（工業力学，材料力学，材料学，電気回路，制御工学） 
○選択Ｂ：（構造力学，水理学，土質工学） 
選択Ａの５科目中から２科目選択又は選択Ｂの３科目中から２科目選

択する。 

生産環境 
システム 

面接  

数学 微分積分（１変数，２変数，微分方程式を含む） 
線形代数（線形変換及び行列の対角化を含む） 

英語 高等専門学校４年次修了程度の内容とする。 

専門

科目 

１．電磁気学（高周波を除く範囲から出題） 
２．回路工学（電気回路，電子回路，論理回路の範囲から出題） 
３．情報処理（アルゴリズム論，ソフトウェア工学，数値計算の範囲

から出題） 
上記３科目から２科目選択する。 

社会人特別

選抜 

電気情報 
システム 

面接   
Ⅲ 
日程 
・ 
選抜

人員 
 

 
選抜区分 選  抜  期  日 選  抜  人  員 

推薦選抜 平成１７年５月２６日（木） 生産環境システム専攻６名程度 
電気情報システム専攻４名程度 

前期 平成１７年６月１７日（金） 生産環境システム専攻６名程度 
電気情報システム専攻４名程度 学力

選抜 
後期 平成１７年１０月６日（木） 生産環境システム専攻，電気情報 

システム専攻とも若干名 
社会人特別選抜 平成１７年１０月６日（木） 若干名  

（出典：平成 18 年度長野工業高等専門学校，専攻科学生募集要項 抜粋）
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（分析結果とその根拠理由） 

準学士課程の推薦選抜では，アドミッション・ポリシーの基礎学力は，高い推薦基準により判

断している。勉学意欲などについては，面接で確認している。学力選抜では，学力検査の成績と

調査書で判断している。 

専攻科課程の選抜では，アドミッション・ポリシーの科学技術の素養は，調査書，面接及び学

力検査により判断している。専門分野での技術及びコミュニケーション能力の修得意欲などにつ

いては，面接で確認している。 

以上のように，アドミッション・ポリシーに沿って総合能力が高い学生を受入れる方法が採用

され，学生の受け入れが適切に実施されている。 

なお，本校では選抜基準，選抜方法等をウェブサイトに公開しており，学生の受け入れ方法と

その実施内容が適切であることが広く社会に理解されている。 

 

観点４－２－②： アドミッション・ポリシーに沿った学生の受入が実際に行われているかどう

かを検証しており，その結果を入学者選抜の改善に役立てているか。 

（観点に係る状況） 

 準学士課程入学者選抜では，2002年に入学者選抜の課題に関して調査を行った。その中で，ア

ドミッション・ポリシーで示している基礎学力について，選抜方法が適切であるかの検討を行っ

た。中学校の調査書の内容（いわゆる「内申点」）や入試の学力点と１年次の成績との相関が弱

いという調査結果に基づき，教科ごとの成績に重み付けを行う傾斜配点方式は採用せずに，従来

通り実技科目も含めた総合点での判定基準で行うことに決定した（資料４－２－②－１）。また，

2003年にも，前年度に追加した形の調査を実施し，検討した結果，従来の選抜方法の継続を決定

した（資料４－２－②－２）。 
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資料４－２－②－１

 

 
（出典：平成14年度第3回入学者選抜委員会議事要旨と資料）



長野工業高等専門学校 基準４ 

 - 81 -

資料４－２－②－２

 
（出典：平成15年度第2回入学者選抜委員会議事要旨）

 
 

                              次ページに続く 
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（出典：平成15年度第3回入学者選抜委員会議事要旨と資料）

 

 専攻科課程においては，2005年に選抜方法について検討が行われ，2006年度入学者より，アド

ミッション・ポリシーで掲げた国際的なコミュニケーション能力を身に付けたい学生を確保する

ために，英語能力に関しての選抜方法を改善した（資料４－２－②－３）。また，面接において，

アドミッション・ポリシーに掲げた専門分野での技術の修得や社会で活躍したいという意欲など

を適切に判断するために面接項目を増やした。 
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資料４－２－②－３

英語能力に関しての選抜方法の改善 

 
 
６．選抜方法等 

      入学者の選抜は，学力検査，調査書，面接及び健康診断書の結果を総合して行う。 
なお，健康診断の判定は，所定の健康診断書によって審査を行うが，審査の結果，精密な 
診断が必要と認める場合は，再診断を求めることがある。 
（１）学力検査の出題科目等 

専 攻 名 試験科目 出   題   分   野 
 

数  学 
微分積分（１変数，２変数，微分方程式を含む）

線形代数（線形変換及び行列の対角化を含む） 
 
生産環境システム専攻 
電気情報システム専攻  

英  語 
 
高等専門学校４年次修了程度の内容とする。 

 次のいずれかに該当する者は，英語の試験を免除する。 
 ①ＴＯＥＩＣ ３５０点以上を取得した者 
  公式認定書のコピーを添付すること。またはＩＰテストのスコアレポートのコピー 
 と所属機関が本人であることを証明するものを添付すること。 
 ②実用英語技能検定準２級以上を取得した者 
  合格証書のコピーを添付すること。 
 ③工業英語能力検定３級以上を取得した者 
  合格証書のコピーを添付すること。 

 

 

（出典：平成18年度専攻科学生募集要項 抜粋）
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なお，入試倍率の向上策として入試対策プロジェクトを発足し，改善に貢献した（資料４－２

－②－４）。 

 

資料４－２－②－４

 
（出典：平成17年度第2回入試委員会資料）

 

（分析結果とその根拠理由） 

準学士課程の入学者選抜について，追跡調査による分析をもとに，入学者選抜委員会で慎重な

審議を重ね，アドミッション・ポリシーに沿った学生の受け入れが実際に行われているか検証し，

選抜方法を改善している。また，専攻科課程においては，同様に学生の受け入れの妥当性を検討

し，試験方法や面接項目を増やすなどの改善を行っている。 

このように，アドミッション･ポリシーに沿った学生の受け入れが実施されているか，常に検

証を行い，その結果を改善に役立てている。 

 

観点４－３－①： 実入学者数が，入学定員を大幅に超える，又は大幅に下回る状況になってい

ないか。また，その場合には，これを改善するための取組が行われるなど，

入学定員と実入学者数との関係の適正化が図られているか。 

（観点に係る状況） 

 準学士課程の入学者の実態について，最近の６年間での全体の入試倍率は1.7～2.2倍の間で推

移している。また，実入学者数は，各学科とも入学定員40名に対して40名ないし41名である。な

お，この数年は辞退者がないため，合格者は全員入学している（資料４－３－①－１）。 
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資料４－３－①－１

準学士課程入学者の実態 (2001年度入学生～2006年度入学生) 
学科名 実態区分 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度

機 械 
工学科 

志願者数 
受検者数 
合格者数 
入学者数 
志願倍率 

86 
86 
41 
41 

2.10 

72 
72 
40 
40 

1.80 

79 
79 
40 
40 

1.98 

82 
82 
41 
41 

2.00 

73 
72 
41 
41 

1.78 

77 
75 
41 
41 

1.88 

電気電子
工学科 

志願者数 
受検者数 
合格者数 
入学者数 
志願倍率 

80 
80 
41 
41 

1.95 

54 
54 
40 
40 

1.35 

67 
67 
40 
40 

1.68 

82 
82 
41 
41 

2.00 

77 
74 
41 
41 

1.88 

80 
79 
41 
41 

1.95 

電子制御
工学科 

志願者数 
受検者数 
合格者数 
入学者数 
志願倍率 

76 
76 
40 
40 

1.90 

68 
68 
40 
40 

1.70 

82 
82 
40 
40 

2.05 

71 
70 
41 
41 

1.73 

70 
70 
41 
41 

1.71 

61 
59 
41 
41 

1.49 

電子情報
工学科 

志願者数 
受検者数 
合格者数 
入学者数 
志願倍率 

111 
111 
41 
41 

2.71 

66 
66 
41 
41 

1.61 

85 
85 
40 
40 

2.13 

88 
87 
41 
41 

2.15 

63 
61 
41 
41 

1.54 

72 
70 
41 
41 

1.76 

環境都市
工学科 

志願者数 
受検者数 
合格者数 
入学者数 
志願倍率 

86 
86 
41 
41 

2.10 

79 
79 
40 
40 

1.98 

67 
66 
40 
40 

1.68 

77 
77 
41 
41 

1.88 

60 
58 
41 
41 

1.46 

70 
67 
41 
41 

1.71 

全  体 

志願者数 
受検者数 
合格者数 
入学者数 
志願倍率 

439 
439 
204 
204 
2.15 

339 
339 
201 
201 
1.69 

380 
379 
200 
200 
1.90 

400 
398 
205 
205 
1.95 

343 
335 
205 
205 
1.67 

360 
350 
205 
205 
1.76 

（出典：学生課教務係作成資料）

 

専攻科入学者については，入試倍率が全体で1.0～1.6倍である。また，実入学者数は，全体で

定員を満たしているが，生産環境システム専攻で定員を１名割っている年度がある（資料４－３

－①－２）。 

資料４－３－①－２

専攻科課程入学者の実態 (2003年度入学生～2006年度入学生) 
専攻名 実態区分 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 備  考 

生産環境システ
ム専攻 

志願者数 
受検者数 
合格者数 
入学者数 
志願倍率 

16 
16 
16 
16 

1.00 

23 
23 
14 
13 

1.64 

17 
17 
11 
11 

1.54 

13 
13 
12 
11 

1.08 

定員 12名 

電気情報システ
ム専攻 

志願者数 
受検者数 
合格者数 
入学者数 
志願倍率 

10 
10 
9 
9 

1.11 

13 
13 
9 
9 

1.44 

17 
17 
13 
12 

1.31 

17 
17 
13 
13 

1.31 

定員 8名 

全   体 

志願者数 
受検者数 
合格者数 
入学者数 
志願倍率 

26 
26 
25 
25 

1.04 

36 
36 
23 
22 

1.57 

34 
34 
24 
23 

1.42 

30 
30 
25 
24 

1.20 

定員 20名 

 
（出典：学生課教務係作成資料）
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（分析結果とその根拠理由） 

 準学士課程，専攻科課程ともに，実入学者数は，入学定員とほぼ等しく適正である。 

準学士課程における入試倍率の変化は，社会全体の少子化の問題とも無関係ではないが，合わ

せて長野県公立高校の入学者選抜の方針転換などにも影響を受けているものと思われる。2005年

度の1.7倍という数字については事態を深刻に受け止め，入試対策プロジェクトを発足させて検

討を行うとともに，種々の対応に着手し，2006年度入学生の志願倍率の向上につなげることがで

きた。合格者が辞退するケースもほとんど無い状況であり，常に定員を充足している。 

 専攻科課程においては，入試倍率から，専攻科のアピールを引き続き行っていく必要がある。

2005年度及び2006年度の生産環境システム専攻において，１名の欠員がでている。しかし，２専

攻を合わせると，専攻科の定員を充足している。また，両年度の生産環境システム専攻の倍率は

1.5と1.1倍であり，結果として入学者実数が定員を割ったということは，選抜においてアドミッ

ション・ポリシーを満足していない者の入学を認めていないことが分かる。すなわち，修了生の

質の向上を目指した結果，２年間は１名の定員減となっている。 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

・ 教育の目的に沿って，アドミッション・ポリシーが分かり易く明確に定められている。ま

た，一日体験入学，ウェブサイトでの公開，進学説明会等で，広く社会に公表されている。 

・ アドミッション・ポリシーに沿った学生の受入が，すべての入学者選抜で行われている。 

・ 準学士課程の入学者選抜について，追跡調査による分析をもとに，慎重な審議を重ね，ア

ドミッション・ポリシーに沿った学生の受け入れが実際に行われているか検証している。 

・ 専攻科課程においては，学生の受け入れの妥当性を検討し，試験方法や面接項目を増やす

などの改善を行っている。 

 

（改善を要する点） 

・ 専攻科課程においては，開設４年目であることから，専攻科のアピールを引き続き行って

いく必要がある。 

 

（３）基準４の自己評価の概要 

本校は，教育の目的に沿って，実践的技術者を育成することを念頭において，学習に対する基

礎力及び意欲を持った学生を受け入れてきた。この選抜方針はアドミッション・ポリシーとして

定められ，毎年，募集要項作成時に教職員に確認されている。また，一日体験入学，ウェブサイ

トでの公開，進学説明会等で，広く社会に公表されている。 

準学士課程の推薦選抜では，アドミッション・ポリシーの基礎学力は，高い推薦基準により判

断し，勉学意欲などについては，面接で確認している。学力選抜では，学力検査の成績と調査書

で学力レベルを判断している。専攻科課程の選抜では，アドミッション・ポリシーの科学技術の

素養は，調査書，面接及び学力検査により判断し，専門分野での技術及びコミュニケーション能

力の修得意欲などについては，面接で確認している。以上のように，アドミッション・ポリシー

に沿って総合能力が高い学生を受入れる方法が採用され，受入れが適切に実施されている。なお，

本校では選抜基準，選抜方法等をウェブサイトに公開しており，学生の受け入れ方法とその実施
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内容が適切であることが広く社会に理解されている。 

準学士課程，専攻科課程ともに，実入学者数は，入学定員とほぼ等しく適正である。 

準学士課程の入学者選抜について，追跡調査による分析をもとに，入学者選抜委員会で慎重な

審議を重ね，アドミッション・ポリシーに沿った学生の受け入れが実際に行われているか検証し，

選抜方法を改善している。また，専攻科課程においては，同様に学生の受け入れの妥当性を検討

し，試験方法や面接項目を増やすなどの改善を行っている。このように，アドミッション･ポリ

シーに沿った学生の受け入れが実施されているか，常に検証を行い，その結果を改善に役立てて

いる。2005年度の準学士課程における入試倍率1.7倍という数字については事態を深刻に受け止

め，入試対策プロジェクトを発足させて検討を行うとともに，種々の対応に着手し，2006年度入

学生の志願倍率の向上につなげることができた。 

 専攻科課程では，修了生の質の向上を目指した結果，生産環境システム専攻において，２年間

は１名の欠員がでているが，２専攻を合わせると，専攻科の定員を充足している。結果として入

学者実数が定員を割ったということは，選抜においてアドミッション・ポリシーを満足している

者のみの入学を認めていることが分かる。 
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基準５ 教育内容及び方法  

 

（１）観点ごとの分析 

＜準学士課程＞ 

観点５－１－①： 教育の目的に照らして，授業科目が学年ごとに適切に配置（例えば，一般

科目及び専門科目のバランス，必修科目，選択科目等の配当等が考えられ

る。）され，教育課程の体系性が確保されているか。また，授業の内容が，

全体として教育課程の編成の趣旨に沿って，教育の目的を達成するために

適切なものになっているか。 

（観点に係る状況） 

準学士課程においては，本校の教育理念，教育・運営方針及び中期目標に掲げた育成すべ

き人材像を念頭に置き，学習・教育目標を制定した。これを達成するように，目標毎に各科

目の体系を設計している（資料５－１－①－１）。 

 
資料５－１－①－１ 

教育課程系統図（本科・専攻科 一般科目・基礎専門科目） 
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（出典：学生課作成資料）

 

また，各学科におけるカリキュラムが，低学年では一般科目に重点を置き，年次進行に伴

って専門科目が増えるくさび型カリキュラムとなっており，各専門内容を適切に習得できる

よう基礎科目から専門科目に展開されている（資料５－１－①－２）（資料５－１－①－

３）（資料５－１－①－４）。さらにシラバスには，先修科目，後修科目，学習・教育目標

及びその評価法が記載されており，授業内容も体系に沿って設定されている（資料５－１－

①－５）。 
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資料５－１－①－２

一般科目教育課程（平成 18 年度１年生適用分） 

（出典：平成 18 年度シラバス）
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資料５－１－①－３

機械工学科の専門科目教育課程表（平成 18 年度１年生適用分） 

（出典：平成18年度シラバス）
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資料５－１－①－３（つづき）

電気電子工学科の専門科目教育課程表（平成 18 年度１年生適用分） 

 
（出典：平成18年度シラバス）
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資料５－１－①－３（つづき）

電子制御工学科の専門科目教育課程表（平成 18 年度１年生適用分） 

（出典：平成18年度シラバス）
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資料５－１－①－３（つづき）

電子情報工学科の専門科目教育課程表（平成 18 年度１年生適用分） 

（出典：平成18年度シラバス）
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資料５－１－①－３（つづき）

環境都市工学科の専門科目教育課程表（平成 18 年度１年生適用分） 

（出典：平成18年度シラバス）
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資料５－１－①－４

学年毎の一般科目と専門科目の取得すべき単位数 

（出典：平成18年度シラバスより作成）

 

 

資料５－１－①－５

シラバスの一例（応用物理Ⅱ（４年）シラバス） 

（出典：平成18年度シラバス）
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本校の授業内容は，上記の編成の趣旨に沿い，一般科目では，専門的技術・学理を修得す

るための基礎学力，社会人としての素養，技術者倫理，コミュニケーション能力を身に付け，

専門科目では，工学的知識，問題解決能力，業務遂行能力などを育成するために，構成され

ている。 

なお，低学年では，混合学級制を敷き，例えば「情報処理基礎」などの工学の基礎科目に

おいても，専門学科にとらわれない教育を行っている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

学習・教育目標毎にカリキュラムが設計され，年次進行に伴って専門科目が増えるくさび

型カリキュラムとなっており，授業科目が学年毎に適切に配置されている。低学年では，混

合学級制をとり，各学科に共通な基礎学力が身に付くように工夫がなされている。専門科目

がくさび型に配置されているため，１年では各専門の基礎的・概要的な授業を行い，学年進

行とともに徐々に応用的な科目を学び，体系的に理解できるようなカリキュラムとなってお

り，各専門学科の体系性も確保されている。 

また，学習・教育目標を達成するために，目標を各科目の授業内容で分担し教授しており，

適切なものになっている。さらに，学年制であることから，その学年で履修すべき全科目が

合格にならないと進級できず，学習・教育目標に対する学年毎の達成が確認できる。 

以上のように，教育の目的に照らして，授業科目が学年毎に適切に配置され，その授業内

容もシラバスに明記され，体系的な教育課程といえる。 

 

観点５－１－②： 学生の多様なニーズ，学術の発展動向，社会からの要請等に対応した教育

課程の編成（例えば，他学科の授業科目の履修，他高等教育機関との単位

互換，インターンシップによる単位認定，補充教育の実施，専攻科教育と

の連携等が考えられる。）に配慮しているか。 

（観点に係る状況） 

 本校では，各学科において，学生のニーズに応じた選択科目を設定している。 

学術の発展動向に対応するため，教育課程の見直しを随時行っている。それに伴い３次元

設計法，品質管理工学などの専門性の高い授業も設定している。 

 2004年に「信州大学と長野工業高等専門学校との間における単位互換に関する協定」が締

結された。また，準学士課程の４，５年生及び専攻科生を対象として，2005年には長野市近

郊の全７大学等の単位互換が始まり，実際にこの制度を本校の学生が利用している（資料５

－１－②－１）（資料５－１－②－２）。 

社会から最近注目されているインターンシップは，本校では 1992 年から取組んでおり，

４年次の夏季休暇中に「実務訓練」という科目名で実施している。この科目は，２学科で卒

業要件として認められており，同学科のほぼ全学生が履修している（資料５－１－②－３）。

2006 年度からは，全学科において卒業要件として認め，この取組みを強化した。 
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資料５－１－②－１

長野市内の高等教育機関における単位互換に関する協定書 

 

（出典：長野市内の高等教育機関における単位互換に関する協定書）

 

資料５－１－②－２

 

 
 

（出典：特別聴講学生単位授与及び成績評価通知書）
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資料５－１－②－３

平成17年度実務訓練参加学生数一覧 

（出典：学生課教務係作成資料）
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 資格試験等で取得した技能について，一定の水準を満たす場合には「技能審査等の合格に

よる単位修得の認定に関する内規」に基づいて単位認定が行われている（資料５－１－②－

４）（資料５－１－②－５）。 

 

資料５－１－②－４

技能審査等の合格による単位修得の認定に関する内規 

 

（出典：平成18年度シラバス）
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資料５－１－②－４（つづき）

技能審査等の合格による単位修得の認定に関する内規・認定一覧 

 

 
（出典：平成 18 年度シラバス） 



長野工業高等専門学校 基準５ 

 - 102 -

資料５－１－②－５

平成18年度英語単位認定一覧 

（出典：学生課教務係作成資料）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 学生のニーズに対応するため，各学科及び全学科共通の選択科目が設定されている。また，

学術の発展動向に配慮して，教育課程の見直しが随時行われているほか，他大学との単位互

換制度も導入され，活用されている。 

 インターンシップ事業を早い時期より実施し，卒業要件として認め，全学を上げて積極的

に取組んでいる。この取組みは，社会からの要請を先取りしたものである。 

 資格試験等で取得した技能を単位認定する仕組みは，学生の学習意欲を高め，多くの学生

が利用するなど有効に機能している。 

以上により，学生の多様なニーズ，学術の発展動向，社会からの要請等に対応した教育課

程が編成されている。 

 

観点５－２－①： 教育の目的に照らして，講義，演習，実験，実習等の授業形態のバランス

が適切であり，それぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がな

されているか。（例えば，教材の工夫，少人数授業，対話・討論型授業，

フィールド型授業，情報機器の活用，基礎学力不足の学生に対する配慮等

が考えられる。） 

（観点に係る状況） 

準学士課程の教育課程は，講義，演習，実験，実習で構成している。演習科目は各学科で

数単位であるが，多くの講義において演習を含めた授業を行っている（資料５－２－①－

１）。全学科では，講義の進度に合わせた実験実習が配分され，講義を補完している（前出

資料５－１－①－３）。 
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資料５－２－①－１

シラバスの一例（ソフトウェア工学（電子情報工学科 4 年）シラバス） 

 
（出典：平成 18 年度シラバス）
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授業を効果的に展開するために，実験や講義において独自に作成したテキストを使用し，

また講義中に演示実験を行うなど，多くの教科で学生の興味を引くための工夫をしている

（資料５－２－①－２）。 

 

資料５－２－①－２

FD 研修会 講演資料 

（出典：FD 研修会資料）
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プロジェクタや液晶ペンタブレッドの使用など教授方法及び学習指導方法の工夫・改善は

各教員により行われており，それらは，授業改善報告書やFD研修会で全教員に紹介されてい

る（資料５－２－①－３）（資料５－２－①－４）（資料５－２－①－５）（資料５－２－

①－６）。 

学力不足の学生に対しては，追加課題や補習が行われている（資料５－２－①－７）。 

 

資料５－２－①－３

平成 17 年度末現在のプロジェクタ保有台数 

 
（出典：総務課財務係資料）

 

資料５－２－①－４

液晶ペンタブレットを使用した授業風景 

 

 
 

（出典：授業風景写真）
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資料５－２－①－５

 
（出典：授業改善報告書）

 

資料５－２－①－６

 
（出典：FD 研修会実施要項）
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資料５－２－①－７

授業時間外の教科指導履歴 

 
（出典：授業時間外の教科指導履歴）

 

（分析結果とその根拠理由） 

教育課程は，講義，演習，実験，実習等で構成されている。演習科目の比率は少ないが，

多くの講義中に演習を取入れているため，演習のバランスが適切となっており，科目内容の

理解を深める上でも効果を上げている。実験，実習も講義の進度に合わせて適切に配置され，

より実践的な教育体制になっている。 
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授業を展開するために，実験や講義において，自作教材，教授方法や学習指導方法の工夫

などが行われ，効果が上がっている。また，学力不足の学生に対しても指導が行われており，

配慮がなされている。 

このように，授業形態のバランスがとれており，教育内容に応じた適切な学習指導法の工

夫がされている。 

 

観点５－２－②： 教育課程の編成の趣旨に沿って，適切なシラバスが作成され，活用されて

いるか。 

（観点に係る状況） 

教育課程は，すべての学習・教育目標を達成するように，目標毎に各教科の体系化がなさ

れ，年次進行に伴って専門科目が増えるくさび型カリキュラムとなっている。シラバス編集

に当たっては，教育課程の編成の趣旨に沿ったシラバス作成のガイドラインが示され，教員

はそれに従って作成している（資料５－２－②－１）。シラバスでは科目毎に，学習・教育

目標との対応及びその到達目標，授業内容，先修科目・後修科目の提示，評価方法が示され

ている（前出資料５－１－①－５）。各科目では，講義中に随時シラバスの説明がなされ，

学生の理解を深めている。また，シラバスはウェブサイトから入手することもできる。さら

に，授業評価アンケートにより，シラバスの活用状況が確認されている（資料５－２－②－

２）。 

 

資料５－２－②－１

（出典：シラバス執筆にあたってのガイドライン）
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資料５－２－②－２

平成 16 年度授業アンケート結果（シラバス利用項目） 

（出典：平成 16 年度後期末授業アンケート結果報告書 抜粋）

 

（分析結果とその根拠理由） 

シラバスは，ガイドラインに従って担当教員により作成され，その内容は教務委員会等で

確認されているため，教育課程の編成の趣旨に沿った適切なものになっている。 

シラバスには，学習・教育目標を達成するために最低限身に付けるべき内容や成績評価及

び授業項目など，学生に有用な情報が記載されている。学生がシラバス内容を理解している

ことがアンケート結果より示されており，シラバスが活用されている。 

 

観点５－２－③： 創造性を育む教育方法（ＰＢＬなど）の工夫やインターンシップの活用が

行われているか。 

（観点に係る状況） 

 PBLを取入れた授業としては，機械工学科では創造工学実習，CAD，電気電子工学科では創

造工学実験，電子制御工学科では総合実験実習，電子情報工学科ではソフトウェア工学，環

境都市工学科では設計製図などが設定されている（資料５－２－③－１）。機械工学科の創

造工学実習，電子制御工学科の総合実験実習の取組みは，それぞれ日本工学教育協会，日本

機械学会から表彰を受けるなど，一定の評価を得ている（資料５－２－③－２）。 

 本校では，インターンシップ事業として，年間４事業（研修会，企業説明会，実務訓練，

報告会）を体系的に行っている。実務訓練は，２学科でほぼ全学生が参加している（前出資

料５－１－②－３）。2006 年度からはこの取組みを強化し，全学科において卒業要件として

認めている。 
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資料５－２－③－１

PBL 教育 

（出典：FD 研修会資料） 
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資料５－２－③－２

学会賞 

  
（出典：日本工学教育協会賞状 日本機械学会賞状）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 全学科において，PBLを取入れた授業が行われており，それらの教育のいくつかは，外部よ

り学会賞を受賞するなど，高い評価を得ている。また，早期から実務訓練が実施されており，

その取組みが体系的，全学的に実施されている。 

以上のように，教育の目的を実現するために，問題解決能力及び創造性を育む教育方法の

工夫が取入れられ，実践的教育及び業務遂行能力の育成にインターンシップが有効に活用さ

れている。 

 

観点５－３－①： 成績評価・単位認定規定や進級・卒業認定規定が組織として策定され，学

生に周知されているか。また，これらの規定に従って，成績評価，単位認

定，進級認定，卒業認定が適切に実施されているか。 

（観点に係る状況） 

 成績評価・単位認定や進級・卒業に関しては，「学業成績の評定並びに進級及び卒業に関

する内規」に定められ，学生便覧やシラバスに記載されている（資料５－３－①－１）。 

この内規に基づいて，学年末に行われる卒業認定・成績判定会議において，全教員が学生

一人ひとりに対して確認している（資料５－３－①－２）。 

各教科の成績評価の基準は，それぞれの科目のシラバスに記載され，講義中に随時担当教

員から説明されている。 

試験や提出物に対する評価結果は，学生に答案やレポートが返却される時点で明示されて

おり，その時に学生から評価に対する意見申立を受ける機会を設けている（資料５－３－①

－３）。また，成績評価結果は，教科担当教員により評価一覧として提出され，評価手順が

シラバス記載のものと相違がないか教育改善委員会が確認している（資料５－３－①－４）。 
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資料５－３－①－１

 
（出典：平成 18 年度シラバス）
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資料５－３－①－２

平成 17 年度成績判定会議資料 

 
 

（出典：学生課教務係作成資料）
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資料５－３－①－３

定期試験解答用紙の返却率 

（出典：平成 16 年度教育指導に関する調査結果）
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資料５－３－①－４

エビデンス確認作業要領 

 
（出典：教育改善活動の手引 抜粋）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 成績評価・単位認定や進級・卒業に関しては，規定に定められ，学生便覧等で学生に周知

されている。また，学年末に行われる卒業認定・成績判定会議は，この規程に従って，全教

員により全学生の成績が確認され，厳格に行われている。 

 

観点５－４－①： 教育課程の編成において，特別活動の実施など人間の素養の涵養がなされ

るよう配慮されているか。 

（観点に係る状況） 

 特別活動は，準学士課程１～３年次に設定され，時間割にも記載されている（資料５－４

－①－１）。この多くの時間は，学園祭で行うクラス企画や，研修旅行及び企業・現場見学

の事前学習などに利用されている（資料５－４－①－２）。また，年度当初に行われる１年

と３年のオリエンテーション，交通安全講習，エイズ教育などは学校行事として行われてい

る（資料５－４－①－３）。さらに，４年，５年次においては，放課後や授業の空き時間を

利用して，進路講演会，企業・現場見学の準備，学園祭の準備が行われている（資料５－４

－①－４）。 
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資料５－４－①－１

平成 18 年度授業時間割表 

（出典：平成 18 年度授業時間割表（前期））
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資料５－４－①－２

（出典：特別活動の資料）

 



長野工業高等専門学校 基準５ 

 - 118 -

 
資料５－４－①－３

平成 18 年度学事暦 

 
（出典：平成 18 年度学事暦）
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資料５－４－①－４

4 年進路指導 

 
（出典：平成 17 年度進路指導状況報告書）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 特別活動は，時間割に示すように，１～３年次で計90単位時間が割り当てられており，協

調性や社会性などの学生の人間形成に活用されている。 

また，４年・５年次における進路講演会や企業・現場見学，学園祭の準備を通して，人間

の素養の涵養がなされるよう配慮されている。 

 

観点５－４－②： 教育の目的に照らして，生活指導面や課外活動等において，人間の素養の

涵養が図られるよう配慮されているか。 

（観点に係る状況） 

 本校では，教育理念の人間性教育を達成するために，クラスマッチや学園祭などの多くの

学校行事を設けている（前出資料５－４－①－３）。 

生活指導面では，社会性を身に付けることなどを目的に，学級担任がきめ細やかな個人指

導を行っている。各担任は，学生との個人面談や毎年学園祭時に保護者面談を実施し，生活

及び学習について把握し指導している（資料５－４－②－１）。 
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資料５－４－②－１

 
（出典：平成 17 年度保護者懇談会通知）

 

課外活動も，健全な心身の育成の上で重要な要素として位置づけ，積極的に行うよう指導

している。課外活動支援体制としては，全教員をいずれかの部，同好会の指導教員として配

置している（資料５－４－②－２）。学生支援委員会では，学生会活動を支援し，学生と協

調して課外活動の活性化・学園祭の企画・実施に取組んでいる（資料５－４－②－３）。 

 学生寮には約４割の学生が寄宿しており，寮務委員会がその支援にあたっている。毎日，

教員と事務職員が宿日直及び朝の巡視を行い，学習，寮の行事及び生活への支援を行ってい

る。寮生は，定められた規則に沿って集団生活を送っている。 
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資料５－４－②－２

 

平成 18年度 部･同好会 指 導 教 員 

 平成 18 年 5 月 31 日現在

部    名 指 導 教 員 部 長 部員数

硬 式 野 球 ◎為末，戸谷(精)，宮下，阿部，平井，畠        44 

軟 式 野 球 ◎濱口，板屋，北山，前田，林本，小池   28 

バドミントン ◎小林，小澤，秋山，高桑   39 

男子バレーボール ◎佐野，柳沢，北村，羽田   21 

女子バレーボール ◎藤澤(太)，藤原，曾田，中村(博)   17 

バスケットボール ◎奥村(紀)，山口，中澤(克)，児玉   28 

卓 球 ◎遠藤，知野，倉澤，宮嵜，小野，小林(裕)   31 

柔 道 ◎塚田，森山，戸谷(順)，浅野(憲)   9 

剣 道 ◎永籐，松岡，浅野(純）   13 

硬 式 テ ニ ス ◎押田，宮尾，荒井，西村，百瀬   47 

軟  式  庭  球 ◎堀内(富)，岸，鈴木(三)，堀口，小林(裕)   28 

サッカー ◎長坂，大矢，江角，中山   69 

水 泳 ◎中島，青木，堀内(泰)，松下，百瀬   27 

陸  上  競  技 ◎内山，大澤，原田，渡辺，藤澤(義)   33 

弓 道 ◎久保田，中村(博)，奥村(信)，伊藤           63 

少 林 寺 拳 法 ◎柄澤，中村(護)，冨永   15 

スキー ◎内山，服部，児玉，春日                     10 

   運 動 系 部    １７部       ５２２名     

航空・ロボット製作 ◎北村，山崎，戸谷(順)，古川，江角，宮下   35 

吹 奏 楽 ◎鈴木(宏)，堀内(征)，磯部                   55 

囲碁・将棋 ◎大矢，浅野(憲)，秋山   12 

軽 音 楽 ◎大矢，高桑，中山   32 

映 像 制 作 ◎宮尾，前田   26 

茶 道 ◎服部，小澤   10 

邦 楽 ◎宮嵜，栁澤   11 

ソーラーカー研究 ◎渡辺，大澤，古川   22 

天 文 ◎大西，久保田，大矢，伊藤   32 

イラストレーション創作 ◎曾田，永藤，中村(博)   10 

エコノパワー ◎中山，中村(博)，磯部              22 

   文 化 系 部    １１部       ２６７名 

      計        ２８部           ７８８名 

同 好 会 名 指  導  教 員 同好会長 会員数

地域環境研究 ◎松岡，阿部   30 

模型 ◎中澤(克)   9 

クリエイターズ ◎伊藤，鈴木(宏）   3 

MIDI 製作 ◎渡辺   7 

女子バスケットボール ◎児玉，中澤(克)   13 

ピアノ ◎中村(博)，中澤(達）   16 

ジャズ研究会 ◎大矢   10 

華道 ◎中村(護)，森山，古川   9 

コミュニケーション ◎永藤，鈴木   43 

アコースティックギター ◎久保田   23 

躰道 ◎江角   15 

スピードスケート ◎金井，長坂，内山   2 

映画鑑賞 ◎大矢   9 

フォークギター ◎中澤(達)   4 

美術 ◎堀内(泰)   8 

科学 ◎板屋，奥村(紀)   7 

空手 ◎柄澤   5 

自転車 ◎小林(茂)   4 

聖書研究 ◎中村(博)   3 

      計          １９同好会          ２２０名     

   ◎印は部・同好会連絡担当者     

 

（出典：平成 18 年度 部・同好会指導教員一覧）
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資料５－４－②－３

学生支援委員会の課外活動の支援に関する業務 

 
平成 18年度 学生支援委員会 委員名簿 

 
委員長  小  澤  志  朗 (学生主事) 
 
委 員  松 岡 保 正 (寮務主事) 
 〃   荒  井  善  昭 (学生主事補) 車両・喫煙指導担当 
 〃   大  西  浩  次 (学生主事補) 学生会・部長会担当 
 〃   児  玉  英  樹 (学生主事補) 工嶺祭・広報担当 
 
 〃   北  山  光  也 （機械工学科） 
 〃   宮  嵜  敬     (電気電子工学科) 
 〃   中  島  隆  行 (電子制御工学科) 
 〃   浅 野 純一郎 (環境都市工学科) 
 〃   戸  谷  精  三 (一般科) 
 〃   堀  内  泰  輔 (一般科) 
 〃   今  井  宏  一  (学生課長) 
幹 事  錦 山 満     (学生係長) 

 
役割分担(案) 

＊総括 小澤，松岡，今井 
１．課外活動指導(取りまとめ→大西，児玉) 

(1) 学生会 → 大西，浅野，宮嵜 
(2) 部長会 → 大西，北山 
(3) 工嶺祭 → 児玉，中島，堀内 
(4) ボランティア活動 → 小澤，戸谷 
(5) 各種コンテスト → 小澤 

 

（出典：学生支援委員会資料 抜粋）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 人間教育のために，多くの学校行事や課外活動が実施されている。教員の指導のもとで，

これらの活動に参加する学生は，成長が認められ，人間の素養が涵養されている。 

学級担任制度や全教員による課外活動の支援体制は，上記の教育を実施する上で，効果を

上げている。 

学生寮においても全教職員がその支援に当たるなど人間教育について配慮され，教育寮と

して効果を上げている。 

 このように，教育の目的に照らして，人間の素養の涵養が図られるよう配慮されている。 

 

＜専攻科課程＞ 

観点５－５－①： 準学士課程の教育との連携を考慮した教育課程となっているか。 

（観点に係る状況） 

 専攻科課程における２専攻は，準学士課程における５学科に関連づけられている（資料５

－５－①－１）。教育課程は，系統図に関連付けられるように，準学士課程では基礎学習に

重点を置いて専門とする工学分野の知識，技術を習得することを，専攻科課程ではさらに工

学分野の知識，技術を確かなものとし，論述，討論ができることを目標としている（資料５

－５－①－２）。 
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資料５－５－①－１

本科と専攻科の関連図 

 
 

（出典：JABEE 自己点検書）

 

資料５－５－①－２
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（出典：学生課作成資料）

 

専攻科課程の教育課程は，科目選択制を敷き，国際化社会及び高度情報化社会に対応でき

るように設計されている。特徴的な科目として，１年次の長期学外実習，２年次の輪講，２

年に渡る特別研究があり，これらは，準学士課程の，混合学級による工学基礎の共通教育

（情報処理基礎など），低学年からの実験・実習の重視，各学科編成による専門意識の高揚，

４年次のインターンシップ事業，５年次の卒業研究と連携したスパイラルアップ型の体系と

なっている。その他に，準学士課程４年次及び専攻科課程２年次の技術者倫理と７年間必修

の英語教育は，一貫した教育課程となっている（前出資料５－１－①－１）。 

 なお，準学士課程４，５年と専攻科課程の４年間の教育を，日本技術者教育認定機構によ

って認定されている「産業システム工学」プログラムとして独自に設定して教育を行ってい

る（資料５－５－①－３）（前出資料５－５－①－１）。 

 



長野工業高等専門学校 基準５ 

 - 125 -

 
資料５－５－①－３

「産業システム工学」プログラムの概念 

 

 
 

（出典：本校のウェブサイト，http://www.nagano-nct.ac.jp/jabee_f.html）

 

（分析結果とその根拠理由） 

専攻科の教育課程は，準学士課程における技術者教育を基礎とし，より実践性の高い技術

者を育成し，実践的能力を持った創造的先端技術者を目指す独自の教育課程となっている。

すなわち，実践的教育，インターンシップ教育，倫理教育，英語教育など，準学士課程と専

攻科課程において，一貫した授業が展開されており，この2つの課程の連携が考慮された教育

課程となっている。 

 なお，本校で設定した「産業システム工学」プログラムは，日本技術者教育認定機構によ

って，準学士課程４年から専攻科課程に至る一貫した教育として認定されている。 

 

観点５－５－②： 教育の目的に照らして，授業科目が適切に配置（例えば，必修科目，選択

科目等の配当等が考えられる。）され，教育課程の体系性が確保されてい

るか。また，授業の内容が，全体として教育課程の編成の趣旨に沿って，

教育の目的を達成するために適切なものになっているか。 

（観点に係る状況） 

専攻科課程においては，本校の教育理念，教育・運営方針及び中期目標に掲げた育成すべ

き人材像を念頭に置き学習・教育目標を制定し，この目標を達成するように，目標毎に各科

目の体系を設計している。学習・教育目標を準学士課程と同一にしているが，到達レベルを

変え，より高度な知識を身に付けるようになっている。さらに，専攻科設置の目標として３

項目を挙げている（資料５－５－②－１）。 
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資料５－５－②－１

（出典：専攻科学生便覧）

 

 この設置の目標及び学習・教育目標の両者を達成するべく，専攻科課程の教育課程を設計

し，構築してきている。すなわち，学習・教育目標の主体となる科目を必修として配置し，

技術者としての裾野を広げる科目や専門をより深く教授する科目を選択科目として配置する

とともに，国際的に通用する外国語，歴史，技術者倫理，経済等に重点を置いた科目を開設

し，学際的素養・教養が身につくよう科目を配置している。特に，１年次の長期学外実習，

２年次の輪講，２年に渡る特別研究は特徴的な科目である（資料５－５－②－２）。学生は，

授業科目履修規定に従って，科目を履修している（資料５－５－②－３）（資料５－５－②

－４）。 
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資料５－５－②－２

専攻科教育課程 

 

（出典：専攻科学生便覧）

 

 

資料５－５－②－３

専攻科授業科目履修規程の抜粋 

（出典：専攻科学生便覧）
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資料５－５－②－４

 

（出典：専攻科学生便覧）
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この教育課程の柱となる長期学外実習（必修科目）は，１セメスターにおよび，実践的能

力を磨き，技術者になるための資質を高める独自の教育システムである。この長期の学外実

習を経た後に学内で教育することにより，技術者として要求される基礎的対応能力，産業シ

ステムとしてのプロセスについての理解力，生産現場に必要な管理技術の素養を融合する教

育課程となっている。この学外実習の取組みは，文部科学省が募集した「平成16年度現代的

教育ニーズ取組支援プログラム（現代GP）」にも採択された（資料５－５－②－５）。 

 

資料５－５－②－５

平成16年度現代的教育ニーズ取扱支援プログラム選定結果通知 

（出典：平成 16 年度現代的教育ニーズ取扱支援プログラム選定結果通知）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 学習・教育目標毎に主体となる科目が必修として配置され，専門をより深く教授する科目

を選択科目として配置されている。学生は，授業科目履修規定に従って，科目を履修するこ

とにより，学習・教育目標が達成できるとともに，学士の学位取得も可能となるように設計

されている。個々の学生の履修計画は専攻科運営委員会で確認され，学生の指導が行われて

いる。 

 高度な専門知識及び技術を修得させるために，専攻毎に，専門共通科目の他に，専門展開

科目が設定されている。また，国際的に通用し，人間性のある技術者を養成するために，英

語教育と技術者倫理教育が必修とされ，歴史，経済などが選択科目として配置されている。

さらに，地域に貢献する教育活動の柱として，長期学外実習が置かれ，文部科学省が募集し

た「平成16年度現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代GP）」にも採択され，社会から

高く評価されている。このように，実践的技術者育成の趣旨に沿った教育課程となっている。 

以上の点から，授業科目は，教育の目的に照らして適切に配置され，教育課程の体系が確

保されるとともに適切なものとなっている。 
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観点５－５－③： 学生の多様なニーズ，学術の発展動向，社会からの要請等に対応した教育

課程の編成（例えば，他専攻の授業科目の履修，他高等教育機関との単位

互換，インターンシップによる単位認定，補充教育の実施等が考えられ

る。）に配慮しているか。 

（観点に係る状況） 

 学生の選択の幅が広がるように，一般科目，専門共通科目，専門展開科目の全区分に選択

科目を設定している。また，信州大学をはじめとする長野市近郊の大学等の単位互換制度が

あり，利用されている（前出資料５－１－②－１）（前出資料５－１－②－２）。 

 社会からの要請に対応して，本校の特徴である長期学外実習を設けている。１セメスター

にあたる15週間以上にわたる学外実習により，学生に技術者としての自覚と社会性を身に付

けさせて，即戦力として活躍できる人材育成を目指している。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 科目の分類毎の選択科目の設定，他の高等教育機関との単位互換制度により，学生の多様

なニーズに答えられている。社会からの要請に対しては，長期の学外実習が行われている。 

以上により，学生の多様なニーズ，社会からの要請等に配慮して教育課程が編成されてい

る。 

 

観点５－６－①： 教育の目的に照らして，講義，演習，実験，実習等の授業形態のバランス

が適切であり，それぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がな

されているか。（例えば，教材の工夫，少人数授業，対話・討論型授業，

フィールド型授業，情報機器の活用等が考えられる。） 

（観点に係る状況） 

 専攻科課程では，講義，演習，実験，実習で構成されている。１年前半と２年では講義を，

１年後半では学外実習をそれぞれ行っている。また，２年間通した特別研究を設定している。

多くの講義において演習を含めた授業を行っている。実験，実習は，特別研究と学外実習が

ある。学外実習は，企業において実践的に行われ，教員と企業側担当者が密に連携を取り，

学生の指導にあたっている。 

 授業の工夫としては，学習教材としてe-learningを用いて自学自習を支援している講義も

ある（資料５－６－①－１）。専攻科全教室にプロジェクタが常設されており，多くの講義

において活用されている。各専攻の輪講では，学生が文献等の学習結果を発表し，それに対

して討論を行っている。 

専攻科は２専攻合わせて20人の定員であり，また，多くの講義科目が選択制を取っている

ため，各科目の受講者数は少人数になっている。 
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資料５－６－①－１

（出典：e-learning学習教材テキスト）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 専攻科では，教育の目的に沿って62単位以上を取得する必要がある。履修すべき講義科目

単位は十分確保され，さらに，実験，実習の24単位が特別研究と学外実習に当てられている

ので，授業形態のバランスが適切である。 

 学外実習という特色ある科目を柱に，講義科目と実験，実習科目の履修時期も，適切に設

定されており，教育効果が上がるように工夫されている。 

 オリジナルな学習教材及び情報機器の活用など学習指導法の工夫がなされている。また，

全科目20人以下という少人数教育を行い，きめ細やかな指導ができている。 

 

観点５－６－②： 創造性を育む教育方法（ＰＢＬなど）の工夫やインターンシップの活用が

行われているか。 

（観点に係る状況） 

 創造性を育む教育方法に関する教育は，これまで学外実習と特別研究の中で行なわれてき

たが，2006年度より，これに加えて，製品開発の手順の基礎知識とその実践能力の涵養を主

目的とする科目「機能デザイン」を新設した（資料５－６－②－１）。 
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資料５－６－②－１

機能デザイン（専攻科2年）シラバス 

（出典：専攻科シラバス）
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長期の学外実習は，企業において業務を実践するもので，これにより，技術者としての素

養，実務における問題解決能力の育成を行っている（資料５－６－②－２）。この学外実習

では，学生に学外実習の手引を配布して，毎月１回学外実習統括教員に月報を提出させ，実

習終了時には実施報告書を提出させている（資料５－６－②－３）。また，実施企業から評

価報告書を学外実習統括教員に提出してもらい，この結果を受け評価している。 

 

 
資料５－６－②－２

専攻科学外実習実施要領 

（出典：専攻科学外実習の手引）
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資料５－６－②－３

学外実習実施要領 

（出典：専攻科学外実習の手引）
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（分析結果とその根拠理由） 

 2006年度からは実践能力の涵養を主目的とする科目「機能デザイン」が新設され，学外実

習で学んだことと合わせてＰＢＬ型教科として実施される。 

学外実習において，技術者としての素養，実務における問題解決能力を涵養する取組みが

行なわれている。 

以上により，創造性を育む教育方法の工夫やインターンシップの活用が行われている。 

 

観点５－６－③： 教育課程の編成の趣旨に沿って，シラバスが作成され，事前に行う準備学

習，教育方法や内容，達成目標と評価方法の明示など内容が適切に整備さ

れ，活用されているか。 

（観点に係る状況） 

 教育課程の編成の趣旨に沿ったシラバス作成のガイドラインが示され，科目毎にシラバス

が作成されている（前出資料５－２－②－１）。シラバスには，授業項目と内容，学習・教

育目標を達成するために身に付けるべき内容，成績評価，教材，オフィスアワー，履修上の

注意（準備，学習の前提となる知識など）が示されている（資料５－６－③－１）。各科目

では，講義の最初のシラバスの配布と説明により，学生への周知を行っている。学生は，シ

ラバスをウェブサイトから閲覧することもできる。授業評価アンケートにより，シラバスの

活用が確認されている（前出資料５－２－②－２）。 
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資料５－６－③－１

シラバスの一例（エネルギー工学（専攻科1年）シラバス） 

 

科目区分 専門展開科

目 
対象専攻名・学

年 
生産環境システム 1

年 科目コード 79721403 

科目名 エネルギー工学 Energy Engineering 
担当教員 羽田 喜昭 

単位数（時間

数） 

選択 前期 2単位 (30時間) 学習・教育目標との対応 （D-1）（D-
2） 

授業の 

目的と概要 

エネルギーに関する諸事情や環境問題について理解する．エネルギーと地球

温暖化問題とは密接に関連しており，この問題を解決するために必要なエネ

ルギーの有効利用および将来のエネルギーシステムについて解説する. 
備考 熱力学や流体工学を履修していることを前提に授業を行う． 

授業項目 
時

間
内容 

・ 授業の概要 
・ エネルギーとは 
 
・ 有効・無効エネルギー 
・ 従来型エネルギーと環境について 
・ 風力発電 
 
・ 風力発電の基礎 
・ 水力エネルギー 
 
・ 水力発電の基礎知識 
・ 波力エネルギー 
 
・ 潮力・海洋エネルギー 
 
・ 地熱・バイオマスエネルギー 
 
・ 太陽エネルギー 
 
・ エネルギーの有効利用 
・ 循環型エネルギー社会 
・ 試  験 

2 
2 
 

2 
2 
2 
 

2 
2 
 

2 
2 
 

2 
 

2 
 

2 
 

2 
2 
2 

・ 授業の概要が理解できる 
・ 熱力学の第 1・２法則の観点からエネル
ギーについて理解し説明できる 

・ エクセルギについて理解し説明できる 
・ エネルギーの現状を理解し説明できる 
・ 風力エネルギーの特徴を理解し説明でき

る. 
・ 風車の理論出力を理解し説明できる 
・ マイクロ水力発電の特徴を理解し説明で

きる 
・ 水車の基礎理論を理解し説明できる. 
・ 波力エネルギーについて理解し説明でき

る 
・ 潮力エネルギーについて理解し説明でき

る 
・ 地熱・バイオマスエネルギーの概要が説

明できる 
・ 太陽エネルギー利用について理解し説明

できる 
・ コージェネについて理解し説明できる 
・ 循環型社会について理解し説明できる 
 

学習・教育目標

を達成するため

に身に付けるべ

き内容 

エネルギー事情について理解し，さまざまなエネルギーの利用方法やその

原理を理解し説明できるかを、定期試験 80％と課題 20％により教育目標の
D-1,D-2として評価する． 

成績評価 
定期試験 80％と課題 20％の合計 100点満点で評価し，その合計の 60％以
上を取得した学生を合格とする．  

教材 
教科書 資源・エネルギー工学要論 世良 力 東京化学同人 

オフィスアワー 
原則として毎週 火曜日 16：00～17：00 機械工学科棟２F 羽田教員室 
ただし，会議等で不在の場合があります． 

（出典：専攻科シラバス）
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（分析結果とその根拠理由） 

シラバスは，ガイドラインに従って担当教員により作成され，その内容は専攻科運営委員

会等で確認されているため，教育課程の編成の趣旨に沿った適切なものになっている。 

シラバスには，学習・教育目標を達成するために身に付けるべき内容や，成績評価及び事

前に行う準備学習など学生に有用な情報が記載されている。学生がシラバス内容を理解して

いることがアンケート結果より示されており，シラバスが活用されている。 

 

観点５－７－①： 専攻科で修学するにふさわしい研究指導（例えば，技術職員などの教育的

機能の活用，複数教員指導体制や研究テーマ決定に対する指導などが考え

られる。）が行われているか。 

（観点に係る状況） 

 特別研究は，専攻科１年前期３単位，専攻科２年通年８単位の11単位が充てられている。

１年の前期でテーマへの取組が開始され，学外実習での実践経験を経ることによって，問題

解決への高い意識を持ってテーマに取組ませる課程となっている。 

専攻科の特別研究テーマ決定については，専攻科１年に対して，テーマなどが提示され，

学生の希望を配慮して専攻主任の指導の下で，指導教員と面談を行うなどし，配置調整が行

なわれ，研究テーマが決定される（資料５－７－①－１）（資料５－７－①－２）。なお，

１教員原則１テーマとしており，絞り込んだテーマで少人数の学生を指導している。主査と

副査を置き，複数教員が共同で成績評価を行うなど指導に当たっている（資料５－７－①－

３）。 

教員は，特別研究の進捗状況を指導記録簿に毎週記入している（資料５－７－①－４）。 
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資料５－７－①－１

（出典：専攻科特別研究 学生配布資料）
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資料５－７－①－２

（出典：専攻科運営委員会資料）
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資料５－７－①－３

 
（出典：専攻科特別研究資料）
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資料５－７－①－４

 
（出典：平成18年度卒業研究・特別研究指導記録）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 特別研究は，２年間で11単位が当てられ，設置基準を満たしている。 

専攻科の特別研究テーマ決定については，その手順が明確に定められ実施されている。指

導教員は少人数の学生を受け持っており，専門性の高いきめ細やかな指導が行われている。

また，学生１名に対して，複数教員が成績評価をするなどの指導体制が敷かれている。さら

に，指導記録簿により，特別研究の進捗状況を把握することができ，継続的指導に役立てら

れている。 

以上により，専攻科としてふさわしい研究指導が行われている。 
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観点５－８－①： 成績評価・単位認定規定や修了認定規定が組織として策定され，学生に周

知されているか。また，これらの規定に従って，成績評価，単位認定，修

了認定が適切に実施されているか。 

（観点に係る状況） 

 成績評価・単位認定や修了に関しては，「受講手続き・単位修得・試験・進級・修了等に

関する内規」に定められ，学生便覧やシラバスに記載されている（資料５－８－①－１）。

また，これらには，各授業科目の１単位あたりの履修時間は45時間の学習を必要とすること

が明記されている（資料５－８－①－２）。 

 

資料５－８－①－１

 

（出典：専攻科学生便覧）

 

資料５－８－①－２

長野工業高等専門学校専攻科授業科目履修規程 

（出典：専攻科学生便覧 抜粋）
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 この規程に基づいて，進級（成績）の判定は，１年の前期末及び２年の前期末において，

成績評価された授業科目，単位数，合否等を専攻科運営委員会で確認する。２年後期の修了

判定は，教員会議で各学生に対して決定される（資料５－８－①－３）。本校の専攻科修了

においては，「産業システム工学」プログラムの修了要件を満足しなければならず，その確

認も同時に行われている。（資料５－８－①－４）。 

各教科の成績評価の基準は，それぞれの科目のシラバスに記載され，講義中に随時担当教

員から説明されている。 

 

資料５－８－①－３

平成17年度専攻科修了判定資料 

 

 

（出典：学生課作成資料）

 

 

資料５－８－①－４

平成17年度産業工学システムプログラム修了判定資料 

（出典：学生課作成資料）
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試験や提出物に対する評価結果は，学生に答案やレポートが返却される時点で明示されて

おり，その時に学生から評価に対する意見申立を受ける機会を設けている。また，成績評価

結果は，教科担当者により評価一覧として提出され，提出された評価手順がシラバス記載の

ものと相違がないか教育改善委員会によって確認が行われている（前出資料５－３－①－

４）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 成績評価・単位認定や修了に関しては，規程に定められ，学生便覧等で学生に周知されて

いる。また，修了判定は，この規程に従って，教員会議において各学生に対して確認され，

厳正に行われている。また，「産業システム工学」プログラムの修了判定も併せて行われて

いる。 

 このように，成績評価や単位認定，修了認定が適切に実施されている。 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

準学士課程 

・ 低学年では，混合学級を実施して各学科に共通な基礎学力が身に付くよう工夫している。 

・ 年次進行に伴って専門科目が増えるくさび型カリキュラムである。 

・ PBLを取入れた講義や実験実習が行われ，それらのいくつかは学会賞を受賞するなど，

高い評価を外部より得ている。 

・ 学級担任制度や全教員による課外活動の支援体制は，人間の素養の涵養がなされるよう

配慮されている。 

専攻科課程 

・ 文部科学省が募集した「平成16年度現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代GP）」

に採択され，社会から高く評価されている。 

・ 特別研究は，学外実習での実践経験を経ることによって，問題解決への高い意識を持っ

てテーマに取組ませる課程となっている 

準学士課程及び専攻科課程 

・ シラバスは，ガイドラインに従って担当教員により作成され，その内容は教務委員会等

で確認されている。これには，学習・教育目標を達成するために最低限身に付けるべき

内容や，成績評価及び授業項目とその内容などが記載されている。 

・ 学生がシラバス内容を理解していることがアンケート結果より示されており，シラバス

が活用されている。 

 

（改善を要する点） 

・ 特別活動は，人材育成に不可欠であるため，より充実した内容に変更していく必要があ

る。 

・ 準学士課程と専攻科課程の科目間連携は，2006年度から重視する方針で運営がなされて

おり，今後点検評価していくことが課題である。 
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（３）基準５の自己評価の概要 

 準学士課程及び専攻科課程においては，本校の教育理念，教育・運営方針，育成すべき人

材像を念頭に置き，学習・教育目標を制定し，この目標を達成するように，目標毎に各科目

の体系を設計している。 

準学士課程では，低学年においては，混合学級を実施して各学科に共通な基礎学力が身に

付くよう工夫されている。専門科目が年次進行で増え，体系的に理解できるようなカリキュ

ラムを編成している。講義の進度に合わせた実験，実習が配分され，講義，実験及び実習科

目がバランスの取れた配分になっている。特にインターンシップは，全学科で必修選択とさ

れ，実践的技術者の養成に利用されている。また，PBLを取入れた講義や実験実習の科目が設

定され，それらのいくつかは学会賞を受賞するなど，高い評価を外部より得ている。以上の

ように，準学士課程における教育課程は，教育の目的に照らして体系的に編成されている。 

特別活動は，１～３年次に計90単位時間が割り当てられている。その内容は，協調性や社

会性などの学生の人間形成に活用されている。４年・５年次における進路講演会，企業・現

場見学，学園祭の準備を通して，人間の素養の涵養がなされるよう配慮されている。また，

学級担任制度や全教員による課外活動の支援体制もある。 

専攻科の教育課程は，高度な専門知識及び技術を修得させるために，専攻毎に，専門共通

科目の他に，専門展開科目が設定されている。また，国際的に通用し，人間性のある技術者

を養成するために，英語教育と技術者倫理教育が必修とされ，歴史，経済などが選択科目と

して配置されている。さらに，地域に貢献する教育活動の柱として，長期学外実習が置かれ，

文部科学省が募集した「平成16年度現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代GP）」にも

採択され，社会から高く評価されている。2006年度から学外実習で学んだことと合わせてPBL

型教育として，実践能力の涵養を主目的とする科目「機能デザイン」が新設された。 

特別研究は，11単位が当てられている。１年の前期でテーマへの取組が開始され，学外実

習での実践経験を経ることによって，問題解決への高い意識を持ってテーマに取組ませる課

程となっている。以上により，専攻科課程における教育課程が，学外実習を軸に，教育の目

的に照らして体系的に編成されている。 

準学士課程及び専攻科課程のシラバスは，ガイドラインに従って担当教員により作成され，

その内容は教務委員会等で確認され，教育課程の編成の趣旨に沿った適切なものになってい

る。シラバスには，学習・教育目標を達成するために最低限身に付けるべき内容や，成績評

価及び授業項目などが記載されている。学生がシラバス内容を理解していることがアンケー

ト結果より示されており，シラバスが活用されている。また，成績評価・単位認定や進級・

卒業（修了）判定は，規程に定められ，この規程に従って，教員会議において各学生に対し

て確認され，厳正に行われている。 
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基準６ 教育の成果 

 

（１）観点ごとの分析 

観点６－１－①： 高等専門学校として，その目的に沿った形で，課程に応じて，学生が卒業

（修了）時に身に付ける学力や資質・能力，養成する人材像等について， 

その達成状況を把握・評価するための適切な取組みが行われているか。 

（観点に係る状況） 

（１）準学士課程 

 学生が卒業時に身に付ける学力や資質・能力は，学習・教育目標の本科卒業時に達成すべきレ

ベルで示している。これは，基礎学習に重点を置き，専門とする工学分野の知識・技術と教養を

身に付け，論述，討論のトレーニングを行うことで養われる（前出資料１－１－①－６）。 

各科目では，学習・教育目標を適切に分担している。各科目のシラバスには，分担した学習・

教育目標を達成するために身に付けるべき内容と成績評価方法が示されている。この評価方法に

従って，成績が評価されている（前出資料５－２－①－１）。 

卒業時における身に付けるべき学力や資質・能力は，各学習・教育目標で系統付けられた全科

目を履修することにより保障される。 

卒業時に身に付ける学力や資質・能力の達成状況の把握と評価は，学年末において，教員会議

により各学生の履修した全科目の成績を審議することにより取組まれている。学生は進級に必要

な全科目の単位取得により学年進級が認められる。特に５年生においては，卒業に必要な単位数

の取得を審議し，合格（卒業）判定により，卒業時に身に付ける学力や資質・能力が達成された

とみなされる（前出資料５－３－①－２）。 

 

（２）専攻科課程 

 学生が修了時に身に付ける学力や資質・能力は，学習・教育目標の専攻科修了時に達成すべき

レベルに示したように，準学士課程で培った知識・技術をより確かなものとし，論述，討論がで

きることである（前出資料１－１－①－６）。 

各科目では，学習・教育目標を適切に分担し，それらのシラバスには，分担した学習・教育目

標を達成するために身に付けるべき内容と成績評価方法が示されている。この評価方法に従って，

成績が評価されている。 

修了時における身に付けるべき学力や資質・能力は，各学習・教育目標で系統付けられた科目

の単位を取得することにより保障される。 

２年後期の修了時に，各学生の履修した全科目について教員会議により審議され，修了時に身

に付ける学力や資質・能力の達成状況の把握と評価が行われている（前出資料５－８－①－３）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

卒業（修了）時に身に付けるべき学力や資質・能力は，各学習・教育目標で系統付けられた履

修すべき全科目の単位を取得することにより保障される。 

各科目の学習・教育目標とその成績評価方法は，シラバスに示されており，この評価方法に従

って，成績が評価されている。 

準学士課程の卒業時及び専攻科課程の修了時に，各学生の履修した全科目の成績について教員
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会議により審議され，卒業（修了）時に身に付けるべき学力や資質・能力の達成状況の把握と評

価が行われている。養成すべき人材像を念頭に置き，学習・教育目標が設定されているので，こ

の取組みにより，目的とする人材は，養成できる。 

以上のように，学生が卒業（修了）時に身に付ける学力や資質・能力，養成する人材像につい

て，その達成状況を把握し・評価するための適切な取組みが行われている。 

 

観点６－１－②： 各学年や卒業（修了）時などにおいて学生が身に付ける学力や資質・能力に

ついて，単位取得状況，進級の状況，卒業（修了）時の状況，資格取得の状

況等から，あるいは卒業研究，卒業制作などの内容・水準から判断して，教

育の成果や効果が上がっているか。 

（観点に係る状況） 

（１）準学士課程 

準学士課程においては，学年末の教員会議により，成績が審議され，全学生の進級及び卒業が

承認される。過去５年間において，１年生は96.6～98.1％，２年生は96.0～97.5％，３年生は

83.9～90.6％，４年生は91.1～96.5％，５年生は98.3～100％，全平均では約95％の学生が進

級・卒業している（資料６－１－②－１）。１科目でも合格基準に達しない科目のある学生は，

再度同じ学年の全科目を履修する学年制をとっている。 

 

資料６－１－②－１

本科学生の進級率（学年毎） 

学年 2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度 2005 年度 

1 年生 97.1% 98.5% 97.5% 98.1% 96.6%

2 年生 96.0% 96.1% 97.5% 96.5% 97.1%

3 年生 86.1% 83.9% 85.3% 90.6% 90.3%

4 年生 91.2% 91.1% 92.9% 92.3% 96.5%

5 年生 100.0% 100.0% 98.3% 98.4% 98.4%

（出典：自己点検評価報告書第7報，p.84）

 

過去３年間で，第３種電気主任技術者10名，第２種電気工事士66名，ディジタル技術検定２級

27名，基本情報技術者14名，実用英語検定準２級以上99名（2004年度は含まず）などの新規資格

取得者がいる。 

卒業研究は，卒業研究論文としてまとめられ，その成果が学内の発表会や学会で発表され，複

数の学会賞も受賞している（資料６－1－②－２）（資料６－１－②－３）。 
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資料６－１－②－２

（出典：平成 17 年度電子情報工学科卒業研究発表会予稿集の表紙・目次）

 

資料６－１－②－３

長野工業高等専門学校学生表彰・受賞調査票（平成 13 年度～現在） 

H13 年度 学会活動 5 S 大日向大地 

日本機械学会 
北陸信越支部 
ベストプレゼン
テーション賞 

講演会における優
れたプレゼンテー
ションに対する表
彰 

H13 年度 学会活動 5 J LIEW YOKE CHING 
電子情報通信学
会信越支部 

学生奨励賞 

H14 年度 学会活動 5 J 伊藤 径 
電子情報通信学
会信越支部 

学生奨励賞 

H16 年度 学会活動 5 J 高橋 哲也 
電子情報通信学
会信越支部 

学生奨励賞 

H15 年度 学会活動 
専
2 

AE 小林克樹 
電子情報通信学
会信越支部 

学生奨励賞 

H18.3 学会活動 
専
2 

AE 吉澤優一 
電子情報通信学
会信越支部 

学生奨励賞 

H18.3.8 学会活動 5 S 森和紀 
日本機械学会北
信越支部 

学生賞 

（出典：学生課学生係作成資料）
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（２）専攻科課程 

専攻科課程においては，教員会議により，専攻科２年間の履修科目に対して成績が審議され，

修了が認定される。過去２年間における修了率は，90％以上である（資料６－１－②－４）。 

資料６－１－②－４

専攻科学生の修了率 

 2005 年度 2006 年度 

生産環境システム 92.3% 90.0% 

電気情報システム 100.0% 91.7% 

（出典：自己点検評価報告書第7報および卒業生名簿より）

 

特別研究は，特別研究論文としてまとめられ，学内での公開発表会や学会発表を行っている

（資料６－１－②－５）（資料６－１－②－６）。これらの発表の中に学会賞を受賞された学生

もいる（前出資料６－１－②－３）。これまでの学習の成果を実践の場で活かす長期学外実習も

実施している。学位授与機構で審査され，学位が取得される。 

 

資料６－１－②－５

（出典：平成 17 年度専攻科特別研究発表会予稿集 表紙）
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資料６－１－②－６
 

（出典：専攻科資料）

（分析結果とその根拠理由） 

教育の目的を達成するために教育課程が作成され，身に付けるべき学力や資質・能力とその評

価方法が定められている。これに従って，判定された結果，準学士課程の進級・卒業率の比率は

約95％，専攻科課程では90％以上と高い割合であり，教育の成果が上がっている。 

各種関連資格を多数の学生が取得していることも，教育の効果を示している。 

卒業研究や特別研究でまとめられた，論文・学内発表・学会発表の内容は，一定の水準を満足

しており，教育の成果が上がっているといえる。 

専攻科課程の長期学外実習においては，企業等の現場で，学生は技術的な実務を行っており，

これまでの学習の成果を発揮している。 

 

観点６－１－③： 教育の目的において意図している養成しようとする人材像等について，就職
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や進学といった卒業（修了）後の進路の状況等の実績や成果から判断して， 

教育の成果や効果が上がっているか。 

（観点に係る状況） 

（１）準学士課程 

就職先は，県内の企業から県外の企業まで多くの分野，多くの職種に渡っている。また求人状

況は，求人倍率が20倍を超えている（資料６－１－③－１）（資料６－１－③－２）。就職率は

100％に近い。 

進学希望者は，高専の専攻科及び国立大学等の工学・理学関連の学科を中心に進学している。 

資料６－１－③－１

（出典：平成17年度進路指導状況報告書，p.16）

 

資料６－１－③－２

 
（出典：平成17年度進路指導状況報告書，p.24 抜粋）
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（出典：平成17年度進路指導状況報告書，p.29 抜粋） 

 

（２）専攻科課程 

修了生は，過去２年間に，県内企業を中心に就職している。また，進学においては，地元の国

立大学院をはじめ各地の国立大学院に進んでいる（資料６－１－③－３）。 

 

資料６－１－③－３
生産環境システム専攻(H17 年度) 

学生氏名 進路先 所在地 
1 (株)中野金型 中野市 
2 (株)電算 長野市 
3 (株)中野金型 中野市 
4 しなの鉄道(株) 上田市 
5 長崎大学大学院生産化学研究科 長崎県長崎市 
6 (株)ハーモ 南箕輪村 
7 仁科工業(株) 長野市 
8 長野日本無線(株) 長野市 
9 就職 山ノ内町 
10 金沢大学大学院自然科学研究科 石川県金沢市 
11 (株)西澤電機計器製作所 坂城町 
12 名古屋大学大学院情報科学研究科 愛知県名古屋市

電気情報システム専攻(H17 年度) 
学生氏名 進路先 所在地 
13 東日本旅客鉄道(株)長野支社 長野市 
14 オムロン飯田(株) 飯田市 
5 (株)電算 長野市 
16 日精樹脂工業(株) 坂城町 
17 東日本旅客鉄道(株)長野支社 長野市 
18 (株)デザインネットワーク 埼玉県川越市 
19 (株)電算 長野市 
20 宇宙技術開発 東京都中野区 

（出典：平成17年度卒業生修了生名簿）

生産環境システム専攻(H16 年度) 

学生氏名 進路先 所在地 

1 (株)アルプス技研 神奈川県相模原市 

2 長野高専研究生 長野市 

3 樫山工業(株) 佐久市 
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4 信州大学大学院工学系研究科機械システム専攻 長野市 

5 (株)プラーナー 諏訪郡下諏訪町 

6 長野高専研究生 長野市 

7 岐建(株) 岐阜県大垣市 

8 (株)カウベルエンジニアリング 佐久市 

9 信州大学大学院工学系研究科機械システム専攻 長野市 

10 (株)前川製作所 東京都江東区 

11 (株)こうそく 長野市 

12 (株)三協精機製作所 諏訪郡下諏訪町 

13 日進工業(株) 上田市 

電気情報システム専攻(H16 年度) 

学生氏名 進路先 所在地 

14 信州大学大学院工学研究科電気電子工学専攻 長野市 

15 長野朝日放送(株) 長野市 

16 エプソンコーワ(株) 上田市 

17 信州大学大学院工学研究科情報工学専攻 長野市 

18 (株)日本オープンシステムズ 富山県富山市 

19 (株)電算 長野市 

20 (株)システムクリエイト 須坂市 

（出典：平成16年度卒業生修了生名簿）

 

（分析結果とその根拠理由） 

就職において，求人倍率は20倍以上と高く，企業から卒業生が高い評価を得ていることが分か

り，これまでの教育の成果や効果が上がっている。就職先としては，県内外の機械，電気，情報，

環境等の工業系企業であることから，教育の目的において意図して養成しようとしている技術者

の進路に適合しており，教育の効果が表れている。 

進学については，準学士課程の卒業生は，高専専攻科及び国立大学等の理工学系へ編入学し，

専攻科課程の修了生は，国立大学の理工系大学院等の高等教育機関へ進学していることから，教

育の成果が上がっていると判断できる。 

 

観点６－１－④： 学生が行う学習達成度評価等から判断して，学校の意図する教育の成果や効

果が上がっているか。 

（観点に係る状況） 

本校では，2003年度より授業評価アンケート調査を行っており，2004年度より，各科目におけ

る達成度や満足度を学生に確認している（資料６－１－④－１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



長野工業高等専門学校 基準６ 

 - 154 -

資料６－１－④－１

平成１６年度 授業評価アンケート結果 

（出典：平成16年度後期末授業アンケート結果報告書）
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また準学士課程においては，学級担任が学生と面談を行い，学習の達成度，満足度，課題など

を確認しており，さらに年１回，学級担任と学生及び保護者との面談も行っている（前出資料５

－４－②－１）。 

専攻科課程においては，ポートフォリオを作成し，常に学生が学習成果についてチェックを行

い，さらに，教員との面談を行って目標の達成度等を確認している（資料６－１－④－２）。 

資料６－１－④－２

ポートフォリオの例 

（出典：ポートフォリオ）

（分析結果とその根拠理由） 

授業評価アンケート結果より，科目の到達目標が身に付いたかの設問に対する学生の評価は，

徐々に増加しており，教育の効果が上がっている。学生は各科目のシラバスの内容を一定水準以

上で理解しており，学校の意図する教育の方針や学習・教育目標を認識している。授業の満足度

の結果からも満足していることがわかる。 

さらに，学生の学習達成度や満足度などは，面談により確認されている。 

以上の学生の評価から，学校の意図する教育の成果や効果は上がっていると判断できる。 

 

観点６－１－⑤： 卒業（修了）生や進路先などの関係者から，卒業（修了）生が在学時に身に

付けた学力や資質・能力等に関する意見を聴取するなどの取組を実施している

か。また，その結果から判断して，教育の成果や効果が上がっているか。 
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（観点に係る状況） 

2004 年度に，準学士課程卒業生及び企業担当者に対して，本校の教育システムに対する調査

を行い，学習・教育目標に対する意見・要望等を収集している（資料６－１－⑤－１）（資料

６－１－⑤－２）。また，定期的に参与会を開き，要望や意見を聞いている（資料６－１－⑤

－３）。 

資料６－１－⑤－１

 

（出典：平成 16 年度国立長野高専の教育改善に関するアンケート報告書 卒業生編 抜粋）

 

資料６－１－⑤－２

 

 
（出典：平成 16 年度国立長野高専の教育改善に関するアンケート報告書

 企業・官公庁編 抜粋）
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資料６－１－⑤－３

 
（出典：第２回長野工業高等専門学校参与会概要 抜粋）
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（分析結果とその根拠理由） 

学校で取り決めている教育方針や学習・教育目標及び教育の内容が，社会にとって適切なも

のであるかを卒業生及び企業等からアンケート形式により収集する活動が行われている。また，

参与会を開催し，意見や要望を聞いている。その結果，学生が学校で身に付けた学力や資質・

能力について一定の評価を得ている。 

このように，外部に対して意見聴取が行われ，一定の評価を得ており，教育の成果や効果が

上がっている。 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

・ 準学士課程の進級・卒業率の平均は約95％，専攻科課程では90％以上と高く，教育の成果

が上がっている。 

・ 就職において，求人倍率は20倍以上と高く，企業から卒業生が高い評価を得ていることが

分かり，これまでの教育の成果や効果が上がっている。 

・ 就職先は工業系企業で，進学については，国立大学等の理工学系であり，教育の目的にお

いて意図して養成しようとしている技術者の進路に適合しており，教育の効果が表れてい

る。 

・ 卒業生，企業及び参与会の構成メンバーより，学生が学校で身に付けた学力や資質・能力

について一定の評価を得ており，教育の成果や効果が上がっている。 

 

（改善を要する点） 

・ 各方面から本校卒業生の学力や資質・能力等に関する意見を聴取する取組みを継続的に行

う必要がある。 

 

（３）基準６の自己評価の概要 

卒業（修了）時に身に付けるべき学力や資質・能力は，各学習・教育目標で系統付けられた履

修すべき全科目を取得することにより保障される。各科目の学習・教育目標とその成績評価方法

は，シラバスに示されており，これに従って成績が評価されている。準学士課程の卒業時及び専

攻科課程の修了時に，各学生の履修した全科目について教員会議により審議され，卒業（修了）

時に身に付けるべき学力や資質・能力の達成状況の把握と評価が行われている。養成すべき人材

像を念頭に置き，学習・教育目標が設定されているので，この取組みより，目的とする人材が養

成できる。以上のことにより，学生が卒業（修了）時に身に付ける学力や資質・能力，養成する

人材像について，その達成状況を把握し・評価するための適切な取組みが行われている。 

評価方法に従って判定された結果，準学士課程の進級・卒業率の平均が約95％，専攻科課程で

は90％以上と高い割合であり，教育の成果が上がっていることがわかる。 

卒業研究や特別研究は，論文としてまとめられた内容や，学内での発表内容や学会発表から，

一定の水準を満足しており，教育の成果が認められる。 

就職において，求人倍率は20倍以上と高く，企業から卒業生が高い評価を得ていることがわか

り，これまでの教育の成果や効果が上がっている。就職先は，県内外の機械，電気，情報，環境

等の工業系企業であり，進学については，国立大学等の理工学系（学部，大学院）に進学してい
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ることから，教育の目的において意図して養成しようとしている技術者の進路に適合しており，

教育の効果が表れている。 

授業評価アンケート結果より，シラバスの到達目標が身に付いたかの設問に対する学生の評価

は，徐々に増加しており，教育の効果が上がっている。また，授業の満足度の結果からも満足し

ていることがわかる。さらに，学生の学習達成度や満足度などは，面談により確認されている。

以上の学生の評価から，学校の意図する教育の成果や効果は上がっている。 

教育方針や学習・教育目標及び教育の内容が，社会にとって適切なものであるかを卒業生及

び企業からのアンケートにより収集する活動が行われている。また，参与会を開催し，意見や

要望を聞いている。その結果，学生が学校で身に付けた学力や資質・能力について一定の評価

を得ており，教育の成果や効果が上がっている。 
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基準７ 学生支援等 

 

（１）観点ごとの分析 

観点７－１－①： 学習を進める上でのガイダンスが整備され，適切に実施されているか。また，

学生の自主的学習を進める上での相談・助言を行う体制が整備され，機能し

ているか。 

（観点に係る状況） 

 準学士課程では入学した１年生に対して，４月中に学内オリエンテーション及び学外での合宿

研修を実施している。学内オリエンテーションは入学直後に実施し，学生主事が学生生活全般に

ついての説明を行っている（資料７－１－①－１）。合宿研修では，長野高専の学生としての自

覚，学習への動機付け，自主性・協調性等についてガイダンスを行っている（資料７－１－①－

２）。 

 

資料７－１－①－１
平成１８年度  新入生  年度当初の日程について 

実施 実施日 

要項 （開始時間） 
場所 実    施    内    容 備    考 

４月１０日（月） 第一 〇入学式   入学

式 （10:00～）  体育館     

４月１０日（月） 各ＨＲ 〇教室の座席指定 対象：学生 

（11:00～   〇入学許可書・学生証・在学証明書の配布   

        11:40)   〇行事予定表・時間割表・身上調書の配布   

   〇ロッカーの指定   

   〇諸連絡   

〃 体育館 後援会からの説明 対象：保護者 

４月１０日（月） １００番 〇教務主事 対象：学生 

（11:50～ 教室     

         12:15)       

〃 各ＨＲ 〇担任との懇談 対象：保護者 

   ・高専生活のあり方   

   ・学校（担任）への連絡方法   

   ・年間予定   

入
学
式
後
の
オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン 

    ・その他諸連絡   

４月１１日（火） １００番 合同特活   

 8:50 点呼完了 教室 （貴重品・学生便覧・筆記用具持参） 学生主事 

8:50～9:15   ・学生生活について   

9:15～9:30   ・図書館の利用について 図書館長 

9:30～9:40   ・学生相談室について  カウンセラーの紹介 相談室長 

校
内
オ
リ
エ
ン
テ
ー

シ
ョ
ン 

9:40～9:50   ・各担任の紹介 各担任 

10:00～11:50 各ＨＲ ・身上調査等の提出書類の受理   

   ・学生自己紹介   

   ・クラス役員の選出   

   ・当番，清掃当番の決定   

   ・その他   

   11:10～  ・写真撮影（学生玄関前：１組から）   

   ・校内の主な場所を案内（担任の部屋，特別教室等） 各担任 

特 

活 

11:50～12:00   ・清掃，終了後下校   

個人    13:00～ 担任 必要に応じ個人面接   

面接    教員室     

  

※   〇入学式・後援会説明後，保護者の体育館から各教室への移動の指示は，教務主事補が行う。 

 〇各教室でのＨＲの後，１００番教室への誘導は各担任が行う。  

（出典：2006 年度学内オリエンテーション資料）



長野工業高等専門学校 基準７ 

 - 161 -

資料７－１－①－２

平成 18年度 1年生合宿研修 
１．目的  学生相互及び学生と教員が身近に触れ合う中で、互いの理解を深めるとともに学生生活当初の問題解決や今後

の生活への円滑な適応を図る。また、長野高専の学生としての自覚の高揚や目標設定など、学生生活全般につ

いて動機付けする機会とする。 
２．期日  平成 18年 4月 27日(木)・28日(金) 1泊 2日 
３．場所  本校及び国立妙高青少年自然の家 
          新潟県妙高市大字関山 6323－2  電話 0255－82－4321 
４．見学地 1日目：小布施, 北斎館, 岩松院 
      2日目：高田城址公園 松代 
５．参加者 1年生全員(２１０名) 
６．引率者 担任：塚田, 高桑, 林本, 久保田, 戸谷,  副担任：奥村（信） 計 6人 
７．日程 

（出典：2006 年度準学士課程 1年学外オリエンテーション資料）

  第１日 4月 27日(木)  第 2日  4月 28日(金) 
8:50  100番教室集合 出欠確認 
9:00  校長講話 
9:40  事前学習(1) 
  休憩 
10:50 事前学習(2) 
11:50  昼食 
13:00  出発 
13:40  小布施に到着 
    北斎館から班別行動で見学 
    岩松院へ集合 
15:10  妙高少年自然の家へ 
16:30  到着式 
17:30  夕食 入浴 
19:30  クラス企画 
21:00  自由時間 
21:30  就寝準備 
22:00  点呼 就寝 
 

6:30   起床 寝具整理 洗面 
7:00   朝食 
8:00   居室整理 清掃 ごみ処理 
8:30   居室点検 
9:00   出発式 
9:30   出発 
10:00  高田城址公園到着 
12:00  松代へ 
13:30  松代見学 
    大本営跡から班別行動で見学 
    駐車場集合 
15:00  松代出発 
16:00  学校到着 解散 

 

 準学士課程３年生に対しても，合宿研修を行っている。この研修では，混合学級より専門学科

別の学級編成になるときに，各学科の特徴，学習を進める上での助言などのガイダンスを行って

いる（資料７－１－①－３）。 

 専攻科課程においても１年生に対し，入学直後に新入生ガイダンスを実施している（資料７－

１－①－４）。また，同時期に専攻科課程２年生に対してもガイダンスを実施している。これら

のガイダンスでは履修科目の選択，修了条件，学校生活等などについて説明を行う。 

図書館では，ホームルームを利用した新入生図書館利用ガイダンス，高学年を対象に電子ジャ

ーナル講習会を開催している（資料７－１－①－５）（資料７－１－①－６）。 

各授業科目の担当教員が授業時間以外に学生の指導を行うための，オフィスアワーを設けて

いる。学生は授業に関する質問や学校生活全般における相談を行い，個人指導を受けることが

できる（前出資料５－２－①－７）。オフィスアワーは，教員毎に毎週決まった時間に設定し

ている。 
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資料７－１－①－３

  平成１８年度  ３学年合宿研修実施概要 

学科   第１日目 ５月９日（火） 第２日目 ５月１０日（水） 

 研修場所 須坂青年の家（須坂市仁礼峰の原 3153-784 ℡0268-74-3017） 

 参加学生 ４４名 

 引率教員 戸谷順信，磯部浩己 

 ・9：00 学校出発  ・オリエンテーリング 
午前 

 ・（株）鈴木見学   

 研修所：須坂青年の家  ・クラスミーティング 

 ・卒業生講話（原，森田 ）  ・退所式 

機
械
工
学
科 

午後 

 ・学科教員との懇談  ・16:00 学校到着 

 研修場所 望月少年自然の家（佐久市協和 3489-67 ℡0267-54-2405） 

 参加学生 ４５名 

 引率教員 宮崎 敬，春日貴志 

 ・9：00 学校出発  ・清掃 

 ・㈱エムケー精工見学  ・班別オリエンテーリング 午前 

   ・クラスミーティング 

 研修場所：望月少年自然の家  ・退所式 

 ・クラスミーティング  ・小諸懐古園見学 

電
気
電
子
工
学
科 

午後 

 ・卒業生講話（竹花，春日（本校教員））  ・16：30 学校到着 

 研修場所 須坂青年の家（須坂市仁礼峰の原 3153-784 ℡0268-74-3017) 

 参加学生 ４０名 

 引率教員 中島隆行 

 ・9:00 学校出発  ・オリエンテーリング 

 ・新光電気工業（株）見学   午前 

    

 研修所：須坂青年の家  ・クラスミーティング 

 ・卒業生講話（武内，西澤 ）  ・退所式 

電
子
制
御
工
学
科 

午後 

 ・学科教員講話  ・16:00 学校到着 

 研修場所 妙高青少年自然の家（新潟県妙高市大字関山 6323-2 ℡0255-82-4321) 

 参加学生 ４１名 

 引率教員 西村  治，藤澤義範 

 ・8:50 学校出発  ・閉講式 

   ・オリエンテーリング 午前 

 研修所：妙高少年自然の家   

 ・卒業生講話（門前，中村 ）  ・クラスミーティング 

 ・卒業生との交流会  ・15:20 学校到着 

電
子
情
報
工
学
科 

午後 

 ・クラス対抗ソフトバレー，卓球   

 研修場所 妙高青少年自然の家（新潟県妙高市大字関山 6323-2 ℡0255-82-4321) 

 参加学生 ４２名 

 引率教員 永藤壽宮，服部秀人 

 ・8:50 学校出発  ・施設清掃 

   ・退所式 午前 

 研修場所：妙高青少年自然の家   

 ・クラスミーティング  ・上越市内橋梁見学 

 ・卒業生講話（野崎，宮下）  ・刈羽原子力発電所見学 

環
境
都
市
工
学
科 

午後 

 ・クラス対抗ソフトバレー，卓球  ・16：30 学校到着 

（出典：2006 年度準学士課程 3年学外オリエンテーション資料）
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資料７－１－①－４

平成 18 年度専攻科新入生ガイダンス 実施要領  
 

１．日 時 平成 18 年４月 10 日（月）入学式直後から 

２．会 場 専攻科棟２F 講義室（A201） 

３．出席者   専攻科１年生（生産環境システム 11 名、電気情報システム 13 名） 

  専攻科運営委員会委員（9名） 、学生課長補佐 

        専攻科２年生代表者 

４．次 第 開会（司会 押田主任） 

  配布物の確認、教職員の紹介（司会） 

  挨拶および基本方針説明（副校長・専攻科長） 

学生便覧を使用、産業システム工学プログラム、学外実習など 

  当面の日程について(山崎主任)（学事暦使用） 

   授業開始 4/11  履修届けについて（締切日のみ） 

   学生と教職員の意見交換会について（6/15） 

  履修について（江角委員）（関連書類を使用） 

   履修登録について、シラバスについて 

   産業システム工学プログラム修了条件（誓約書含む）について 

  建物の利用手順等について（山崎主任） 

鍵の管理（保証金 3000 円の徴収）、掲示での連絡、 

個人の連絡手段(書類入れ、電話番号など)、 

共用室および PC の使用について 

  ポートフォリオおよび掃除等について（押田主任） 

特別研究の配属について（長坂委員） 

  ルーム長の選出について（押田主任） 

  専攻科２年生代表者からの連絡（代表者） 

  閉会（司会） 

５．配布物 開会前に課長補佐が以下のものを配布する。 

  ・入学許可証、  ・学生証 ・前期授業時間割表 

  ・授業日数等計画表 ・学事暦 ・学生便覧 

  ・JABEE に係る誓約書 ・個人情報の提供について 

  ・学位授与機構資料（２種）  ・健康診断書類 

        専攻科 2年生代表者より以下のものを配布する。 

        ・学生会準会員について 

  専攻科主任より以下のものを配布する。 

  ・カードキー ・ロッカーキー  ・ポートフォリオ 

  江角委員より以下のものを配布する。 

・履修登録に関する書類  

・産業システム工学プログラム説明書（今回は間に合う範囲で） 

（出典：2006 年度専攻科新入生ガイダンス資料）
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資料７－１－①－５

 
 

（出典：新入生図書館利用ガイダンス資料）

 

資料７－１－①－６
From: 図書係長（鈴木史子） <  @lib.nagano-nct.ac.jp> 

To: 機械工学科全員 <  @me.nagano-nct.ac.jp>, 

 電気電子工学科全員 <  @ee.nagano-nct.ac.jp>, 

 電子制御工学科全員 <  @ec.nagano-nct.ac.jp>, 

 電子情報工学科全員 <  @ei.nagano-nct.ac.jp>, 

 環境都市工学科全員 <  @eu.nagano-nct.ac.jp>, 

 一般科全員   @ge.nagano-nct.ac.jp 

Subject: 「電子ジャーナル講習会」のお知らせ 

Date: Mon, 24 Apr 2006 13:22:55 +0900                

（次ページに続く）
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教員各位 

                                図書館長 

        「電子ジャーナル講習会」のお知らせ 

 

 日頃より、図書館運営に関しまして、ご支援、ご協力を賜り有難うございます。 

 「電子ジャーナル講習会」を下記の通り実施いたします。 

今後の研究等に生かしてもらうために、対象は 5年生・専攻科生としておりますが、 

それ以外に興味のある方の参加も受け付けております。 

先生方より学生に受講をお勧めいただくと共に、興味のある方は 

是非ご参加下さるようお願い致します。 

（事前の準備がありますので、申し込みのあった学生数について 

 お手数ですが図書係長までご連絡ください。） 

                  記 

１．日 時 

   １回目 ４月２５日（火）午後４時１５分～５時１５分 

   ２回目 ５月１１日（木）午後４時１５分～５時１５分 

２．場 所 

   情報教育センター第一端末室 

３．対 象 

   ５年生、専攻科生 

  （それ以外でも興味のある方はお申し込みください。） 

４．内 容 

   １．電子ジャーナルとは 

    ２．本校で利用できる電子ジャーナルの紹介と実演・実習 

    ３．電子ジャーナルの研究への活用 

５．担当講師 

   秋山正弘（電気電子工学科） 

   磯部浩己（機械工学科） 

６．申込方法 

   講習会前日までに、担任の先生または図書館に申し込んでください。 

（出典：図書館からの電子メール）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 入学時や３年次の学級再編成時において，必要なガイダンスがタイムリーに行われ，学習や学

生生活に入れるよう配慮されている。また，講習会が行われ，学生の学習や生活において役立て

られている。オフィスアワーが実施され，学生は教員の指導を受けることができる。 

このことから，学習を進める上でのガイダンスと相談・助言体制が整備され，機能している。 

 

観点７－１－②： 自主的学習環境（例えば，自主学習スペース，図書館等が考えられる。）及

び厚生施設，コミュニケーションスペース等のキャンパス生活環境等が整備

され，効果的に利用されているか。 

（観点に係る状況） 

 本校での自主的学習環境としては，図書館，情報教育センター，技術教育センターなどがある。 

図書館には図書室，閲覧室，マルチメディア視聴スペース，情報端末等を設置している。平

日は 8:30～20:00 まで，土曜日は 9:30～17:00 まで開館し，また，試験期間とその直前は開館

時間を 21 時まで延長して，学生に学習の参考書，環境を提供しており，効果的に利用されてい

る（資料７－１－②－１）（資料７－１－②－２）。 
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資料７－１－②－１

 
（次ページに続く）
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（出典：図書館利用のしおり）
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資料７－１－②－２
図書館利用状況 

年度 入館者数(人) 開館日数（日）
1日当たり 
入館者数 

図書貸出冊数 
（冊）    

2001  55,449  268 207    3,777 

2002   54,807  272  201    3,948 

2003  45,171  271  167    3,520 

2004  46,570   275   169      4,108 

2005  60,077   276   218  5,105 

 
夜間開館の利用状況 

利用者数（人） 貸出冊数（冊） 開館  
年度 

年 間 １日平均 年 間 １日平均 日 数 

2001  8,652   49  761   4    177 

2002 8,025   47  638   4    172 

2003  6,245   37  544   3    168 

2004  7,270   43  691   4    171 

2005  11,292    64   787   4    176 

 
 
 

土曜開館の利用状況 

利用者数（人） 貸出冊数（冊） 開館  
年度 

年 間 １日平均 年 間 １日平均 日 数 

2001  1,489   55 116     4      27 

2002   2,336   79  165     6      30 

2003  1,844   56  133     4      33 

2004  1,937   59  160     5      33 

2005  3,317     101   184     6      33 
 

 

マルチメディアコーナーの利用状況 

 メディアコーナー インターネット 無線 LAN 

2001        313    1,030  

2002        292    1,738  

2003        164    1,213       31 

2004        218    1,300      132 

2005         66    5,254      306 

 

（出典：学生課図書係作成資料）
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情報教育センターには第１，２端末室，AVC室に合計119台のパーソナルコンピュータを設置し，

ネットワークに接続して，授業を始め時間外の学習に利用されている（資料７－１－②－３）。 

技術教育センターは，第１，２工場を持ち，課外活動や卒業研究などで，授業時間以外にセ

ンターを利用することができる（資料７－１－②－４）。 

 福利厚生施設には，図書館や保健室のほかに，学生のコミュニケーションを図るためのロビー

があり，学生はくつろいだり，部活動のミーティングなどに活用したりしている（資料７－１－

②－５）。 

課外活動，研修等のために年間を通じて使用できる校内合宿研修施設（収容定員45名）があり，

合宿等のために活用されている（資料７－１－②－６）。 

 

資料７－１－②－３
表 3-1-2 情報教育センター利用状況（時間／週） 

情報教育センター本館 
年 度 全授業時間/週 

（第１端末室） （第２端末室）
AVC室 備   考 

前期 34 28 (82.4) 11 (32.4) 
2001 

後期 34 30 (88.2)  9 (26.5) 
 

前期 38 32 (84.2) 18 (47.4) 
2002 

後期 38 30 (78.9) 22 (57.9) 
 

前期 38 32 (84.2) 12 (31.6) 30 (78.9) 
2003 

後期 38 32 (84.2)  8 (21.1) 22 (57.9) 

2003年度より第１・第
２端末室として利用 

 
前期 38 28 (73.7) 16 (42.1) 24 (63.2) 

2004 
後期 38 32 (84.2) 10 (26.3) 30 (78.9) 

 

前期 38 28 (73.7) 16 (42.1) 24 (63.2) 
2005 

後期 38 32 (84.2) 10 (26.3) 30 (78.9) 
 

（ ）内の数値は週当たりの利用時間率[％] 
（出典：自己点検評価報告書第７報，p.56）

 

資料７－１－②－４
表 3-2-3 実習授業以外の技術教育センタ－利用状況 

2001 2002 2003 2004 2005  

回数 時間 回数 時間 回数 時間 回数 時間 回数 時間 

卒業研究 153 432 216 576 212 389 147 259 158 390 

教員研究 42 80 53 149 31 101 53 176 55 140 

ロボコン部 195 1,286 153 1,031 165 889 150 831 90 610 

ソーラーカー部 86 503 110 522 143 686 118 640 80 400 

エコノパワー部 33 112 28 190 21 105 103 469 100 450 

工嶺祭 他 68 302 81 322 126 409 101 352 73 212 

合 計 577 2,715 641 2,790 698 2,579 672 2,727 556 2,202 

 

（出典：自己点検評価報告書第７報，p.60）
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資料７－１－②－５

ロビーの写真 

 
（出典：学生課で撮影）

 

資料７－１－②－６

合宿研修施設 夏休みの合宿の割り振り表 
 

当  直  割  振  表 
                      備     考（合宿期間） 

月･日 
曜 
日 当直者 

合宿所 武道館 課外共用１ 第１ゼミ 

8･15 月       

16 火      

17 水 大澤幸造   卒研 5J  
  渡辺 陽祐 

 ロボコン 
 男子：18 

18 木 北村一浩      

19 金 秋山正弘     

20 土 阿部廣史  硬式野球部 
  男子：11 

   

21 日 久保田和男   女子：2    

22 月 大澤幸造   ｱｺｰｽﾃｨｯｸｷﾞﾀｰ 
同好会男子:2 

 

23 火 長坂明彦    バドミントン部

    男子：11 
 サッカー部     
  男子：11    

    

24 水 山口博己     女子：3                    バスケ部 
        男子:5 

  

25 木 佐野安一       吹奏楽部 
     男子：12 

        女子:1  

26 金 岡田 学       女子：7   

27 土 高桑 潤     

28 日 中澤克昭     

29 月 小林茂樹        

30 火             

※吹奏楽部，バスケットボール部の女子は合宿所へ宿泊。 
（出典：学生課学生係作成資料）
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（分析結果とその根拠理由） 

 図書館，各センター及びロビーなど，教室や実験室以外の自主的学習環境は十分に整っており，

多く利用されている。学生や地域住民からは，いつでも利用できる図書館として，過去５年の利

用状況は利用者，貸出冊数とも多く活用されている。情報教育センターの第２端末室の利用率は，

80％前後と高い。 

このように，自主的学習環境，厚生施設及びコミュニケーションスペースなどのキャンパス生

活環境が整備され，効果的に利用されている。 

 

観点７－１－③： 学習支援に関する学生のニーズ（例えば，資格試験や検定試験受講，外国留

学等に関する学習支援等が考えられる。）が適切に把握されているか。 

（観点に係る状況） 

学生会と学生支援委員会（時には，校長，副校長等も参加）との意見交換会が行われている

（資料７－１－③－１）。学生支援委員会の学生会及び学園祭の担当教員が必要に応じて学生

会の委員会に参加して学生の意見を聴き，学校側に伝えることができる。 

2004 年より，学生の意見を聴取するために「メール目安箱」を開始し，運用している。メー

ル目安箱では，学生がパソコン端末や携帯電話から，教育改善委員会及び校長宛に投書するこ

とができる（資料７－１－③－２）。 

教務委員会が，学生に対して授業評価アンケートを行い，その集計結果を教員に開示し，こ

れに対して教員がコメントを返す。集計結果と教員のコメントをまとめたものを，各教室で学

生が閲覧できるよう配布している（資料７－１－③－３）。 

 

 

資料７－１－③－１

学生との意見交換会 

 
（出典：学生会新聞）
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資料７－１－③－２

メール目安箱 

学生の皆さんへ  

国立長野高専   教育改善委員会

メール目安箱への投書について 

  国立長野高専教育改善委員会は、学生の皆さんから学校への要望、質問・意見を聽きながら教育システムをより良いもの

にするための活動を行っています。 

  このたび、学生の皆さんから広く意見をもらえるようにメールによる目安箱を設置しました。学校の教育システムに関す

ることならどんなことでもかまいません。下記のあて先へ送ってください。特に授業やカリキュラムのことについて皆さん

の意見を期待します。  

メール目安箱のシステム  

1. 皆さんから送られた内容は、一定期間ごとにまとめられ教育改善委員会で対応を協議しま
す。当委員会で対応できないものは関係部署で検討します。できる限りの善処を目指します

が、予算等の措置が伴う場合は、迅速な対応ができないこともありますので、あらかじめ承

知しておいてください。また、緊急を要すると判断された場合には即座に対応するようにし

ますが、メールの開封までに時間がかかる場合がある（定期的にまとめる都合上）ことは、

了解しておいてください。  

2. 特に、校長に意見等を届けたい場合には直接送ることもできます。校長に送られた内容は校
長のみが見ることになります。  

3. メール目安箱の性質上、インターネットにおけるエチケット（他人の誹謀中傷をしないこと
等）を守ってください。  

4. 投書は記名でも無記名でも結構です。ただし、学校側からの返答を希望する人は連絡先を記
入してください。  

5. このメール目安箱へ投書された内容は、秘密が保持されます。また公開が必要な場合には、
投書の内容と学校側のコメントを公開します。ただし、公開に当っては、記名のある投書に

は投書人の了解を得ます。  

パスワードを入力してください。 

投書する
 

Copyright (C) 2004-2006 Nagano National College of Technology All Rights Reserved. 

（出典：本校のウェブサイト，http://mbox.nagano-nct.ac.jp/）
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資料７－１－③－３

授業評価アンケート結果の公開 

 

 

 
 

 

 

（出典：教務委員会資料）

 

また，学生の保護者との面談を実施しており，学習に関する保護者からのニーズも吸収でき

る手段を持っている（前出資料５－４－②－１）。保護者による後援会の支部会において，教

員との懇談会が持たれ学習に関する要望も聴取される（資料７－１－③－４）。 

 

資料７－１－③－４

後援会での保護者からの意見の聴取 
 
 From: 長野高専校長 <  @jm.nagano-nct.ac.jp> 
 To: ほ 堀内征治\(J\)教務主事 <  @ei.nagano-nct.ac.jp>, 
  お 小澤 志朗（G\)学生主事 <  @ge.nagano-nct.ac.jp>, 
  か 金井辰郎\(G\) <  @ge.nagano-nct.ac.jp>, 
  こ 小林茂樹\(G\) <  @ge.nagano-nct.ac.jp>, 
  み 宮下大輔\(M\) <  @me.nagano-nct.ac.jp>, 
  す 鈴木宏\(S\) <  @ec.nagano-nct.ac.jp>, 
  お 大矢健一\(J\) <  @ei.nagano-nct.ac.jp> 
 Subject: 後援会 
 Date: Mon, 6 Feb 2006 08:53:57 +0900 
  
 各先生 
 一昨日は、後援会ご苦労様でした。 
 保護者から直接話を聴くことは、大切なことです。 
 お聴きした話の中で、教育、学生指導、管理運営など 
 学校の改善に参考になることがありましたら、 
 メールでご連絡いただくようお願いします。 
                   校長 井上 
 

（出典：学校長から教員にあてた電子メール）
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（分析結果とその根拠理由） 

 学生のニーズの把握は，従来，担任や部活動の指導教員とのコミュニケーションにおいて行わ

れてきた。システマティックに学生の意見，要望を吸い上げるため，学生会による意見交換会，

メール目安箱，授業評価アンケートなどの新しい方法が導入されている。この他に，保護者を通

して，学生からの要望を集めている。 

このように，学生のニーズを収集するための複数の手法があり，適切に把握されている。 

 

観点７－１－④： 資格試験や検定試験受講，外国留学のための支援体制が整備され，機能して

いるか。 

（観点に係る状況） 

 資格試験等で取得した技能について一定の水準を満たす場合には，「技能審査等の合格によ

る単位修得の認定に関する内規」に基づいて単位認定が行われる（前出資料５－１－②－４）。 

 資格試験準備のために，たとえば予算措置を講じて電気工事士の模擬試験や受験対策を行っ

ている（資料７－１－④－１）。各種資格試験の中で，ディジタル検定試験は学内で開催され

ように措置が取られ，学生への便宜を図っている。 

 

資料７－１－④－１

  平 成 １8 年 度 
電気工事士二次試験補習予定表 

    

       期間：５月２２日～６月２日 

       場所：電気機械工学実験室 

   電気電子工学科 

回 月   日 時     間 備         考 

1 ５/22（月） １６：００～１９：００ 基本講習、補習の説明、資料配布 

2 /23（火） １６：００～１９：００ （クラスマッチ終了後開始） 

3 /24（水） １５：００～１７：００ （清掃デー） 

4 /25（木） １４：３０～１９：００   

5 /26（金） １６：００～１９：００ （渡辺不在予定，詳細は後日連絡） 

 /27（土） ＊＊＊＊ 休み 

 /28（日） ＊＊＊＊ 休み 

6 /29（月） １６：００～１９：００   

7 /30（火） １６：００～１９：００   

8 /31（水） １４：３０～１９：００   

9 ６/１（木） １４：３０～１９：００   

10 /２（金） １６：００～１９：００ 工具の貸し出し 

    

  ６／３（土）二次試験日 

 なお、補習について不明の点は、渡辺まで問い合わせて下さい。 
    

今年度から試験問題が公開されました。事前に複線図を考えておいてください。 

（出典：電気電子工学科作成資料）
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英語の資格取得については TOEIC の受験を勧めており，TOEIC テストの団体特別受験制度

（IP）を利用して年４回実施している。英語関連の授業及び学生掲示板で，IP テスト実施の連

絡をしている（資料７－１－④－２）。さらに，後援会の支援により４年生全員に IP テストの

受験を課している（資料７－１－④－３）。TOEIC テストの英語学習支援のため，アルクネット

アカデミーが用意され，学生はネットワークを利用して，自主的に学習を行えるようになって

いる（資料７－１－④－４）。また，実用英語検定，工業英語検定などの受検も勧めている。 

 外国留学については，留学時期に応じて，学年や学期の中途までの授業の出席数や試験成績

を，留学終了後に利用できるようになっている（資料７－１－④－５）。また，外国留学にお

いて取得した単位は，本校の単位として認定できる制度があり，利用されている（資料７－１

－④－６）（資料７－１－④－７）。 

 

資料７－１－④－２

IPテスト実施の連絡 

 
（出典：学生課教務係作成資料）
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資料７－１－④－３

TOEIC  IPテストの結果 

TOEIC  4年生全員と 
5年生情報工学科 

Listening Reading Total 

最 高 475 430 905 
最 低 90 15 105 
平 均 220.7 131.7 352.5 

 
（出典：教務委員会資料）

 

       資料７－１－④－４

アルクネットアカデミー 

 
 

 / 

All Rights Reserved, Copyright(C)1998,2003, ALC PRESS INC. 

All Rights Reserved, Copyright(C)1998,2003, Hitachi Software Engineering Co.,Ltd. 

（出典：アルクネットアカデミーのウェブサイト，

http://alcsrv.cc.nagano-nct.ac.jp/n-acad/bin/le/wletop.asp）

 

       資料７－１－④－５

留学等の休学制度 

 

 (在学期間等) 

第16条 同一学年に2年を超えて在学することはできない。ただし、休学期間は含まない。 

2 休学期間を除き在学期間は、10年を超えることができない。 

3 休学期間が2つの年度にまたがる場合の課程の修了は、前年度における出席時数及び学業成

績を勘案のうえ、教員会議において審議し校長が決定する。ただし、在学期間は、前年度の

在学期問と当該年度の在学期間を換算し、1年以上在学していなければならない。 

 

（出典：長野工業高等専門学校卒業成績の評定並びに進級及び卒業に関する内規 第16条３）
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       資料７－１－④－６

留学での単位認定規則 
 

長野工業高等専門学校留学要領 

（平成 14 年 9 月 25 日教務委員会制定）

 （趣 旨） 

第 1条 この纈」は，長野工業高等専門学校学則第 26 条の 2の規定に基づき，長野工業高等専門学校（以下

「本校」という。）の学生が外国の高等学校以上の高等教育機関（以下「外国の学校」という。）へ留学

することに関して，必要な事項を定めるものとする。 

 （留学手続き） 

第 2条 留学しようとする学生は，学級担任及び学科主任を経て，原則として，出国の 3か月前までに「留

学願（別紙様式 1）に，次の各号に掲げる書類を添えて校長に願い出なければならない。 

 （1） 留学先の外国の学校の沿革，規模，教育方針及び教育課程が記載されているもの。 

 （2） 留学先の外国の学校が発行した，入学を許可する証明書等。 

 （3） その他校長が必要と認める書類。 

 （留学の許可） 

第 3条 校長は，次の各号に掲げる要件を満たしている場合，これを許可する。 

 （1） 留学しようとする外国の学校が，正規の教育機関であり体系的な教育課程を有していること。 

 （2） 前号の外国の学校から，入学の許可を得ていること。 

 （3） 留学の目的が，当該学生にとって教育上有益であること。 

 （留学期間） 

第 4条 留学の期間は，10 か月以上 1年以内とする。ただし，特別の事由があると認められるときは，留学

期間の短縮又は 1年以内の延長を認める。 

2 前項の手続きを行う場合は，「留学期間変更届」（別紙様式 2）を，前条の手続きに準じて行わなければ

ならない。 

（留学の終了） 

第 5条留学期間が終了したときは，次に掲げる書類を添えて校長に提出しなければならない。 

 （1） 留学終了報告書（別紙様式 3） 

 （2） 留学先の外国の学校の発行する単位修得証明書及び成績証明書 

（単位の認定） 

第 6条外国の学校において良好に学習したと認められる場合には，30 単位を超えない範囲で単位の認定を行

う。 

2 単位認定の申請は，「留学による単位認定申請書」（別紙様式 4）により，在籍する学年（以下「在籍学

年」という。）の開設科目ごとに行う。 

3 前項により申請のあった場合は，本校開設科目との照査を実施し，在学年での履修と見做す。 

4 単位修得の認定については，教務委員会において審議し，その報告に基づき，校長が認定する。 

5 成績の評価及び単位修得の認定については，実際に授業に出席した外国の学校の資料に基づいて判断す

る。単位認定は「優」と判断できる場合のみとする。 

6 留学期間の短縮が許可され，当該留学期間が第 4条第 1項に定める期問を満たさなくなった場合，前項の

単位認定は行わない。 

 （雑則） 

第 7条この規則の実施に関し必腰な事項は，別に定める・. 

  附則 

 この纐」は，平成 14 年 10 月 7 日から施行する。ただし，平成 14 年度に在学する学生の，在学中の留学に

関して遡及して適用する。 

  附則 

 この附則は，平成 15 年 10 月 27 日から施行する。 

 

（出典：長野工業高等専門学校留学要領 学生便覧，p.66）
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       資料７－１－④－７

留学による単位認定 

 
 

（出典：教務委員会資料）

 

（分析結果とその根拠理由） 

「技能審査等の合格による単位修得の認定に関する内規」は学生便覧にも記載されており，学

生に周知されている。また，単位認定にかかわる教科の授業においても，説明が行われている。

これにより，学生の資格試験受験等の受験が促進され合格者が増加している。 

TOEICのIPテストは年に延べ約260人が受験しており，学生の英語に関する意識が向上し，結果

もこれに伴っている。関連授業において資格試験等の取得の説明が行われ，学校内に受験場所が

設定されることなどもあり，受験しやすい体制がとられている。 

外国留学の規定に従い，留学した学生がおり，この制度が利用されている。 

このように，資格検定や海外留学のための支援体制が整備され，機能している。 

 

観点７－１－⑤： 特別な学習支援が必要な者（例えば，留学生，編入学生，社会人学生，障害

を持つ学生等が考えられる。）がいる場合には，学習支援体制が整備され，

機能しているか。 
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（観点に係る状況） 

留学生は準学士課程３年次に編入され，留学生統括教員が中心となり留学生に対する支援を行

っている（資料７－１－⑤－１）。授業においては，留学生のための特別科目（日本事情，日本

語，日本語会話）を用意し，留学生指導のライセンスを持った非常勤教員が行っている。後述す

る留学生のチュータは，学習面でもサポートしている。また，留学生統括教員が引率し，毎年宿

泊を伴う研修旅行を実施している（資料７－１－⑤－２）。さらに，留学生懇談会，留学生交流

会を実施し，留学生の意見・要望を聴いている（資料７－１－⑤－３）。 

 

資料７－１－⑤－１

留学生指導に関する規則 
 

長野工業高等専門学校外国人留学生規則  
（目的）  

第１条 この規則は，長野工業高等専門学校学則（以下「学則」という。）第53条第２項の規定に基づき，外国人留学生

（以下「留学生」という。）に関する必要な事項を定める。 （入学）  

第２条 留学生は，学則第16条，第17条第1項及び第18条の規定にかかわらず，選考のうえ相当学年に入学させるものとす

る。  

（教育課程）  

第３条 留学生の第３学年までにおける教育課程は，専門科目の履修を容易にするため，日本語その他基礎学力を養うこと

を考慮し，特別に編成するものとする。  

２ 第４学年及び第５学年の教育課程は，原則として学則に定める授業科目により編成する。  

（留学生指導教員）  

第４条 留学生の学習及び生活に関して，主事及び留学生統括教員と連携して一貫した指導を行うため，留学生指導教員を

置く。  

２ 留学生指導教員は，当該留学生の学級担任をもって充てる。  

（チューター）  

第５条 留学生の生活に関して必要な助言等を行うため，チューターを置く。  

２ チューターは，学生の中から校長が委嘱する。  

３ チューターに関し必要な事項は，別に定める。  

（事務処理）  

第６条 留学生に関する事務は，学生課において処理する。  

附 則  

１ この規則は，平成17年４月１日から施行する。  

２ 長野工業高等専門学校外国人留学生規程（平成９年３月31日施行）は，廃止する。 
 

（出典：長野工業高等専門学校外国人留学生規則）

 

資料７－１－⑤－２

平成１７年度 留学生研修旅行 
 
目 的 日本文化や各種技術を知るため、また学生間の交流を深めるために、１泊２日で研修旅行を実施します。毎年行

っております留学生の研修旅行ですが、今年度は後援会松本支部のご援助により、本校在校生も参加することに

なりました。 

 

参加者 教職員  ２名：教員 鈴木宏（留学生統括教員）、事務系職員 
    留学生  ９名：  

チュータ    ２名：  
    同好会  ５名：  
    松本支部 ４名：  
 
宿泊所 乗鞍高原 ペンションマドンナ 長野県南安曇郡安曇村 3971  ℡：0263-93-2768 
 
持ち物 １９日の昼食(現地で購入可)。防寒具。泊まる用意。２０日のお昼代。交通費。 
 
費 用 留学生は、学校より振り込まれる費用を当てる。日本人学生は、交通費を負担する。 
 
日 程 １１月１９日(土)～ １１月２０日（日） 一泊２日  
    １９日(土) 
     8:00 学校集合(３号館前)。鈴木が引率。松本までの電車代 1110円は個人負担です。 
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     8:29 三才駅発 長野行きに乗車。 8:37 長野到着（改札口付近で待つ） 
     8:40 長野駅集合：改札口周辺。松本までの、電車代 1110円は個人負担です。 

（長野駅集合者は、各自松本までの切符を購入し、改札口周辺に集合してください） 
        点呼後、ホームへ入ります。長野駅では、事務の小林さんが乗ります。 
     9:03 長野駅発 10:16 松本着 
       10:20 バスに乗車（松本駅西口（裏側）に待機） 

扇沢へ向かう。 1時間半くらい乗ります。 
  12:30 トローリーバスにて黒部ダムへ、20分ほどで到着。 往復 1320円（団体割引） 

     ダムを散策。寒いので、防寒具の用意を。お昼は持参してください。 
  14:05 黒部ダム発、扇沢へ。 
  14:30 扇沢を出発、バスに２時間くらい乗ります。乗鞍高原のペンションマドンナへ。 
  16:30 乗鞍高原 ペンションマドンナ到着。  

長野県南安曇郡安曇村 3971  ℡：0263-93-2768 
夕食の支度などをお手伝いするか自由時間（風呂など） 
夕食＋イベント 
（ベンションでなにか企画があれば行う。なければコミュニケーション同好会で） 
自由時間（風呂など）。就寝。 

２０日（日） 
    起床。朝食。 
    乗鞍高原周辺を散策と観光し、昼食後松本駅までバスで移動する。 
14:20 または、13:30 松本駅解散。松本を個人的に見学できます。 

長野までの交通費は、個人負担してください。   
（14:24 松本発 15:38長野着 または、13:16 松本発 14:35長野着があります） 

 
（出典：学生課教務係作成資料）

 

資料７－１－⑤－３

留学生懇談会の案内 

From: "鈴木宏(SUZUKI Hiroshi)"  

To:   @ec.nagano-nct.ac.jp,  

Cc:  

Subject: Re: 留学生懇談会 

Date: Wed, 19 Apr 2006 18:05:53 +0900 

 

留学生担当 学級担任へ 

 

           鈴木＠留学生統括委員です。 

 

ご連絡が遅くなり大変申し訳ございません。 

 (同じメールが、教務の小林さんから行くと思います） 

 

例年行っております留学生懇談会（新人の紹介と要望など聞く会） 

を、急ではございますが、 

 

４月２７日(木） １６：１５～１７：００ 

  第２ゼミ 

で開催したいと思います。 

今回は、日本語教育でお世話になっている村山先生にも参加していただきます。 

 

留学生およびチューターと担任の先生のご参加をお願いいたいます。 

 ＃ご都合が悪い先生は、ご欠席でも結構です。 

 

正式な通知は、今日にも教務係より、配布されます。 

 

よろしくお願いいたします。 

 

（出典：留学生統括教員の電子メール）

 

高校からの編入学生については，専門学科ごとに，編入前に課題を出すほか，編入後に数学及

び専門科目等に関する補習を行っている（資料７－１－⑤－４）。 

障害を持つ学生のために，校内のバリアフリー化を行って教室等への移動に支障がないように
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している。また，通常の授業，特に実験・実習においては，他の学生と同等な学習ができるよう，

当該学科の担当者が工夫し支援している。 

なお，これまでに社会人学生の入学の例はない。 

 

資料７－１－⑤－４
 

 
 

（出典：学生課教務係作成資料）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 担任は留学生の学習についての相談を受けている。チュータは留学生の学習面，生活面などに

ついてサポートしている。留学生懇談会等で，学習における留学生の意見・要望が収集されてい

る。留学生のための特別科目及び研修旅行等を通して，留学生が日本の文化を知るとともに学校

での生活に慣れ，学習に集中できるよう考えられ，実行されている。 

 編入生についても，担任主導のもとで，学習面，生活面についてサポートし，学科ごとに補習

が行われ，その結果編入生が問題なく学習を進めている。 

 障害を持った学生に対しても学習に支障のないように，校内のバリアフリー化が行われるとと

もに，授業支援も行われている。 

以上より，留学生，編入学生，障害を持った学生のための学習支援体制が適正に整備され，機

能している。 

 

観点７－１－⑥： 学生のクラブ活動や学生会等の課外活動に対する支援体制が整備され，機能

しているか。 
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（観点に係る状況） 

 学生会が組織され，学生の自主的な課外活動等が行われている（資料７－１－⑥－１）（資料

７－１－⑥－２）。学生会の中に各部長，各同好会長による部長会がある。学生会の運営資金は

学生から会費として集められ，学生会が予算を決め，実行している（資料７－１－⑥－３）（資

料７－１－⑥－４）。部長会への予算もここから配分され，部長会が各部の活動資金を分配して

いる。 

 

資料７－１－⑥－１

 
（出典：本校のウェブサイト，http://www.nagano-nct.ac.jp/KOUSEI/student_sub1.html）

 

資料７－１－⑥－２
長野工業高等専門学校学生会会則 

   第 1 章 総 則 

第 1条 本会は長野工業高等専門学校学生会（以下「本会」という。）と称する。 

第 2条 本会は学生の自主的な活動を通じてその人間形成を助け，学生生活の向上をはかることを目的とす

る。 

第 3条 本会は長野工業高等専門学校学生の会員をもって構成する。 

第 4条 本会は学生準則第 7章に基づき活動を行う。 

   第 2 章 機 関 

第 5条 本会に次の機関を置く。 

（1） 総会 

（2） 評議員会 

（3） 役員会 

（4） 各種委員会 

（5） 部長会 

（6） 選挙管理委員会 

（7） 監査委員会 
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（8） 学級会 

第 6条 各機関の委員，役員の人気は 4月 1日から翌年 3月 31 日までとする。但し，選挙管理員会の委員は

10 月 1日から翌年 9月 30 日までとする。 

第 7条 各機関はその構成員の過半数の出席をもって成立し，出席者の過半数の賛成により可決する。可否同

数のときは議長の決するところによる。 

第 8条  （削除 

   第 3 章 役 員 

第 9条 本会に次の役員を置く。 

（1） 会長 1名 

（2） 副会長 2名 

（3） 書記 2名 

（4） 会計 2名 

（5） 各種委員会委員長各 1名 

（6） 部長会長 1名 

2 その他会長が必要と認めた場合は係を設置することができる。 

 

（中 略） 
 

第 30 条 本会の組織および各機関には顧問としての教員を 1名以上置き，その指導，助言を受ける。 

第 31 条 本会の議決事項はすべて校長の承認の後に施行する。 

 

（後 略） 

 

（出典：学生便覧，pp.86-88）

 

資料７－１－⑥－３
 

長野工業高等専門学校学生会会計等に関する細則 

   第 1 章 総 則 

第 1条 本細則は，学生会会則第 38 条に基づき，学生会費の徴収及び支払いの方法を定め，学生会活動を円

滑に行うことを目的とする。 

   第 2 章 会費の納入及び免除 

  （納入方法及び時期） 

第 2条学生会費は，その年度の 4月に徴収する。但し，1年生は，入学の際入会金と共に直接納入する。 

  （会費の免除） 

第 3条 年度を通して休学する者には，学生会費を免除する。 

   第 3 章 支払方法 

  （支払の請求及びその時期） 

第 4条 支払請求者は，所定の請求用紙に必要事項を記入し，学生会会計に提出する。 

2 前項の提出期限は毎月指定する。 

  （支 払） 

第 5条 支払請求者は，所定の講求用紙に必要事項を記入し，学生会会計に提出する。 

2 支払日は，請求用紙の提出期限と合わせて指定する。 

第 6条 業者等への支払を振替で希望する場合は，請求用紙にその旨を記入して提出する。 

   第 4 章 改 正 

第 7条 本細則の改正は学生会会則第 42 条の規定を準用する。 

   附則 

この細則は，平成 10 年 4月 1日から施行する。 

 

（出典：学生便覧，p.93）
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資料７－１－⑥－４

 
（出典：学生会作成資料）

 

 学校は学生会の活動に対して，学生支援委員会の担当教員が中心となり学生会の活動を支援し

ている。学園祭等においても各指導教員が監督，指導している（資料７－１－⑥－５） 

部及び同好会の活動においても，学生支援委員会が調整し，指導教員を決めている（前出資料

５－４－②－２）。部の指導教員は学生の大会の引率，合宿時の宿泊などを行っている。 

経費に関しては，国庫補助や後援会からの補助がされている。 

学校は，部，同好会を含む学生会の活動において，学生会室，合宿研修施設，グラウンドなど

施設を提供している（資料７－１－⑥－６）。 

 

資料７－１－⑥－５

学校祭の指導教員一覧 
 
 部  名 係  名 クラス 指 導 教 員 

 実行委員長 5C   北村、小澤、金井 

 副実行委員長 3S     

 5C 4S 服部、曾田 

 
事務局 

5C 4C   

5E 4J 冨永、渡辺 

平 
総務係 

5E     

5C 4C 松下、松岡 

成 5C 3E   

総務部 

広報係 

4S 3E   

１７ 5J 3J 北村、荒井 
会計部 会計係 

4J     

年 5J 4J 大西、小池 
企画係 

5C 3E   

度 4E 3C 堀内（泰）、柳澤 

5E 3J   

第 

企画部 

イベント係 

5E 3S   
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 M 科発表 4M 4M 倉澤 

E 科発表 5E 4E 青木 

回 S科発表 4S 3S 岸 

5J 4J 鈴木（三） 

工 
Ｊ科発表 

4J 4J   

4C 4C 阿部 

嶺 

 

C 科発表 
4C 3C   

5C 4E 中澤（克）、榎本 

祭 5M 4C   夜祭係 

5S 3J   

指 

イベント部 

体育祭係 4S 3C 内山、藤澤（太） 

5J 4M 浅野（純）、羽田 

導 5C 4C   渉外係 

5C 4C   

教 5S 3C 遠藤、中村（博） 
物資係 

4S 3M   

員 5S 3S 戸谷（精） 

資材部 

設備係 
4S 2-5   

表 5C 3E 宮嵜、塚田 

 
会場係 

5E 3J   

 5M 4E 長坂、江角、宮尾 

 

会場部 

広場係 
4E 3E   

 5S 4E   

 5J 4S   

 5C 3C   

 

フリー役員 

5C 3E   

 
（出典：学生支援委員会資料）

 

資料７－１－⑥－６

 
（出典：2006年度学校要覧，p.35）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 部活動を含む学生会の活動に対し，学校設備の使用，部活動の遠征費の一部などの補助，学生

会担当教員，部及び同好会指導教員の指導など，支援体制が整備されている。この体制のもと，

学生の年間の活動が活発に行われており，支援は十分に機能している。 
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観点７－２－①： 学生の生活や経済面に係わる指導・相談・助言を行う体制が整備され，機能

しているか。 

（観点に係る状況） 

準学士課程では 40 人１クラスに対し，教員１名が担任を受け持ち，専攻科課程では各専攻に

対し，それぞれ 1 名の教員が専攻主任として配置されている。担任及び専攻主任は受け持った

クラスへの各種連絡を行うとともに，授業を含め学生生活全般に渡る相談を受けるなど，きめ

細かい指導を行い，学生が勉学に集中できるよう支援している。 

学生支援のために学生支援委員会があり，課外活動については，学生会，部長会など，学生

生活については，日常生活全般，環境美化，各種講習会など，委員が分担し指導を行っている。 

 経済支援に関しては授業料免除と奨学金制度がある（資料７－２－①－１）。授業料免除に

ついては，経済的な理由と学業成績によって対象者を選定している。奨学金制度については，

独立行政法人日本学生支援機構の奨学金と市町村や民間団体等の奨学金の制度がある（資料７

－２－①－２）。2006 年度には，前期授業料の免除者が 55 名であり，学生支援機構第一種奨学

金は 71 名が貸与されている。 

 保健室には看護師１名が常駐し，学生の身体的異常または怪我に対する救急処置及び健康管

理を行っている（資料７－２－①－３）。 

 

資料７－２－①－１

授業料免除等に関する規則 

長野工業高等専門学校入学料・授業料の免除，徴収猶予及び寄宿料の免除に関する規則 

第１章 総則  

（趣旨）  

第１条 長野工業高等専門学校における入学料・授業料の免除，徴収猶予及び寄宿料の免除に関する取扱いに

関しては，この規則の定めるところによる。  

第２章 入学料の免除  

（免除の資格）  

第２条 入学料の免除は，本校に入学する者で次の各号の一に該当する特別な事情により納付が著しく困難で

あると認められる者に対して，入学料の全額又は半額について，これを行う。  

（１）入学前１年以内において本校に入学する者の学資を主として負担している者（以下この号において「学

資負担者」という。）が死亡し，又は本校に入学する者若しくは学資負担者が風水害等の災害を受けた場合  

（２）前号に準ずる場合であって校長が相当と認める事由がある場合  

２ 前項に定めるもののほか，次の各号に掲げる入学料についても，これを免除することができる。  

（１）入学料の免除を申請した者について，免除を許可し又は不許可とするまでの徴収を猶予している期間内

において死亡したことにより学籍を除いた場合は未納の入学料の全額を免除することができる。  

（２）免除を不許可とした者及び半額免除を許可した者については，免除の不許可又は半額免除の許可を告知

した日から14日以内に死亡したことにより学籍を除いた場合は未納の入学料の全額を免除することができる。 

（３）免除を不許可とした者又は半額免除の許可をした者であって，定められた期間内に入学料を納付しない

ことにより学籍を除かれた者については，その者に係る未納の入学料の全額を免除することができる。  

（申請の手続）  

第３条 入学料の免除の許可を受けようとする者は，所定の願書に次の書類を添えて，入学手続終了の日まで

に学生主事を経て校長に提出するものとする。  

（１）家庭調書  

（２）その他学校が必要と認める書類  

（許可）  

（以下省略） 
 

（出典：学生便覧，p.73）
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       資料７－２－①－２

奨学金制度について 

 
（出典：学生便覧，pp.27-28）

 

資料７－２－①－３
表 8-11 保健室の利用状況 

応急処置等の来室者数  (名) 来 談 者 数  (名) 
年  度 

内科関係 外科関係 そ の 他 男  子 女  子 

2001 705 400 21 2,209 786 

2002 899 304 33 3,646 1,476 

2003 755 300 41 2,652 1,159 

2004 657 296 54 2,493 1,052 

2005(18.3.10現在) 697 279 32 1,866 1,042 
 

（出典：自己点検評価報告書第７報，p.105）

 

 学生相談室は，室長，カウンセラー１名(非常勤)，室員６名，看護師１名，学生課長並びに

係長の事務スタッフ２名，以上合計 11 名で構成され，学生生活上の修学，進路，経済等の悩み

事について，相談員及びカウンセラーが相談に応じている（資料７－２－①－４）（資料７－

２－①－５）。 

 セクシャル・ハラスメントの防止等に関する規程が機構により定められている（資料７－２

－①－６）。セクシャル・ハラスメントに関する相談については学生便覧に記載し，学生に周

知している（資料７－２－①－７）。 



長野工業高等専門学校 基準７ 

 - 188 -

資料７－２－①－４

保健室について，学生相談室について 

 

 
（出典：学生便覧，p.30）

 

資料７－２－①－５
表 8-10 相談室の利用状況 

相  談  内  容 (件数)
年 度 

修学 進路 経済上 対人関係 精神面 生活健康 その他 

合 計

(件数)

2001 37 15 2 82 77 47 37 254

2002 18 14 0 11 43 1 34 121

2003 16 14 2 17 53 0 52 154

2004 18 6 0 1 39 12 40 116

2005(18.3.10現在) 2 6 0 3 37 6 61 115
 

（出典：自己点検評価報告書第７報，p.104）

 

資料７－２－①－６

セクシャル・ハラスメントの防止等に関する規程 
 

独立行政法人国立高等専門学校機構セクシュアル・ハラスメント防止等に関する規則 

独立行政法人国立高等専門学校機構規則第２６号 

平成１６年４月１日 

（目的） 

この規則は，独立行政法人国立高等専門学校機構（以下「機構」という）にお第１条。 

ける人事の公正の確保，教職員の利益の保護のほか，教職員がその能率を十分発揮でき 

るような労働環境を確保するため，セクシュアル・ハラスメントの防止及び排除のため 

の措置並びにセクシュアル・ハラスメントに起因する問題が生じた場合に適切に対応す 

るための措置に関し，必要な事項を定めることを目的とする。 



長野工業高等専門学校 基準７ 

 - 189 -

（定義） 

この規則において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに第２条 

よる。 

一セクシュアル・ハラスメント教職員が他の教職員，学生等及び関係者を不快に 

させる性的な言動並びに学生等及び関係者が教職員を不快にさせる性的な言動 

二セクシュアル・ハラスメントの防止及び排除セクシュアル・ハラスメントが行 

われることを未然に防ぐとともに，セクシュアル・ハラスメントが現に行われている 

場合にその行為を制止し，及びその状態を解消すること。 

三セクシュアル・ハラスメントに起因する問題セクシュアル・ハラスメントのた 

め教職員の就労上又は学生等の修学上の環境が害されること及びセクシュアル・ハラ 

スメントへの対応に起因して教職員が就労上又は学生等が修学上の不利益を受けるこ 

と。 

（以下省略） 

（出典：独立行政法人国立高等専門学校機構セクシュアル・ハラスメント防止等に関する規則）

 

資料７－２－①－７
 

セクシュアル・ハラスメントに関する相談について 
 

 長野工業高等専門学校では，セクシュアル・ハラスメントに関する相談や苦情を受け付けています。 
相談したいことや苦膚を申し出走いこどがある場合,又は本校の教職員がセクシュアル・ハラスメントを見聞きし
たり，相談を受けた場合には,相談員に報告してください。この場合,被害者の要望があれば被相談者も相談員に
加わることができることにしますので，下記の相談員と連絡をとってください。 
 連絡は，電話，Eメール，文書等方法を間いません。 
 相談の際のプライバシーは守られます。また，相談したことで不利益を被ることはありません。 
平成18年度 相 談 員 
学生主事     （内線：7033） 
学級担任 
学生相談室員 
庶務課長     （内線：7002） 
学生課長     （内線：7015） 
人事係長     （内線：7004） 
看護師      （内線：7019） 
※相談苦情の受付時間 
  月～金  10：～16：00 
※相談苦情の申し出方法 
 相談や苦情の申し出は，あなた及び相談員の所属如何を問わず，あなたの最も相談しやすい相談員に行えま

す。 
（出典：学生便覧，pp.30-31）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 学級担任は，学生からの相談を受け，また，学生の様子を観察して必要に応じて声をかけるな

どして，日常的に指導・相談・助言を行っている。経済面では実績に示すよう授業料等免除，奨

学金の制度が複数あり，活用されている。 

 学生支援委員会により，課外活動と生活の支援が行われている。 

保健室は，病気，怪我の他応急処置などを必要する多数の来室者に利用されている。学生相談

室は，修学，進路，対人関係，精神面などの相談件数が多数あり，機能している。 

セクシャル・ハラスメント対策については，規程が設けられている。 

 以上のことから，学生の生活や経済面に関する指導・相談・助言のための体制が整備され，機

能している。 
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観点７－２－②： 特別な支援が必要な者（例えば，留学生，障害を持つ学生等が考えられ

る。）がいる場合には，生活面での支援が適切に行われているか。 

（観点に係る状況） 

留学生は準学士課程３年次に編入され，留学生１人に対して同じクラスの日本人学生１人を

チュータとして付けている（資料７－２－②－１）。留学生のほぼ全員が参加しているコミュ

ニケーション同好会があり，留学生同士，留学生と学生，教員とのコミュニケーションの場が

ある。 

 

資料７－２－②－１

チューターの役割 

 
 

（出典：学生課教務係作成資料）

 

教務主事を責任者として，留学生統括教員が留学生の担任，学科主任及び教務係と連携して

生活面での支援を行っている。また，留学生が日本の生活に慣れ，文化に接することができる

よう諸行事を実施している（資料７－２－②－２）。 
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障害を持つ学生が在校したため，エレベータやスロープの設置，教室のドアを引戸にするな

ど，1996 年から構内のバリアフリー化を開始し，2003 年度３月までに，障害を持つ学生が構内

を自由に行動でき，学習や生活に不便がない環境を整えた（資料７－２－②－３）。 

 

資料７－２－②－２
 

番 期　　日 留 学 生 関 係 行 事 参　加　者 主 催 ・ 備 考 等

1 ４月　６日（水） 始　　業　　式 ２～５年生・留学生・教職員本　校

2 ４月　７日（木） 入　　学　　式
新入生・編入学生・留学
生・
専攻科生・教職員

本　校

3 ４月　下旬 花　　見　（雨のため中止）

留学生，コミュニケーショ
ン同好会
同好会顧問・留学生担当教
職員

コミュニケーショ
ン同好会

4 ４月１５日（金）
留学生・チューターと
留学生指導委員との 懇談会

留学生，チューター全員
留学生担当教職員

本　校
第２ゼミ室

5 ５月２７日（金） ボーリング大会
留学生，コミュニケーショ
ン同好会

コミュニケーショ
ン同好会

6 ６月２６日（日）
バーベキュー大会＆交流会
（キャンパス内）

留学生・同好会顧問・留学
生担当教職員
校長・学生・コミュニケー
ション同好会

本校
コミュニケーショ
ン同好会

7 ６月２８日（火） 長野市立城東小学校との交流留学生・留学生統括教員
長野市立城東小学
校

平 成 １７ 年 度  　 留　学　生　関　係　活　動　報　告

 
（出典：学生課教務係作成資料）

 

資料７－２－②－３

バリアフリーの整備状況 
表 9-5 学内施設等の整備状況一覧 

年  度 整   備   事   項 

2001 
福利施設スロープ取設、警備員室改修、福利施設便所改修、高速キャンパス情報ネット

ワークシステム、第２体育館等改修 

2002 身体障害者用昇降機等取設 

2003 
学生ラウンジ改修、学生食堂空調設備設置、学生玄関整備、吹奏楽部室設置、寄宿舎４

号館改修、化学実験室床改修、教員室等換気扇設置、ボイラ煙突補修 

2004 
野球場防球ネット嵩上げ、プール目隠しフェンス設置、保健室改修、図書館閲覧室拡

張、電子情報工学科ガス設備整備、学内防犯ベル設置 

2005 
図書館・情報教育センター・武道館等便所整備、合宿研修施設改修、ロボコン製作室設

置、図書館室内照明設備改修、環境都市工学科教室改修、構内都市ガス配管敷設 

（出典：自己点検評価書第７報，p.120）

（次に続く）



長野工業高等専門学校 基準７ 

 - 192 -

 
（出典：総務課施設係作成資料）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 留学生に対して日本人学生をチュータとして付けている。留学生統括教員が留学生の担任，学

科主任等と連携して生活面での支援を行っている。留学生は，編入当初，生活面，学習面で戸惑

いが見られるが，留学生統括教員，学級担任及びチュータの支援，各種行事により，生活になじ

み，順調に学生生活を送っている。 

 構内のバリアフリー化が実現され，障害を持つ学生が不自由なく構内を移動し，学生生活をし

ている。 

 以上のように，特別な支援を必要とする学生の生活面での支援体制が整備され，適切に支援が

行われている。 

 

観点７－２－③： 学生寮が整備されている場合には，学生の生活及び勉学の場として有効に機

能しているか。 

（観点に係る状況） 

 学生寮は，男子寮が収容定員 380 名，女子寮が定員 50 名，総計 430 名の規模である（資料７

－２－③－１）。本校の学生寮は学生の生活の場のみでなく，自立性，社会性，自己責任の精

神などを養うことを含めた勉学の場である教育寮として位置付けている（資料７－２－③－

２）。1996 年から 2001 年にかけて一連の改修工事を行い，現在，良好な居住環境で快適な寮生

活を送ることができ，入寮希望は多い。留学生については，全員を寮に受け入れる体制となっ

ている。各棟１階には談話室を設け，各階には補食室，洗濯機，乾燥機などを設置している

（資料７－２－③－３）。学生の居室は低学年には２人部屋，高学年には個室を提供し，各居

室には，１人ずつに，机，ロッカー，ベッド等を揃えている。 
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資料７－２－③－１

表 8-17 学生寮の建物と定員概要 

学 生 寮 面積 
(ｍ2) 定員(名) 建築年月 改修年月 

１号館 1524 94 1964.3 2001.2 

２号館 1350 76 1965.3 1999.9 

３号館 866 42 1968.3 1996.9 

４号館 1100 78 1969.12 1996.9 

男 子 

５号館 1261 90 1994.6 ― 

女 子 ６号館 938 50 1994.6 ― 

食 堂 663  1969.12 1996.9 
 

男子浴室 170  1964.3 1998.10 

合 計   男子 380 
女子 50 

  

 
（出典：自己点検評価書第7報，p.111）

 

資料７－２－③－２

学生寮の設置運営基準 
 
  (1) 学生寮は、本校教育目標の達成に資することを目的とした教育寮である。 
  (2) 原則として、低学年(１、２年生)で自宅からの通学が不可能な者を優先して入寮を許可する。３学年

以上については、収容定員に余裕がある場合に寮務委員会で審議のうえ入寮させる。 
  (3) 収容定員を、男子380名、女子50名、合計430名とする。 

 
（出典：学生寮の設置運営基準）

 

資料７－２－③－３

 校内施設 
 

 
寮内の様子 

食 堂 
［寮生は朝、昼、夕の 3食を食堂で食べます］

居 室 
［1・2年生は 2人部屋、 

3年生以上は個室］  
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談話室（雄風寮） 談話室（清風寮）  

 
ランドリー 補食室 洗面所  

［各号館に設置されています］ 

風呂（雄風寮） 
［シャワー付蛇口が設置されています］

やさしい寄宿舎指導員さん 
［女子寮で相談にのってくれます］  

 
（出典：本校のウェブサイト，http://www.nagano-nct.ac.jp/ RYOMU/ryo2.html）

 

 学校の寮運営組織として寮務委員会を設け，2005 年度は，寮務主事(１名)，寮務主事補(４

名)，寮務委員（教員７名）及び学生課長の計 13 名で構成し，庶務担当の寮務係長を加え運営

に当たった。主事・主事補は，寮の企画・運営全般を担当し，寮務委員は，委員会の審議，学

級毎に分担した寮生の生活指導，違反指導等を担当している。寮生の生活の支援組織として学

生課寮務係があり，寮務係長(１名)，事務補佐員(１名)，技能補佐員(１名)，寄宿舎指導員(３

名交代制)計６名が寮生の日常生活に係わる様々な支援を行っている（資料７－２－③－４）。

当直（教員１，事務職員１），朝の巡視などを実施し，全教職員の協力体制のもと，寮生への

生活支援を行っている（資料７－２－③－５）（資料７－２－③－６）。朝の巡視の際，遅

刻・欠席の多い学生や担任から確認要望のあった学生については，授業に遅れないよう特に注

意して指導している。 

 寮生の自主的な寮運営組織として寮生会があり，活動している（資料７－２－③－７）。 
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寮生には冊子「寮生活の手引き」を配布し，日課を含め寮内の規則を周知している。この中

で 19～23 時を学習時間に設定している（資料７－２－③－８）。 

学習指導，日課指導，悩み事相談などの指導は，新入生への夜間指導，寮務委員と寮生との

個別面談などを通じて行っている。個別面談は，１・２年生に対して年２回，３年生に対して

年１回定期的に行っている（資料７－２－③－９）。学習指導については，１・２年生を対象

に食堂での勉強会を自由参加の形で行っている。 

 

資料７－２－③－４

寮生の日常生活に係わる支援に関する議事録 
 

平成１８年度第４回寮務委員会議事概要 

日 時 平成１８年５月２５日（木）１６：１５～ 

場 所 環境都市工学科 資料室 

欠席者 佐野 安一 

議 題 

１．罰清掃について 

委員長から資料に基づき説明があり、審議の結果了承された。 

２．寮生の指導について 

委員長から説明があり、３年生以下の個人面談について、審議の結果確認された。 

３．駐輪場の整理について 

藤澤主事補から実施報告と説明があり、寮生会と連携をとりながら進めていくことが、審議の 

結果了承された。 

報告事項 

１．ネットワーク講習会について 

委員長から、去る４月２７日開催の講習会に出られなかった者に対しての講習会を５月２９日 

に行う旨報告があった。 

２．女子寮生交流会について 

永藤主事補から、去る５月１９日に行われた旨報告があった。 

３．留学生交流会について 

永藤主事補から、来る６月２４日に行われる旨報告があった。 

その他 

１．寮内のゴミ問題などについて 

委員長から、来る５月３１日に寮生会と、ゴミ問題、準閉寮、寮祭についての話し合いをする 

旨提案があり了承された。 

２．電話番号帳への電話番号記載について 

委員長から、寮電話番号の記載については、外部からの問い合わせ等への配慮から、番号帳へ 

の記載は行わないことの提案があり、審議の結果了承された。 

３．ネットワークのアドレス整理について(報告) 

委員長から、情報教育センターの依頼によるネットワーク利用の古いアドレス整理の説明、報告 

があった。 

４．個人面談の結果について(報告) 

１号館１階洗面所の蛇口が壊れているとの苦情、及び１号館１階居室の一部、湿度が高く洗濯物 

が乾かないとの苦情が寄せられた。蛇口については早急に対処することとなった。 

・次回の寮務委員会（定例）の日程について 

６月２２日（木）１６：１５から第２会議室において開催予定。 

（出典：寮務委員会資料）
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資料７－２－③－５

平成 18 年５月分宿日直勤務割振表 
   事務系職員 教員   

月 曜 日 直 宿 直 日 直 宿 直 備 考 

5/1 月   佐藤 孝幸   北山 光也   

5/2 火 
  小林 一夫 

村田 雅彦 

  戸谷 順信   

5/3 水 髙山  彰正 池田  重一 磯部  浩已 小林 裕介   

5/4 木 
山嵜 里司 富岡  裕 原田  寛治 

渡辺 誠一 

春日  貴志 

平井  宏 

  

5/5 金 
水津    修 

柄澤    孟 

金井 隆英 堀口  勝三 

奥村  信彦 

平井  宏 

春日  貴志 

  

5/6 土 
高山  紀文 小林 義昭 

清水  貞浩 

畠  俊郎 奥村  信彦 

堀口  勝三 

  

5/7 日 五味  節恵 堀池  雅俊 大矢 健一 板屋 智之   

5/8 月   深井 郁夫   岸  佐年   

5/9 火   奥原  啓利   中澤 達夫   

5/10 水 
  竹内  又光   為末  隆弘 

秋山  正弘 

  

5/11 木   小林 寛和   江角 直道   

5/12 金   土屋  英樹   中島 隆行   

5/13 土 田畑  真一郎 小林 多仁 阿部 廣史 荒井  善昭   

5/14 日 
山﨑  大介 

錦山   満 

藤井  亮 宮尾 芳一 

服部 秀人 

遠藤 典男   

5/15 月   和田 一秀   森山  実   

5/16 火   大平  祐介   古川 万寿夫   

5/17 水   中村 博幸   小野 伸幸   

5/18 木   春原 眞一   大澤 幸造   

5/19 金 
  武田 昇一   柄澤 孝一 

北村  一浩 

  

5/20 土 
柄澤    孟 

水津    修 

小林  清 服部 秀人 

宮尾 芳一 

宮嵜  敬   

5/21 日 
鳴澤  直子 三尾  敦 知野 照信 秋山  正弘 

為末  隆弘 

  

5/22 月   加藤 正幸   押田 京一   

5/23 火   大久保  雄也   中山  英俊   

5/24 水   山田 進之   久保田 和男   

5/25 木   横山 靖樹   西村  治   

5/26 金   村田 雅彦   堀内 富雄   

5/27 土 
長谷川  凡恵 清水  貞浩 

小林 義昭 

曾田 友紀子 鈴木    宏   

5/28 日 米山    綾 小林  輝 倉澤 英夫 堀内 泰輔   

5/29 月   野村  義継   百瀬  成空   

5/30 火 
  峯村 賢次   奥村  紀浩 

林本 厚志 

  

5/31 水   
錦山   満 

山﨑  大介 
  

羽田 喜昭 
  

（出典：本校のウェブサイト，http://abw.jm.nagano-nct.ac.jp/~shomu/）
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資料７－２－③－６

平成 18 年 ５月分 寮内巡視割振表 
巡 視 担 当 教 員 

日 曜日 学事暦 
寮務委員 一般教員 

備考 

１ 月   北村一浩 小野 伸幸   

２ 火   高桑 潤 中澤 達夫   

３ 水 憲法記念日       

４ 木 休日       

５ 金 子どもの日       

６ 土         

７ 日         

８ 月   永藤壽宮 堀口 勝三   

９ 火 合宿研修(3 年)(～１０) 佐野安一 荒井 善昭   

１０ 水   松岡保正 畠 俊郎   

１１ 木   原田寛治 堀内 富雄   

１２ 金 歯科検診(3 年) 平井 宏 鈴木 三知男   

１３ 土         

１４ 日         

１５ 月   林本厚志 江角 直道   

１６ 火 歯科検診(3 年) 藤澤太郎 大矢 健一   

１７ 水 インターンシップ事業(2) 金井辰郎 西村 治   

１８ 木 歯科検診(1 年) 高桑 潤 藤澤 義範   

１９ 金   北村一浩 押田 京一   

２０ 土         

２１ 日         

２２ 月 歯科検診(1 年) 松岡保正 爲末 隆弘   

２３ 火 クラスマッチ 佐野安一 阿部 廣史   

２４ 水 清掃デー 永藤壽宮 服部 秀人   

２５ 木 専攻科推薦選抜試験 原田寛治 伊藤 祥一   

２６ 金 交通安全講習会(2 年) 平井 宏 中山 英俊   

２７ 土         

２８ 日         

２９ 月   金井辰郎 柳澤 吉保   

３０ 火 
交通安全講習会(1 年)                 (クラ

スマッチ予備日) 林本厚志 遠藤 典男   

３１ 水 交通安全講習会(3～5年) 藤澤太郎 浅野 純一郎   

＜お願い＞ 巡視の交替については，寮務係へ電話かメールで寮務係まで連絡願います。 

（出典：本校のウェブサイト，http://abw.jm.nagano-nct.ac.jp/~ryo/H18.05junshi.htm）

 



長野工業高等専門学校 基準７ 

 - 198 -

 

資料７－２－③－７
表 8-19 寮生会における役割り分担 

寮長、副寮長 ○寮生会の統括および庶務 ○活動計画・予算の立案と運営 ○選挙管理 
○各号館・各階の統括 ○館長・階長会議召集 ○諸連絡 

総務委員会 ○点呼当番・電話当番割当表作成 ○新聞の配達と整理 

環境委員会 ○寮風の樹立と向上 ○寮内整備 ○花壇の整備 

美化委員会 ○寮内の美化 ○ゴミの分別収集の徹底 
○毎週木曜日の共用室清掃当番割当表作成と徹底 

食堂委員会 ○食堂関係全般 ○食事時間の徹底 ○食生活の向上 

風呂委員会 ○風呂清掃当番割振表作成 ○風呂清掃・入浴時間の徹底 
○風呂の管理・整備 

郵便配達委員会 ○郵便関係全般 ○郵便物の配布  

寮誌編集委員会 ○寮誌の発行 ○寮生会新聞の発行(毎月) 

寮祭実行委員会 ○寮祭の企画・運営 ○イベントの企画・運営 

雄

風

寮 

指導寮生会 ○指導寮生の統括 ○１年生の指導・統率 

清

風

寮 

寮長、副寮長 
各種委員会 
 

○清風寮の生活全般 

（出典：自己点検評価書第 7報，p.112）

 

資料７－２－③－８

 

（出典：寮生活の手引き）
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資料７－２－③－９

 

 
 

（出典：寮務委員会資料）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 長野県内各地や近隣の県出身の学生，外国からの留学生にとって，学生寮は生活，学習の場と

して重要である。寮に入ることは，生活面，経済面において大きな援助となっている。全国的に

みても高専の寮としては規模が大きい本校の学生寮は，施設面では改修が完了して一新され，設

備も整備されており，よい生活環境が提供されている。指導面では，寮務委員会を中心とした全

教職員の協力により，学習と生活両面での指導・支援体制が整っている。学生が自主的に運営す

る寮生会により寮生を取りまとめ，寮生活が行われている。このように，施設・設備面と指導面

で充実した支援体制の下，本校の寮は勉学を進める上でもよい環境であり，教育寮として有効に

機能し，寮生にとって必要不可欠なものとなっている。 

 

観点７－２－④： 就職や進学などの進路指導を行う体制が整備され，機能しているか。 

（観点に係る状況） 

 進路指導は学生支援委員会が管轄し，学科主任，準学士課程５学年の学級担任，４学年の学

年主任が実務を行っている。進路指導に関するものは，進路説明会の開催（資料７－２－④－
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１），就職活動や編入学受験に関する指導についての方針などの検討（学生の進路決定に対す

る援助・指導，就職及び編入学試験に関する対策の指導，編入学受験応募に伴う学科間の調整

など），進路情報提供システム（本校独自開発システム COSMOS）の運用（資料７－２－④－

２），４年生に対する進路指導（実務訓練指導，企業・現場見学，進路講演会等）の実施（資

料７－２－④－３），パンフレット（学校案内『求人企業へのご案内』）等の発行，進路指導

状況報告書の発行などがある（資料７－２－④－４）（資料７－２－④－５）。 

 

資料７－２－④－１

進路説明会開催通知等 

平成１８年３月２４日 
  ４年生保護者 各位 
                                            
                                       長野工業高等専門学校長 
                                          井  上  明  俊 
 
 新春の候、保護者の皆様にはますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 
 さて、ご子弟におかれましては、今年４月から、いよいよ最終学年となります。 
 つきましては、卒業後の進路について、下記により説明会及び個人別に懇談をいたしますので、ご

出席願います。 
                                   記 
 
  日 時  平成１８年４月８日（土）１１：００～１６：００ 
           （学科によっては、延長する場合があります。） 
  日 程  10:20 ～ 10:50     受 付（電子情報工学科棟 入口） 
       11:00 ～ 11:30   全体説明 
              11:40 ～      学科別説明及び個人懇談 
            機械工学科 学科説明････１００ 番教室(Ｊ棟５Ｆ) 
                控  室････課外教育センタｰロビｰ 
            電気電子工学科 学科説明････電気基礎工学実験室（２Ｆ） 
                控  室････      〃 
            電子制御工学科  学科説明････電子基礎実験室（２Ｆ） 
                                 控    室････      〃 
   電子情報工学科 学科説明････電子工学実験室（Ｊ棟４Ｆ） 
                控  室････   〃 
            環境都市工学科 学科説明････５３番教室 
                         控  室････      〃 
 
  その他 (1) 同封の「進路希望調書」及び「進路指導依頼書」に必要事項を記入のうえ、当日ご

持参の上、個人懇談の時に提出して下さい。 
      (2) 筆記用具をご持参ください。 

    (3) 当日は,学生食堂が営業していますので,ご利用ください。 

（出典：学生支援委員会資料）
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資料７－２－④－２

進路情報提供システムCOSMOS 

 
ようこそ電子情報工学科(学生)さん

[カスタマイズ] 

就職情報を表示 

■[電子情報工学科]求人の一覧表を表示 

■本科求人の一覧表を表示 

■専攻科求人の一覧表を表示 

本年度の求人情報一覧表を新着順に表示します。  

 

 

■企業名から検索 
06

年度  

含まれる文字 
検索

 

50 音検索▼  

■採用情報から検索  

所在地や初任給、年度などの条件を指定して検索し

ます。  

 

進学情報を表示 

■[電子情報工学科]募集の一覧表を表示 

■本科募集の一覧表を表示 

■専攻科募集の一覧表を表示 

本年度の進学募集一覧表を新着順に表示します。  

 

 

■進学先名から検索 
06

年度  

含まれる文字 
検索

 

50 音検索▼  

■募集情報から検索  

所在地や年度、並べ替え条件などを指定して検索し

ます。  

 

就職関係登録情報 

■新規登録件数  

今日の登録数  0 件 

過去３日の登録数  27 件 

過去１週間の登録数  34 件 

本科と専攻科の合計です。  

■求人数集計  

06
年度 

表示
 

 

進学関係登録情報 

■新規登録件数  

今日の登録数  2 件 

過去３日の登録数  13 件 

過去１週間の登録数  14 件 

本科と専攻科の合計です。  

■募集件数集計  

06
年度 

表示
 

 

 

[COSMOS ホーム]  学生支援委員会 / Horiuchi-lab. / Y.Kojima [COSMOS について]
ご意見、ご要望は cosmosinfo@nagano-nct.ac.jp までお寄せ下さい。

 

（出典：本校のウェブサイト，http://cosmos2.jm.nagano-nct.ac.jp/） 
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資料７－２－④－３
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（出典：平成 17年度進路指導報告書，pp.14-15）
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資料７－２－④－４

学校案内パンフレット表紙（求人企業へのご案内） 

 
（出典：求人企業へのご案内）

 

資料７－２－④－５

 
（出典：平成17年度進路指導状況報告書）

 



長野工業高等専門学校 基準７ 

 - 205 -

 就職斡旋要項，進学指導要項を定め，これに従って学科主任及び担任が就職，進学の指導を

している（資料７－２－④－６）。この中で学科主任及び担任は，必要に応じて推薦書の作成

等も行っている。また，学生の申請により，成績証明書，卒業見込証明書等の必要書類は，学

生課で作成している（資料７－２－④－７）。学科主任及び担任は，学生の進路についての相

談を受け，助言や指導を行うとともに，受験状況や決定状況の把握を行っている。学生課では，

定期的に各科の進路の状況をまとめている（前出資料６－１－③－１）。 

 

資料７－２－④－６

 
（出典：就職斡旋要項 進学指導要項，p.31）

 



長野工業高等専門学校 基準７ 

 - 206 -

 
資料７－２－④－７

証明書交付願（編入学試験用） 

 
（出典：証明書交付願）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 学生支援委員会が統括し，学科ごとに主任と担任が企業との折衝，学生の進路指導を行い，

学生課が協力する進路指導の体制が整備されている。企業からの求人情報は，学生課担当職員

により整理され，学級担任に求人票が配布され，学生に知らされる。また，この情報は，校内

LAN を利用した進路情報提供システムにより，学生及び教職員に有効に利用されている。就職，

進学に関するルールが定まっており，これに従って学生が就職，進学活動を実施した結果，毎

年ほぼ全学生の進路が決定している。 

以上のように，進路指導体制が整備され，十分に機能している。 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

・ オフィスアワーが実施されるとともに，設定された時間以外でも教員の都合がつく限りに

おいて，学生はいつでも教員の指導を受けることができる。 

・ 図書館や情報教育センターなど自主的学習環境が整い，建物内外のゆとりのスペースが多
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く，学生が伸びやかに学生生活を送ることができる。 

・ 英語を中心とした資格試験等取得の促進が様々に進められており，資格試験や検定試験の

合格の単位認定も行うなど，体制が充実している。 

・ これまで身体が不自由な複数の学生を受け入れており，エレベータやスロープの設置，教

室の入口を引戸にするなど，バリアフリー化が進んでいる。 

・ 収容総定員430名の大規模な学生寮は，新設，改修が整い，設備面でも充実しており，よい

生活環境が提供されている。寮生会による学生の自主的運営が行われ，全教職員の協力に

より，学習と生活両面での指導・支援体制が整っている。 

・ 進路指導においては，長年の安定した指導体制が整備されるとともに，学生及び教職員は

リアルタイムの進路情報が得られる校内LANを利用した進路情報提供システムがあり，活

用されている。 

 

（改善を要する点） 

・ 入寮希望学生に対して学生寮の収容人数が不足しており，施設の増設が望まれる。 

・ 資格試験全体の受験者数及び合格者数が十分把握されておらず，資格試験等の取得に対す

る支援の効果がわからない部分があり，今後の改善が求められる。 

 

（３）基準７の自己評価の概要 

 入学時や３年次の学級再編成時のタイムリーなガイダンス，講習会，オフィスアワーなど，学

習を進める上でのガイダンスと相談・助言体制が整備され，機能している。 

図書館，情報教育センター，技術教育センターなど，厚生施設やコミュニケーションスペース，

自主的学習環境とキャンパス生活環境が整備され，効果的に利用されている。 

 学生の意見，要望を吸い上げるため，学生会による意見交換会，メール目安箱，授業評価アン

ケートなどの複数の方法が導入されており，学生のニーズの収集，把握が適切に行われている。 

技能審査等の合格による単位修得の認定に関する規定があり，資格検定や海外留学のための支

援体制が整備され機能している。TOEICのIPテストが導入され，学生の英語に関する意識が向上

している。 

学級担任とチュータが留学生の学習面，生活面などについてサポートしている。留学生懇談会

等が実施され，留学生の意見・要望を聴いている。留学生のための特別科目及び研修旅行等を通

して，留学生が学校での生活に慣れ学習に集中できるよう考えられている。編入生についても，

学級担任及びチュータが学習面，生活面においてサポートしている。障害を持った学生に対して

も学習に支障のないように，バリアフリー化が行われている。 

部活動を含む学生会の活動に対し，学校設備の使用，部活動の遠征費の一部などの補助，学生

会担当教員，部及び同好会指導教員の配置による指導など，支援体制が整備され，学生の年間の

活動が活発に行われており，十分に機能している。 

学級担任は学生に対し，日常的に指導・相談・助言を行っている。経済面では授業料等免除，

奨学金の制度が活用されている。学生相談室は利用頻度が高く，重要なものとなっている。セク

シャル・ハラスメント対策についても規程を設けている。 

全国的にみても大規模な本校の学生寮は改修が完了して，よい生活環境が提供されている。寮

務委員会を中心とした全教職員の協力により，学習と生活両面での指導・支援体制が整っている。
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寮生会が寮生を取りまとめ，教育寮として有効に機能しており，寮生にとって寮生活は重要なも

のとなっている。 

 学生支援委員会が統括し，学科単位で主任と学級担任が進路指導を行う，安定した指導の体制

ができている。企業からの求人情報は，リアルタイムに電子データ化され，進路情報提供システ

ムCOSMOSを使って，有効に利用されている。毎年ほぼ全学生の進路が決定しており，進路指導体

制は十分に機能している。 
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基準８ 施設・設備 

 

（１）観点ごとの分析 

観点８－１－①： 学校において編成された教育課程の実現にふさわしい施設・設備（例えば，

校地，運動場，体育館，教室，研究室，実験・実習室，演習室，情報処理学

習のための施設，語学学習のための施設，図書館等，実験・実習工場さらに

は職業教育のための練習船等の設備等が考えられる。）が整備され，有効に

活用されているか。 

（観点に係る状況） 

高等専門学校設置基準に基づき，施設，設備の整備を行っている。学生定員1040名，教職員

130名が学校生活を送るキャンパス（校舎，運動場，学生寮）の敷地面積は99,215ｍ２であり，他

に黒姫山荘（関東信越地区・国立高専合宿研修施設）がある（資料８－１－①－１）。 

 

資料８－１－①－１

 

（出典：会計課作成資料）
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１～３学年の学生が主として使用する一般校舎の教室数は 16 室，総面積 954 ㎡，収容者数は

677 名で 2001 年度 ～2005 年度までの平均稼働率（授業時間内での利用割合）は 66.7％である

（資料８－１－①－２）。専門学科棟で４～５学年が使用する各学科棟の教室数は 11 室，総面

積は 781 ㎡，収容者数は 522 名で，稼働率の平均値は 54.9％である。100 番教室，製図室，セ

ンター等の特別教室は 10 室，総面積は 2098 ㎡，収容者数は 624 名（技術教育センターの収容

者数を除く），平均稼働率は 38.6％である。2005 年度の専攻科課程を除く学生 1013 名が総面

積 3,833 ㎡，総収容者数 1823 名の教室及び特別教室等を使用し，その稼動率は 53.8％である。

専攻科課程の学生は 45 名，専攻科棟講義室等の面積は 735 ㎡である（資料８－１－①－３）。 

 

資料８－１－①－２

表 9-1 教室、面積、収容者数、稼動率の一覧 

  教室稼動率*   （％） 

教       室 
面積 

収容

者数 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 

  (㎡) (名)
前

期

後

期

前

期

後

期

前

期

後

期

前

期 

後

期 

前

期 

後

期

11 番教室 59 42 82 83 80 80 80 75 80  75 79  74 

12 番教室 58 42 82 83 75 75 75 80 75 80 79  79 

13 番教室 58 42 82 80 80 80 80 75 80 75 79  74 

14 番教室 58 42 73 75 85 65 70 75 70 75 69 74 

15 番教室 59 42 85 80 80 70 65 80 65 70 64 74 

21 番教室 59 42 64 77 80 65 70 70 65 65 58 64 

22 番教室 58 42 73 83 80 60 60 60 65 65 58 64 

23 番教室 58 42 67 77 80 65 60 65 70 65 64 64 

24 番教室 58 42 61 75 80 65 65 65 65 65 64 64 

25 番教室 59 42 70 77 80 65 65 65 70 65 64 64 

31 番教室 59 42 58 72 60 55 50 50 60 55 0 0 

32 番教室 58 42 61 69 70 50 65 45 65 60 58 69 

33 番教室 58 42 61 77 60 55 65 65 60 50 74 79 

34 番教室 58 42 70 72 75 60 15 15 70 65 69 53 

35 番教室 59 42 29 27 10 20 75 0 85 30 69 69 

36 番教室 78 47 67 72 65 65 60 60 60 55 53 58 

小計･平均 954 677 68 74 71 62 64 59 69 63 69 68 

41 番教室（３Ｆ，Ｅ科） 77 47 76 77 75 55 65 60 70 75 53 53 

42 番教室（３Ｆ，Ｅ科） 58 42 64 61 70 70 50 50 45 55 64 58 

43 番教室（３Ｆ，Ｍ科） 77 47 70 66 65 65 70 70 65 60 58 64 

44 番教室（２Ｆ，Ｍ科） 77 47 67 69 80 60 60 60 65 60 64 64 

51 番教室（２Ｆ，Ｃ科） 58 42 52 55 65 35 50 40 55 40 48 37 

52 番教室（２Ｆ，Ｃ科） 58 42 61 69 50 65 55 65 55 60 53 53 

53 番教室（２Ｆ，Ｃ科） 111 81 29 33 40 45 65 40 50 45 27 27 

61 番教室（１Ｆ，Ｓ科） 65 44 73 63 60 60 55 60 60 55 48 64 

62 番教室（１Ｆ，Ｓ科） 65 42 58 55 70 45 50 55 60 50 53 48 

81 番教室（２Ｆ，Ｊ科） 67 44 67 58 50 55 55 55 55 60 48 58 

91 番教室（３Ｆ，Ｊ科） 68 44 35 38 25 15 45 35 30 35 32 43 

小計･平均 781 522 59 59 59 52 56 54 55 54 50 51 

100 番教室（３Ｆ，Ｊ科） 226 210 23 16 25 25 15 20 20 20 37 21 

１ゼミ 87 56 11 25 15 20 55 50 60 20 16 11 
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２ゼミ 77 42 35 36 35 40 35 40 50 40 43 37 

視聴覚室 117 63 20 25 30 35 30 25 35 30 37 43 

情報教育ｾﾝﾀｰ** 172 70 76 80 80 65 80 80 80 85 74 85 

ＡＶC 135 48 32 25 45 50 65 65 75 75 64 58 

第３製図室 148 45 29 25 15 15 15 15 25 20 16 16 

第４製図室 148 44 44 33 45 35 45 35 35 40 48 37 

第５製図室 148 46 26 25 30 35 25 25 25 25 27 22 

技術教育ｾﾝﾀｰ*** 840 47 41 50 50 50 50 40 50 32 53 

小計･平均 2098 624 34 33 37 37 42 41 45 41 39 37 

総計・平均 3833 1823 54 55 56 50 54 51 56 53 55 54 
* 教室稼働率：使用コマ数／授業コマ数×１００（％） 
** 情報教育センターは，49 名，21 名の２室。      
*** 技術教育センター収容者数は不定とした。      

（出典：自己点検評価報告書第 7報，pp.117-118）

 

資料８－１－①－３
表 9-2 専攻科棟施設概要 

施  設  名 面積(㎡) 備   考 
講義室１ 68 ２Ｆ  
講義室２ 47 ２Ｆ  
講義室３ 47 ２Ｆ  
学生共用室 68 ２Ｆ 学生控室 
専攻科実験室 86 １Ｆ  
ゼミナール室 36 ３Ｆ 
専攻科共用室 32 ３Ｆ 
機器実験室 175 １Ｆ  
プロジェクト実験室 126 ３Ｆ 
機器室 10 ３Ｆ 
教員室 40 ３Ｆ 
合計 735   

（出典：自己点検評価報告書第 7報，p.119）

 

教育環境改善のため 2001 年に段階的な環境整備計画を策定した（資料８－１－①－４）。予

算面でこれらの計画を全て実現することは難しいが，概算要求，営繕要求，臨時経費要求を積

極的に行うほか，学内予算から極力捻出し整備に努め，現在の施設，設備となっている（資料

８－１－①－５）。 
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資料８－１－①－４
表 9-3 教育環境改善計画に基づく段階的整備計画（2001 年６月策定） 

段 階 別 建 物 名 称 整 備 方 法 

第 １ 段 階 
（今後３年間の整備

計画） 
 
2002年度 
～2004年度 

低学年棟・専攻科棟 
一般科校舎改修 
エレクトロニクス工房 
学生寄宿舎（女子寮） 
各専門学科棟の高学年教室及び 
実験実習室の改修 

新築 
改修 
増築 
増築 
改修 

第 ２ 段 階 
2005年度 
～2006年度 

機械・電気工学科棟 
管理・一般科棟 
環境都市工学科棟 

改修 
改修 
改修 

第 ３ 段 階 
 
2007年度 
～2008年度 

情報教育センター棟 
電子制御工学科棟 
電子情報工学科棟 
図書館センター 

改修 
改修 
改修 
改修 

第 ４ 段 階 
 
2009年度 

福利施設 
   〃 
留学生会館 

増築 
改修 
新築 

第 ５ 段 階 
2010年度 
～2011年度 

体育施設 
合宿研修施設他 

改修 
改修 

（出典：自己点検評価報告書第 7報，p.119）

 

資料８－１－①－５
表 9-5 学内施設等の整備状況一覧 

年  度 整   備   事   項 

2001 福利施設スロープ取設、警備員室改修、福利施設便所改修、高速キャンパス情報ネット

ワークシステム、第２体育館等改修 

2002 身体障害者用昇降機等取設 

2003 学生ラウンジ改修、学生食堂空調設備設置、学生玄関整備、吹奏楽部室設置、寄宿舎４

号館改修、化学実験室床改修、教員室等換気扇設置、ボイラ煙突補修 

2004 野球場防球ネット嵩上げ、プール目隠しフェンス設置、保健室改修、図書館閲覧室拡

張、電子情報工学科ガス設備整備、学内防犯ベル設置 

2005 図書館・情報教育センター・武道館等便所整備、合宿研修施設改修、ロボコン製作室設

置、図書館室内照明設備改修、環境都市工学科教室改修、構内都市ガス配管敷設 

（出典：自己点検評価報告書第 7報，p.120）
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各施設は施設係が整備・管理し，利用方法が学則で定められ，これに従って学生は利用して

いる。時間外においても使用願を提出することにより，使用が認められる（資料８－１－①－

６）。 

 

資料８－１－①－６

構内施設・設備使用願 

 

 
 

（出典：学生便覧，p.20）
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各センターは担当教職員を配置し，協力して運営している（前出資料２－１－③－２）。 

情報教育センターは２つの端末室を有し，この端末室と AVC 室，図書館に合わせて 139 台の

パーソナルコンピュータを揃えており，技術室第２技術班が管理に協力している。AVC 室は，LL

教室も兼ねており，語学学習に利用されている。 

技術教育センターには第１，２工場を持ち，ものづくり教育の中心となっている。施設設備

や作業形態の専門性を考慮して技術職員を配した技術室第１技術班が管理・運営している（資

料８－１－①－７）。授業時間の他，ロボコン等課外活動での同センターの利用頻度はきわめ

て高く，放課後や休日，夏季休業中等積極的に利用されている（資料８－１－①－８）。 

 

資料８－１－①－７
表 3-2-1 組織と施設設備の関係 

工場 ショップ名 施 設 設 備 ・ 作 業 内 容 担 当 者

鋳  造 木工機械、Ｖプロセス造型機、シェル造型機など 深井 

溶  接 アーク溶接、ガス溶接、スクエアシェア、板金機器、溶接ロボットなど 三尾 

手 仕 上 ボール盤、各種切断機など 和田、佐藤 
第 1 

機械加工Ⅰ 汎用旋盤、各種測定機器など 関、加藤 

機械加工Ⅱ CNC旋盤、ワイヤーカット放電加工機など 関、和田 

機械加工Ⅲ フライス盤、NCフライス盤、マシニングセンター、ホブ盤など 佐藤 

機械加工Ⅳ ラジアルボール盤、形削盤など 和田、佐藤 
第２ 

機械加工Ⅴ 平面研削盤、円筒研削盤など 和田、佐藤 

（出典：自己点検評価報告書第 7報，p.59）

 

資料８－１－①－８
表 3-2-3 実習授業以外の技術教育センタ－利用状況 

2001 2002 2003 2004 2005  
回数 時間 回数 時間 回数 時間 回数 時間 回数 時間

卒業研究 153 432 216 576 212 389 147 259 158 390
教員研究 42 80 53 149 31 101 53 176 55 140
ロボコン部 195 1,286 153 1,031 165 889 150 831 90 610
ソーラーカー部 86 503 110 522 143 686 118 640 80 400
エコノパワー部 33 112 28 190 21 105 103 469 100 450
工嶺祭 他 68 302 81 322 126 409 101 352 73 212

合 計 577 2,715 641 2,790 698 2,579 672 2,727 556 2,202

（出典：自己点検評価報告書第 7報，p.60）

 

図書館は空調設備が整い，情報端末やマルチメディアコーナーが整備されている。2004 年度

末に閲覧室の改装・拡充を行った（個人用机 25 席増，コンピュータ端末 20 台増）。 

体育施設として，第１体育館，第２体育館，プール，トレーニングルームを備え，授業以外

に，課外活動等に利用されている。 
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（分析結果とその根拠理由） 

 学生数に対して教育課程の実現にふさわしい十分な敷地面積があり，運動場等も広い。正門か

らつながる前庭等緑が多く，ゆったりとした教育環境が整備されている。事務管理部門，低学年

教室，各専門学科の施設，その他の屋内施設が効率よく配置され，また，多くの施設が渡り廊下

で接続されて屋外に出ないで移動ができ，学習を行う上で便利である。稼働率からみて，教室を

始め特別教室，各センターは授業等で常時使用されており，有効に利用されている。学内の各施

設は学生数に対して十分な設備が揃うとともに学生がいつでも使えるようになっており，放課後

の学習等で盛んに利用されている。各施設は休日等授業時間外でも，構内施設・設備使用願を申

請して，課外教育活動に利用されている。各学科には専門教育を行う上での設備が整えられ，利

用されている。 

このように各施設は学習を行う上で十分に整備されており，有効に活用されている。 

 

観点８－１－②： 教育内容，方法や学生のニーズを満たす情報ネットワークが十分なセキュリ

ティ管理の下に適切に整備され，有効に活用されているか。 

（観点に係る状況） 

情報リテラシー，プログラミング，数値計算，ネットワーク関連等の情報教育及び情報機器

による学習補助のため，情報教育センターが設置されている。情報教育センターのシステムは

2002 年３月に更新され，第１端末室 49 台，第２端末室 21 台，AVC 室 49 台，図書館に 20 台の

計 139 台のパーソナルコンピュータ（以下，PC と略記）がネットワークに接続され，情報教育

センター内に設置されたサーバにより集中管理している。同センター本館は 8:30～18:00 まで

開館されており，学生が自由に利用できる。情報端末としての利用方法は「利用の手引き」，

掲示等により周知されている（資料８－１－②－１）。１年次に行う授業の情報処理基礎にお

いて，情報セキュリティに関する事項も教育している。 
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     資料８－１－②－１

情報教育センターの利用について 

（出典：情報教育センター利用の手引き，pp.4-7）
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2001 年度から 2005 年度までの授業における情報教育センター本館及び AVC 室は，よく使用さ

れており，特に同センター本館は 80％前後の高い利用率を維持している（資料８－１－②－

２）。また，利用アンケートを実施し，学生のニーズを収集している（資料８－１－②－３）。

学生の要望に応えて図書館に PC 端末を設置した。 

 

資料８－１－②－２
表 3-1-2 情報教育センター利用状況（時間／週） 

情報教育センター本館 
年 度 全授業時間/週 

（第１端末室） （第２端末室）
AVC室 備   考 

前期 34 28 (82.4) 11 (32.4) 
2001 

後期 34 30 (88.2)  9 (26.5) 
 

前期 38 32 (84.2) 18 (47.4) 
2002 

後期 38 30 (78.9) 22 (57.9) 
 

前期 38 32 (84.2) 12 (31.6) 30 (78.9) 
2003 

後期 38 32 (84.2)  8 (21.1) 22 (57.9) 

2003年度より第１・第２
端末室として利用 

 
前期 38 28 (73.7) 16 (42.1) 24 (63.2) 

2004 
後期 38 32 (84.2) 10 (26.3) 30 (78.9) 

 

前期 38 28 (73.7) 16 (42.1) 24 (63.2) 
2005 

後期 38 32 (84.2) 10 (26.3) 30 (78.9) 
 

（ ）内の数値は週当たりの利用時間率[％] 

（出典：自己点検評価報告書第 7報，p.56）

 

資料８－１－②－３
センター利用アンケートについて 

 
１． 授業時間以外の情報教育センターの利用回数（年間） 

 １）０回 ２）２～３回 ３）10 回程度 ４）20 回以上（ 回程度） 

 ２２％  ２４％   ３６％   １６％ 

 ※ 上記項目１の１）の回答者は２の項目について回答したあと４以下の項目を，２）～４） 

 の回答者は３以下の項目を答えて下さい。 

２． 授業時間外に情報教育センターを利用しない理由は何ですか（主なものを１つ）。 

 １）自分のパソコンで間に合う ２）センターに使いたいソフトがない 

  ５６％    ７％ 

 ３）センターが教室から遠い ４）開館時間が短い 

  １６％    ２１％ （※ 項目４へ） 

３． 授業時間外に情報教育センターを利用する目的（主なもの１つ） 

 １）情報教育センターを使った授業の課題・レポート作成 ４８％ 

 ２）情報教育センターを使った授業以外の授業課題・レポート作成 ２９％ 

 ３）クラブ活動  ４）自主学習  ５）その他（   ） 

  ５％  ９％   ９％ 

４． あなたは自分のパソコンあるいは自由に使用できるパソコンを持っていますか。 

 １）ある  ２）ない 

 ８７％   １３％ 

 ※ 上記項目４の１）の回答者は６以下の項目を，２）の回答者は５以下の項目について答 

 えて下さい。 

５． 近い将来，あなたは自分のパソコンを持つ予定はありますか。 

 １）ある  ２）ない 

 ６１％   ３９％ 

６． 情報教育センターまたは自分のパソコンは何に使用していますか。または何に使用した 
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いと考えていますか（主なものを２つ）。 

 １） ワープロ・表計算を使ったレポート作成  ２）英語学習  ３）プログラム作成 

  ３１％      ２％    １１％ 

 ４）電子メール  ５）Web 検索  ６）音楽  ７）デジカメ・DVD などの画像記録 

  ４％  ３３％   １３％    ４％ 

 ８）その他（   ） 

  ２％ 

 

７．今後，本校の情報教育環境の改善を図るために，次のどれを優先させるべきだと考えますか 

（主なものを１つ）。 

 １）情報教育センターの開館時間の延長  ２）図書館センターのパソコン設備の充実 

  ４４％      １４％ 

 ３）AVC ルームの放課後の開放  ４）各教室のネットワーク設備の充実 

  １０％      ２９％ 

 ５）その他（   ） 

  ３％ 

８．図書館センターのパソコン設備が充実するとしたら，授業時間外にあなたは情報教育センター 

と図書館センターのどちらのパソコンを使用しますか。 

 １）図書館センター  ２）情報教育センター  ３）両方とも使用する 

  ２６％    ３０％    ２８％ 

 ４）両方とも使用しない 

  １６％ 

９．図書館センターのパソコンの設置台数（現在５台）を増やす場合，情報教育センターで使える 

ソフト（MS-Office，C++など）以外でインストールして欲しいものはありますか。ある場合は， 

あなたが実際に使用することを想定して，具体的なソフト名を１つ上げて下さい。 

 １）ない  ２）ある（具体的に   ） 

 ８６％    １４％ 

１０．情報教育センターの閉館時刻は次のどれが最もよいと考えますか。あなたが実際に利用する 

ことを考えて答えて下さい。 

 １）17：15（現行のまま）  ２）18：00（昨年度まで開館していました） 

  ７％     ２８％ 

 ３）19：00  ４）20：00  ５）21：00 

 ３０％   １８％   １７％ 

（出典：情報教育センター年報，pp.19-20）

 

学校全体で実質利用されている PC の概数は，2005 年において，学生の実験実習用 250 台，教

員用 200 台，寮生用 200 台，事務用 100 台であり，約 750 台の PC が常時使用されている。情報

教育センターでは，これらの登録 PC の IP アドレス等の整理を行うとともに，将来にわたる PC

台数の増加に備えて保有 IP アドレスを十分確保している。また，ネットワークの安定化を図る

とともに高速化と高容量化のための整備を行っている。2001 年度に，ネットワークのギガビッ

ト化が図られ，その後，事務関係のネットワークの更新，高速大容量の光ファイバーケーブル

の張替え等を逐次実施している。 

ネットワーク管理室は，本校におけるネットワーク運用を管理している。学生全員にログイ

ン名が与えられ，パスワードによりセキュリティ管理を行っている。教職員の PC は学生端末と

は別に，利用方法が規定されている（資料８－１－②－４）。 
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資料８－１－②－４

ネットワーク管理室からのお知らせ  
情報教育センター運営委員会

情報ネットワーク管理室

更新日：2006/04/01 

問い合わせ先一覧 

情報教育センター長 鈴木 三知男（内 7133) ******@ei.nagano-nct.ac.jp 

情報ネットワーク管理室長 藤澤 義範 （内 7083） ******@ei.nagano-nct.ac.jp 

情報ネットワーク管理室 為末 隆弘 （内 7090) ******@ei.nagano-nct.ac.jp 

情報ネットワーク管理室 秋山 正弘 （内 7062） ******@ee.nagano-nct.ac.jp 

DHCP の申請  ******@nagano-nct.ac.jp 

ネットワークに関する技術的な質問  ******@nagano-nct.ac.jp 

 問い合わせはできる限りメールでお願いいたします。DHCP の申請や質問については、個人に直接行うのではな

く、useradmin, または、netsysad 宛にメールでお願いいたします。  

 電話での問い合わせは緊急を要する場合のみにしてください。  

★利用方法の手引など  
■一般的な諸注意  

• ネットワークのトラブル解消法 
    メールが見られない、インターネットに接続できないなどのネットワークに関するトラブル解消法について 

• ネットワーク利用上の注意（メール,www使用上の注意） 
    メールや wwwを利用する上での注意事項など  

• ファイアウオール設置と学外からのアクセス方法について 
    ファイアウオールによるアクセス制限と、学外から校内サーバへのアクセス方法について  

■教職員に関する事  
• メールパスワードの変更（教職員用） 

    教職員が使用しているメールのパスワードの変更について  
• 個人用ホームページ作成（教職員用） 

    教職員が個人用ホームページを開設する手順について  
• ネットワーク端末の接続（教職員用） 

    教職員が校内ネットワークに端末機器を設置する場合の利用基準と申請方法などについて  

■学生に関する事  
• ネットワーク機器接続の手引(寮生用) 

    寮に寄宿する学生が寮内ネットワークに端末機器などを接続して利用する場合の利用基準と申請方法など  

★技術資料  
• DHCP接続における端末設定方法 

    校内ネットワークに DHCP端末を接続する場合の各種設定方法など。  

（出典：本校のウェブサイト，http://www.nagano-nct.ac.jp/NETSYSAD/index.html）
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また、セキュリティポリシーが制定され，通信の維持とセキュリティの確保がなされている

（資料８－１－②－５）。 

 

資料８－１－②－５

情報セキュリティポリシー抜粋 

１ 総則 

1-1 目的 

本校における教育・研究の支援活動を安定的かつ効率的に推進するためには，情報資産のセキュティ

を確保することが必要不可欠である。 

そのために，本校の情報セキュリティに対して校内外からの侵害の阻止，防止や加害行為の抑止等の

観点から情報セキュリティポリシー（以下「ポリシー」という。）を策定し，本校の情報資産をあらゆ

る脅威から守るために，基本的な考え方及び方策を定めることを目的とする。 

また，本校が定めるポリシーは，対象者（1-3(2)）で定める対象者）が遵守できるものが適切であ

り，常に評価・見直しを行っていくことが重要である。 

1-2 法令等の遵守 

対象者は，職務及び学術研究の遂行において情報資産を利用する場合，次の法令を遵守し，これに従

わなければならない。 

(1) 不正アクセス行為の禁止等に関する法律 

(2) 著作権法 

(3) 政府機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律等 

1-3 適用範囲 

(1) 情報 

ポリシーにおいて｢情報｣とは，教育・研究・事務情報等の情報システム内部に記録された情報，情報シ

ステム外部の電磁的記録媒体に記録された情報及び情報システムに関係がある書面に記載された情報をい

う｡したがって，作業途上の文書も適用対象であり，書面に記載された情報には，電磁的に記録されてい

る情報を記載した書面(情報システムに入力された情報を記載した書面，情報システムから出力した情報

を記載した書面)及び情報システムに関する設計書が含まれる｡ 

(2) 対象者 

ポリシーの対象者（以下「対象者」という。）は教職員，非常勤教職員，学生，研究生，産学連携等契

約に伴う民間等からの受入研究員，契約により操作等を認められた事業者及び最高情報セキュリティ責任

者の許可を受けた者。 

(3) 器材 

本校に設置されている情報機器，対象者及び本校で開催される講習会・研修会等で参加者が持ち込む情

報機器。 

（後 略） 

 

（出典：長野工業高等専門学校 情報セキュリティポリシー 抜粋）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 情報ネットワークに関するセキュリティポリシーが規定されている。 

学生が使う端末は，すべて情報教育センターによって，適切なセキュリティ管理がなされてい

る。授業においても，情報セキュリティについて教育が行われている。 
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 学生数に対して十分な端末数があり，豊富なアプリケーションソフトが用意され，常時インタ

ーネットに接続できる等インフラが整備されている。 

アンケート結果から，学生は授業の課題・レポートの作成，ウェブによる検索等情報端末とし

てPCを有効に活用している。また，学生の要望にも応えている。 

教職員のPCもネットワークに接続され，電子メールによる学内外の連絡を含め教育研究に活用

されている。 

以上のように，情報ネットワークが整備され，十分なセキュリティ管理の下に有効に活用され

ている。 

 

観点８－２－①： 図書，学術雑誌，視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料が系統的に整備

され，有効に活用されているか。 

（観点に係る状況） 

図書館は学生・教職員等の学習，教育・研究のための資料や情報を提供している。図書館には

現在，和漢書 64,467 冊，洋書 10,380 冊，和雑誌 214 種，洋雑誌 168 種の蔵書がある。毎年蔵

書の充実に鋭意つとめている（資料８－２－①－１）。2004 年度には全教員による蔵書確認を

行って不要図書を整理し，前後して，約 800 冊の書籍を新規購入した（資料８－２－①－２）。

うち，410 冊が備品図書である。また，学生からの要望により，随時図書を購入している。DVD

や CD 等視聴覚資料の整備も行っている（資料８－２－①－３）。蔵書のオンライン検索，無線

LAN の導入，電子ジャーナル（Science direct 等）の利用等，電子図書館化の促進を行ってい

る（資料８－２－①－４）。 

 

資料８－２－①－１
蔵書数（増加冊数）の推移 

和  書 洋  書  
 
年度 購入 寄贈 その他 小計 購入 寄贈 その他 小計 

計 

2001 279 28 66 373 30 20 5 55 428
2002 338 46 61 445 12 8 27 47 492
2003 175 145 48 368 44 6 0 50 418
2004 176 135 80 391 7 12 0 19 410
2005 123 124 30  277 11 1 0 12 289
合計 1,091 478 285 1,854 104 47 32 183 2,037

（出典：学生課図書係作成資料）
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資料８―２―①―２

 

 
 
（出典：図書館ニュース第６９号 抜粋）

 

８－２－①－３
マルチメディア資料増加数の推移 

 
年度 DVD VHS CD-ROM LD-CD 

2001 21  4 5  0
2002 39  0 0  1
2003 51 22 0  1
2004 30  5 0  0
2005 27    0   4  7
合計  168  31  9 9

（出典：学生課図書係作成資料）
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資料８－２－①－４

電子ジャーナル利用上の注意  
 
長野高専所属の教職員・学生の利用に限ります。 
出版社とのライセンス契約により以下の行為は厳しく禁止されています。 
一個人の不注意な行為であっても，契約違反とみなされ学校全体からのアクセスがすべて停止されることがあります。
以下の注意事項を守ってご利用くださるようお願いいたします。 
□大量のダウンロードやプリントアウト。 
□個人利用以外での目的で使うこと。 
□営利・非営利を問わず複製・再配布すること。 
□著作権を侵害すること。 

JDreamII 
科学技術振興機構 
（長岡技術科学大学） 

科学技術、医学に関する、学術論文や解説的記事などの文
献情報を幅広く検索できます。 

サイエンス・ダイレクト 
SCIENCE DIRECT 
（長岡技術科学大学） 

Science Directは、エルゼビアが提供する世界最大の電子ジ
ャーナル 
サービスです。エルゼビアグループが発行する 1,700以上
の科学・技術・医学・社会科学分野のジャーナルのうち約
1,000誌のフルテキストが利用できます。 

 
［KANON］ 

（長岡技術科学大学） 

検索対象は全世界で発行されている約 16,000誌の外国雑誌
の目次情報です。全分野を網羅しているため，工学以外の
分野（数学、語学、社会科学等）も含め，全学的に広くご
利用いただけます。  
なお，目次情報に加え，高専と技大で契約している電子ジ
ャーナルの 
フルテキストへのリンク機能を持ち，目次情報から直接フ
ルテキストへアクセスできます。 

MathSciNet 
（American Mathematical Society） 

(長岡技術科学大学) 

一般科（数学）のご厚意により，校内での利用も可能にな
りました。 
AMS（American Mathematical Society：米国数学会）が提供
する、世界の数学文献をカバーする包括的な書誌・レビュ
ーデータベースです。 
丸善が提供するマニュアルを参考にご利用ください。 

GeNii 
NII学術コンテンツ・ポータル 
（国立情報学研究所） 

国立情報学研究所がさまざまなサービスで提供しているコ
ンテンツを始めとした国内外の有用な学術情報資源を連携
させた，NII学術コンテンツ・ポータル。現在，内容・機
能の検討・開発中。 

ＮＡＣＳＩＳ Ｗｅｂｃａｔ 
（国立情報学研究所） 

全国の大学図書館等が所蔵する図書・雑誌の総合目録デー
ターベースです。無料   

Webcat Plus 
（国立情報学研究所） 

NACSIS Webcatのデータベースのうち日本語図書と
「BOOK」データベースを統合して構築したデータベース
です。無料 

CiNii 
（国立情報学研究所）  

NII論文情報ナビゲータ 
学協会で発行された学術雑誌と大学等で発行された研究紀
要の両方を検索し、検索された論文の引用文献情報（どの
ような論文を引用しているか、また、どのような論文から
引用されているか）をたどったり、本文を参照したりする
ことができます。 
一部有料・利用登録が必要な機能やコンテンツがあります
検索や一部本文の利用は無料・登録不要です 

国立国会図書館 資料の検索 蔵書検索・雑誌記事検索など求める資料を探すための目
録・書誌が利用できます。無料 

特許電子図書館（特許庁） 特許庁が保有する特許情報のデーターベース無料 

Ｏｎｌｉｎｅ Ｊｏｕｒｎａｌｓ 
  （北海道大学図書系職員による研究会）

国内の大学図書館等が所蔵する雑誌の所蔵情報が検索でき
る。無料 

インターネット学術情報インデックス 試行
版 

（東京大学附属図書館） 

Index to Resources on Internet(IRI) 
インターネット上の学術情報源を蓄積し、検索できる。無
料 

豊田中央研究所 R&Dレビュー 
（株式会社豊田中央研究所） 

豊田中央研究所の技術報告。1995年からの論文全文が PDF
形式で閲覧できる。キーワード等からの検索もできる。無
料 

信州大学研究者総覧  信州大学各学部の各教官のデータにアクセス検索できる。

オンライン学術用語集 
 （国立情報学研究所） 

『学術用語集』に収録されている学術用語が検索できる。

（出典：本校のウェブサイト，http://www.lib.nagano-nct.ac.jp/rink/jya-naru.htm）
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開館時間は平日８時 30 分から 20 時で，土曜日及び長期休業中も 17 時まで利用できる。また，

定期試験前２週間は開館時間を 21 時まで延長している。 

利用促進のため，毎年，読書感想文コンクールを実施し優秀作品を選考している。同コンクー

ルの優秀作品や新規購入図書や利用状況等図書館全般の広報誌として「図書館ニュース」1400部

を発行している（資料８－２－①－５）。 

 

資料８－２－①－５

 
（出典：図書館ニュース第70号 抜粋）
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以上のような多面的な図書館環境の整備によって，図書館の利用者数は年々増加している。

（資料８－２－①－６）。 

 

資料８－２－①－６
表 3-3-4 図書館利用状況 

年度 入館者数(人) 開館日数

（日） 
1日当たり 
入館者数 

図書貸出冊数 
（冊）    

2001  55,449  268 207    3,777 

2002   54,807  272  201    3,948 

2003  45,171  271  167    3,520 

2004  46,570   275   169      4,108 

2005  60,077   276   218  5,105 

 
夜間開館の利用状況 

利用者数（人） 貸出冊数（冊） 開館  
年度 年 間 １日平均 年 間 １日平均 日 数 

2001  8,652   49  761   4    177

2002 8,025   47  638   4    172

2003  6,245   37  544   3    168

2004  7,270   43  691   4    171

2005  11,292    64   787   4    176

 
土曜開館の利用状況 

利用者数（人） 貸出冊数（冊） 開館  
年度 年 間 １日平均 年 間 １日平均 日 数 

2001  1,489   55 116     4      27

2002   2,336   79  165     6      30

2003  1,844   56  133     4      33

2004  1,937   59  160     5      33

2005  3,317     101   184     6      33
 

 

マルチメディアコーナーの利用状況 

 メディアコーナー インターネット 無線 LAN 

2001        313    1,030  

2002        292    1,738  

2003        164    1,213       31 

2004        218    1,300      132 

2005         66    5,254      306 
        無線 LANは 2003年より実施。2005年はメディアコーナーから PC利用者数を分離 

（出典：学生課図書係作成資料）
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（分析結果とその根拠理由） 

和漢洋書合わせて約 75,000 冊，和洋雑誌約 380 種の蔵書を有し，その大部分が理工学分野で

数学，物理，化学，機械，電気電子，情報，土木建築等各学科の専門分野に係るもので，専門

書を含め教育研究上に必要な書籍，資料が揃っている。オンライン検索，電子ジャーナルやマ

ルチメディア資料の充実も進んでいる。このように整備された環境のもと，毎日約 200 人の多

くの利用者があり，特に夜間や土曜の利用者が増加している。図書貸出冊数も増加傾向にあり，

図書館は有効に活用されている。 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

・ ゆったりと広い敷地があり運動場も広く，緑が多く教育環境が整備されている。 

・ 各屋内施設が効率よく配置されるとともに多くの施設が渡り廊下で接続されて屋外に出な

いで移動ができ，時間割に従って教室等を移動して学習を行う上で便利である。 

・ 情報ネットワークは全国高専の中でも早くから手がけられており，情報端末，ネットワー

ク利用環境，管理等の面で優れている。 

・ 図書館もオンライン検索，電子ジャーナル，マルチメディア資料等のネットワークを使っ

ての環境整備が進み，便利に利用されている。 

 

（改善を要する点） 

・ 低学年の教室が狭く対策が必要である。 

・ 老朽化した施設・設備があり，継続的な見直しと改修が必要である。 

 

（３）基準８の自己評価の概要 

 高等専門学校設置基準に基づき，施設，設備の整備を行っている。学生数に対して教育課程の

実現にふさわしい十分な敷地面積があり，運動場等も広く緑が多く，ゆったりとした教育環境が

整備されている。各施設が効率よく配置されるとともに，多くの施設が渡り廊下で接続されて屋

外に出ないで移動ができるため，学習を行う上で便利である。稼働率からみて，教室を始め特別

教室，各センターは授業等で常時使用されており，有効に利用されている。学内の各施設は学生

数に対して十分な設備が揃うとともに学生がいつでも使えるようになっており，放課後の学習等

盛んに利用されている。各施設は休日等授業時間外でも，構内施設・設備使用願を申請して，ク

ラブ活動等課外教育活動に利用されている。各学科には専門教育を行う上での設備が整えられ，

利用されている。このように各施設は学習を行う上で十分に整備されており，有効に活用されて

いる。 

情報ネットワークに関するセキュリティポリシーが規程されている。学生が使う端末は，すべ

て情報教育センターによって管理されており，適切なセキュリティ管理がなされている。学生数

に対して十分な端末数があり，豊富なアプリケーションソフトが用意され，常時インターネット

に接続できる等インフラが整備されて，学生は授業の課題・レポートの作成，ウェブによる検索

等，情報端末としてPCを有効に活用している。教職員のPCもネットワークに接続され，電子メー

ルによる学内外の連絡を含め教育研究に活用されている。このように，情報ネットワークが整備

され，十分なセキュリティ管理の下に有効に活用されている。 
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和漢洋書合わせて約 75,000 冊，和洋雑誌約 380 種の蔵書を有し，その大部分が理工学分野で

ある。これらは数学，物理，化学，機械，電気電子，情報，土木建築等各学科の専門分野に係

るもので，専門書を含め教育研究上に必要な書籍，資料が揃っている。書籍は日本十進分類法

により系統的に整理され，書庫には分野の案内を掲示して，利用者が書籍を探しやすいように

なっている。オンライン検索，電子ジャーナルやマルチメディア資料の充実も進んでいる。こ

のように整備された環境のもと，毎日約 200 人の多くの利用者があり，特に夜間や土曜の利用

者が増加している。図書貸出冊数も増加傾向にあり，図書館は有効に活用されている。 
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基準９ 教育の質の向上及び改善のためのシステム 

 

（１）観点ごとの分析 

観点９－１－①： 教育の状況について，教育活動の実態を示すデータや資料が適切に収集・蓄

積され，評価を適切に実施できる体制が整備されているか。 

（観点に係る状況） 

本校における教育の質の向上については，長年にわたって教務委員会が中心となって企画・

提案し，全教員による検討・承認を経て実施してきた。さらに 2003 年度より専攻科が設置され，

専攻科における教育の改善は，専攻科運営委員会が実施している。2003 年度末からは，学内全

体の教育改善をより効率的・効果的に行うために教育改善委員会を設置し，教務委員会及び専

攻科運営委員会と協調しながら資料収集，自己点検作業を行って評価・改善を推進している。

2006 年度からは，第三者評価対応委員会を設置し，教育改善委員会から第三者評価対応業務や

資料の収集・蓄積などに関する業務を引き継いだ（資料９－１－①－１）。 

 

資料９－１－①－１

長野工業高等専門学校教育改善委員会規則  
（趣旨）  

第 1 条 この規則は，長野工業高等専門学校（以下「本校という。」内部組織規則第 13 条第２項の規定に基づき，本校教育

改善委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営等に関し必要な事項を定める｡  

（職務）  

第２条 委員会は，本校の教育改善に関する次の事項について，調査審議し，必要な業務を行う。  

（１） 本校の教育システムの点検評価に関すること。  

（２） 教員の教授内容・方法を改善し，教育水準を向上させるための組織的な取り組み（ＦＤ）の推進に関すること。  

（３） 校長が必要と認めた事項に関すること。  

（組織）  

第３条 委員会は，次の掲げる者で組織する。  

（１） 校長が必要と認める者  

（２） 学生課長  

２ 前項第１項に掲げる委員は，校長が指名する。  

（任期）  

第４条 前条第１号の委員の任期は１年とし，再任を妨げない。ただし，欠員が生じたときの後任者の任期は，前任者の残

任期間とする。  

（委員長及び委員会の招集等）  

第５条 委員長は，委員のうちから校長が指名した者をもって充てる｡  

２ 委員長は，委員会を招集し，その議長となる｡  

３ 議長に事故あるときは，あらかじめ委員長が指名した者が代行する｡  

（委員以外の者の出席）  

第６条 委員長は，必要あると認めたときは，委員会に委員以外の者の出席を求め，意見を聴くことができる。  

（補則）  

第７条 委員会の審議事項のうち，重要なものについては，本校運営会議の議を経なければならない。  

２ この規則に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，別に定める。  

（庶務）  

第８条 委員会に関する庶務は，学生課において処理する。  

附 則  

１ この規則は，平成 17 年４月１日から施行する｡  

２ 長野工業高等専門学校教育改善委員会規程（平成 16 年１月７日制定）は廃止する。  

附 則  

この規則は，平成 18 年４月３日から施行し、平成 18 年４月 1日から適用する。 

 

（出典：長野工業高等専門学校教育改善委員会規則）

 

試験問題や答案・成績評価履歴書，レポート，小テストなど教育活動の具体的な資料・データ

の収集・保管は，第三者評価対応委員会が規定に基づいて組織的に行っている（資料９－１－①

－２）（資料９－１－①－３）。 



長野工業高等専門学校 基準９ 

 - 229 -

資料９－１－①－２

第三者評価対応委員会のエビデンス収集に関する連絡 

 
 

（次ページに続く）
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（出典：平成 18 年度教員会議資料，No.3）
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資料９－１－①－３

収集した資料の保存例 

 

（出典：教育改善資料室，写真）

 

第三者評価対応委員会（教育改善委員会）は，シラバスに従って試験が実施されているか，成

績評価が適切に行われているか，また，試験レベルが適切であるかなど，収集されたデータを点

検・評価し，教育活動が適切に行われているか確認している（資料９－１－①－４）（資料９－

１－①－５）。 
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資料９－１－①－４

試験問題等保管表紙 

        

     試験問題等保管表紙   

 
（平成 18 年度 前期中間・前期期末・後期中間・後期期末） 

   （いずれかを○で囲む）   

        

 科目名         

        

 科目コード         

        

 履修学年          工学科      年   

        

                システム専攻      年     

 履修期間        前期 後期 通年 （○で囲む）  

        

 必修選択の別 必修 選択 (○で囲む）  

        

 単位数   単位    

        

 担当者         科   氏名                      

      

        

  最高点           点    

  最低点           点    

  平均点           点    

  ボーダーライン点          60   点 
担当者が合格と

みなす最低点 
 

        

        

   注意事項          

          

   （１）この表紙のあとに次のものをすべて A4 版（コピー可）で綴ってください  

          

 □ 問題用紙       

 □ 模範解答用紙       

 □ ボーダー（60～69 点）のすべての解答用紙     

          

   （２）ボーダーラインがない場合は合格最低レベルを５つ     

   （３）提出先：教務係       

   （４）提出期限：試験終了後 3週間以内      

        

 

（出典：平成 18 年度教員会議資料，No.3）
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資料９－１－①－５

試験問題のレベルチェック 

 
 

 
 

 

（出典：教育改善委員会資料）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 教育活動に関する資料を効率よく収集するシステムは，2003年度より整備され，資料の収集作

業が定着している。このシステムは，第三者評価対応委員会（教育改善委員会）を中心に実施さ

れ，実際に教育活動の実態を示すデータや資料が適切に収集され蓄積されている。収集されたデ

ータは点検・評価され，教育活動の評価が適切に実施できる体制が整備されている。 

 

観点９－１－②： 学生の意見の聴取（例えば，授業評価，満足度評価，学習環境評価等が考え

られる。）が行なわれており，教育の状況に関する自己点検・評価に適切な

形で反映されているか。 
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（観点に係る状況） 

授業内容や授業方法などを改善し，学生が学習内容をより理解しやすいものとするために，本

校では1997年度から学生を対象とした授業評価アンケートを行っている。アンケートの方法や内

容に改善を重ね，2003年度に現行のスタイルに定着した。さらに，2004年度からは，各授業開講

期間の中間と最終で２回のアンケートを実施し，授業に関する学生の自己評価，授業に関する教

員に対する評価及び授業への要望を収集している（資料９－１－②－１）（資料９－１－②－

２）。 

 

資料９－１－②－１

平成 18年 5 月 26 日

教員各位 

非常勤講師各位 

教務主事・専攻科長 

平成 18 年度 第１回授業評価アンケート実施について（依頼） 
 
 日頃、教育改善についてご協力をいただきましてありがとうございます。 
さて、長野高専のより良い教育を目指して全科目について、学生による授業評価アンケートを実施いたします。お忙

しいところ恐縮ですが、ご協力をお願い申し上げます。 
なお、ご質問・ご意見のある方は、教務主事・専攻科長までご連絡ください。 
 

・調査目的 

（１） 学生に対して、より質の高い教育を行うために、学生の意見や要望を調査・分析し、授業改善に役立てる。 

（２）学生自身に、授業に対しての自己評価を行わせ、今後の授業への取り組み意識向上に役立てる。 

 

１． 実施科目 

・ 前期科目(非常勤担当科目も含む)を対象とする。ただし、特別研究、卒業研究、実務訓練を除く。また、本科

で１教員が同一科目で複数クラスを担当する場合は、その内１クラスのみを対象とする。 

２． 実施者 

・ 教員が自分の授業担当科目についてアンケートを実施する。公正を期すために、授業開始直後にマークシート

（調査票）を学生に配布し、簡単な説明の後、退室し、１０分後から授業を再開する。 

３． 実施時期 

・ 実施は、本科・専攻科ともに、定期試験前の授業（ 5 月 29 日（月）から 6 月 9 日（金）まで）に必ず行う。 
４． 実施方法 

・ 教員は授業開始直後にマークシートを配布する。マークシートは、講義用（赤い字）と実験実習用（青い字）

があるので、対応したものを教務係または非常勤控え室よりもってくる。体育と英会話は、項目の無いマーク

シートを使用し、項目は学生にその都度配布する。 

・ 授業評価アンケート表紙（図１）に必要事項を書き、ルーム長（専攻科は代表学生）に、輪ゴムと一緒に渡

す。 

・ 配布後、以下の項目について説明した後に、退室する。 

A) シラバスに記載された科目コード（８桁）を板書し、マークシートには、番号欄に右詰めで、科目

コードのうち下７桁のみを記入する。 

B) 学生は、アンケート項目を参照してマークシートに回答する。回答は該当番号を明確にマークす

る。余計なことは記入しない。特に不真面目な態度で臨んでいる学生がいるので、真剣な態度でき

ちんと回答するよう指導する。 

C) アンケート項目は、５グループ(Ａ：学生の達成度自己評価、Ｂ:授業中の教え方について、Ｃ:教

材・設備の充実度、Ｄ：授業全体に関して、Ｅ：改善点)で構成されている。ただし、今回は項目

Ｅを除く。 

D) 自由記入欄に、この授業における自分の反省点および今後の学習への反映と学校（施設・設備）や

この授業の教員への要望について書くように指示する。 

E) １０分間で記入し、ルーム長（専攻科は代表学生）に提出する。ルーム長（専攻科は代表学生）は

授業終了後、マークシートをアンケート表紙とともに輪ゴムで止めて教務係に速やかに提出する。 

・ １０分後に教室に戻り、授業を開始する。 

・ 体育と英会話は、アンケート項目用紙を学生に配布し、アンケートを実施する。アンケート項目用紙は、アン

ケート終了後、担当教員に返す。 

５． 公開 

・ 授業評価アンケート結果を教員、学生、一般社会に公開する。 

（出典：教務委員会資料）
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 資料９－１－②－２
授業評価アンケート用紙 

 
（出典：授業評価アンケート用紙，教務委員会）

 

授業担当教員が１度目のアンケートの際に学生の要望を知り，分析して改善を要する項目を見

直し，２度目でこの内容が反映されたか点検できるシステムにしている。教員は授業アンケート

結果を分析し，学生に対してコメントを提示するとともに授業改善を行っている（資料９－１－

②－３）。 
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資料９－１－②－３

授業評価アンケートに対する教員のコメント 

 

（出典：平成 17 年度前期末アンケート結果および教員コメント）
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学生会・寮生会・留学生会との意見交換会を毎年，それぞれ一度以上実施して学生の要望を聴

取し，教育改善に反映している（前出資料７－１－③－１）。学生が電子メールによって学校側

に意見や要望を伝える，メール目安箱と呼ぶシステムもある（前出資料７－１－③－２）。 

これらのことは自己点検評価報告書にも記載した（資料９－１－②－４）。 

 

資料９－１－②－４
7-2 学生の評価による授業改善 

 授業内容や授業方法などを改善し、学生が学習内容をより理解しやすいものとするために、本校では 1997
年度から学生を対象とした授業評価アンケートを行っている。年度毎にアンケートの方法や内容に改善を重

ね、2003年度に現行のスタイルに定着した。さらに、2004年度からは、各授業開講期間の中間と最終で２回
のアンケートを実施している。このアンケートでは、授業に関する学生の自己評価、授業に関する教員に対す

る評価および授業への要望を収集している。これらの集計結果は、それぞれ担当教員に配布され、その後、教

員からの学生の評価に対するコメントを収集している。この集計結果と教員のコメントを全科目についてまと

めたものが、学生に開示されている。これらの資料をもとに分析してまとめた報告書は、Webを媒体として一
般に公開している。 
なお、この授業評価アンケートのほかに、学生からの要望を聞くシステムとして、メールによる学生の意見

の集約システムを 2004年 10月より稼動した。また、学校側と学生側の意見交換会を通じて学生の要望を汲み
上げる仕組みも機能している。これらのシステムを通して得られた学生の意見も、授業改善に反映されてい

る。 

（出典：自己点検評価報告書第 7報，p.91）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 授業アンケート，学生との意見交換会，メール目安箱など，学生の意見の聴取が行われている。

授業アンケートによる授業評価，満足度等を分析し，授業改善に反映されている。また，意見交

換会，メール目安箱で出た学生の意見・要望について検討し，回答するほか教育環境等の改善が

行われている。 

このように学生の意見を聴取するシステムが機能し，自己点検・評価に反映されている。 

 

観点９－１－③： 学外関係者（例えば，卒業（修了）生，就職先等の関係者等が考えられ

る。）の意見が，教育の状況に関する自己点検・評価に適切な形で反映されているか。 

（観点に係る状況） 

 外部関係者からの意見は，教育改善委員会が2004年に卒業生と企業・官公庁に対して教育改善

に関するアンケートを実施した（前出資料６－１－⑤－１）（前出資料６－１－⑤－２）。また，

外部の有識者から意見聴取を行い，2003年に自己点検評価委員会（現在は運営会議に統合）が外

部評価報告書第1報を編集した（資料９－１－③－１）。外部評価委員会は参与会と改め，2004

年12月に第１回，2005年５月に第２回，2006年１月に第３回参与会を開催し，外部からの評価・

意見を参考して改善活動を行った（前出資料６－１－⑤－３）。委員会の整理統合等はその改善

活動の一例である（資料９－１－③－２）。また，地域共同テクノセンターにおける活動やイン

ターンシップ事業を通じて意見が寄せられている（資料９－１－③－３）。 
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資料９－１－③－１

 

 
（出典：外部評価報告書第 1報，表紙，p.28）

 

資料９－１－③－２

委員会の整理統合に関する運営委員会議事録 

 

（後 略） 

（出典：平成 16 年度第 14 回運営委員会議事録）
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資料９－１－③－３

インターンシップ交流会（実務訓練報告会） 

 

（出典：実務訓練報告書 抜粋）
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（分析結果とその根拠理由） 

 教育改善委員会が企業・官公庁，卒業生に対してアンケートを実施するほか，参与会が定期的

に開催され有識者から意見を聴取するシステムがある。聴取した意見・要望をまとめた外部評価

報告書の中では，本校卒業生を受け入れている産業界，編入先である大学から良好な評価を受け

ていることが述べられている。これらの意見をもとに運営会議で検討を行って改善活動を実施し，

教育の状況に関する自己点検評価に反映されている。 

 

観点９－１－④： 各種の評価（例えば，自己点検・評価，教員の教育活動に関する評価，学生

による達成度評価等が考えられる。）の結果を教育の質の向上，改善に結び

付けられるようなシステムが整備され，教育課程の見直しなど具体的かつ継

続的な方策が講じられているか。 

（観点に係る状況） 

 教育改善委員会が中心となり，教育活動の評価結果を改善に結びつけるシステムができている

（資料９－１－④－１）。教務委員会及び専攻科運営委員会が教育活動の計画を立て（PLAN），

各教員，各委員会，各センター等が実践（DO）する（資料９－１－④－２）（資料９－１－④－

３）（資料９－１－④－４）。教員自身及び関連部署の活動状況，学生及び学外関係者の意見，

要望等を教育改善委員会が収集し，評価・分析（CHECK）して，改善案を指示（ACTION）する安

定，継続的な教育改善サイクル（PDCAサイクル）を構築している。 

 

資料９－１－④－１

教育点検システム 

図 6－1 教育点検システムと教育改善委員会の役割（再掲） 

（出典：JABEE 自己点検書（本文編）2005 年度版，p.63）
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資料９－１－④－２

教務委員会による教育活動の立案 

 
（中 略） 

 
（後 略） 

（出典：教務委員会議事録）

 

資料９－１－④－３

専攻科運営委員会による教育活動の立案 

 
（後 略） 

（出典：専攻科運営委員会議事録）
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資料９－１－④－４

情報教育センターにおける PC の置換えに関する資料（教育活動の実践） 

（出典：2004 年度第 3回情報教育センター運営委員会 配布資料）

 

 この教育改善サイクルが機能している例として，学外関係者等の意見をもとに，準学士課程４

年次に倫理２単位を，５年次に英語を２単位必須として増加させ，また，高学年の理数系科目の

充実を図るなどの教育課程の変更が挙げられる（資料９－１－④－５）（資料９－１－④－６）。 

  

資料９－１－④－５

教育改善に関連する教務委員会の議事録 

平成 17 年 7月 27 日

平成１７年度 第６回 教務委員会議事概要 

 

日 時 平成１７年７月２５日（月） １５：００～１６：２５ 

場 所 第二会議室 

出席者 委員長他 ９名（藤澤義委員欠席、代理で鈴木三教授が出席） 

欠席者 なし 

議 題 

１．教育課程の改訂について 

・改訂の基本方針について 

・単位計算法の見直しについて 

委員から教育課程の改訂に関する各学科の意見の報告が行われ、委員長から「教育課程改訂について

（案）」について詳細な説明があった後、種々意見交換が行われ、一部を修正し、教育課程改訂の基本方

針が了承された。 

引き続き、委員長から配布資 No.2 により単位計算法の見直しについての説明があり、種々意見交換が

行われた。 

 

次回の教務委員会は、平成 17 年 8 月 30 日（火）14：00 から第二会議室で開催する予定となった。 

以上

（出典：教務委員会議事録）

 



長野工業高等専門学校 基準９ 

 - 243 -

 
資料９－１－④－６

教育改善に関連する教務委員会の議事録 

平成 17 年 12 月 19 日

平成 17 年度 第 12 回 教務委員会議事概要 

 

日 時 平成１７年１２月１６日（金） １６：１５～１８：４０ 

場 所 第 二 会 議 室 

出席者 委員長他 ９名 

欠席者 なし 

議 題 

１．教育課程の改訂について 

各学科委員から、配布資料 No1 に基づき、各学科における教育課程（案）について、説明が行われた

後、種々意見交換が行われた。引き続き、委員長から、前回の委員会で了承された「各学科原案に対す

る今後の方針」に則っていない事項があること及び各委員の意見を踏まえ、次のとおり提案があり、審

議の結果、了承された。 

【委員長提案事項】 

（１）電子制御工学科の専門科目の履修単位を 88 単位から 87 単位に１単位減とし、一般科目と併せて

168 単位とすること。 

（２）環境都市工学科の専門科目の履修単位数を一般科目と併せ 168 単位とすること。 

（３）一般科目の理数系必修科目中、「現代技術概論Ａ」及び「現代技術概論Ｂ」の名称については、

授業担当教員と再度相談し、科目名を決定すること。 

（４）一般科目の理系必修選択科目に「環境科学（1 単位）」を加えること。（ただし、開講は、5 年

後） 

（５）一般科目の必修選択科目において、「1 科目 1 単位以上選択」の場合における 1 単位を超えた科

目の取り扱い（卒業単位にするかどうかを含む）を早急に一般科で検討すること。 

（６）一般科目の必修科目中、「国語」におけるコース選択制の有無については、一般科の回答を得た

上で、決定したいこと。 

（７）一般科目の理系必修選択科目中、「数学特論Ａ」を「数学特論」に、「数学特論Ｂ」を「数学演

習」にそれぞれ名称変更すること。 

（８）教育課程一覧表の備考欄等の字句については、統一した表記にすること。 

以上のことについて、関係する学科等において決定する事項については、早急に委員長まで提出するこ

ととし、委員長がこれらを取りまとめることとする。 

（後 略） 

（出典：教務委員会議事録）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 教育の状況について収集したデータを分析し，改善にフィードバックさせるPDCAサイクルが，

教育改善委員会を中心に構築されており，教育改善のシステムが整備されている。 

観点に係る状況で例示したように，教育改善サイクルが機能しており，安定した継続的なシス

テムであるといえる。したがって，このシステムは教育水準の維持向上に寄与している。 

 

観点９－１－⑤： 個々の教員は，評価結果に基づいて，それぞれの質の向上を図るとともに，

授業内容，教材，教授技術等の継続的改善を行っているか。また，個々の教

員の改善活動状況を，学校として把握しているか。 

 

（観点に係る状況） 

 教務委員会が授業評価アンケートを集計し，結果を各担当教員に知らせている。教員は授業

アンケート結果を分析し，問題点を発見して，授業改善を推進している（資料９－１－⑤－
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１）。個々の教員の分析結果及び授業改善の方法については，教務委員会がまとめて学内に公

表している。また，教育改善委員会（平成 17 年度からは教務委員会で行う）は年度毎の授業評

価アンケート結果報告書をウェブサイトで公表している（資料９－１－⑤－２）。授業公開に

おける参加教員からの感想も，担当教員に対して，質の向上を目指す指針となっている。これ

らの活動は継続的に行われている。 

 

資料９－１－⑤－１

授業アンケートに対する教員のコメントの公開 

 

 

（出典：平成 17 年度前期末アンケート結果および教員コメント）
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資料９－１－⑤－２

授業アンケート結果報告の公開 

１１．教育改善項目 
 
 本校は、教育改善の活動の一環として、以下の活動報告書を公開しています。 
 
(1) 授業アンケート 

• 平成 16年度前期中間授業アンケート(PDF)  
• 平成 16年度前期末授業アンケート(PDF)  
• 平成 16年度後期中間授業アンケート(PDF)  
• 平成 16年度後期末授業アンケート(PDF)  

(2) 教育改善に関するアンケート 

• 平成 16年度国立長野高専の教育改善に関するアンケート報告書 
（企業・官公庁編）(PDF)  

• 平成 16年度国立長野高専の教育改善に関するアンケート報告書 
（卒業生編）(PDF)  

（出典：本校のウェブサイト，http://www.nagano-nct.ac.jp/JABEE/jabee11.html）

 

非常勤の教員についても，上記の改善活動のシステムは，同様に実施されている（資料９－１

－⑤－３）。 

 

資料９－１－⑤－３

非常勤教員への連絡 
平成 18 年 4月 17 日 

非常勤講師各位 
 

授業公開実施のお願い 

教務主事 
 
 毎度本校の教育に，ご高配をいただき誠にありがとうございます。授業公開実施についてご
案内させていただきます。 
 
さて，より良い授業を行うために，教職員が互いの授業を参観し教授方法を改善していくこ
とを目的とした授業公開を別紙の「平成 18 年度 授業公開実施要項」により実施することと
なりました。 
 
授業公開の参観者は本校教職員で、公開の対象となる授業は下記の月日に行われる

本科および専攻科の授業です。公開日には、授業に支障が生じないように教職員が参観
をさせていただきますのでよろしくお願いします。また，非常勤講師の先生方におかれ
ましても，公開日には他の授業を参観することができますので，もしお時間が許すよう
でしたら，ぜひ参観いただき忌憚のないご意見をいただければ幸いです。 

記 
 

第 1回授業公開日 4月 24日(月) 第６回授業公開   10月 16日(月) 
第 2回授業公開日  5月 30日(火) 第７回授業公開   11月 14日(火) 
第 3回授業公開日  6月 28日(水) 第８回授業公開   12月 20日(水) 
第 4回授業公開日  7月 13日(木) 第９回授業公開日  1月 18日(木) 
第 5回授業公開日  9月 8日(金) 第1 0回授業公開日   2月 2日(金) 

以上      

（出典：学生課教務係作成資料）
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 実施した教育改善の内容は，各教員が授業改善報告書としてまとめ，教育改善委員会に提出

している（前出資料５－２－①－５）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 常勤・非常勤の区別なく，教授方法等の課題について授業評価アンケートなどの方法を通じて

改善の目標を見定めて，授業改善に取り組んでいる。個々の教員が学生の授業評価アンケートに

よる結果を分析し，教務委員会がこれらの結果をまとめ，公表している。教育改善した実践例は

授業改善報告書としてまとめられ，個々の教員の改善活動状況を教育改善委員会が把握している。 

このことから，学校組織としても，個々の教員としても，改善活動の状況を把握している。 

 

観点９－１－⑥： 研究活動が教育の質の改善に寄与しているか。 

（観点に係る状況） 

 各教員はそれぞれの専門分野に関連した授業科目を担当しており，授業科目の内容は教員の研

究テーマの基礎となる部分が多い。研究活動を行うことにより各分野における最新の状況を把握

するとともに認識を深め，これをもとに担当科目の内容の見直しを行っている。具体例を挙げる

と，ある教員の専門は中国史であり，深い知見をもとに東洋史の授業を行っている（資料９－１

－⑥－１）。また，画像処理が専門分野の教員は，研究活動で使用した解析手法を授業内容及び

その演習に利用している（資料９－１－⑥－２）。 
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資料９－１－⑥－１

教員の著書題目 
 

久保田和男（共著）『宋代社会の空間とコミュニケーション』(汲古書院 2006). 
 
久保田和男（単著）「宋都開封城内的東部与西部」(中国歴史地理論叢 第 21 巻第 2輯(総第 79

輯)2006). 

 

 シラバス 

 

（出典：平成 18 年度シラバス）
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資料９－１－⑥－２

教員の著書題目 
 

K. Oshida, T. Nakazawa, T. Miyazaki, and M. Endo: "Application of image processing techniques for analysis of 
nano- and micro-space in carbon materials", Synthe. Met., Vol.125, pp.223-230, (2002.1). 

 
押田京一: "画像処理を用いた顕微鏡像の定量化と構造解析～ナノカーボン材料への適用～", 文部科学省教
育通信, No.111, pp.28-29 (2004.11) 

 

 シラバス 

 

（出典：本校のウェブサイト，http://www.nagano-nct.ac.jp/as/syllabus/89821504.pdf）

 

 教育方法に関する研究としては，出席表を用いて，授業における学生とのコミュニケーション

を図り，授業ごとの到達度の評価を学生自身に行わせる手法を考え，実際の授業に取り入れた事

例がある（資料９－１－⑥－３）。 
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資料９－１－⑥－３

教育研究に関する学会発表例 

 

（出典：論文集「高専教育」第 29 号，pp.487-492 抜粋）

 

必修となっている卒業研究は，教員の研究テーマと深くかかわっている（資料９－１－⑥－

４）。卒業研究は，教員の指導のもとで学生が自主的に行う研究活動であり，その研究成果が学

内で発表される。また，学会発表を行う例も毎年見られ，プレゼンテーション能力，思考力など

学生の能力向上に有益である（資料９－１－⑥－５）（前出資料６－１－②－３）。 
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資料９－１－⑥－４

研究活動と卒研テーマ 

 
（出典：学園だより第 125 号）

卒研テーマ名 
 
・今井  翔：適応的マルチエージェントを考慮した動的交通行動シミュレーションの構築 

・岡村 拓三：長野市中心市街地“ふれ愛通り”の導入評価と改善および継続性意向特性に関する分析 

・小川 雄介：情報入手過程を考慮した観光期 P&BR とﾏｲｶｰの利用意思決定に関する分析 

・嶋田 信次：長野市中心市街地“ふれ愛通り”導入の影響を考慮した来街および回遊行動の実態分析 

 

（出典：2005 年度環境都市工学科卒研テーマ）
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資料９－１－⑥－５

卒業研究の学会発表例 

 
（出典：日本機械学会北陸信越学生会第 35 回学生員卒業研究発表講演会後援論文集 抜粋）
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（分析結果とその根拠理由） 

各教員は，研究活動を行うことにより専門分野の新しい情報を得るなど豊かで深い知見をもと

に，わかり易くかつ高いレベルの教育を行っている。専門分野及び教育方法等の研究活動で培っ

た知識，手法等が授業に取り入れられ，教育の改善に活かされている。また，学会等で発表し他

者から批評され刺激を受けることは，教授技術の向上につながっている。 

研究活動は卒業研究の指導に活かされ，関連した基礎及び応用の内容の卒業研究が無理なく進

められている。 

以上のように，研究活動は，教育水準の維持向上，学術進展の教育内容への即応に寄与してい

る。 

 

観点９－２－①： ファカルティ・ディベロップメントについて，組織として適切な方法で実施

されているか。 

（観点に係る状況） 

 本校におけるファカルティ・ディベロップメント（FD）は，学内及び学外で実施されるものが

ある。学内でのFDは，教育改善委員会を中心として，組織的に実施されている（資料９－２－①

－１）（資料９－２－①－２）。また，学外でのFDは，校長と教務主事とが連携し，参加者を選

抜し参加させている（資料９－２－①－３）。ただし，個人が参加を希望する研修については，

校長が許可を与えて参加させている。 

 

 資料９－２－①－１

長野工業高等専門学校教育改善委員会規則  
（趣旨）  

第1条 この規則は，長野工業高等専門学校（以下「本校という。」内部組織規則第13条第２項の規定に基づき，本校教育改

善委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営等に関し必要な事項を定める｡  

（職務）  

第２条 委員会は，本校の教育改善に関する次の事項について，調査審議し，必要な業務を行う。  

（１） 本校の教育システムの点検評価に関すること。  

（２） 教員の教授内容・方法を改善し，教育水準を向上させるための組織的な取り組み（ＦＤ）の推進に関すること。  

（３） 校長が必要と認めた事項に関すること。  

（組織）  

第３条 委員会は，次の掲げる者で組織する。  

（１） 校長が必要と認める者  

（２） 学生課長  

２ 前項第１項に掲げる委員は，校長が指名する。  

（後 略） 

（出典：教育改善委員会規則 抜粋）
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資料９－２－①－２

表 7-2 内部研修会・講習会一覧（教職員） 

◎2005年度 
名  称 実 施 日 対象者（出席者） 講 師 等 趣     旨 内        容

教育改善におけ

るFD活動等に
関する講演会 

2005年６月 13
日 

（月） 全教員 
茨城工業高等専門学校 
副校長（教務主事） 
     柴 田 尚 志

新入生のメンタルケア意識の高揚

を図る 
講演 

質疑応

答 
 

JABEE受審に関
する講演会 

2005年８月 29
日 
2005年９月 21
日 

（月） 
（水） 

全教職員 
本校 JABEE受審特別プロジ
ェクト 
チームリーダー ほか 

平成 17年度ＪＡＢＥＥ受審に関
しての認識の確認し教員相互の連

携を深める 
講演 

研究討

議 
全体会

議 

知的財産講習会 2005年９月７日 （水） 全教職員 
信州TLO特許事業部長 
     大 澤 住 夫

ほか 
知的財産に関する認識の向上 講演 

事例発

表 
 

長期インターン

シップシンポジ

ウムⅠ 

2005年 11月２
日 

（水） 全教職員 
長野市役所都市整備部 
都市計画課係長 
     上 平 敏 久

平成 17年度現代的教育ニーズ取
組支援プログラム事業の一環とし

て、長期インターンシップによる

実践的技術者教育の定着と活用を

推進させる 

講演 

パネル

ディス

カッシ

ョン 

 

リーダーズ研修

会 
2006年１月 14
日 

（土） 学生相談室員 
大阪教育大学教育学部 
助教授  戸 田 有 一

部活動の活発化を促進させるとと

もに、「ピア・サポート」活動の

意識高揚を図る 
講演 

実技演

習 
 

長期インターン

シップシンポジ

ウムⅡ 

2006年１月 26
日 

（木） 全教職員 
文部科学省高等教育局 
専門教育課長 
     浅 田 和 伸

平成 17年度現代的教育ニーズ取
組支援プログラム事業の一環とし

て、長期インターンシップによる

実践的技術者教育の定着と活用を

推進させる 

基調講

演 

パネル

ディス

カッシ

ョン 

 

学内ＦＤ及び学

生相談研修会 
2006年２月 27
日 

（月） 
学生相談室員、 
教職員希望者 

信州大学教育学部 
助教授  高 橋 知 音

発達障害の学生に対する対応と支

援を図る 
講演 

質疑応

答 
 

ＦＤ研修会 
2006年３月 15
日 

（水） 全教職員 本校教員 
学生に興味を持たせる教授法を考

える 
事例報

告 

パネル

ディス

カッシ

ョン 

質疑応

答 

（出典：自己点検評価報告書第７報，p.93）

 

資料９－２－①－３

表 7-3 外部研修会・講習会参加一覧（2001 年度～2005 年度） 

◎文部科学省及び国立学校等主催 
研 修 ・ 講 習 会 等 名 期   間 参 加 教 員 名 

2002年７月 15日 ～ 2002年７月 26日 電気工学科 村上 義信 豊橋技術科学大学主催高等専門学校 
情報処理教育担当者上級講習会 2003年７月 14日 ～ 2003年７月 25日 一般科 堀内 泰輔 

2001年８月 20日 ～ 2001年８月 21日 

電気工学科 
電子情報工学科 
一般科 
一般科 

村上 義信 
藤澤 義範 
板屋 智之 
林本 厚志 

2002年８月 21日 ～ 2002年８月 23日 機械工学科 宮下 大輔 
文部科学省高等専門学校教官研究協議会 

2003年８月 20日 ～ 2003年８月 22日 
電子情報工学科 
環境都市工学科 
一般科 

伊藤 祥一 
阿部 廣史 
濱口 直樹 

国立高等専門学校機構主催 
高等専門学校新任教員研修会 

2004年８月 18日 ～ 2004年８月 20日 

電子制御工学科 
電子情報工学科 
環境都市工学科 
一般科 

山崎 保範 
鈴木三知男 
松下 英次 
高桑  潤 

国立高等専門学校機構主催国立高等専門学校機構専門

学校教員研修（クラス経営・生活指導研修） 
2005年９月 13日 ～ 2005年９月 15日 

電子情報工学科 
一般科 

荒井 喜昭 
久保田和男 

国立高等専門学校機構主催 
高等専門学校新任教員研究集会 

2005年８月 22日 ～ 2005年８月 24日 

電気電子工学科 
電子情報工学科 
電子制御工学科 
一般科 

秋山 正弘 
為末 隆弘 
中山 英俊 
奥村 紀浩 

（次のページにつづく）
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2001年８月 27日 ～ 2001年８月 28日 

機械工学科 
電子情報工学科 
電子情報工学科 
環境都市工学科 
一般科 

長坂 明彦 
堀内 征治 
鈴木 彦文 
服部 秀人 
児玉 英樹 

2002年８月 29日 ～ 2002年８月 30日 
機械工学科 
一般科 

長坂 明彦 
児玉 英樹 

2003年８月 28日 ～ 2003年８月 29日 

機械工学科 
電気工学科 
一般科 
一般科 

戸谷 順信 
渡辺 誠一 
内山 了治 
児玉 英樹 

2004年８月 26日 ～ 2004年８月 27日 

機械工学科 
機械工学科 
機械工学科 
機械工学科 
電気工学科 
電気工学科 
電子制御工学科 
環境都市工学科 
一般科 
一般科 
一般科 
一般科 
一般科 

植木 良昇 
戸谷 順信 
長坂 明彦 
宮下 大輔 
古川万寿夫 
渡辺 誠一 
鈴木  宏 
松下 英次 
小林 茂樹 
金井 辰郎 
児玉 英樹 
大西 浩次 
濱口 直樹 

国立高等専門学校機構主催 
高等専門学校教育教員研究集会 

2005年８月 25日 ～ 2005年８月 26日 

機械工学科 
機械工学科 
機械工学科 
電気電子工学科 
電子制御工学科 
一般科 

長坂 明彦 
北村 一浩 
宮下 大輔 
古川万寿夫 
鈴木  宏 
児玉 英樹 

2001年８月 30日 ～ 2001年８月 31日 
機械工学科 
電子制御工学科 

戸谷 順信 
鈴木  宏 

2002年８月 29日 ～ 2002年８月 30日 

電子制御工学科 
電子情報工学科 
電子情報工学科 
一般科 
一般科 
一般科 

小野 伸幸 
中澤 達夫 
押田 京一 
前田 善文 
山口 博己 
藤澤 太郎 

2003年８月 26日 ～ 2003年８月 27日 
電子制御工学科 
電子制御工学科 

坂口 正雄 
鈴木  宏 

2004年８月 30日 ～ 2004年８月 31日 
機械工学科 
一般科 

戸谷 順信 
吉野 康子 

関東信越地区国立工業高等専門学校教官研究集会 

2005年８月 25日 ～ 2005年８月 26日 
電子制御工学科 
一般科 

堀内 富雄 
中村 博雄 

2001年８月 23日 ～ 2001年８月 24日 
機械工学科 
電子情報工学科 

倉澤 英夫 
押田 京一 

2002年８月１日 ～ 2002年８月２日 
電子制御工学科 
一般科 

鈴木  宏 
倉島 史憲 

文部科学省主催 
高等専門学校教員研究集会 

2003年７月 31日 ～ 2003年８月１日 
機械工学科 
一般科 

長坂 明彦 
小池 博明 

2004年７月 29日 ～ 2004年７月 30日 電子制御工学科 鈴木  宏 国立高等専門学校機構主催 
高等専門学校教員研究集会 2005年８月 18日 ～ 2005年８月 19日 電子情報工学科 藤澤 義範 
国立高等専門学校協会主催教官研究集会（関東信越地

区） 
2002年９月 26日 ～ 2002年９月 27日 

電気工学科 
一般科 

宮嵜  敬 
中澤 克昭 

国立高等専門学校機構主催 
関東信越地区教員研究集会 

2005年１月 31日 ～ 2005年２月１日 
機械工学科 
一般科 

長坂 明彦 
塚田 修三 

 

（出典：自己点検評価報告書第７報，pp.93-95）

 

 具体的な実施事例として，月に１日の授業公開日を設定し，その日のすべての授業を全教職員

が自由に参観できるようにした（資料９－２－①－４）。参観者は，参観した授業の感想及びコ

メントを記入して教務委員会に提出している（資料９－２－①－５）。 
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資料９－２－①－４

授業公開の通知 
 

発信者：Endoh Norio <  @eu.nagano-nct.ac.jp> 

宛先：  @nagano-nct.ac.jp 

題名：授業公開のお知らせ 

日時：2006 年 6月 21 日 14:35:38 

 

教職員各位 
 
授業公開のお知らせ 
 
 教務委員会では、本年度も授業公開を実施することとし、年 10 回の公 

開日を設定いたしました。第 1回目として、4月 24 日（月）を公開日とし 

ております。教職員の皆様に多数のご参加をお願い致します。 

 参観後は、添付ファイルのアンケート（H18 授業公開アンケート書式） 

をご記入いただき、学生課の環境都市工学科・遠藤のメールボックスま 

でご投函いただきたく、お願い致します。 

 また、授業実施場所場が時間割に記載されている教室、実験室等と異 

なる場合には、遠藤までご連絡いただきたくお願い致します。 

 なお、授業公開の詳細に関しては、本メールの添付ファイル（授業公 

開要領）を参考にしていただきたく、お願い申し上げます。 
 
参考のため、以下に今後の授業公開予定日を記します。 
 
第１回授業公開日 4 月 24 日（月） 

第２回授業公開日 5 月 30 日（火） 

第３回授業公開日 6 月 28 日（水） 

第４回授業公開日 7 月 13 日（木） 

第５回授業公開日 9 月 8 日（金） 

第６回授業公開日 10 月 16 日（月） 

第７回授業公開日 11 月 14 日（火） 

第８回授業公開日 12 月 20 日（水） 

第９回授業公開日  1 月 18 日（木） 

第 10 回授業公開日  2 月 2 日（金） 

 

（出典：教務委員会からの授業公開の通知の電子メール）
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資料９－２－①－５

授業公開のコメント 

 
（出典：授業公開アンケート）

 

また，長野高専教員研修会を開催し，基調講演と分科会を実施している。2005年度は，学科間

及び科目間連携を主題に研修を行った（資料９－２－①－６）。FD研修会を開催し，講演や講習

会などを実施している。2005年度は，教員が教授方法で工夫した事例を紹介した（資料９－２－

①－７）。これらの研修会は，全教員が対象で，実施されている。 

 

資料９－２－①－６

科目間連携に関する教員研修会 
平成 17 年度 長野高専教員研修会 

 
１ 目 的  長野高専におけるＦＤ活動のひとつとして、本研修会（講演および研究討議）を行い、今後の

教育のより一層の充実を図る。 
２ 期 日  平成 17年 8月 29日（月） 
３ 会 場  講演会および全体会議   １００番教室 
        研究討議分科会      会議室および専攻科棟講義室  
４ 対 象  全教職員を対象とする。ただし、研究討議会については、全教員を対象とする。 
５ 持ち物  自己点検書（本文編）、シラバス（H17年度 1学科分）、事前配布資料 
６ 日 程  開会の挨拶    9：00       （１００番教室） 

校長挨拶     9：05 ～  9：15   
        講演       9：20 ～ 12：00   （１００番教室） 
          講師  ＪＡＢＥＥ受審特別プロジェクト  堀内 征治 氏 、 戸谷 順信 氏 
          演題  「ＪＡＢＥＥ受審に向けた自己点検の現状と課題」 

研究討議分科会  13：00 ～ 15：00   
          第１班テーマ：学生の理解度を向上させる授業について 
          主な討議内容： 

① 学習実態・教育指導調査報告書 
② 事前アンケート結果の報告 
③ ２つの資料を基に、教授方法・学生の学習時間増加対策について 
④ 授業評価アンケートおよび公開授業の検討 
⑤ 今後の課題 
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第２班テーマ：教育理念・目標に基づく専攻科・学科間連携について 
           主な討議内容： 

① 教育理念・教育目標・目標とする人材像の確認 
② 各学科の中期目標・アドミッションポリシーの説明 
③ 事前アンケート結果の報告 
④ 学習・教育目標に対する意見 
⑤ アドミッションポリシーを加味した入試制度について 
⑥ 専攻科と各学科および各学科間の連携の検討 
⑦ 今後の課題 

第３班テーマ：数学と専門の科目間連携について 
第４班テーマ：物理・化学と専門の科目間連携について 
第５班テーマ：国語・社会と専門の科目間連携について 
第６班テーマ：外国語と専門の科目間連携について 
主な討議内容： 第３班から第６班 
① 事前アンケート結果の報告 
② 一般科目担当者より、各学年で履修すべき内容の説明。 
③ 専門科目担当者より、各学年で使用する知識の説明。 
④ 一般科目および専門科目に対する要望 
   （具体的に来年のカリキュラムやシラバスへ反映できるような形にする）
⑤ 今後の課題 

全体会議     15：20 ～ 16：20  （１００番教室）  
                   研究討議内容の報告（各班代表者 10分程度） ・ 質疑応答 
        閉会の挨拶    16：20  
 

（出典：平成17年度 国立長野高専教員研修会 実施報告書 

平成 17 年 9 月 16 日 教育改善委員会 抜粋）

 

 

資料９－２－①－７

学生に興味を持たせる教授法 
平成 17 年度 国立長野高専 ＦＤ研修会 

―学生に興味を持たせる教授法― 

 
１ 目 的  長野高専におけるＦＤ活動のひとつとして、本研修会（事例報告およびパネルディスカッション）を行い、

他の先生の工夫している手法（授業改善の紹介）や困っている点などを聞き、自分の今後の教育・授業のよ

り一層の充実を図る。 
２ 期 日  平成 18年 3月 15日（水） 
３ 会 場  電子情報工学科棟５階 100 番教室 
４ 対 象  全教職員を対象とする。 
５ 日 程 （実施要項）  
13:30 開会 （全体の進行・司会：学生課長） 

13:30 あいさつ 井上明俊 校長 

13:40 事例報告 （１名、10 分から 15 分・質疑応答[個々の報告ごとで行う]） 

報告１ ： ＰＢＬ教育について  機械工学科   戸谷順信 

 報告２ ： 出席表の活用     電子制御工学科 鈴木 宏 

 報告３ ： 化学の授業実践例   一般科     板屋智之 
 報告４ ： 授業報告       一般科     金井辰郎 

14:30 休憩 （机を前に並べる。4人が座れるようにする。） 

14:40 パネルディスカッション ： 「学生に興味を持たせる教授法とは」 

コーディネーター： 電子制御工学科 鈴木 宏 

パネリスト   ： 機械工学科 戸谷順信、一般科 板屋智之、金井辰郎 
・パネリストは助言者的なことを行うのではなく、みんな一緒に話し合いをする。 
  （変則的なパネルディスカッションとする） 
① 出席の先生方で、工夫している手法（授業改善報告書の紹介）やオリジナルな素材・教材などがあれ

ば紹介してください。  （数人をこちらから指名する） 
② こんな点が困っているのだが、なにかよい方法はないか。 

   （学生が寝てしまい困っている。力を付けさせるにはすこし厳しくするが評価が低くなる。学生が授

業に興味を持たない。時間割がよくない（体育の後、食事の後の授業）。寮などの生活が乱れてい

る。ゲームをやっている。など） 
③ こんなことをしたら、 学生が授業に興味を持った、授業中寝なくなった。などの紹介。 ①と近い
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話になるが、②と絡めて、行う。 
全体に、いろいろな先生方の工夫点やご苦労話を知り、困っているのは自分だけでない、こんなこと

もしてみたいな、など思えるような会にして行く。 
15:20 あいさつ 堀内征治 副校長（教務主事） 

15:30 終了・解散 （アンケート回収） 
 

６ 参加者 

  参加者人数  ６０名  （内 ： 教員 ５５名、 職員  ５名） 

 

（ 中 略 ） 
 

 

７－２ 事例報告１  ＰＢＬ教育について  機械工学科 戸谷順信 

PBL は問題設定解決型学習法と呼ばれており、Problem Based Learning または Project Based Learning と認識されて

いる。特徴としては、教育目的が従来の知識伝達や問題解決手法の修得ではなく、問題設定能力の涵養にある。学生は、

目的意識を明確にし、グループ学習を行いながら自己管理能力、コミュニケーション能力を養い、問題を設定し解決して

いく能力を身につける。 

本報告は、機械工学科で行われている創造工学実習の実践例を報告しながら PBL 教育とは何かを探っていく。創造工学

実習は、機械工学科 4年生に 4単位の授業として行われており、グループごとにロボット製品の開発を行うものである。

この授業は、企画・構想、設計・製図、加工・組立、評価・報告の実習過程から知財教育、CAD・CAE、TRIZ などの情報メ

ディアの有効活用法を習得しながら創造力・独創性、プレゼンテーション能力、コミュニケーション能力を涵養する教育

を行っている。 

 

７－３ 事例報告２  出席表の活用  電子制御工学科 鈴木宏 

授業を行う際には、必ず出欠席を取っているが、その多くは出席(○)か欠席(×)の記入のみである。学生にコメントな

どを書かせている例は少なく、そのコメントに対して毎時間教員がコメントを返している例はまれであると思われる。 

私の講義科目において、10 年以上に渡り、毎時間「出席表」というＢ５用紙に、一回の授業(90 分)で 1マス（１行）

を使用して、学生がその時間の感想・質問・意見・要望などを書き、教員が次の授業までに、赤字でコメントを書き学生

に返している。 

出席表は、授業への要望・授業中の演習の解答を記入、学生からの質問とその返答を記入、教員・学生双方の進捗度の

把握、個人的な相談・面談の利用、不満の捌け口、最近行ったことや趣味・興味、授業中の気分転換などに利用するため

であり、この出席表により、学生との相互理解を図り、個々の学生が現在考えていること、いま行った授業への要望・質

問などを把握し、よりよい授業を行うために活用したり、１時間ごとの学生の進捗度を確認したりしている。 

 

７－３ 事例報告３  化学の授業実践例  一般科 板屋智之 

化学（２年）の授業において学生の興味を引き付けるために行なっている工夫点を報告した。例えば、これまで化学の

授業では、授業内容を説明する場合に物質の世界を人間の世界に置き換えて説明したり、演示実験に身近なものを用いた

り授業を行なってきた。これらの工夫により、アンケート結果から多くの学生は化学に興味を持ってくれたと考えられ

る。しかしながら、学力が定着していなかったり、一部の学生が授業中居眠りしてしっまたりするといった問題点も抱え

ている。 

（出典：2005 年度国立長野高専 FD 研修会報告書 抜粋）

 

最近の学生は，心の不調を抱えているものが多く，心のケアが必要とされている。学生指導に

おける問題解決のための学内講演会も開かれている。2005年度は，教育改善委員会と学生相談室

の共催により，このような学生に適切に対応できるように，教職員を対象に講演会を実施した

（資料９－２－①－８）。 

 

資料９－２－①－８

FD研修会実施の連絡 
平成18年2月6日 

教職員各位 

   教育改善委員会 戸谷 順信 

   学生相談室   森山 実 

 

｢発達障害のある学生に対する支援等に関する研修会｣の開催について 

 

 平素、FD活動並びに学生相談室活動にご支援とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 
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 さて、本校にも今後、広汎性発達障害PDD(自閉症、アスペルガー症候群など)、学習障害(LD)、注意欠

陥多動性障害(ADHD)を持つ学生が入学してくることが予想され、発達障害とはどのようなものか、対応の

仕方、支援の必要性などについて、教職員も知っておく必要があると思われます。また、このたび、これ

らの学生に対して学校として適切な支援を行うよう義務付けもされました。 

 つきましては、下記のとおり研修会を開催いたしますので、ご多用中とは存じますが、ご出席くださる

ようお願い申し上げます。 

                      記 

 1.名称   発達障害のある学生に対する支援等に関する研修会 

         「発達障害のある学生の理解と支援」 

 2.日時   平成18年2月27日(月) 14：00より約2時間 

         (講演90分、質問15分程度) 

 3.場所   本校100番教室 

 4.講師   信州大学教育学部助教授 高橋知音先生 

 5.参加者   本校教職員 

 6.内容   ・発達障害とはどのようなものか、 

         (特に、自閉症、アスペルガー症候群、学習障害(LD)、 

         注意欠陥多動性障害(ADHD)など) 

       ・対応の仕方、支援の必要性や仕方など 

7.関連事項  平成17年4月1日付けで文部科学事務次官、厚生労働事務次官の連名で、国公私立大学

長、国公私立高専長あてに、「発達障害者支援法について」の通知があり、「発達障害者の状態

に応じ、適切な教育上の配慮をすること」が義務付けられた。本校においてもFD研修などを通じ

て、発達障害に関して理解を深めておく必要があると思われる。 

 

（出典：教育改善委員会資料）

 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 本校におけるFDは，学内及び学外で実施されるものがある。学内でのFDは，教育改善委員会を

中心として，学外でのFDは，校長と教務主事とが連携し，組織的に実施されている。また，個人

の意思でFD研修に参加を認めるシステムもある。 

 2005年度に行われた学内のFD研修会には，66～86％の教員が参加している。また，校長が派遣

した2005年度の学外の研修会への出席者は，31名となっており，学内外の研修会に積極的に出席

している。 

 以上より，FD活動を推進する体制が整備されており，授業の内容及び方法の改善を図るために，

組織として適切な方法で実施されている。 

 

 

観点９－２－②： ファカルティ・ディベロップメントが，教育の質の向上や授業の改善に結び

付いているか。 

（観点に係る状況） 

 教育改善システムのPDCAサイクルの中のFD活動を通じて，教育の質の向上や授業の改善が行わ

れている。 

 観点９－２－①で示した活動において，授業公開での他の教員からのコメントをもとに，授業

改善が行われている。また，教員研修会で実施された科目間連携の結果，2006年度の教育課程編

成に反映された（資料９－２－②－１）。FD研修会で紹介された最新の情報機器を実際の授業で

使用している（前出資料５－２－①－４）。 
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資料９－２－②－１

ファカルディ・ディベロップメントが授業の改善に結びついた例 
 
教員研修会で実施された科目間連携の例（抜粋） 

 

８．５ 第３班テーマ：数学と専門の科目間連携について 

① 討議内容 

 はじめに、司会者から資料について説明があった。6月 29 日に開催された科目間連携会議を踏まえて討論し、

来年度のシラバスに反映できるようにすることが本日の課題である。 

② 検討事項 

・ 数学科案について各学科での問題点を明らかにする。 

・ このあとの科目間連携をどのように進めていくか。 

③ 数学科案について 

 濱口先生が数学科案と現況を説明。ここで３－５年の選択科目の必修科目化と１年の数学演習ＡＢの取扱いが

課題であることが指摘された。 

④ ３－５年の選択科目の必修科目化 

・ 線形代数Ⅱ、確率統計Ⅰの２科目を選択科目から必修科目にする。 

・ 専攻科における学習保証時間を確保するために数学の講義時間を増やす必要がある（JABEE）。ベクトル解

析、フーリエ解析、複素関数論、確率統計Ⅱの４科目が対象。 

・ ３－５年の選択科目の必修科目化については特に異論は出なかった。 

 

（出典：平成 17 年度 FD 研修会の報告書 抜粋）

 

教育課程改訂に科目間連携が反映された実例 
2006.1.4(運営会議)：教務委員会より提示

教育課程改訂について 

改訂の基本方針 

1. 本校中期目標・中期計画に沿った、より充実した教育課程を編成する。 
2. 科目間連携会議等で検討されたもののうち、可能なものを改訂に反映する。 
3. JABEE 受審において指摘された「指導による学習保証時間の確保」を是正する（指導によらずに、学習保

証時間が確保できるようにする）。その他の指摘事項（名称変更等）も可能なものは改訂に反映する。 

4. 従来の単位の計算法で編成を行う。ただし、「高専における単位計算のあり方」についての取り扱いを検
討し、この扱いにも対応できるように編成を考慮する。 

5. 時間割編成上の難易点を極力是正する。 
6. 各学科の教育課程策定に当たり、先修科目、後修科目を吟味する（教科の連携図を念頭において検討す

る）。 

（ 中  略 ） 

主たる改訂事項 

●一般科目および基礎専門科目 

・数学 

   1)線形代数Ⅱ（1単位必修）、確率統計Ⅰ（1単位必修）を 3年次に開講 

   2)確率統計Ⅱ、ベクトル解析、フーリエ解析、複素関数論（各１単位、計 4単位必修）を 4年次、5年次に

開講する。 

 

（出典：運営会議資料（2006.1.4））

 

 発達障害の学生に対する対応と支援を図ることを趣旨とした講演会では，新たな教育活動にお

ける視点が紹介され，教職員の意識が大きく変わった。 

教員は，研修会等に積極的に参加しており，教授法についてさまざまな工夫を凝らすなど，よ

り魅力的な授業とするための準備を行って授業の改善に役立てている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 従来は，各教員は，自主的な改善活動により，授業に工夫を施してきた。これらの改善事例は

他の教員にも有効に利用されることが必要であり，2005年度より，教育改善委員会が中心となっ

て，教員から授業改善報告書としてまとめた。この報告書には，FD活動が教育の質の向上や授業

の改善に結び付いていることが示されている。 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

・ 教育改善委員会を中心とした教育の質の向上及び改善のためのシステムがあり，教育

改善が組織的，継続的に行われている。この中で教育活動の実態を示すデータや資料

が適切に収集，蓄積されている。また，学生の意見や学外関係者，教員相互の意見を

取り入れ，教材，授業技術等の改善を行っている。 

・ 様々なFD活動が全学的に実施されている。 

 

（改善を要する点） 

・ 収集した教育に関する資料の分析を進め，教育活動の改善へ，より有効に反映する必要が

ある。 

・ FD活動については講演や研修会が中心で，教員の教授法の技術アップ等のためのトレーニ

ングに関するものが少ない。 

 

（３）基準９の自己評価の概要 

 教育活動に関する資料を収集するシステムは2003年度に整備され，定着している。このシステ

ムでは，第三者評価対応委員会（教育改善委員会）を中心として，教育活動の実態を示すデータ

や資料が適切に収集されている。蓄積されデータの点検評価が行われ，教育活動の評価を適切に

実施できる体制が整備されている。 

 授業評価アンケート，学生との意見交換会，メール目安箱等，学生の意見を聴取するシステム

が構築され，機能している。授業評価アンケート等による授業評価，満足度等が分析され，授業

改善及び自己点検評価にも反映されている。 

外部に対しては，教育改善委員会が企業，官公庁，卒業生に対してアンケートを実施するほか，

参与会が定期的に開催され有識者から意見を聴取するシステムがある。聴取した意見・要望をま

とめた外部評価報告書の中では，外部から良好な評価を受けていることが述べられている。これ

らの意見をもとに運営会議で検討が行われて改善活動が実施され，教育の状況に関する自己点検

評価に反映されている。 

 教育の状況について収集したデータを分析し，改善にフィードバックさせるPDCAサイク

ルが，教育改善委員会を中心に構築されており，教育改善のシステムが整備されている。

この教育改善サイクルは機能し，安定した継続的なシステムであるため，教育水準の維持

向上に寄与している。 

 教授方法等の課題については，授業評価アンケートなどの方法を通じて改善の目標を見定めて，

授業改善に取り組んでいる。また，教育改善した実践例は授業改善報告書としてまとめられ，教

育改善の活動状況を教育改善委員会が把握している。 

各教員は専門分野及び教育方法等の研究活動で培った知識，手法等を授業に取り入れ，教育の

改善に活かしている。また，研究活動は卒業研究の指導にも活かされ，教育水準の維持向上，学

術進展の教育内容への即応に寄与している。 

 ファカルティ・ディベロップメントが組織的に実施され，教職員は，学内外の研修会に積極的

に参加している。2005年度に教育改善委員会が中心となって，授業での工夫などの改善事例を授
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業改善報告書としてまとめた。この報告書には，FD活動が教育の質の向上や授業の改善に結び付

いていることが示されている。このようにFD活動を推進する体制が整備されており，授業の内

容及び方法の改善を図るために，組織として適切な方法で実施されている。 
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基準１０ 財務 

 

（１）観点ごとの分析 

観点１０－１－①： 学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行できる資産を有している

か。また，債務が過大ではないか。 

（観点に係る状況） 

 本校の資産は，2004年４月の法人化に伴い独立行政法人国立高等専門学校機構法に基づき国か

ら高専機構に承継されたものであり，有している財産は全て自己資産である（資料１０－１－①

－１）。 

 

資料１０－１－①－１

資産一覧表 

   土地、建物等 

所在地 勘定科目 総数量 単位 帳簿価格 

土  地 112,573.61 ㎡ 4,305,800,000円

建  物 
建 16,877.95

延 35,117.39

㎡ 

㎡ 
2,417,897,191円

長野県長野市

大字徳間７１

６ほか 

構 築 物 １ 式 35,498,833 円

＊ 平成18年3月31日現在  

 

 設備、備品等 

勘 定 科 目 数 量 帳 簿 価 格 備    考 

車両運搬具 5 6,983,966円
乗用車3台 トラック1台 

トラクター1台 

工具器具備品 90 117,872,238円 1件50万円以上が対象 

＊ 平成18年3月31日現在 

 

（出典：総務課財務係資料）

 

 債務に関しては，経常経費（機構事務局からの配分経費）による大型資産の取得等が予定され

ていないため債務を負うことは想定できない。また，貸借対照表に示すように運営費交付金等の

範囲以内で運営しているため債務は負っていない（資料１０－１－①－２）。 
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資料１０－１－①－２ 

貸借対照表（抜粋） 

2006年（平成18年）3月31日 

単位：円 

資産の部 

科 目 本年度末 

流動資産 

  普通預金 209,556,503

  その他 977,379

固定資産 

 有形固定資産 

  建物 2,981,997,860

  建物減価償却累計額 △564,100,669 

  構築物 71,287,404

  構築物減価償却累計額 △35,788,571

  車両運搬具 9,930,994

  車両運搬具減価償却累計 △2,947,028

  工具器具備品 175,386,221

  工具器具備品減価償却累計 △57,513,983

  土地 4,305,800,000

  無形固定資産 

  特許権 1

ソフトウェア  1,873,025

  電話加入権 310,000

資産の部合計 7,096,769,136

 

 

負債の部 

科 目 本年度末 

流動負債  

 授業料債務  

 預り寄附金 39,344,272

 前受受託研究費等 

 未払金 188,097,324

 未払費用 11,055,922

 預り金 3,557,170

固定負債 

 資産見返負債 161,803,644

 長期預り金寄附金 

 長期未払金 

負債の部合計 403,858,332 
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資本の部 

科 目 本年度末 

資本金  

 政府出資金 7,006,248,179

資本剰余金 

 資本剰余金施設費 287,527,034

  資本剰余金譲与 310,000

 損益外減価償却累計額 △609,548,415

 損益外固定資産除売却差額 △1,257,501

利益剰余金 

 当期末処分利益 7,117,216

資本の部合計 6,690,396,513

 

 

本支店勘定 

 本年度末 

本支店勘定合計  

 

資産の部合計 7,096,769,136

資本・負債の部合計 7,094,254,845

 

（出典：総務課財務係作成資料）

 

 なお，保有している財産についての実態調査を行った結果，遊休施設等が無いことが確認でき

た（資料１０－１－①－３）。 
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資料１０－１－①－３

（出典：総務課作成資料）
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（分析結果とその根拠理由） 

 校地等の資産は，独立行政法人国立高等専門学校機構法に基づき高専機構に承継されたもので

あり，教育活動等を将来的にわたって適正かつ安定して遂行するための資産を有している。また、

債務は負っていない。 

 

観点１０－１－②： 学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための，経常的収入

が継続的に確保されているか。 

（観点に係る状況） 

本校の経常的収入は，①運営費交付金，②授業料・入学料・検定料，③寄宿寮・体育施設等の

貸付料等その他の雑収入の３種である。過去５年間の収入額を示す（資料１０－１－②－１）。 

 

資料１０－１－②－１

長野工業高等専門学校 経常的収入額 
                                  単位：千円 

年度 運営費交付金 授業料等収入 施設整備費  その他の収入 合  計 

2001 1,514,367 228,833 498,587 24,108 2,265,895

2002 1,526,080 227,666 91,291 21,970 1,867,007

2003 1,459,565 247,925 26,195 23,270 1,756,955

2004 1,192,440 216,099 17,564 10,757 1,436,860

2005 1,200,989 256,310 21,418 10,637 1,489,354

    *2001年度～2003年度の運営費交付金欄は、一般会計、国立学校特別会計の合計額  

（出典：総務課作成資料）

 

運営費交付金は，独立行政法人通則法に基づき学校運営に必要な資金について措置され，高専

機構の定める配賦基準及び本校の要求に基づき配分される。収入額のうち，運営費交付金を除く

収入の大半を占める授業料等収入については，毎年学生定員が充足されているため経常的収入が

継続的に確保されている。 

 また、外部資金も科学研究費等の競争的資金の獲得をはじめ、地域企業等との共同研究、受託

研究、寄附金等の研究資金の獲得についても長野工業高等専門学校技術振興会等を基盤として毎

年着実な収入を上げている（資料１０－１－②－２）（資料１０－１－②－３）（資料１０－１

－②－４）。 
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資料１０－１－②－２

 

表 11-10 年度別科学研究費応募採択状況                千円 

学 

科 

件数等 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 合 計 

申請件数 13 13 13 14 14 67 

採択件数 2 2 5 6 6 21 

一 

般 

科 

配分金額 2,700 1,300 4,900 4,500 3,900 17,300 

申請件数 7 6 7 7 8 35 

採択件数  0 0 0 0 0 0 

機 
 

械 

配分金額  0 0 0 0 0 0 

申請件数 4 6 5 5 6 26 

採択件数 1 2 2 1 1 7 

電
気
電
子 

配分金額 1,100 3,000 2,300 400 2,900 9,700 

申請件数 8 9 8 7 10 42 

採択件数 4 3 3 2 1 13 

電
子
制
御 

配分金額 3,800 5,000 2,400 4,500 2,900 18,600 

申請件数 7 10 6 8 8 39 

採択件数 1 2 1 1 1 6 

電
子
情
報 

配分金額 600 2,800 500 800 2,200 6,900 

申請件数 4 8 7 6 7 32 

採択件数   1 2 3 4 10 

環
境
都
市 

配分金額   1,300 1,600 4,000 4,400 11,300 

申請件数 43 52 46 47 53 241 

採択件数 8 10 13 13 13 57 
合 

計 

配分金額 8,200 13,400 11,700 14,200 16,300 63,800 
（注）継続課題を含む。      

 

（出典：自己点検評価報告書第７報，p.132）
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資料１０－１－②－３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：自己点検評価報告書第７報，pp.123-124）

 

表 10-3 競争的研究資金内訳              円 

年度 種         別 事  業  名  称 配 分 額 申請者 

大学改革推進等経費 
「理工系教育推進経費」 
「体験入学事業等」 

ふれあいサタデープラン 2001「君
にもできる ものづくり体験実

習」～メカトロニクスを体験しよ

う～ 

1,316,000 岸  佐年 

大学改革推進等経費 
「ものづくり教育推進経費」

IT革命に対応したソフトウェア的
ものづくり教育 

439,000 山本 行雄 

教育特別設備費 
製図台、製図板、ドラフターの更

新 
2,758,000 学 校 長 

学生実習特別経費 
「インターンシップ推進経

費」 
実務訓練 893,000 堀内 征治 

教育改善充実費及び 
大学改革推進等経費 
「ものづくり教育推進経費」

コミュニケーション能力を主眼と

した高度英語教育のありかた(２
年次計画の１年目) 

799,000 学 校 長 

2001

小   計  6,205,000  

大学改革推進等経費 
「理工系教育推進経費」 
「体験入学事業等」 

ふれあいサタデープラン 2001「君
にもできる ものづくり体験実

習」～メカトロニクスを体験しよ

う～ 

1,179,000 坂口 正雄 

学生実習特別経費 
「インターンシップ推進経

費」 
実務訓練 1,162,000 堀内 征治 

大学改革推進等経費 
「ものづくり教育推進経費」

コミュニケーション能力を主眼と

した高度英語教育のありかた（２

年次計画の２年目） 
707,000 学 校 長 

2002

小   計  3,048,000  

大学改革推進等経費 
「理工系教育推進経費」 
「体験入学事業等」 

ふれあいサタデープラン 2001「君
にもできる ものづくり体験実

習」～メカトロニクスを体験しよ

う～ 

598,000 坂口 正雄 

学生実習特別経費 
「産学共同職業人教育推進経

費」 
「インターンシップ推進経

費」 

実務訓練 1,072,000 堀内 征治 

大学開放推進事業経費 
「大学等地域開放特別経費」

・からくり人形ロボットをつくろ

う 
・汗のふしぎ 

121,000
長坂 明彦 
坂口 正雄 

2003

小   計  1,791,000  

 
教育充実・教育方法改善経費

教育改善システムの開発運用環境

の整備 
2,500,000 堀内 征治 

大学改革推進等補助金 
（大学改革推進経費） 
現代的教育ニーズ取組支援プ

ログラム 

地域企業と取組む長期インターン

シップ制度（産学） 
9,518,000 中澤 達夫 

2004

小   計  12,018,000  

特別教育研究経費 
ITを活用する講義と実験実習の
連携支援 

4,897,000
阿部 廣史 
鈴木三知男 

松下 英次 
特別教育研究経費 

ネットワークを利用した半導体デ

バイス総合物性評価システム 
30,000,000

秋山 正弘 

特別教育研究経費 国際交流システムの構築 870,000 鈴木  宏 

大学改革推進等補助金 
（大学改革推進経費） 
現代的教育ニーズ取組支援プ

ログラム 

地域企業と取組む長期インターン

シップ制度 
9,000,000 中澤 達夫 

2005

小   計  44,767,000  

 合   計  67,829,000  
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資料１０－１－②－４

 

 

 

 

表 10-2 共同研究、寄附金等の受諾状況（学科別）（2001 年度～2005 年度） 

学   科 氏   名 種  別 年 度 件 数 金 額（円） 
共同研究 2002 1 500,000 
受託研究 2003 1 2,077,950 
寄 附 金 2004 2 660,000 
受託研究 2004 1 470,400 

倉澤 英夫 

共同研究 2005 1 300,000 
2001 1 100,000 

宮尾 芳一 寄 附 金 
2002 1 100,000 

羽田 喜昭 寄 附 金 2004 2 500,000 
戸谷 順信 共同研究 2005 1 200,000 

2001 5 860,000 
2002 2 1,200,000 
2003 2 300,000 
2004 4 1,490,000 

長坂 明彦 寄 附 金 

2005 4 3,365,000 
寄 附 金 2004 1 400,000 

北村 一浩 
共同研究 2004 1 300,000 

風間 悦夫 寄 附 金 2002 1 300,000 

機 械 工 学 科 

小 計   31 13,123,350 
2001 1 100,000 

青木 博夫 寄 附 金 
2002 2 200,000 

知野 照信 寄 附 金 2003 1 100,000 
宮嵜  敬 寄 附 金 2004 1 1,000,000 

2001 2 1,400,000 
2002 2 1,400,000 寄 附 金 
2003 3 1,500,000 

 
 
 
 

楡井 雅巳 
共同研究 2003 1 500,000 

2004 3 600,000 
 寄 附 金 

2005 4 700,000 
2001 2 900,000 
2002 2 900,000 
2003 2 900,000 
2004 2 720,000 

柄澤 孝一 寄 附 金 

2005 2 640,000 
2003 1 300,000 

寄 附 金 
2005 1 100,000 渡辺 誠一 

共同研究 2005 1 270,000 
寄 附 金 2004 1 500,000 

秋山 正弘 
共同研究 2004 1 240,000 

電気電子工学科 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

小 計   12,970,000 
2001 2 1,500,000 

寄 附 金 
2002 2 760,000 

共同研究 2002 2 720,000 
寄 附 金 2003 3 1,400,000 
共同研究 2003 1 200,000 
寄 附 金 2004 4 1,900,000 
共同研究 2004 4 800,000 
寄 附 金 2005 5 2,000,000 

 岸  佐年 

共同研究 2005 4 800,000 
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坂口 正雄 受託研究 2001 1 500,000
森山  実 受託研究 2005 1 2,000,000

寄 附 金 2004 1 500,000
受託研究 2004 1 2,000,000
寄 附 金 2005 1 500,000

山崎 保範 

受託研究 2005 3 14,547,000
2001 1 60,000

堀内 富雄 寄 附 金 
2003 1 70,000

共同研究 2003 1 1,000,000
寄 附 金 2004 1 500,000
共同研究 2004 1 1,500,000
受託研究 2004 1 2,100,000
寄 附 金 2005 1 1,000,000

小野 伸幸 

受託研究 2005 1 1,575,000
2003 1 135,000

江角 直道 寄 附 金 
2005 4 271,500
2001 1 100,000

芳賀  武 寄 附 金 
2002 1 100,000

電子制御工学科 

小 計   38,538,500
2001 2 1,000,000
2002 3 1,500,000寄 附 金 
2003 2 600,000

共同研究 2003 1 700,000
寄 附 金 2004 2 600,000

堀内 征治 

共同研究 2004 1 500,000
寄 附 金 2001 1 950,000
共同研究 2002 1 100,000
受託研究 2002 7 4,577,000
共同研究 2003 1 1,300,000
受託研究 2003 1 4,000,000
寄 附 金 2004 1 500,000
共同研究 2004 1 200,000

 

 
 
 

中澤 達夫 

受託研究 2004 1 4,000,000
寄 附 金 2005 1 200,000 
受託研究 2005 1 2,000,000

大澤 幸造 寄 附 金 2001 1 200,000
押田 京一 寄 附 金 2003 1 1,800,000

2001 1 800,000
寄 附 金 

2003 1 1,100,000
共同研究 2003 1 800,000
寄 附 金 2004 1 1,500,000

藤澤 義範 

共同研究 2004 1 500,000
伊藤 祥一 共同研究 2005 1 500,000

寄 附 金 2005 1 950,000
為末 隆弘 

共同研究 2005 1 100,000
共同研究 2001 1 420,000

山本 行雄 
寄 附 金 2002 1 1,580,000

鈴木 彦文 寄 附 金 2001 1 1,200,000

電子情報工学科 

小 計   34,177,000
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（出典：自己点検評価報告書第７報，pp.121-123） 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 本校における教育活動を支える経常的収入の約80％が運営費交付金である。運営費交付金は，

高専機構から安定的・継続的に配分されている。また，自己収入の大半を占める授業料等収入に

ついては，毎年学生定員が充足されているため経常的収入は確保されている。また、外部資金に

ついても，実績が示すように，安定した収入が確保されている。 

 以上のことから，学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための，経常的収入が

継続的に確保されている。 

 

観点１０－２－①： 学校の目的を達成するための活動の財務上の基礎として，適切な収支に係

る計画等が策定され，関係者に明示されているか。 

（観点に係る状況） 

 本校の中期目標・中期計画を踏まえて，予算配分基準に基づき収支計画が作成され，運営会議

の議を得て当初予算配分を教職員に明示し周知している（資料１０－２－①－１）（資料１０－

２－①－２）（資料１０－２－①－３）。 

 

資料１０－２－①－１
    

長野工業高等専門学校中期目標・計画（抜粋）  15.12.24 
Ⅰ－1－(3)－② 教育環境の整備 

ア．教育に必要な設備、図書館、情報ネットワーク等の整備等に関する具体的方策 

１）技術の高度化に相応しい実験設備、教育設備を整える。老朽化した実験・実習設備について必要な更新

を図り、高度な実技教育を行えるようにする。 
２）情報ネットワークを利用した e-learningシステムの整備を行い、授業内容の多様化・高度化を図る。 
そのために、 
① 教室における端末機の使用、プロジェクターの使用を可能にする。 
② e-learningのための教材の整備を行う。 
③ ＡＶＣ(オーディオビジュアル＆コンピュータ)室の機器の更新を行い、各種科目の授業に役立てる。 

３）ネットワーク環境を充実させるために、ネットワーク管理のできる教官と技官を複数養成して、使いや

すいネットワークを整備し、授業・研究に役立てる。また、校内及び外部との大容量通信に耐えることの

できるシステムに改善する。 
４）教室の狭隘状況を解消するとともに、冷暖房設備を整備し快適な学習環境を実現する。 
５）技術教育センターならびに情報教育センターを総合的かつ効率的に実習教育が行える環境に整備する。 
６）電気電子情報システムの開発を行う実験室を整備する。 
７）図書館においては、マルチメディア機器ならびに資料の充実、個別学習ブースの設置を実現する。 
８）校内施設のバリア・フリー化を促進する。 

財務内容の改善に関する目標(Ⅲ) 

１）コスト意識の徹底を図り、無駄を省くとともに、限りある資源の有効利用を目指す。 

寄 附 金 2002 1 10,000
受託試験 2002 2 19,800阿部 廣史 
寄 附 金 2005 1 100,000
受託試験 2001 1 13,200

服部 秀人 
寄 附 金 2004 1 1,000,000

柳沢 吉保 寄 附 金 2001 2 600,000
松下 英次 寄 附 金 2005 1 1,000,000

環境都市工学科 

小 計    2,743,000
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２）科学研究費補助金、共同研究、受託研究、奨学寄附金等の受け入れ件数増を図り、外部資金の獲得拡大

を目指す。 
Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 
Ⅲ－1 外部からの教育研究資金その他の自己収入の増加のための措置 
外部からの教育研究資金その他の自己収入の増加に関する具体的方策 

１）科学研究費補助金や公共団体の補助金等の申請に各学科（一般科を含む）が積極的に取り組む。 
２）外部資金（共同研究、受託研究、奨学寄附金）の増収が図れる研究プロジェクトを立ち上げる。 
３）長野高専技術振興会行事の活性化を図り、産学官の交流を促進し、外部資金の獲得に取り組む。 
４）外部資金申請状況及び獲得状況を公表する。 
５）外部資金の獲得状況によって、配分研究費を増額するなど、競争的環境を創出する。 
６）校内施設・設備の適正な貸出料金を設定し、使用料収入の増収を図る。 
７）教官研究の成果を知的財産（特許）化し、信州ＴＬＯを介して技術移転し、その果実を教育研究資金に

充当する。 
 
Ⅲ－2 経費の抑制及び資産の管理の改善のための措置 

ア．管理的経費の抑制に関する具体的方策 

１）ペーパーレス化を促進する。 
２）部署別に管理的経費の削減目標を提示し、達成度を公表する。 
３）定期的な省エネ・キャンペーンを学校行事として実施する。 
４）環境ＩＳＯの取得を目指し、省エネ・廃棄物の削減に努める。 
 
イ．資産の適正な管理に関する具体的方策 

１）定期的に施設の点検・評価を実施し、資産の有効利用を図る。 
２）定期的に環境美化作業を学校行事として実施する。 
３）施設・設備の有効利用を教職員・学生が提案する制度を整備する。 
４）固定資産（施設・設備等）に対して、適切なメンテナンスを施す。 
 

（出典：長野工業高等専門学校中期目標・計画 抜粋）
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（出典：運営会議資料）

長野工業高等専門学校予算配分基準

　　　平成１３年　５月１５日
　　　運　営　会　議　決　定         
　　　平成１４年４月２６日改正
　　　平成１５年６月１６日改正

　長野工業高等専門学校における教育研究基盤校費及び事項指定経費〔教育研究設備維持運営費
(旧特殊装置維持費)、高度情報教育推進経費並びに実習工場経費〕の配分基準を以下のとおり定
める。

配分基準
（１）配分区分を、以下の６区分とする。
　　１．共通経費
　　２．基礎的研究費（教官配分、学科共通費、技術室配分,専攻科配分）
　　３．共同利用施設経費（図書館及び情報教育、技術教育、地域共同テクノの各センター）
　　４．実験実習経費
　　５．特別経費（申請研究費、設備更新・充実費）
　　６．予備費
（２）共通経費として前年度執行実績、当該年度の特殊事情等を勘案のうえ必要経費を優先的に
　　確保する。なお、節約の工夫を常に検討することとする。
（３）各教官に基礎的研究費（教官配分＝教育必要経費最低保障額）を配分する。
　　配分額を、校長分５００千円、専門学科教官分３５０千円、一般科分は１専門学科分合計額
　　の２倍とする。職種別による配分は行わない。
（４）基礎的研究費（学科共通費）として、１専門学科分１，５００千円、一般科分３，０００
　　千円、専攻科分７５０千円を配分する。
（５）基礎的研究費（技術室配分）として、技術室に１，０００千円を配分する。
（６）共同利用施設経費として、当該施設の管理運営及び実験実習等に必要な最低必要額を確保
　　する。各センター長等からヒアリングを行ったうえ配分する。
　　　なお、技術教育センター運営費として、一部の学科（機械・制御）が拠出している負担分
　　を廃止する。
（７）実験実習経費として、卒業研究及び学生実験実習に必要な経費を確保する。
　　１専門学科分１，０００千円、一般科分２，０００千円を配分する。
（８）申請研究費は、各教官及びグループ等による先進的な教育研究の推進・活性を図るため、
　　  事項指定経費として確保するとともに、申請による具体的な課題に対し配分する。
　　　なお、本経費枠は、可能な限り大きく採れるよう工夫することとする。
　　・申請は、各個人及びグループ等によることを可能とする。
　　・申請の機会を年２回程度（６月、１１月等）設け、予定された総額（残額）を考慮のうえ
　　　配分する。
　　・申請内容及び申請に対する審査結果を公表する。
　　・配分に対する決算報告、研究活動結果報告の公開を義務付ける。

（９）設備更新・充実費は、各学科等又は複数の学科等にまたがった設備更新及び設備充実を円
　　　滑に行い、教育研究の活性化を図るため、事項指定経費として確保するとともに、申請に
　　　よる設備に対し配分する。なお、本経費枠は、可能な限り大きく採れるようよう工夫する
　　　こととする。
　　・申請は、各学科等単位とする。
　　・複数の学科等間にまたがった場合は主たる学科より申請することとする。
　　・配分は６月、１１月等を基本とする。
　　・申請内容及び申請に対する審査結果を公表する。
　　・校長は必要と認めたときは配分に対する決算報告､研究結果報告を求めることができるも
　　　のとする。
（10）予備費として年度当初１０，０００千円を確保し、運営会議において審議のうえ配分する。
（11）各専門学科及び一般科が所有する機器に措置されている事項指定経費（教育研究設備維持
　　運営費）を、従来どおり所有学科等に配分する。
（12）各センター及び事務部に配分されている事項指定経費（教育研究設備維持運営費、高度情
　　報教育推進経費並びに実習工場経費）を、教育研究基盤校費の中に組み込み、効率的な予算
　　の執行に努める。
　　　教育研究設備維持運営費
　　　　①メカトロニクス教育システム（技術教育センター）
　　　　②校内ＬＡＮ装置（事務部）
　　　　③工業製品試作支援システム（地域共同テクノセンター＝平成１３年度より予算措置）
　　　高度情報教育推進経費（情報教育センター）
　　　実習工場経費（技術教育センター）
（13）予算配分基準を実行し、効率的運用を図るため、運営会議において次のことを検討する。
　　　　①予算配分の原案の作成
　　　　②申請研究費及び設備更新・充実費の審査、決算報告、研究成果報告の確認・公開
　　　なお、申請研究費及び設備更新・充実費の審査は、校長の裁量のもとに実施するものとす
　　　　る。
（14）別枠；施設整備関係経費の申請に先立ち、要求・要望を会計課において取りまとめる。
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資料１０－２－①－３

 

（出典：運営会議資料）

 

（分析結果とその根拠理由） 

収支計画は，予算配分基準に基づき作成され，運営会議の議を経て教職員に明示し周知してい

る。 

 以上のことから，適切な収支に係る計画等が策定され，教職員に明示されている。 

 

観点１０－２－②： 収支の状況において，過大な支出超過となっていないか。 

（観点に係る状況） 

損益計算書で明らかなとおり支出超過はない（資料１０－２－②－１）。また，本校の支出は

高専機構から交付される運営費交付金・施設費及び自己収入の範囲以内に限られ，制度上，借入

ができるが，本校単独でできるものではないため支出超過となることはない。 

教員研究設備

（申請研究費）（設備更新費） 維持運営費

校長 500 500 500

機械工学科 4,350 1,000 6,000 6,000

電気電子工学科 4,250 1,000 1,066 7,123 7,123

電子制御工学科 4,500 1,000 1,284 7,352 7,352

電子情報工学科 4,500 1,000 6,000 6,000

環境都市工学科 4,500 1,000 687 6,724 6,724

一般科 9,000 2,000 12,000 12,000

技術室 1,000 1,000 1,000

情報教育センター 3,130 3,130 3,130

技術教育センター 2,350 3,150 3,150

地域共同テクノセンター 2,900 2,900 2,900

図書館 624 1,350 1,350

専攻科 3,600 1,700 1,700

特別経費 6,000 6,500 12,502 12,502

36,200 9,004 7,000 0 6,000 6,500 3,037 71,431 71,431

共通旅費 2,500 2,500 2,500

専攻科（組織整備分） 7,032 7,032

一般内地研究員経費 863 521 521

合 計 37,063 9,004 7,000 2,500 6,000 6,500 3,037 81,484 81,484

（※）

　　(※）  教育研究設備維持運営費配分表
配分先等 経過年数

購入後

技術教育センター Ｈ5 １２年目 209 186 11 175

電子制御工学科 Ｈ5 １２年目 244 217 48 169

事務部 Ｈ7 １０年目 2,166 1,930 980 950

環境都市工学科 Ｈ7 １０年目 895 797 110 687

電気電子工学科 Ｈ10 １０年目 1,312 1,169 103 1,066

電子制御工学科 Ｈ11 ６年目 1,361 1,213 98 1,115  計3,037

地域共同テクノセンター Ｈ11 ６年目 2,560 2,281 140 2,141

情報教育センター Ｈ13 ４年目 1,712 1,525 234 1,291

10,459 9,318 1,724 7,594

△ 7,032

342

△ 10,380

平成16年度

教員研究旅費

1,900

0

△ 2

△ 3,690

0

△ 800

0

△ 726

△ 500

△ 537

△ 1,000

0

0

△ 650

△ 807

△ 568

863

71,104

平成17年度

配分額合計

2,500

12,500

67,741

0

2,350

2,900

3,600

6,187

11,000

1,000

3,130

6,316

6,784

5,500

624

共同利用施
設経費

実験実習経
費

共通旅費

5,350

計

装　　　　置　　　　名 購入年度 １７年度配分基準額

メカトロニクス教育システム

制御教育実習システム

校内ＬＡＮシステム

極限強度実験システム

教育用ＩＣ作製システム

オーディオ・ビジュアル・インフォメーションシステム

工業製品試作支援システム

ギガビット校内ネットワークシステム

左のうち光熱水料

（共通経費へ計上）

差引き学科等配分
額

備考学　　科　　等
補 正 額
9,318/10,459

　平成１７年度　教　育　研　究　費　予　算　配　分　額　内　訳　表（案）　　

計

部　　局　　等　　名 基礎的研究費
平成１６年度
教員研究費

平成１６年度
配分額合計

差引増△減額
特別経費

500
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（出典：総務課財務係作成資料）

 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 現在，支出超過はない。また，本校単独でできるものではないため支出超過となることはない。 

 

 

観点１０－２－③： 学校の目的を達成するため，教育研究活動（必要な施設・設備の整備を含

む）に対し，適切な資源配分がなされているか。 

（観点に係る状況） 

 校内予算配分において，学科等に配分する基礎的研究経費のほかに特別経費（前出資料１０－

２－①－２）を設け，教育及び研究に必要な経費として，教員からの申請に基づき執行会議で審

査・配分を行い，運営会議において報告を行っている（資料１０－２－③－１）。 
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資料１０―２―③―１

（出典：運営会議資料）

 

また，年度末における予備費の使途についても，各学科等からの申請に基づき執行会議で審

査・配分を行い、運営会議において報告を行っている（資料１０－２－③－２）。 
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資料１０―２―③―２

 

 

（出典：執行会議資料）

 

 なお，校長裁量経費の一部は，教員顕彰で表彰された教員の教育経費として使用している（資

料１０－２－③－３）。 
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資料１０―２―③―３

 

 

（出典：運営会議資料）

 

（分析結果とその根拠理由） 

 予算配分基準は，学校の目的に沿ったものになっている。これに基づき，教員からの申請によ

り，執行会議で重要性・必要性について検討及び審査されており，適切な資源配分が行われてい

る。この結果は，運営会議に報告され教員に周知されている。 

 

観点１０－３－①： 学校を設置する法人の財務諸表等が適切な形で公表されているか。 

（観点に係る状況） 

 高専機構は，独立行政法人通則法第38条に基づき財務諸表を公表することとされているため，

高専機構事務局で官報に掲載及びホームページ上で公表されている。本校単独の財務諸表は公表

していないが，予算の使途については，収入・支出決算額として学校要覧及びウェブサイトで社

会に公表している（資料１０－３－①－１）。 
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資料１０－３－①－１

財務状況 

 
平成 17年度収入・支出決算額 

 

収  入 支  出 

項 目 金 額（円） 項 目 金 額（円） 

運営交付金 1,200,988,922 人件費 981,711,169

授業料 230,117,750 一般管理費 200,955,060

入学検定料 26,192,100 教育研究経費 173,763,009

施設整備費 21,417,900 退職金 111,506,520

雑収入 10,636,986 施設整備費 21,417,900

補助金等収入 9,000,000 補助金等経費 9,000,000

合計 1,498,353,658 合計 1,498,353,658

 

収入                   支出 

 
（出典：本校のウェブサイト，http://www.nagano-nct.ac.jp/disclosure_f.html）

 

（分析結果とその根拠理由） 

高専機構は，高専機構事務局で官報に掲載及びホームページ上で公表されている。本校単独の

財務諸表は公表していないが，予算の使途については，学校要覧及びウェブサイトで，適切に公

表されている。 
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観点１０－３－②： 財務に対して，会計監査等が適正に行われているか。 

（観点に係る状況） 

 独立行政法人国立高等専門学校機構内部監査規則、独立行政法人国立高等専門学校機構幹事監

査要綱に基づく機構事務局による監査及び長野工業高等専門学校監査規則に基づき学内監査   

を実施している（資料１０－３－②－１）（資料１０－３－②－２）（資料１０－３－②－３）

（資料１０－３－②－４）。 

 

 

資料１０－３－②－１
独立行政法人国立高等専門学校機構内部監査規則 

平成１６年４月１日

独立行政法人国立高等専門学校機構規則第６２号

（趣旨） 
第１条 この規則は，独立行政法人国立高等専門学校機構（以下「機構」という。）における内部監査（以 
下「監査」という。）に関し，必要な事項を定めるものとする。 

 

（監査の目的） 
第２条 監査は，機構の業務の適正且つ効率的な推進に資するとともに，業務運営の改善に寄与することを 
目的とする。 
 

 
（監査担当機関） 
第３条 監査に関する事項は，総務課及び財務課（以下「監査担当部門」という。）がこれを処理する。 

２ 理事長は，必要があるときは監査担当部門以外の職員をして，監査に関する事務に従事させることができる。 
３ 監査に関する事務に従事する職員は，職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 
 
（監査の対象及び種類） 
第４条 監査は，業務及び会計について行う。 
２ 監査は定期監査及び臨時監査とする。 

 
（監査の方法） 
第５条 監査は，書面，実地その他理事長が必要と認める方法により行うものとする。 

 
（監査計画） 
第６条 監査担当部門は監査を行うに当たって，あらかじめ監査計画を作成し，理事長の承認を受けるものとする。 
２ 前項の監査計画に記載する事項は次の各号に掲げる事項とする。 
 一 監査の目的 
 二 監査の項目 
 三 監査の方法 
 四 監査の対象箇所 
 五 監査の期間 
 六 監査の従事者 
３ 監査担当部門は，監査計画に基づき監査を実施するときは，あらかじめ監査対象部門の責任者に監査事 
項及び監査場所その他監査に必要な事項を通知するものとする。 
 

（出典：独立行政法人国立高等専門学校機構内部監査規則）
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資料１０－３－②－２

独立行政法人国立高等専門学校機構監事監査要綱  
 

平成１６年４月１日制定

 独立行政法人国立高等専門学校機構（以下「機構」という。）の監事は，機構の理事長と協議してこの要綱を定める。 
 
（趣旨）  

第１条 この要綱は，独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号。以下「通則法」という。）第１

９条第４項及び第５項並びに第３８条第２項の規定に基づき，監事が行う監査及び意見の提出に

関し必要な事項を定めるものとする。  
 
（監査の目的）  

第２条 監査は，機構の業務の適正且つ効率的な運営を図るとともに会計経理の適正を期すること  
を目的とする。 

 

（監査の対象及び種類） 
第３条 監査は，業務及び会計について行う。 
２ 監査は，定期監査及び臨時監査とする。 
 
（監査の方法） 
第４条 監査は，書面，実地その他監事が必要と認める方法により行うものとする。 
２ 監事は，監査の実施に当たり，機構における業務の円滑な実施に配慮するものとする。 

 

（監査計画）  
第５条 監事は，監査の実施に当たり，監査項目，監査対象箇所等を定めた監査計画を作成するものとする。  
２ 監事は，監査計画を作成したときは，速やかに理事長に通知するものとする。 

 

（監査の事務補助）  
第６条 監事は，総務課及び財務課の職員に監査に関する事務を補助させることができる。 

２ 監事は，必要と認める場合，理事長の承認を得て，前項の職員以外の職員に臨時に監査の事務を補

助させることができる。  
３ 監査の事務を補助する職員は，監査の実施に当たり知り得た事項を漏らしてはならない。  
 
（役職員への質問等）  

第７条 監事は，監査の必要に応じて，役員及び職員に質問し，又は説明若しくは資料の提出を求めることが

できる。  
２ 役員及び職員は，監事（監査の事務を補助する職員を含む。）が行う監査に協力しなければならない。  

 
（重要な会議等への出席及び意見陳述）  

第８条 監事は，機構の管理運営に係る重要な会議等に出席し，意見を述べることができる。 

 

（監事に回付する文書）  
第９条 次の各号に掲げる文書は，あらかじめ監事に回付しなければならない。  
一 主務大臣に提出する認可又は承認の申請書その他重要な文書  
二 前号以外の行政機関等に提出する重要な文書  
三 規程の制定又は改廃に関する文書 
四 契約に関する重要な文書  
五 訴訟に関する重要な文書  
六 その他業務に関する重要な文書  

２ 次の各号に掲げる文書は，監事に回付しなければならない。  
一 主務大臣から発せられた認可又は承認の文書その他重要な文書  
二 前号以外の行政機関等から発せられた重要な文書  
三 その他業務に関する重要な報告又は供閲等の文書  
 
（監査結果報告書の作成等）  

第１０条 監事は，監査結果に基づき，監査結果報告書を作成し，監査終了後，理事長に提出するものとす

る。  
２ 監事は，必要があると認める場合，監査結果報告書に意見を付すことができる。  
３ 理事長は，監査結果報告書に基づき改善すべき事項がある場合には，速やかに改善措置を講じ，その結果

を監事に回答するものとする。  
 
（主務大臣への意見の提出） 

第１１条 監事は通則法第１９条第５項の定めるところにより主務大臣に意見を提出するときは，あらかじめ理事長にその

旨を通知するものとする。 
 
（事故又は異例の事態の監事への報告）  

第１２条 業務上の事故又は異例の事態が発生したときは，役員又は職員は，速やかにその旨を口  
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頭又は文書で監事に報告しなければならない。 

 

（実施細目） 
第１３条 この要綱の実施について必要な事項は，監事が別に定めるものとする。  
 

附 則  
この要綱は，平成１６年４月１日から施行する。 

 

（出典：独立行政法人国立高等専門学校機構監事監査要綱）

 

（資料１０－３－②－３）
長野工業高等専門学校内部監査規則 

（趣旨） 
第１条  この規則は、長野工業高等専門学校（以下「本校」という。）における内部監査（以 
下「監査」という。）に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（監査の目的） 
第２条 監査は、本校の業務の適性且つ効率的な推進に資するとともに、業務運営の改善、 
向上を図ることを目的とする。 
（監査員） 
第３条 校長は、監査を実施するため、本校職員のうちから監査員を任命する。 
 ２ 監査員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 
（監査の対象及び種類） 
第４条 監査は、業務及び会計について定期監査を行う。 
（監査の方法） 
第５条 監査は、書面、実地その他校長が必要と認める方法により行うものとする。 
（監査通知） 
第６条 校長は監査を実施するときは、必要事項をあらかじめ監査担当部門の責任者（以 
下「責任者」という。）に通知するものとする。 

 ２ 前項の監査通知に記載する事項は、次の各号に掲げる事項とする。 
  一 監査の項目 
  二 監査の方法 
  三 監査の対象箇所 
  四 監査の期間 
  五 監査員 
（監査への協力） 
第７条 前条の規定により通知をうけた責任者は、帳簿、証拠書類その他必要な書類等を 
整備し、監査の円滑な実施に協力しなければならない。 

（監査結果報告） 
第８条 監査員は、監査終了後速やかに監査結果報告書を作成し、校長に報告するものと 
する。 
２ 前項の監査結果報告書に記載する事項は、次の各号に掲げる事項とする。 
 一 監査結果の概要 
 二 是正又は改善を要する事項 
 三 その他必要と認める事項 

（監査結果の措置） 
第９条 監査結果報告書により改善を求められた事項について、責任者は、速やかに改善 
の措置又は方針を監査員に文書をもって回答しなければならない。 
２ 監査員は、前項の回答をとりまとめて校長に報告するものとする。 
３ 監査員は、第一項の改善等の措置の結果を確認するものとする。 

（実施細目） 
第１０条 この規則の実施に必要な事項は、校長が別に定める。 
 
 

附 則 
（施行期日） 
 この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

（出典：長野工業高等専門学校内部監査規則）
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資料１０－３－②－４

（出典：平成17年度監事監査・内部監査の講評事項 抜粋）
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資料１０－３－②－４（つづき）

 

（出典：平成16年度長野工業高等専門学校会計監査報告書）
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（分析結果とその根拠理由） 

機構事務局及び学内による監査を受けていることから，財務に対して適正に会計監査が実施さ

れている。 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

・ 本校が有する財産は全て自己資産である。また債務は負っていない。保有している財産に

ついての実態調査の結果，遊休施設等が無いことが確認されている。 

・ 外部資金については科学研究費等の競争的資金の獲得をはじめ、地域企業等との共同研究、

受託研究、寄附金等の研究資金についても毎年着実な収入を上げている。 

・ 学内の予算配分において，教授，助教授等を問わず均等配分が行われている。また，各教

員の自立性の向上，競争的環境の創出を図り，教育・研究活動の一層の活性化を促すため

特別経費を設け，競争的研究等資金として，各教員から申請、配分を行っている。校長裁

量が強く機能するシステムになっている。 

 

（改善を要する点） 

・ 運営費交付金の減少が続く中，収入の増加については努力しているが，さらに対策が望ま

れる。 

 

（３）基準１０の自己評価の概要 

 本校の資産は，2004年４月の法人化により国から承継されたものであり、教育研究活動を将来

に渡って遂行可能なものとなっている。また，運営費交付金等の範囲以内で運営しているため，

債務を負うことはない。経常的な収入の約80％以上が運営費交付金に拠っており，残る18％弱は

授業料等収入の自己収入であるが，毎年学生定員が充足されているため経常的収入は確保されて

いる。産学連携等研究収入は長野工業高等専門学校技術振興会を基盤として年々増加傾向である。

科学研究費補助金等の外部資金の取組みも積極的に行っており，教育研究活動を将来的に渡って

適正かつ安定して遂行するための財政的基盤を有している。 

 教育研究活動に必要な均等配分のほか，必要な設備等の購入については，運営会議で学内配分

が示され教職員に周知されている。また，競争的研究等資金として学内の予算配分で特別経費を

設け，教育研究の活性化に寄与している。 

 財務に対する会計監査は，規則等に基づき適正に実施されている。 
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基準１１ 管理運営 

 

（１）観点ごとの分析 

観点１１－１－①： 学校の目的を達成するために，校長，各主事，委員会等の役割が明確にな

っており，効果的な意思決定が行える態勢となっているか。 

（観点に係る状況） 

本校は教育・研究の推進，学校全体の円滑な運営を行うために会議及び委員会を構成してお

り，2006 年度は，全体で 15 の会議及び委員会を設置している。2005 年には効率的な運営を目

的として，会議，委員会を統廃合し，機能を維持した上で，委員会等の数の大幅な減少を図っ

た（資料１１－１－①－１）。 

 

資料１１－１－①－１

委員会等組織 

種別 2006年度 2005年度 2004年度 備  考 
参与会 参与会 参与会  
教員会議 教員会議 教員会議  
執行会議 執行会議 執行会議  
運営会議 運営会議 運営会議  
 

 専攻科入学者選抜会議 入学者選抜委員会に統

合 

会 議 

  専攻科成績会議 教員会議に統合 
  将来計画委員会 運営会議に統合 
入学者選抜委員会 入学者選抜委員会 入学者選抜委員会  
  自己点検評価委員会 運営会議に統合 
  情報公開委員会 運営会議に統合 
教育改善委員会 教育改善委員会 教育改善委員会  
教務委員会 教務委員会 教務委員会  
学生支援委員会 学生支援委員会 厚生補導員会 委員会名変更 
寮務委員会 寮務委員会 寮務委員会  
専攻科運営委員会 専攻科運営委員会 専攻科運営委員会  
  図書館運営委員会 運営会議で協議 
  進路指導委員会 学生支援委員会に統合

広報委員会 広報委員会 広報委員会  
研究支援委員会 研究支援委員会 紀要編集委員会 委員会名変更 
 

 留学生指導委員会 教務主事および留学生

統括教員が担当 
 

 
情報教育センター運営

委員会 運営会議で協議 

 
 

技術教育センター運営

委員会 運営会議で協議 

 
 

地域協同テクノセンタ

ー運営委員会 運営会議で協議 

  技術室運営委員会 運営会議で協議 
第三者評価対応委員会    
安全衛生委員会    

委員会 

環境委員会    
（出典：総務課作成資料）

 

これらの会議及び委員会については，本校内部組織規則及び各会議・委員会規則によって趣

旨，目的及び組織等が定められ，ウェブサイトに公開されている（資料１１－１－①－２）。 
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資料１１－１－①－２

 

（出典：本校のウェブサイト，http://abw.jp.nagano-nct.ac.jp/~shomu/）

 

執行会議は，校長をはじめとして，副校長１名，校長補佐４名（教務主事，学生主事，寮務

主事，研究・地域連携担当校長補佐）及び事務部長１名，事務部課長 2 名で構成されている。

また，運営会議は，執行会議構成員に加え，学科主任 6 名，各センター長，図書館長を加えて，

企画運営のコアメンバーとして編成されている。 

校長は最高責任者として学校運営を担っており，副校長は校長を補佐するとともに，教育改

善，第三者評価対応等総務的な業務を担っている。また，各主事の役割は学則に，委員会等の

役割は，関連諸規則に明記されている（資料１１－１－①－３）。 

資料 11－１－①－３

長野工業高等専門学校学則（抜粋） 
 

（主事） 

第9条 本校に，教務主事，学生主事及び寮務主事を置く。 

2 教務主事は，校長の命を受け，教育計画の立案その他教務に関することを掌理する。 

3 学生主事は，校長の命を受け，学生の支援に関すること（寮務主事の所掌に属するものを除

く。）を掌理する。 

4 寮務主事は，校長の命を受け，学生寮における学生の支援に関することを掌理する。 
 

（出典：長野工業高等専門学校学則 抜粋）
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執行会議は企画運営の中枢であり，学校運営の重要な業務について，校長が統括し，指針を

定めている。また，運営会議は，執行会議から提示される指針に従い，運営方針を審議し実践

する。また，運営会議メンバーから提案される学校運営の重要事項について，審議し，校長が

指針を定めている。 

会議・委員会の構成及び構成員については，毎年第 1 回の教員会議で示される（前出資料２

－２－③－１）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

校長をはじめとする執行会議メンバー及び各学科主任，各センター長等の役割及び責任は，

規則に記載されており，明確である。 

近年の社会的な動向や高専の独立法人化などを受けて，学校としての意思決定が効率的に行

われる必要が出てきており，本校では，執行会議，運営会議においてのスピーディーで効果的

な意思決定機能に重きを置いている。2005 年度からは，会議及び委員会を統廃合し，それぞれ

の組織が，執行会議や運営会議と連携した動きが可能となった。これは，校長のリーダーシッ

プが一層発揮できるシステムであり，執行会議，運営会議を主体とした，より実践的な態勢と

いえる。 

これにより，効果的な意思決定が行える態勢となっている。 

 

観点１１－１－②： 管理運営に関する各種委員会及び事務組織が適切に役割を分担し，効果的

に活動しているか。 

（観点に係る状況） 

 1963 年に発足した事務組織は，1966 年度に部制になり，庶務課及び会計課が設置された後，

1970 年度に学生課が設置され 3 課体制が確立された。また，1975 年に学生課実習係が設置され，

職員定員 74 名が最大数であったが，数次にわたる定員削減割当，独立行政法人化後にも機構事

務局設置等に伴う職員拠出により，現在，50 名まで減少している。このような厳しい状況の中

で，学校運営をより効果的に行うために，2006 年度から 2 課体制を敷き，適切な運営を実施し

ている（資料１１－１－②－１）。 

 

資料１１－１－②－１

事務組織図 
           
       
 事務部長   総務課長  

課長補佐 
(庶務担当)   総務係  

           
          
         人事係  
           
          
         情報管理係  
           
         
      

課長補佐 
（財務担当）   経理係  

           
          
         出納係  
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         施設係  
           
        
    学生課長  課長補佐   教務係  
           
          
         学生係  
           
          
         寮務係  
           
 ＊技術室の再編については、今後検討するため割愛    
         

図書係 
 

           

図 4-2 平成 18 年度組織図 
（出典 自己点検報告書第７報，p.73）

 

この事務組織における業務分担の概要は，本校事務組織規則で制定されている。とくに，安

全・環境管理に関する委員会としては，2006 年度に安全衛生委員会，環境委員会を組織し，こ

れも本校の組織規則により，趣旨，目的及び組織等が定められている（前出資料１１－１－①

－２）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 事務組織は，近年及び今後予定されている定員削減（すでに 2006～2008 年度の間に 2 名の定

員削減が割り当てられている。）で職員数が減少する一方，第三者評価対応，労働基準法・労

働安全衛生法適用による業務及び中期計画・中期目標達成に必要な企画，実行，報告等，新た

な業務が発生し増加し続けている。このため，2005 年 5 月に課，係，職種等を越え事務の合理

化・省力化等を図り管理運営面の強化を進めることを目的とした「3 課事務業務見直しグルー

プ」を立ち上げた。このことにより，各課・係で行われている業務内容・業務に係る年間の所

要時間及び重複作業等を知ることができ，連携できる業務の見直し及び事務分掌の見直しなど

について一部業務改善を行った。2004 年度からの法人化により，55 高専が一法人であるスケー

ルメリットを活かし，機構事務局で一括した方が効率的な業務についての一元化を進める等，

業務の見直しと事務組織の見直しを行ってきている。さらに 2006 年度からは 2 課体制に事務組

織を再編し，より効率的な管理運営体制を推進し，職員数削減に対処した展開を図っている。 

以上より，2課体制により，適切に役割を分担し，効果的に活動している。 

 

観点１１－１－③： 管理運営の諸規程が整備されているか。 

（観点に係る状況） 

 管理運営の関する規程は，長野工業高等専門学校規則集に詳細に定められている（前出資料

１１－１－①－２）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 管理運営の諸規定は，上記のとおり系統的に整備されている。 
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観点１１－２－①： 外部有識者の意見が適切な形で管理運営に反映されているか。 

（観点に係る状況） 

本校では，1995 年に「有識者との懇談会」を設置し，長野県知事等県内有識者の意見を学校

運営に反映させている。また，卒業生と学校双方の代表者が集い，本校卒業生の意見を汲み上

げる機会も設けてきた。これらの経験を発展させ，2002 年に本校外部評価委員会設置要項を定

め，外部有識者による意見収集を開始した。これらについては，外部評価報告書第 1 報で詳述

した（資料１１－２－①－１）。 

 

資料１１－２－①－１

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：外部評価報告書第１報）

 

2004 年にはこれらの組織を「参与会」とし，校長が委嘱する本校以外の有識者によって現在

まで継続的に会議が開催されている（資料１１－２－①－２）。 

資料１１－２－①－２

第１回長野工業高等専門学校参与会概要 

 
 

 日 時 平成１６年１２月８日（水） ９：３０～１１：３０ 

 場 所 長野工業高等専門学校第１会議室 

 次 第  １．開会 

 ２．校長挨拶 

 ３．参与会参与紹介 

 ４．本校出席者紹介 

 ５．会長（議長）・副会長 選出 

 ６．本校の概要説明 

 ７．今後の日程等協議 
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 ８．閉会 

 ※ 閉会後、学生寮昼食の試食会 

 出席者  参与（敬称略） 

・ 武井学術振興会会長 武井たつ子 ＜会長＞ 

・ 長野工業高等専門学校同窓会長 村岡正一 ＜副会長＞ 

・ 不二越機械工業株式会社代表取締役社長 市川浩一郎 

・ 信越放送株式会社専務取締役 小根山克雄 

・ 長野市教育委員会教育次長 小泉敬治 

・ 社団法人長野経営者協会常務理事 佐藤 穣 

・ 長野工業高等専門学校後援会佐久支部代議員 茅野優子 

・ 国立大学法人信州大学理事・工学部長 野村彰夫 

・ 長野県商工部産業技術課長 湯本弘幸 

      本校関係者 

・ 校長、教務主事、学生主事、寮務主事、校長補佐（研究・地域連携担当）、 

校長補佐（専攻科長）、各学科主任、図書館長、学生相談室長、 

事務部長、庶務課長、会計課長、学生課長 

 議 事 

   ○ 会長に武井たつ子氏を、また、副会長に村岡正一氏を選出 

   ○ 資料に基づき、次の事項に係る概要説明 

・ 学校運営（校長） 

・ 教育活動（教務主事） 

・ 入学者募集（教務主事） 

・ 進路指導（教務主事） 

・ 広報活動（教務主事） 

・ 厚生補導（学生主事） 

・ 学生寮運営（寮務主事） 

・ 研究・産学連携（校長補佐（研究・地域連携担当）） 

・ 専攻科運営（専攻科長） 

     ○ 参与による、本校の教育研究全般に対する質疑応答，提言・評価 

        詳細別紙のとおり 

○ 今後の参与会の開催方針について、来年度に数回開催し、教育、学生指導等分野

を特定して提言・評価を行う旨了承 

 

  （出典：第１回長野工業高等専門学校参与会概要 抜粋）

 

第２回長野工業高等専門学校参与会概要 
 

 日 時 平成１７年５月２６日（木） １５：００～１７：００ 

 

 場 所 長野工業高等専門学校第１会議室 

 

 次 第  １.  開 会 

２.  新参与紹介 

      ３.  本校役職異動者紹介  

      ４.  ｢長野高専の教育の現状と課題｣について 

概要説明 

各学科および専攻科の説明 

質疑応答，提言・評価 等 

５.  閉会 

 

 出席者  参与（敬称略） 

・ 武井学術振興会会長 武井たつ子 ＜会長＞ 

・ 長野工業高等専門学校同窓会長 村岡正一 ＜副会長＞ 
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・ 信越放送株式会社専務取締役 小根山克雄 

・ 長野市立城山小学校長 小泉敬治 

・ 長野工業高等専門学校後援会佐久支部代議員 茅野優子 

・ 国立大学法人信州大学理事・工学部長 野村彰夫 

・ 長野県商工部産業技術支援課長 竹松新吾 

      （御欠席） 

・ 不二越機械工業株式会社代表取締役社長 市川浩一郎 

・ 社団法人長野経営者協会常務理事 佐藤 穣 

       本校関係者 

・ 校長、教務主事、学生主事、寮務主事、校長補佐（研究・地域連携担当）、 

校長補佐（専攻科長）、各学科主任、図書館長、学生相談室長、 

事務部長、庶務課長、会計課長、学生課長 

 議 事 

   ○ 教務主事（副校長）による、次の事項に係る概要説明 

・ 長野高専の教育理念と教育目標 

・ 学生の受け入れ 

・ 教育内容および教育方法 

・ 教育の達成状況 

・ 教育における当面の課題 

 

     ○ 各学科主任、専攻科長（校長補佐）による、 

「学科、専攻科の教育」に係る概要説明 

  

     ○ 参与による、本校の教育に対する質疑応答，提言・評価 

        詳細別紙のとおり 

（出典：第２回長野工業高等専門学校参与会概要 抜粋）

 

第３回長野工業高等専門学校参与会概要 
 
 日 時 平成１８年１月２５日（木） １３：３０～１５：３０ 
 
 場 所 長野工業高等専門学校第１会議室 
 
 次 第  １.  開 会 

２.   ｢長野高専専攻科の教育について｣ 

概要説明 

質疑応答，提言・評価 等 

３.  閉会 

 

 出席者  参与（敬称略） 

・ 武井学術振興会会長 武井たつ子 ＜会長＞ 

・ 長野工業高等専門学校同窓会長 村岡正一 ＜副会長＞ 

・ 信越放送株式会社専務取締役 小根山克雄 

・ 長野工業高等専門学校後援会佐久支部代議員 茅野優子 

・ 国立大学法人信州大学理事・工学部長 野村彰夫 

      （御欠席） 

・ 不二越機械工業株式会社代表取締役社長 市川浩一郎 

・ 社団法人長野経営者協会常務理事 佐藤 穣 

・ 長野市立城山小学校長 小泉敬治 

・ 長野県商工部産業技術支援課長 竹松新吾 

       本校関係者 

・ 校長、教務主事、学生主事、寮務主事、校長補佐（研究・地域連携担当）、 

校長補佐（専攻科長）、各学科主任、図書館長、学生相談室長、事務部長、庶務課
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長、会計課長、学生課長 

 議 事 

   ○ 専攻科長（校長補佐）による、次の事項等に係る概要説明 

・ 専攻科の位置付け 

・ 体制、カリキュラムの特色 

・ 入学、進路状況 

      

     ○ 参与による、本校の教育に対する質疑応答，提言・評価 

        詳細別紙のとおり 

（出典：第３回長野工業高等専門学校参与会概要 抜粋）

 

2005 年度には日本技術者教育認定機構（JABEE）による審査を受け，工学（融合複合・新領

域）関連分野で認定された。また，2006 年度には機関別認証評価の受審を予定している。 

本校には学生の保護者が組織する後援会とよばれる団体があり，この代表者と学校代表者の

意見交換を行う会も開催されている（資料１１－２－①－３）。 

 

資料１１－２－①－３

平成１８年１月２８日

学校との意見交換会議事概要 
日 時  平成１８年１月２８日（土） １３：３０～ 

場 所  長野工業高等専門学校 管理棟 応接室 

出席者  学 校 側      堀内副校長、 小澤学生主事、木村学生課長 

     後 援 会 側     安原会長、矢島副会長、小林副会長、古川、小林 

 

１．「実践ものづくり教育支援費」の新設について 

【後援会】 

高専はロボットコンテストなど、ものづくりの教育に力を入れるべきだと思うし、後援会としては、そのようなところに

力を入れていきたい。 

 ・18 年度から「実践ものづくり教育支援費」を作りたい。 

・ものづくり教育支援費として、100 万円位の予算を考えている。 

・特定の部だけ支援していく表現を避けたい。 

・低学年から、もっと授業で取り入れて欲しい。 

【学校】 

・学校としても、ものづくりをキーワードにがんばっていきたい。 

・低学年でも授業で動き出している。 

 ２．ＡＣＥ受験料 28.7 万円の援助について 

【学校】 

ＡＣＥは、ＴＯＥＩＣに近いがＴＯＥＩＣより少し楽だと思う。中位から上の学生にとっては良いと思う。 

16 年度はモニターでやった。17 年度はリーニングをモニターで行っており、18 年度は 3年生全員の受験料の援助をお願い

した。 

 【後援会】 

・ＡＣＥの受験料は、後援会からお金を出さないとできないものか。学年費とか個人負担にするなど検討して欲しい。全

員がつかうものについての援助は少なくしたい。 

 【学校】 

・検討してみます。 

 ３．その他 

・学校の教育方針に基づいて支援していくのが後援会だと思っている。 

・後援会の積立金は余らせないで、使っていく方向でいく。 

・将棋大会開催補助の 45 万円は、流動的な行事なので、積立金から支出する。 

・ものづくり教育支援費を新たにつくるので、学生の宿泊費は昨年同様４５％のまま変更しない。 

 【学校】 

・長野高専をＰＲする上でも、著名人の講演会を開けるといい。 

 （市民に対しても開かれたもの）。文化的・社会的貢献的な人 

・寮増設の可能性は低い。 

 【後援会】 

・講演会はとても良い事だと思う。後援会も協力していきたい。  

 

（出典：長野工業高等専門学校後援会資料）
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（分析結果とその根拠理由） 

外部有識者の意見収集については，1995 年以降継続的に実施してきた。外部評価委員及び参

与の意見は整理，検討され，次年度以降の学校管理運営に活かされている。たとえば観点１１

－１－①に示した「会議，委員会数の削減」は，この参与会の提言を受けて，運営会議で検討

され，実現された（前出資料１１－１－①－１）。 

このように，外部からの意見を収集するシステムは継続的に機能しており，外部有識者の意見

は適切に管理運営に反映されている。 

 

観点１１－３－①： 自己点検・評価（や第三者評価）が高等専門学校の活動の総合的な状況に

対して行われ，かつ，それらの評価結果が公表されているか。 

（観点に係る状況） 

 本校の活動については，1992 年に設置された自己点検評価委員会（2005 年度からは運営会議

に統合）及び外部評価委員会（2004 年度からは参与会） で点検・評価を行い，自己点検評価報

告書を 7 報，外部評価報告書を 1 報発刊している（資料１１－３－①－１）(前出資料１１－２

－①－１)。 

 

資料 1１－３－①－１
 

表 6-10 点検･評価の報告書発刊 
 

報 告 書 名 称 主たる点検事項 発 刊 年 度 

長野高専自己点検評価報告書 第１報 総合 1994年度 

長野高専自己点検評価報告書 第２報 研究活動 1995年度 

長野高専自己点検評価報告書 第３報 学生指導 1997年度 

長野高専自己点検評価報告書 第４報 教育活動 1998年度 

長野高専自己点検評価報告書 第５報 学校運営 1999年度 

長野高専自己点検評価報告書 第６報 総合 2002年度 

長野高専自己点検評価報告書 第７報 総合（本報告書） 2005年度 

 
 

（出典：自己点検評価報告書第７報，p.89）
 

 本校の点検評価は，項目を絞った点検と，総合的な点検のいずれかによっている。前者では，

研究活動，学生指導，教育活動，学校運営の各テーマに焦点を当てて点検評価を行った。また，

総合的な自己点検評価は数年に 1回実施されている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

自己点検評価は，短い間隔で継続的に実施されており，11年間で7報の自己点検評価報告書が

発刊されている。本校では，項目を絞った点検と，総合的な点検があり，独自な点検評価が行わ

れている。 

これより，自己点検評価が確実に行われており，それらの評価結果が報告書として発刊され広
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く公表されている。 

 

観点１１－３－②： 評価結果がフィードバックされ，高等専門学校の目的の達成のための改善

に結び付けられるような，システムが整備され，有効に運営されているか。 

（観点に係る状況） 

運営会議は，本校の管理運営の中心的な組織である。点検評価結果は運営会議にフィードバ

ックされる。運営会議構成メンバーには，各学科主任，各センター長が含まれているので，各

科の教員及び組織に所属する職員にも評価結果が伝達され，報告書も配布される。 

 運営会議の審議する事項は，教育研究及び管理運営，将来計画，情報公開，自己点検評価，

学校設備の管理運営等である（資料１１－３－②－１）。運営会議は，業務となっている自己

点検評価結果の分析を行い，管理運営の改善に関する事項の審議を行っている。各学科，各セ

ンター，関連組織に運営会議で決定された管理運営方針が伝達され，実際の改善のための取り

組みが行われている。たとえば，自己点検評価報告書の第 6 報の長野高専の将来展望で指摘さ

れた「FD を強化し教育の効率化を検討すべき」という提言を受け，2003 年度に発足した教育改

善委員会の業務に FD 活動を盛り込んだ（資料１１－３－②－２）。 

 

資料１１－３－②－１

長野工業高等専門学校運営会議規則（抜粋） 
 

(趣旨) 

第１条 この規則は，長野工業高等専門学校（以下「本校という。」）内部組織規則第 12 条第２

項の規定に基づき，本校運営会議（以下「会議」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を

定める。 

（目的） 

第２条 会議は，校長の諮問に応じ，本校における管理運営等に関する事項を審議し，校務の円滑

な運営を図るものとする。 

（審議） 

第３条 会議は，次に掲げる事項を審議する｡ 

（１） 本校の教育研究及び管理運営に関する事項 

（２） 将来計画に関する事項 

（３） 情報公開に関する事項 

（４） 自己点検評価に関する事項 

（５） 情報セキュリティに関する事項 

（６） 学校施設の管理運営に関する事項及び諸委員会において運営会議の議を経ることとなった

事項 

（７） その他校長が必要と認めた事項 

 

（出典：長野工業高等専門学校運営会議規則 抜粋）

 



長野工業高等専門学校 基準 11 

 - 299 -

資料１１－３－②－２

１３－５－３ 長野高専の将来展望 
  本校の喫緊の課題として、先ず専攻科の設置があり、続いて狭隘教室解消を目的とする

低学年棟の新設が掲げられる。当面本校としてはこの実現に邁進しなければならない。一

方、その完成を見越した上での本校の将来計画を、しっかりとしたビジョンの上に確立して

いくことが必要である。 

 そのためには、上記２つのワーキンググループの努力を結集し、将来計画策定に着手する

組織を再編すべきである。その上で、本校が地域に密着した、地域に愛される高等教育機関

としての、思い切った改革への提言をまとめていくことが急務である。 

 現在論議されている大学改革の中で、「地方大学は生き残れるか」というセンセーショナ

ルな話題があるが、これは、「高専が生き残れるか」という話題にも置き換えられる。その

間に自信を持って「イエス」と答えることが本校の希望に満ちた将来計画といえよう。この

ために、 

 

・いわゆる「教育制度上の複合路線」の本質的な優位性 

・実践を重視した工学教育での優位性 

    ・教育、研究、地域貢献のビッグトライアングルの形成 

    ・キャンパスの近代化と高度情報化 

    ・活性化のための組織（学科）再編 

・国際的に通用する技術者育成教育 

 

などに、本校独自の特色を付加すべきである。しかも、将来展望をより明るくするために、

これらは期限付きの数値目標を伴ったものでなくてはならない。 

 時代の流れへの適切な対応が成功の鍵である。期待される高専として、限られた時間と人

材の中で思い切った取捨選択をなすとともに、ＦＤを強化し教育の効率化を検討すべきこの

時期を充実することが肝要である。 

（出典：自己点検評価報告書第６報，pp.168-169）

 

 自己点検評価結果は，外部評価委員会（現在は参与会）でも参照，点検され，改善への提言

がなされている（資料１１－３－②－３）。 
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資料１１－３－②－３

外部評価委員による改善への提言 

吉川委員 

・自己点検評価報告書（第６報）の内容は優れており、高く評価できるもので

ある。 

・基礎学力の絶対評価への取り組みが欲しい。例えば、英語では、TOEIC の得点

の向上等を検討しては。 

・専門的な科目では、相対評価もありうるが、各科目の達成目標を単に講義担

当教官に任せるのではなく、複数の教官で相互に確認しあう体制が必要であ

る。 

・補習授業やドロップアウトの学生への対応は十分に検討されているのか？ 

・シラバスの記述の統一が望ましい。現在のものは、項目、記述内容、字の大

きさでやや統一性を欠いている。 

・できれば、学生の読みやすさに重点に置いたものにしたほうが良い。 

・参考書は、図書館に常備のものなのか。また、絶版になっていないことや、

入手可能かどうかは、シラバス作成時に調査した方が良い。（長岡技術科学大

学では、図書館で適意点検を行い、講義担当教官に連絡して、修正を依頼して

いる。） 

◎専攻科設置に関し、下記の点の検討をお願いしたい。 

１）学位授与機構による学位授与（大学卒業）と専攻科修了が一致しないた

め、どちらか一方のみが認められる場合もあり、矛盾の生じる可能性があ

る。これに関しては事前に対応策が必要と思われる。 

 ２）高専から大学への編入者が増えている現状での専攻科設置の目的とし

て、大学卒業資格の取得は重要な意義を持つ。しかし、高専卒業時に就職

が容易でない学生の受け皿としてではなく、将来的に有望な学生を育てる

場としての運用を考え、専攻科進学時の学生の選考に際しては、最初から

十分な配慮をお願いしたい。 

 

（出典：外部評価報告書第１報，p.48）

 

（分析結果とその根拠理由） 

自己点検評価の結果は，運営会議と教職員個人にフィードバックされ，運営会議を中心に学校

全体の活動に関する改善に結び付けるシステムが整備されている。自己点検評価結果は，学外に

公表され，外部からの意見もこの改善システムに取り入れられている。 

これらの自己点検評価は，継続的に実施され，点検評価と改善が，短い間隔で繰り返し行われ

ており，システムは有効に運営されている。 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

・ 近年の社会的な動向に対応して，学校としての意思決定を効率的に行うため，執行会議，

運営会議にスピーディーで効果的な機能をもたせている。会議及び委員会を統廃合して大

幅に減少し，それぞれの組織が，執行会議や運営会議と連携した動きを可能として，校長

のリーダーシップが発揮できるシステムにした。 

・ 事務組織は，事務の合理化・省力化等を図り，効率的な管理運営面の強化を進めることを

目的として，2006 年度全国高専に先駆けて，2 課体制に事務組織を再編し，職員数削減に

対処した展開を図っている。 
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・ 管理運営の諸規程は，系統的に整備されており，ウェブサイトにも置かれているため，教職員は

即座に規程の内容を検索できる。 

・ 外部有識者の意見収集は，1995 年以降継続的に実施しており，この 5 年間に 4 回実施され

ている。 

・ 2005 年度に日本技術者教育認定機構（JABEE）による審査を受け，工学（融合複合・新領

域）関連分野で認定された。 

・ 自己点検評価は，短い間隔で継続的に実施している。11 年間で 7 報の自己点検評価報告書

発刊の実績がある。 

 

（改善を要する点） 

・ 定員の削減等により管理運営業務が増加している中で，かなりの効率化を果たしてきてい

るが，これによる個人への負荷は増しており，対策（検討）が必要である。 

 

（３）基準11の自己評価の概要 

 高専は従来，校長のリーダーシップが発揮しやすい体制であったといえるが，本校では，独立

法人化を機に執行会議体制を確立し，校長をはじめとして，副校長１名，校長補佐４名（教務主

事，学生主事，寮務主事，研究・地域連携担当校長補佐）及び事務部長１名，事務部課長２名の

管理運営体制を強化した。これにより，スピーディーな意思決定がなされるようになった。また，

委員会数も従来の運営機能を損なうことなく統合削減し，スリム化した点も相互連携が強化され

効果的であった。これによりそれぞれの組織（委員会）が，執行会議及び運営会議（執行会議構

成員に加え，学科主任６名，各センター長，図書館長）と連携した動きを可能としており，校長

のリーダーシップがより強く発揮できるシステムとなっている。 

 事務組織においては，近年及び今後予定されている定員削減で職員数が減少する一方，新た

な業務が発生し増加し続けている。このため，2005 年より「事務業務見直しグループ」を立ち

上げ，事務の合理化・省力化及び管理運営面の効率化を検討してきた。あわせて，高専機構

（本部）での業務及び事務組織の見直しに係る提言を受け，2006 年度から全国高専に先駆けて，

2 課体制に事務組織を再編した。これにより，効率的な管理運営体制を推進し，職員数削減に対

処した展開を図ってきている。 

点検・評価については，本校外の有識者に委嘱して行う外部評価と，本校内部で行う自己点検

評価を主柱として実施してきた。前者は，1995年に「有識者との懇談会」を設置して継続的に行

ってきており，近年では，これらの組織を「参与会」とし，貴重な意見収集を行い，本校の教

育・管理面に反映させている。また，後者としては，1992年に設置された自己点検評価委員会

（2005年度からは運営会議に統合）によって，項目（研究活動，学生指導，教育活動，学校運

営）を絞って点検する年と，総合的に点検を行う年に分けて，点検・評価を行ってきており，11

年間で7報の自己点検評価報告書が発刊されて広く公表されている。自己点検評価の結果は，運

営会議と教職員個人にフィードバックされ，運営会議を中心に学校全体の活動に関する改善に結

び付けるシステムが整備されている。自己点検評価結果は，学外に公表され，外部からの意見も

この改善システムに取り入れられている。なお，2005年度には日本技術者教育認定機構

（JABEE）による審査を受け，工学（融合複合・新領域）関連分野で認定された。 
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Ⅳ 選択的評価事項に係る目的 

 

選択的評価事項Ａ 「研究活動の状況」に係る目的 

 

１ 高専における研究活動の背景 

本校における研究活動は，本校が創設以来教員個々の取組みで行われてきたが，専攻科の設置に本格的に取

組み始めた 1991 年以降，学校全体の課題として浮上してきた。その後，専攻科設置を目前にした 2002 年から本

校全体としての研究成果の向上が目立つようになり，今日に至っている。 

一方，高専設置基準は 1991 年に改正され，「高等専門学校は，その教育内容を学術の進展に即応させるため，

必要な研究を行われるように努めるものとする。」ことが謳われ，さらに高専組織が独立行政法人に移行したこ

とに伴い，高専機構法第 12 条では，「機構以外の者から委託を受け，又はこれと共同して行う研究の実施その

他の機構以外の者との連携による教育研究活動を行うこと」が定められ，高専での研究の位置づけが明示される

ようになった。本校でも，このような情勢を受けて，研究活動がいっそう加速され，地域共同テクノセンターを

中心として活発な展開が図られている。 

 

２ 本校における研究の目的 

本校における研究活動は，教員によって本校創立以来継続され，教育の質を保障する上での重要な手段となっ

ている。あわせて，重要な知的情報の発生源でもあり，また，研究活動を通して地域に貢献することへの期待が

大きい。しかし，従来は研究の位置づけは教員個人に託されており，統一的な見解がなかった。そこで，上記の

社会的背景あるいは本校研究活動の活性化の状態を受けて，2006 年に研究の位置づけを明確化した。すなわち，

本校の研究活動の主たる目的は，次のとおりである。 

（１）教育への還元 

（２）社会への貢献 

 

３ 研究推進の基本方針 

 この目的を推進するための基本的な方針としては，以下のように設定している。 

 （１）地域と連携し，かつ，地域と密着した研究活動を行う。 

 （２）高専機構以外からの委託研究あるいは共同研究を推進する。 

 （３）研究活動を本校の教育の向上に反映させる。 

ただし，この１項２項は，地域共同テクノセンター（産学交流室）を軸に長野高専技術振興会等との連携で行

うものとし，あわせて，教員が個人的あるいはグループで独自に研究を行う活動も包含することとした。また，

３項で対象とするものは，基礎研究を含むすべての各教員の研究活動とした。 

これは，当然のことながら，本校の教育・運営方針に合致するものである。 
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選択的評価事項Ｂ 「正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況」に係る目的 

 

１ 正規課程の学生以外に対する教育サービスの目的 

本校の教育・運営方針のひとつに，「地域と連携し，かつ，地域と密着した学校運営を行う。」がある。この

運営方針に基づき，本校では，正規課程の学生以外に対する教育サービスの目的として， 

（１）生涯学習への支援 

（２）低年齢層からの理工系教育の普及活動 

（３）初等中等教育機関への支援 

の３つの項目を掲げ，幅広い対象者に対して実践してきている。 

 

２ 正規課程の学生以外に対する教育サービス活動 

本校は，上記の目的に沿って教育サービスを提供するために，次のような活動を実施している。 

・ 科目等履修生，聴講生，研究生に対して，学習する機会を提供する。 

・ 公開講座を開催し，小学生から一般社会人まで，広い分野で学習できる機会を提供する。 

・ 県内及び隣県各地の小中学校等へ出前授業を実施し，教育サービスを提供する。 

 企業人に対するキャリア・アップ教育，リフレッシュ教育については公開講座として実施してきたが，近年は

地域共同テクノセンターにおける講習会，研修会としても実績をあげている。ことに 2006 年度は経済産業省の

「平成 18 年度高等専門学校等を活用した中小企業人材育成事業」に採択され，この事業の展開により，地元企

業への教育サービスが加速されている。 

また，上記の教育サービスとは別に，地域貢献として，図書館の開放や体育館等の校内施設の貸出を行ってい

る。 
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選択的評価事項Ａ 

 研究活動の状況 

 

（１）観点ごとの分析 

観点Ａ－１－①： 高等専門学校の研究の目的に照らして，研究体制及び支援体制が適切に整備

され，機能しているか。 

（観点に係る状況） 

 本校における研究活動は，専攻科設置を目前にした 2002 年から研究活動の成果の向上が表れ

はじめ，現在に至っている（資料Ａ－１－①－１）。2004 年の独立行政法人化に伴い，教員の

研究状況にも変化が見え始めた。法人化制度における研究項目は，大学設置基準では「基礎か

ら応用まで実務レベルの研究も行われる。」であるのに対し，高専設置基準では「教育内容を

学術の進展に即応させるため，必要な研究が行われるように努めるもの」とされている。また，

高専機構法第 12 条３項では，「機構以外の者から委託を受け，又はこれと共同して行う研究の

実施その他の機構以外の者との連携による教育研究活動を行うこと」と規定されており，研究

の位置づけが明示されている。本校における研究活動は，その教育の質を保障する上での重要

な手段として位置づけられており，重要な知的情報の発生源でもあり，研究活動を通して地域

に貢献することへの期待も大きい。 

 

                                資料Ａ－１－①－１

研究等発表数 
  
       

（出典：総務課作成資料）

 

 以上の情勢を考慮し，本校における研究の位置づけを確認するとともに，研究推進の基本方針

を次のように定めた（資料Ａ－１－①－２）。 

  ① 地域と連携し，かつ，地域と密着した研究活動を行う。 

  ② 高専機構以外からの委託研究あるいは共同研究を推進する。 

  ③ 研究活動を本校の教育の向上に反映させる。 

 これらの研究目的を達成するために，研究推進体制を整備している（資料Ａ－１－①－３）。

本組織は，校長から指名された校長補佐(研究・地域連携担当)をリーダーとする研究支援委員

48 119 102 90 74
37 47 53 52 58
23 35 37 30 44
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52 80 59 83 54
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会が，地域共同テクノセンター長をリーダーとする地域共同テクノセンター（産学交流室）と

協力して研究を推進している。 

 
                         資料Ａ－１－①―２

本校における研究の位置づけ 
 

平成１８年度第４回運営会議議事概要 
 

日  時    平成１８年６月２３日（金） １６：１５～１７：２０ 
 
場  所    校長室 
 
欠 席 者    な し 
 
(中略) 
 
３ 本校における研究の位置づけについて 
副校長から、資料Ｎｏ.３に基づき、高専の研究に係る関係法令の規定の趣旨及び本校におけるこれまでの
研究実績を踏まえて、また、運営会議構成員から寄せられた意見・提案を基に作成した「本校における研究の

位置づけ」について説明があった。 
引き続き、議長から、研究の位置づけについて諮られ、審議の結果、了承された。 

 
４ 機関別認証評価における自己評価書について 
副校長から、資料Ｎｏ.４に基づき、第三者評価対応委員会WGが中心となって作成した自己評価書案につ
いて、評価の観点と記述内容が適合しているか否か等の確認依頼があった。（6月 26日（月）期限、修正箇
所は朱書き・付箋貼付、課長補佐（庶務）へ提出） 
 

                           （出典：運営会議議事録 抜粋）

              

本校における研究活動の位置づけ 

 
１． 趣旨 

本校における研究活動は、教員によって本校創立以来継続され、本校の教育の質を保障する上での重要な手

段として位置づけられてきている。あわせて、重要な知的情報の発生源でもあり、また、研究活動を通して地

域に貢献することへの期待が大きい。 

以上のような情勢から、本校の研究の目的及び基本方針を次のように定める。 

 

２． 目的 

本校における研究活動については、教育への還元と社会への貢献を主たる目的とする。 
 
３．基本方針 

 （１）地域と連携し、かつ、地域と密着した研究活動を行う 

 （２）国立高等専門学校機構以外からの委託研究あるいは共同研究を推進する 

 （３）研究活動を本校の教育の向上に反映させる  

 

４．補足 

 （１）３の（１）および（２）は地域共同テクノセンター（産学交流室）を軸に長野高専技術振興会等との

連携で行うものである。 

（２）３の（２）は主に個人的あるいはグループでの独自の研究活動も包含する。 

（３）３の（３）で対象とするものは、基礎研究を含むすべての各教員の研究活動である。 

 

（出典：運営会議資料）
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                                 資料Ａ－１－①－３

研究推進組織図 
 

 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：総務課作成資料）

 

研究支援委員会は，本校の研究の支援に関して調査審議し，知的財産，共同研究及び受託研

究の受入れ，紀要の編集，その他の研究支援を行う組織である（資料Ａ－１－①－４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野高専研究推進体制
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（研究・地域連携）

　　　　技術交流事業企画立案

     　　就職求人支援
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共同受託研究受入審査、発明審査、紀要編集

研究支援委員会

シーズの公開

技術相談・技術指導

共同研究提案

　　　 共同受託研究の
　　　 申込、実施

　　 研究成果の特許化

     　　共同研究企画立案
     　　インターンシップ事業

　

　
　　　　　　　　　　　　地元企業・商工会

産学交流室

　
　　　　　　　　長野高専技術振興会
　

　
　　大学・研究機関等
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                            資料Ａ－１－①―４

長野工業高等専門学校研究支援委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は，長野工業高等専門学校（以下「本校」という。）内部組織規則第 13条第２項
の規定に基づき，本校研究支援委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営等に関し必要な
事項を定める。 

（職務） 

第２条 委員会は，研究支援に関する次の事項について，調査審議し，必要な業務を行う。（１）
知的財産に関すること。 

（独立行政法人国立高等専門学校機構知的財産ポリシーで定める 

「高専知的財産委員会」の審議事項を含む。） 

（２）共同研究及び受託研究の受入れ等に関すること。 

（３）紀要に関すること。 

（４）その他研究支援に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

（１）校長補佐（研究・地域連携担当） 

（２）地域共同テクノセンター長 

（３）学科主任 

（４）校長が必要と認める者 

（５）庶務課長及び会計課長 

２ 前項第４号に掲げる委員は，校長が指名する。 

（任期） 

第４条 前条第４号の委員の任期は１年とし，再任を妨げない。ただし，欠員が生じたときの後任
者の任期は，前任者の残任期間とする。 

（委員長等） 

第４条 委員会に委員長を置き，校長補佐（研究・地域連携担当）をもって充てる。 

２ 委員長は，委員会を招集し，その議長になる。 

３ 委員長に事故あるときは，あらかじめ委員長が指名した委員がその職務を代行する｡ 

（委員以外の者の出席） 

第５条 委員長は，必要あると認めたときは，委員会に委員以外の者の出席を求め，意見を聴くこ
とができる。 

（補則） 

第６条 委員会の審議事項のうち，重要なものについては，本校運営会議の議を経なければならな
い。 

２ この規則に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，別に定める。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は，庶務課及び会計課において処理する。 

附 則 

１ この規則は，平成 17年４月１日から施行する。 

２ 長野工業高等専門学校紀要編集委員会規程（昭和 57年４月 12日制定）は，廃止する。 

      （出典：長野工業高等専門学校研究支援委員会規則）
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地域共同テクノセンター（産学交流室）は，地域企業との交流を推進し，地域産業の振興・

活性化を支援し，共同研究の促進，技術開発相談，学術情報の提供及び技術協力等を目的とし

て，2000 年に設置された（資料Ａ－１－①－５）。これらの業務には，センター長を始めとす

るセンター運営構成委員及びセンターに常駐する技術職員６名が当たっている（資料Ａ－１－

①－６）。 

 

                                 資料Ａ－１－①―５

長野工業高等専門学校地域共同テクノセンター規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は，長野工業高等専門学校（以下｢本校｣という。）内部組織規則第７条第２項の
規定に基づき，本校地域共同テクノセンター（以下「センター」という。）の目的等に関し必要な
事項を定める。 

（目的） 

第２条 センターは，本校で蓄積した技術開発や研究成果を基に，地域企業等との交流を推進し，
地域産業の振興・活性化を支援するとともに，本校の教育研究活動の発展に資することを目的とす
る。 

（業務） 

第３条 センターは，次の各号に掲げる業務を行う。 

(１) 地域企業等との共同研究の促進支援に関すること。 

(２) 地域企業等に対する技術開発相談，学術情報の提供及び技術協力に関すること。 

(３) 施設整備，機械器具等の使用及び保守管理に関すること。 

(４) センターの予算に関すること。 

(５) その他センターに関すること。 

（組織） 

第４条 センターに，本校内部組織規則第９条の３第１項で定めるセンター長のほか，次の各号に
掲げる職員を置く。 

（１） 副センター長 

（２） センター長が必要と認める職員 

２ 前項各号に掲げる職員は，本校教職員のうちから，校長が指名する。 

３ 副センター長は，センター長の命を受け，その業務を補佐する。 

４ センター長が必要と認める職員は，センター長の命を受け，第３条に掲げる業務に従事する。 

５ 第１項各号の職員の任期は１年とし，再任は妨げない。ただし，欠員が生じたときの後任者の
任期は，前任者の残任期間とする。 

（補則） 

第５条 センターの管理運営に関し，重要な事項については，本校運営会議の議を経なければなら
ない。 

２ この規則に定めるもののほか，センターに関し必要な事項は別に定める。 

（庶務） 

第６条 センターに関する庶務は，庶務課において処理する。 

附 則 

１ この規則は，平成 17年４月１日から施行する。 

２ 長野工業高等専門学校地域共同テクノセンター規程（平成 12年４月１日制定）及び長野工業高
等専門学校地域共同テクノセンター運営委員会規程（平成 12年４月１日制定）は，廃止する。 

（出典：長野工業高等専門学校地域共同テクノセンター規則）
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資料Ａ－１－①―６

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                （出典：平成 18年度地域共同テクノセンター資料 抜粋）

 

 各専門学科の教員は，上記の目的を念頭に置き，各専門分野に基づいた研究テーマを設定し，

研究活動を行っている（資料Ａ－１－①－７）。これらの様々な研究内容は，地域の多様なニー

ズに対応しており，地域共同テクノセンター及び研究支援委員会が，地域と教員との円滑な研究

平平成成１１８８年年度度地地域域共共同同テテククノノセセンンタタ－－運運営営業業務務  

                                 

                              １８年５月３０日改 

１．センタ－管理（総括）  岸センター長     

             中澤副センター長 峯村副センター長  

２．センター各室・設備・機器管理担当             ＊ 〇印：責任者 

 ・ 技術相談室管理                     （〇西原、武田） 

・ セミナー室管理 （ＡＶ機器は全員が使える様にする）    （〇小林、大久保） 

・ プロジェクト実験室管理                  （〇深井、小林） 

       ＣＡＤ／ＣＡＭ（深井、加藤、長坂・堀内・和田・佐藤） 

・ 高度加工実験室管理                    （〇大久保、深井） 

三次元測定器（長坂、大久保），ＹＡＧ（長坂、三尾、大久保） 

３．地域共同テクノセンター（通年）関係 

 ・ センター利用予定、行事予定計画表作成管理          （〇峯村・小林） 

 ・   〃 利用状況のまとめ、業務報告書作成            (〇峯村・武田) 

 ・ ＲＣＴニュース発行（年４～５回）          （〇小林・大久保・西原） 

 ・ センターＨＰ管理                      （大久保） 

 ・ センター予算管理                      （深井） 

 ・ センタ－備品管理                      （峯村） 

 ・ 庶務全般                          （西原） 

４．技術振興会（通年）関係 

 ・ 振興会への入会案内、会員名簿作成管理、          （〇武田、小林） 

＊ 会員名簿に変動があったときは全員にその都度連絡 

 ・ 振興会予算管理                        （深井） 

・ 会員名簿保管                         （全員） 

・ 総会、善バレ等主行事の準備、資料印刷発送等          （全員） 

５．センタ－の行事関係、振興会総会、善光寺バレ－，諏訪圏工業メッセなど 

・各研究会等行事の案内板、名札参加者名簿作成、受付など  （〇武田・西原） 

・各技術研究会・講習会参加者用の資料印刷製本等        （全員） 

・セミナ－室使用者へのＡＶ機器の取り扱い説明        （随時全員にて） 

・行事案内（学内・振興会等学外へのメール/FAX案内）   （〇小林、大久保） 

・行事用垂れ幕新ソフト使用                 （〇小林、大久保） 

・行事の会場準備、片付け、補助業務              （全員） 

・行事の記録、写真、資料保管            （〇峯村、大久保、西原） 

６．技術班関係 

 ・第３技術班予算管理                       （西原） 
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活動を支援している。 

 

資料Ａ－１－①－７

研究者リスト 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          （出典：研究支援委員会作成 抜粋）

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教員研究テーマ一覧

学科名 氏　　名 テーマ名 系 分野 分科

機械工学科 倉澤　英夫
凹凸面を有する管内流での空力音に関する研
究

理工系 工学 機械工学

機械工学科 倉澤　英夫 音響発振を伴う管内流での熱伝達に関する研究 理工系 工学 機械工学

機械工学科 宮尾　芳一 陸上競技場サーフェスの特性評価の研究 理工 工学 機械工学

機械工学科 宮尾　芳一 福祉機器の開発
複合・新
領域

複合領域 人間医工学

機械工学科 羽田　喜昭 衝突噴流の淀み線上の熱伝達制御に関する研究理工系 工学 機械工学

機械工学科 羽田　喜昭
二次元流路中に置かれた物体まわりの流動と
熱伝達

理工系 工学 機械工学

機械工学科 戸谷　順信 回転二重円筒間における粘性流体の流れ 理工系 工学 機械工学

機械工学科 戸谷　順信 浮力併用式往復ポンプの性能に関する研究 理工系 工学 機械工学

機械工学科 長坂　明彦 TRIP鋼のプレス成形性に及ぼすレーザ加工の影理工系 工学 材料工学

機械工学科 長坂　明彦 アルミ合金鋳物の機械的特性と接合 理工系 工学 材料工学

機械工学科 北村　一浩
燃焼合成法で作成したTi-Ni合金鋳造材の形状
記憶特性

理工系 工学 材料工学

機械工学科 北村　一浩 Ti-Ni合金の特性評価と応用に関する研究 理工系 工学 材料工学

機械工学科 磯部　浩已 振動援用研削加工による金型の鏡面仕上げ技術理工学 工学 機械工学

機械工学科 磯部　浩已 音響粘性流による平面基板の非接触搬送技術 理工学 工学 機械工学

機械工学科 北山　光也 ノードレス有限要素法に関する研究 理工系 工学
応用物理学・工
学基礎

機械工学科 北山　光也 不整合メッシュ有限要素解析に関する研究 理工系 工学
応用物理学・工
学基礎

機械工学科 宮下　大輔 ジェットルーム用ヘルドの動特性に関する研究 理工系 工学 機械工学

機械工学科 宮下　大輔 ものづくり教育支援のための各種教材の活用
総合・
新領域

総合領域
科学教育・
教育工学

機械工学科 小林　裕介 車いすの動力を利用した段差解消機の開発
総合・新
領域

総合領域 人間医工学

機械工学科 小林　裕介 移乗しやすい車いすの開発
総合・新
領域

総合領域 人間医工学

電気電子工学科 青木　博夫 各種福祉機器の開発
総合・新
領域

総合領域 人間医工学

電気電子工学科 青木　博夫
ヴァーチャルインストルメントと回路シミュレータ
の電気電子教育への適用

総合・新
領域

総合領域
科学教育・
教育工学

電気電子工学科 知野　照信 視覚障害者用ワープロソフト開発
総合・新
領域系

総合領域 情報学

電気電子工学科 知野　照信 看護支援ソフト開発
総合・新
領域系

総合領域 情報学

電気電子工学科 宮崎　敬
透過電子顕微鏡像からのファジィテンプレートを
用いた３次元ナノ構造解析法の開発

総合・新
領域

複合新領域
ナノ・マイクロ科
学

電気電子工学科 宮崎　敬
多様なブール演算を持つ正規表現に対する検
索アルゴリズムの高速化に関する研究

総合・新
領域

総合領域 情報学

電気電子工学科 原田　寛治 酸化物超伝導体を用いたデバイス作製 理工系 工学 電気電子工学

電気電子工学科 原田　寛治 高臨界電流密度酸化物超伝導体の作製 理工系 工学 電気電子工学

電気電子工学科 古川　万寿夫
地域巡回型科学体験講座のための教材開発と
実践研究

総合・
新領域

総合領域
科学教育・
教育工学

電気電子工学科 古川　万寿夫 障害者のための生活支援機器に関する研究
総合・
新領域

総合領域 人間医工学

電気電子工学科 柄澤　孝一 パラメトリック磁気センサの高性能化に関する研究理工系 工学 電気電子工学

電気電子工学科 柄澤　孝一
マイクロストリップラインを用いた高周波フィルタ
に関する研究

理工系 工学 電気電子工学
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 研究活動を支援するために，特別申請経費による教員の研究活動の促進や，科学研究費補助

金申請ガイダンスの実施など，組織的に研究促進とレベルの向上に努めている（資料Ａ－１－

①－８）（資料Ａ－１－①－９）。これらの組織的な支援活動が，科学研究費補助金の応募件

数を増加させるとともに採択件数の増加につながっている（資料Ａ－１－①－１０）。 

 

                                  資料Ａ－１－①―８

 

                              （出典：運営会議資料）

 

 

 

 

 

 

長野工業高等専門学校予算配分基準

　　　平成１３年　５月１５日
　　　運　営　会　議　決　定         
　　　平成１４年４月２６日改正
　　　平成１５年６月１６日改正

　長野工業高等専門学校における教育研究基盤校費及び事項指定経費〔教育研究設備維持運営費
(旧特殊装置維持費)、高度情報教育推進経費並びに実習工場経費〕の配分基準を以下のとおり定
める。

配分基準
（１）配分区分を、以下の６区分とする。
　　１．共通経費
　　２．基礎的研究費（教官配分、学科共通費、技術室配分,専攻科配分）
　　３．共同利用施設経費（図書館及び情報教育、技術教育、地域共同テクノの各センター）
　　４．実験実習経費
　　５．特別経費（申請研究費、設備更新・充実費）
　　６．予備費

（８）申請研究費は、各教官及びグループ等による先進的な教育研究の推進・活性を図るため、
　　  事項指定経費として確保するとともに、申請による具体的な課題に対し配分する。
　　　なお、本経費枠は、可能な限り大きく採れるよう工夫することとする。
　　・申請は、各個人及びグループ等によることを可能とする。
　　・申請の機会を年２回程度（６月、１１月等）設け、予定された総額（残額）を考慮のうえ
　　　配分する。
　　・申請内容及び申請に対する審査結果を公表する。
　　・配分に対する決算報告、研究活動結果報告の公開を義務付ける。
（13）予算配分基準を実行し、効率的運用を図るため、運営会議において次のことを検討する。
　　　　①予算配分の原案の作成
　　　　②申請研究費及び設備更新・充実費の審査、決算報告、研究成果報告の確認・公開
　　　なお、申請研究費及び設備更新・充実費の審査は、校長の裁量のもとに実施するものとす
　　　　る。
（14）別枠；施設整備関係経費の申請に先立ち、要求・要望を会計課において取りまとめる。

中略
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資料Ａ－１－①―９

科研のガイダンス 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：科学研究費補助金申請ガイダンス配布資料）
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                                資料Ａ－１－①―１０

                        

（出典：自己点検評価報告書第７報，p.132）
 

 また，本校における研究活動に対し，より一層の協力を図るとともに，地域産業界との連

携・交流を深めることを目的に，2001 年１月に会員数 96 団体・個人からなる長野工業高等専門

学校技術振興会が発足した。技術振興会の事業は，技術研究会，技術講習会，研究報告会など

多岐にわたっている（資料Ａ－１－①－１１）。地域企業の若手技術者人材育成に関わる事業

は，財団法人長野県テクノ財団善光寺バレー地域センターからの支援も得ながら地域共同テク

ノセンターとの共催で行われ，地域産業の活性化を促している。 

 

 

 

 

 

  
 年度別科学研究費応募採択状況                千円 

学 科 件数等 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 合 計 

  申請件数 13 13 13 14 14 67 
一 般 科 採択件数 2 2 5 6 6 21 
  配分金額 2,700 1,300 4,900 4,500 3,900 17,300 
  申請件数 7 6 7 7 8 35 

機  械 採択件数  0 0 0 0 0 0 
  配分金額  0 0 0 0 0 0 
  申請件数 4 6 5 5 6 26 

電気電子 採択件数 1 2 2 1 1 7 
  配分金額 1,100 3,000 2,300 400 2,900 9,700 
  申請件数 8 9 8 7 10 42 

電子制御 採択件数 4 3 3 2 1 13 
  配分金額 3,800 5,000 2,400 4,500 2,900 18,600 
  申請件数 7 10 6 8 8 39 

電子情報 採択件数 1 2 1 1 1 6 
  配分金額 600 2,800 500 800 2,200 6,900 
  申請件数 4 8 7 6 7 32 

環境都市 採択件数   1 2 3 4 10 
  配分金額   1,300 1,600 4,000 4,400 11,300 
  申請件数 43 52 46 47 53 241 
合計 採択件数 8 10 13 13 13 57 

  配分金額 8,200 13,400 11,700 14,200 16,300 63,800 
（注）継続課題を含む。      
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                                     資料Ａ－１－①―１１

技術振興会の活動 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（出典：長野高専技術振興会資料 抜粋）

 

 

 

 

Ⅰ　総会
　　開催期日・場所 　　　審　議　事　項　
平成17年6月1日（水） 議題１ 平成16年度事業報告について
長野市 ホテル信濃路 　　２ 平成16年度会計報告について

　　３ 平成16年度会計監査報告について
出席者３２名 　　４ 平成17年度事業計画案について
委任状５７名 　　５ 平成17年度収支予算案について

　　６ その他

Ⅱ　理事会
　　開催期日・場所 　　　審　議　事　項　
平成17年6月1日（水） 議題１ 平成16年度事業報告について
長野市 ホテル信濃路 　　２ 平成16年度会計報告について

　　３ 平成16年度会計監査報告について
出席者１２名 　　４ 平成17年度事業計画案について
委任状　３名 　　５ 平成17年度収支予算案について

　　６ 役員について
　　７ その他

技術振興会事業
Ⅰ研修事業
１)技術研究会

研究会名 開催期日 場所 内　　容 参加者

 応用機械要素設計 長野高専 講演「設計者のための品質管理」 15
ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 講師  (株）ミマキエンジニアリング　村岡正一氏

　　　　　  　長野高専　　　　　　 楡井雅己氏

長野高専 講演「設計者に必須な公差解析Ⅰ」 34
ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 講師　（株）プラーナー　栗山 弘氏

長野高専 講演「設計者に必須な公差解析Ⅱ」 29
ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 講師　（株）プラーナー　栗山 弘氏

長野高専 講演「故障の木解析(FTA)と故障モード影響解析(FMEA)Ⅰ」 37
ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 講師（株）ミマキエンジニアリング　村岡正一氏

長野高専 講演「故障モード影響解析(FMEA)Ⅱ」 21
ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 講師（株）ミマキエンジニアリング　村岡正一氏

 創造工学 H.17.6.29  長野高専 講演「品質工学の研修と体得Ⅰ」 20
ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 講師　コーア（株）　守屋　敏氏

H.17.8.26  長野高専 講演「品質工学の研修と体得Ⅱ」 14
ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 講師　コーア（株）　守屋　敏氏

H.17.9.28  長野高専 講演「品質工学の研修と体得Ⅲ」 21
ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 講師　新光電気工業（株）　野川和幸氏

H.17.11.2 長野高専 講演「品質工学の研修と体得Ⅳ」 13
ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 講師　新光電気工業（株）　野川和幸氏他

 耐震設計 H.17.10.19 長野高専 講演「新潟県中越地震における山岳トンネルの 17
53番教室 　　　被害と復旧について」

講師　ＪＲ東日本（株）清水 満氏

 有限要素法による 実施せず

 数値解析手法
 信州まち育て H.17.6.23 長野高専 第１回研究会「地域材の家づくりによるまち育て」 24

ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 　　　　　　　　（その１）
H.17.7.14 長野高専 第２回研究会「地域材の家づくりによるまち育 18

ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 　　　　　　　　（その２）

H.18.2.7 長野高専 第３回研究会「長野市青少年錬成センターおよび小田切 22
ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 　地区をフィールドとした環境教育とまち育て」（その１）

H.18.3.1 長野高専 第４回研究会「長野市青少年錬成センターおよび小田切 17
ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ    地区をフィールドとした環境教育とまち育て」（その２）

 エコロジー住環境 H.17.6.24 長野高専 第１回研究会「建築の温熱環境シミュレーション 35
ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 　　　　 　　 実例報告」　講師　御子柴保之氏

　　　　　　「建築環境を変えるＣＭ手法の実践」

　              　     　　講師　山中省吾氏

H.17.9.21

H.17.10.19

H.17.5.25

　　　　　　　平成1７ 年度事業報告 

H.17.6.15

H.17.7.6
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（分析結果とその根拠理由） 

 本校の研究目的を達成するために，研究推進体制として，研究支援委員会と地域共同テクノセ

ンターが組織されている。研究支援委員会は，知的財産，共同研究及び受託研究の受入などの業

務を行い，地域共同テクノセンターは，共同研究の促進，技術開発相談，地域産業の活性化など

を行っている。センター業務については，センター運営構成委員及びセンターに常駐する技術職

員が当たっている。以上のように，研究体制及び支援体制が整備されている。 

各教員が，本校の研究の目的に沿って，地域の多様なニーズに対応した専門分野に関する研

究活動を行えるように，地域共同テクノセンターが，シーズとニーズのマッチングを行い，地

域と教員との円滑な研究活動を支援している。 

また，特別申請経費などの資金面からの支援する体制があり，教員の研究活動を促進させて

いる。 

 このように，本校における研究の目的を達成するための実施体制，支援体制が整備されてお

り，有効に機能している。 

 

観点Ａ－１－②： 研究の目的に沿った活動の成果が上げられているか。 

（観点に係る状況） 

以下，観点１－①で述べた本校の研究目的に従って研究活動の実績を示す。 

 

(1) 地域社会との連携の状況 

地域共同テクノセンターは，地域企業と本校の研究資源とを結びつける役割を果している。

このセンターに寄せられている長野県内外の企業や地方公共団体等からの技術相談の件数は，

2001 年の 14 件から 2005 年度には 70 件と年々増加する傾向にある（資料Ａ－１－②－１）。

2005 年度の地域共同テクノセンター事業については，参加者数が延数で 1937 名，事業実施総数

は 149 件である。特に本校では，長野県の地場産業の推進や，長野県固有の地域杜会問題の解

決を考慮して，精密機器，電子情報デバイス，新素材，生態環境，社会基盤等の分野に関連す

る研究が推進されている。これらの専門分野においては，基礎的，理論的な研究内容に関する

相談だけでなく，実践的・応用的な相談も寄せられており，産学官連携や企業のニーズの掘り

起こしに成果をあげている。また，企業では近年の最新技術の積極的な導入や，エネルギー関

連技術の導入を試みるところが多く，ナノテクノロジー分野あるいは風水力発電など環境問題

に関する技術相談も増えてきている。企業と連携した研究開発は，技術相談から受託研究・共

同研究に発展し，特許出願に反映されている（資料Ａ－１－②－２）。 

 

                                  資料Ａ－１－②―１

地域共同テクノセンター相談件数 

 

 

 

 

                         （出典：地域共同テクノセンター資料）

 

年度 2001 2002 2003 2004 2005

技術相談会 14 39 49 67 70
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                                  資料Ａ－１－②―２

                              （出典：総務課作成資料）

 

研究会も積極的に行われており，たとえば，「応用機械要素設計研究会」や「品質工学研究

会」は，革新的な新製品開発手法である QFD，TRIZ，公差解析，品質工学などに関する最新情報

や研究成果を話題提供し，会員企業の若手技術者と本校教員とによる理論と実践例などの討議

を通じて新商品開発の芽を生み出すことを目的に発足した。2005 年度には両研究会で計９回の

講演会を実施し延 204 名の参加者を得ている（前出資料Ａ－１－①－１１）。 

2006 年度は，11 の技術研究会と４つの講習会が行われ，時と場とに応じた技術相談などの活

動を通して地域企業との交流が促進されている。本校の研究シーズの発信や地域企業が求める

ニーズの発掘などを積極的に行い，地域企業との確固たる信頼関係を構築している。 

 地域との連携協力を推進するため，技術振興会の支援のもとに数々の事業が展開されている

（資料Ａ－１－②－３）。定期総会や各種事業において本校のシーズ集や，地域共同テクノセ

ンター刊行物を通し，積極的に地域の企業にアピールを行っている（資料Ａ－１－②－４）

（資料Ａ－１－②－５）。技術振興会の会員数が徐々に増加し 2006 年５月末現在で 137 団体・

個人となっており，これに伴い振興会予算規模も増大を示し，地域共同テクノセンターの事業

経費を支えている。また，産学官連携の研究成果を発表するために「善光寺バレー研究報告

会」を実施しており，地域の企業から好評を得ている（資料Ａ－１－②－６）。この「善光寺

バレー研究報告会」では，精密工学会北陸信越支部，電子情報通信学会信越支部との共催によ

り，種々の研究会の成果報告を中心に県内外の研究者による特別講演会も併せて実施されてい

る。 

 

（特許）

知財本部
受付番号

発明の名称 出願番号
知財本部
受付番号

発明の名称 登録番号
平成１７年度
実施料収入額

H16-32 導電性炭化ケイ素セラミックス及びその製造方法 2005－62405 心拍数記録型適正運動量指示装置 第3421738号

H16-63 光学発汗計 2005－124462

H17-34 ジョイント構造 2005－297968

H17-35 ガラスレンズ成形用セラミックス型 2005－278537

H17-82 弾性部材付被服 2006－74256

H17-93 インク供給装置 2006－79225

H17-94 スリットコータノズル 2006－92697

H17-95 スリットコータ取り外しヘッド 2006－93003

H17-96 スリットコータノズルキャップ 2006－93152

H17-97 有機ＥＬ素子製造装置 2006－87063

H17-98 発光性有機化合物及びそれを用いた有機電界発光素子 2006－74446

H17-99 フルオレン化合物及びそれを用いた有機電界発光素子 2006－74450

12 1 0合　　　計

平成17年度　知的財産取得状況調査

出願中の特許 登録済み特許

合　　　計
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                                  資料Ａ－１－②―３

地域共同テクノセンターの事業 

 
 

（出典：自己点検評価報告書７報，p.127）
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                                資料Ａ－１－②―４

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        （出典：産学連携研究シーズ一覧 抜粋）
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資料Ａ－１－②―５

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：ＲＣＴセンターニュース No.26 抜粋）
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                                資料Ａ－１－②―６

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：善光寺バレー研究成果報告会 2005 講演論文集 抜粋）
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さらに社会貢献を推進するため，学外での専門技術指導や審議会等の研究に関連した社会活動

も積極的に行い，地域社会のニーズに対して貢献している（資料Ａ－１－②－７）。 

 

                                 資料Ａ－１－②―７

社会への貢献 

（出典：自己点検評価報告書７報，pp.139-142 抜粋）
 

(2)地域企業等との共同研究や技術連携の成果 

 研究活動の成果については，2001～2005 年度の各学科の研究活動指数を示す（資料Ａ－１－

②－８）。論文，口頭発表等を含むすべての発表総数(A)を教員数(B)で除した研究活動指数

(A/B)は，1995～2000 年度の平均値 3.52 に対して，2001～2005 年度の平均値は 4.42 と増大し

ており，研究活動が活性化していることがわかる。これは，研究推進体制及び研究資金獲得支

援体制の成果が現れているといえる。 
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 資料Ａ－１－②―８

年度別・学年別活動指数一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             （出典：研究支援委員会作成資料）

 

 科学研究費補助金の採択件数及び採択金額ともに，2001 年度から増加傾向にあることがわか

る（前出資料Ａ－１－①－１０）。 

これらの共同研究や受託研究あるいは科学研究費補助金を活用して成果を上げ，本校は 2001

年度～2005 年度までに 13 件の特許出願を行い，うち１件が特許取得済みである。これらの特許

の中には，長野高専国有特許第１号として登録された「心拍数記録型適正運動量指示装置」(特

許第 3421738 号，特許権者：長野工業高等専門学校長，発明者：坂口正雄)がある。 

 さらに，高度化する研究内容に対応するため，複数の教員が学内共同研究を実施してこれを

地域テクノセンターが総括し，地域企業との共同研究プロジェクトに発展させ，競争的助成資

金の獲得に成功するような，より組織的な共同研究を行っている。たとえば，長野県が研究開

発資金の助成を公募した「３×３コンソーシアム研究開発事業：環境エネルギー関連機器の新

開発部門」では，機械工学科３名，電子制御工学科１名が参加して共同研究を実施し，地元企

業２社との共同研究プロジェクトを立ち上げ，約５千万円の研究開発助成資金を獲得して成果

を上げ，共同で３件の特許出願を行っている。また，経済産業省が公募した「地域新生コンソ

ーシアム研究開発事業：多品種少量生産を実現する中小型有機 LED パネル製造技術開発」では，

電子制御工学科２名，電子情報工学科１名，電気電子工学科１名が参加し，地域企業３社を組

み込んだ共同研究プロジェクトが，総額１億５千万円の助成金を獲得し，約１億２千万円の設

備機器が専攻科プロジェクト実験室に導入された。この共同研究からも７件の特許出願が成さ

れている。 

研究発表数（A) 48 119 102 90 74
教員数（B) 25 26 26 26 25

活動指数（A/B) 1.9 4.6 3.9 3.5 3.0
研究発表数（A) 37 47 53 52 58
教員数（B) 10 10 10 10 9

活動指数（A/B) 3.7 4.7 5.3 5.2 6.4
研究発表数（A) 23 35 37 30 44
教員数（B) 10 10 10 10 9

活動指数（A/B) 2.3 3.5 3.7 3.0 4.9
研究発表数（A) 39 81 49 68 79
教員数（B) 10 10 10 11 11

活動指数（A/B) 3.9 8.1 4.9 6.2 7.2
研究発表数（A) 52 80 59 83 54
教員数（B) 10 10 10 11 11

活動指数（A/B) 5.2 8.0 5.9 7.5 4.9
研究発表数（A) 18 36 40 50 42
教員数（B) 10 10 10 10 10

活動指数（A/B) 1.8 3.6 4.0 5.0 4.2
研究発表数（A) 217 398 340 373 351
教員数（B) 75 76 76 78 75

活動指数（A/B) 2.9 5.2 4.5 4.8 4.7

機械工
学科

電気電
子工学
科
電子制
御工学
科
電子情
報工学
科
環境都
市工学
科

全体

2004 2005

一般科

　　　　　　　　　　年度
学科

2001 2002 2003
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これ以外にも，本校の卒業生を中心とした起業化が４件実現し，企業の競争的助成資金の獲

得支援が５件，３次元 CAD/CAM 技術講習会から発展した NPO 法人３次元設計能力検定協会の設

立などがある。 

このように地域共同テクノセンターが，地域社会に密着した交流を続けており，その成果が

現れ始めている。 

 

(3)産学官連携共同研究の成果等の専門教育への反映 

 産学官連携に基づく共同研究や受託研究等は，その担当教員の卒業研究や特別研究のテーマ

の一部として行われている場合がある（資料Ａ－１－②－９）。これらの成果を含め本校で行

われた研究の成果は，国内の学会や国際会議で発表され，さらに論文として投稿されている

（資料Ａ－１－②－１０）。 

 本校では，各種の地域連携共同研究に参画し，研究プロジェクトで必要とする大型の研究設

備の導入を行っている。たとえば，上記に示した「環境エネルギー関連機器の新開発部門」及

び「多品種少量生産を実現する中小型有機 LED パネル製造技術開発プロジェクト」では，大型

設備を導入することができた。これらの研究設備は,地域との共同研究に不可欠であるとともに

学生の実験実習あるいは卒業研究等に利用されており，専門教育に対して大きく貢献している。 

 

                                                                    資料Ａ－１－②―９ 

専攻科学生が関係する企業との共同研究件数 
 

年度 2003 2004 2005 2006 

件数 1 2 5 3 

                  （出典：専攻科作成資料）

 

資料Ａ－１－②―１０

 

 

（出典：専攻科作成資料）
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（分析結果とその根拠理由） 

 研究推進体制に基づき，各教員が本校の研究目的に沿った研究テーマに取り組んでいる。ま

た地域に密着した研究テーマの選定も盛んに行われ，それらは地域共同テクノセンターが発行

する研究シーズ集としてアピールされることなどを通して，地域企業等に対する技術指導や助

言につながっている。さらに，このことが共同研究や受託研究の増加に結びつき，これらの実

績は年々増加している。 

科学研究費の採択件数をはじめ，外部資金の獲得も年々増加傾向にあり，研究活動を促進し

ている。最近では，高度で境界領域的な研究内容に対応するために学内の共同研究プロジェク

トを立ち上げ，地域企業との連携を密にしながら研究活動を行っている。さらに，外部資金導

入により大型の研究設備を導入し，共同研究及び学生の実験実習あるいは卒業研究等に供して

いる。また，外部委員会の活動も年々増加し，各種審議会等でも研究成果を生かした社会貢献

を行っている。 

 本校の研究成果は，学会発表や論文発表などの形で発表され，年々増加している。また，研

究成果を実務に活かすべく積極的に特許出願を行っている。本校で出願した特許の中には共同

研究先の企業によって実施されたものもあり，産学官連携による活動が地域の発展に大きく寄

与しているといえる。本校は，地域社会に密着して産業界に貢献できる工学系高等教育機関と

して機能している。 

 共同研究に参画することにより，教員は実用化に結びつける研究を行い，工学的な見地から

専門とする分野の視野が広がり，教育活動に反映することができる。また，卒業研究として共

同研究に携わる学生も多数おり，学生はこれらの共同研究の活動を通して，研究開発の進め方，

国内外の研究の調査，問題解決の手法，研究に対する責任の在り方を学ぶなど教育面でも高い

効果を上げている。これらより，教員の研究活動が教育研究に十分反映しているといえる。 

 

観点Ａ－１－③： 研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくための体制が整

備され，機能しているか。 

（観点に係る状況） 

 本校の全教職員の研究活動の実施状況は，毎年１回研究支援委員会が発行する長野高専紀要

により把握される（資料Ａ－１－③―１）。また，地域共同テクノセンターでは，産学連携研

究シーズ一覧を毎年発行するとともに，地域企業に対する技術支援，技術研究会・講演会の実

施，学内共同教育研究推進などの状況を公表しており，教員の研究活動等の実施状況について

把握している。 
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資料Ａ－１－③―１

研究活動の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             （出典：長野高専紀要 抜粋）
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 全教員は，年度当初に昨年度の達成度評価と今年度の業務計画を合わせた業務計画書を校長

に提出する。校長は，この業務計画書を基に教員との面談を行い，各教員の研究活動の状況を

把握している（前出資料３－２－②－４）。 

 研究支援委員会のメンバーである学科主任は，紀要等により，各教員の研究活動等に対する

問題点を把握している。また，校長は，業務計画書と個人面談により，全教員の研究活動等の

問題点を把握し，さらに，各教員自らが，業務計画書を作成することにより研究に関する計画

の推進状況やその問題点を把握している。 

 校長及び学科主任は，把握された問題点を考慮し，予算配分や校務分掌などを配慮すること

で学科全体の研究活動の活性化に努めている。また，教員個人は，把握した問題点に配慮して

研究計画をたてることにより，研究活動等を継続的に改善している。 

学内の人材育成面では，若手教員への研究支援，学内共同研究推進，企業等との共同研究の

促進などのために，校長裁量経費や特別申請経費を充て研究活動を推進している。また，教員

の研究活動を支援するために，内地研究や在外研究制度を積極的に活用している。 

   

（分析結果とその根拠理由） 

 本校の研究活動の実施状況や問題点は，毎年発行される長野高専紀要及び産学連携研究シー

ズ一覧により把握されている。また，校長は，各教員から提出される業務計画書と面談により，

研究活動の状況や課題を把握している。 

 校長及び学科主任は，把握された問題点を考慮し，特別申請経費を充てる予算配分や校務分

掌などを配慮することで，学科全体の研究活動の活性化に努めている。また，教員の研究活動

を支援するために，内地研究や在外研究制度を積極的に活用している。 

教員個人は，把握した問題点に配慮して研究計画をたてることにより，研究活動等を継続的

に改善している。 

 以上のように，研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善するための体制が整備されてお

り，機能している。 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

・ 本校の研究推進体制及び支援体制においては，地域共同テクノセンターと長野高専技術振

興会が大きな役割を果している。これらの組織が技術研究会・講習会，技術相談会等を共

同事業として開催し，また，研究シーズ集，刊行物の発行等により積極的に本校の研究活

動や成果を広く地域社会に公表している。 

・ 上記の研究体制，支援体制のもとで，具体的な研究内容に踏み込んだ技術相談，さらに発

展して共同研究や受託研究に結びついた研究が数多くある。（１）外部資金の獲得件数の

増加，（２）企業等との共同研究による研究成果数の増加，（３）学内横断的研究組織に

よる研究成果の増加，（４）共同研究の成果による商品化事例の増加等，産学官連携事業

で多くの成果をあげており，地域の産業界に貢献している。 

・ 共同研究で導入された研究設備は，学生への実験実習，卒業研究や特別研究等にも利用に

供されており，専門教育にも十分研究成果が還元されている。 
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（改善を要する点） 

・ 本校の研究の目的は明確に定められているが，今後さらに研究支援委員会を中心に，研究

活動や支援体制を強化する必要がある。 

 

（３）選択的評価事項Ａの自己評価の概要 

本校では，校長から指名された校長補佐(研究・地域連携担当)をリーダーとする研究支援委

員会が，地域共同テクノセンター長をリーダーとする地域共同テクノセンター（産学交流室）

と協力して研究推進及び支援に当たっており、研究体制が整備されている。この体制のもと，

各学科の教員が，それぞれの専門分野に関連する研究テーマを掲げて，活発な研究活動を行っ

ている。 

研究支援委員会は，知的財産，共同研究及び受託研究の受入れなどの業務を行い教員の研究

の支援を行っている。また，本校と地域企業との連携については，地域共同テクノセンターと

外部支援組織である「長野高専技術振興会」が地域貢献を目指した研究の活性化を支援すると

ともに，産学官連携を推進している。 

地域共同テクノセンターと技術振興会は，共同事業として技術研究会，技術講習会及び善光

寺バレー研究報告会を開催するなど，多方面の分野にまたがる研究活動により地域社会へ貢献

している。これらの活動により，本校の技術協力や技術相談件数は年々増加傾向にあり，受託

研究，共同研究等の件数も増加している。研究活動の活性化に伴い科学研究費の採択数をはじ

め，外部資金の獲得件数も増加傾向にある。 

 地域との産学官連携などに基づいて獲得された外部資金や科学研究費補助金による研究成果

としては，2005 年度に 10 件の特許出願がある。その他，学内横断的な研究プロジェクトチーム

と地元企業との共同研究による成果を得るなど，地域社会に密着して産業界に貢献できる工学

系高等教育機関として研究活動が推進されている。 

これらの共同研究の多くは，卒業研究や特別研究として教育にも反映されており，実践的で

具体的な研究の目標は学生の学習意識を高め，専門教育にも高い効果が現れている。さらに，

共同研究等によって導入された大型の研究施設や設備は，実験実習等に利用され，専門教育の

実施に大きな役割を果している。 

 

（４）目的の達成状況の判断 

 目的の達成状況は非常に優れていると判断する。 
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選択的評価事項Ｂ 

正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況 

 

（１）観点ごとの分析 

観点Ｂ－１－①： 高等専門学校の教育サービスの目的に照らして，公開講座等の正規課程の学

生以外に対する教育サービスが計画的に実施されているか。 

（観点に係る状況） 

本校の教育・運営方針のひとつに，「地域と連携し，かつ，地域と密着した学校運営を行

う。」がある。さらに，高専機構法の第 12 条４の「公開講座の開設その他の学生以外の者に対

する学習の機会を提供すること。」に照らして，本校では，正規課程の学生以外に対する教育

サービスを行う目的として，次のような項目を掲げている。 

① 生涯学習への支援 

② 低年齢層からの理工系教育の普及活動 

③ 初等中等教育機関への支援 

本校は，この教育サービスの目的に照らして，次のような活動を行っている。 

・ 科目等履修生，聴講生，研究生に対して，学習する機会を提供する。 

・ 県内及び隣県各地の小中学校等へ出前授業を実施し，教育サービスを提供する。 

・ 公開講座を開催し，小学生から一般社会人まで，広い分野で学習できる機会を提供する。 

 企業に対するキャリア・アップ教育，リフレッシュ教育については公開講座として実施して

きたが，近年は地域共同テクノセンターにおける講習会，研修会としても実績をあげている。 

上記の教育サービスとは別に，地域貢献として，図書館の開放や体育館等の校内施設を利用

した研修を行っている。 

 以下に，教育サービスの具体的な事例を記述する。 

 

（1）科目等履修制度，聴講制度，研究生制度 

 生涯学習への支援のひとつとして，特定の授業科目についての単位の修得（科目等履修生），

特定の科目の聴講（聴講生），特定の専門事項についての研究（研究生）を希望する者に対し

て，それぞれを履修する学生として入学を許可する制度がある（資料Ｂ－１－①－１）。科目

等履修生，聴講生，研究生の受入れの実績がある（資料Ｂ－１－①－２）。 

 

                                 資料Ｂ－１－①－１

長野工業高等専門学校科目等履修生規則  
（目的）  
第１条 この規則は，長野工業高等専門学校学則（以下「学則」という。）第 52条の規定に基づき， 科目等履
修生に関し必要な事項を定める。  
（入学の資格）  
第２条 科目等履修生として入学することのできる者は，次の各号の一に該当する者とする。  
（１） 高等学校を卒業した者  
（２） 本校において，高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者  
（入学の時期）  
第３条 科目等履修生の入学時期は，学年又は学期の始めとする。  

（出典：長野工業高等専門学校科目等履修生規則 抜粋）
 

（次ページに続く）
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長野工業高等専門学校特別聴講学生規則  

（目的）  
第１条 この規則は，長野工業高等専門学校学則（以下「学則」という。）第 52条の規定に基づき，特別聴講
学生について必要な事項を定める。  

（入学資格）  
第２条 他の高等専門学校，短期大学並びに大学又は外国の大学の学生で，本校における授業科目を履修しよう
とする者があるときは，当該他大学等との協議に基づき，特別聴講学生として受入れることができる。  

（受入れ時期）  
第３条 特別聴講学生の受入れ時期は，原則として毎学期の始めとする。  
 

（出典：長野工業高等専門学校特別聴講学生規則 抜粋）
 
              

 
長野工業高等専門学校研究生規則  

（目 的）  
第１条 この規則は，長野工業高等専門学校学則第 52条の規定に基づき，研究生に関し必要な事  
項を定める。  
（入学資格）  
第２条 研究生として入学することのできる者は，次の各号の一に該当する者とする。  
（１） 高等専門学校を卒業した者  
（２） 本校において，高等専門学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者  
（入学の時期）  
第３条 研究生の入学の時期は，学年又は学期の始めとする。  
 

                  （出典：長野工業高等専門学校研究生規則 抜粋）

 

資料Ｂ－１－①－２

                              

（出典：学生課教務係作成資料）

 

（2）小中学校への出前授業 

 青少年への理科離れが危惧されている中で，本校教員の専門性を活かして，小中学生に自然

科学や技術の楽しさ，面白さを理解してもらうことを目的として，広報委員会が主体となり，

2002 年度から県下の小中学校等に対する出前授業を実施している。当初から，49 テーマという

多数のメニューが用意され，2006 年度は 64 テーマに至っている（資料Ｂ－１－①－３）。 

 

年度 13 14 15 16 17 18

科目等履修生 1 0 0 0 0 0

特別聴講学生 0 0 0 0 0 0

研究生 3 3 2 3 5 3

履修生・聴講生・研究生受入実績　　（人）
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資料Ｂ－１－①－３

 

 
 

（出典：本校のウェブサイト，http://www.nagano-nct.ac.jp/info_f.html）

 

 出前授業は，広報委員会が各教員よりテーマを募集し，ウェブサイトで公開している。公開

されたテーマに対して，小中学校等からの申し込みを受付け，本校の担当代表教員と小中学校

の教諭等が打合せを行って，計画書を作成し，相手先に訪問して実施している。 

 

（3）公開講座 

 低年齢層からの理工系教育の普及活動及び生涯学習への支援として，公開講座を実施してい

る。本校の公開講座は，1981 年から 25 年に渡って，実施されている。 

 これらの公開講座は，教務委員会が講座を募集し，担当代表教員が実施計画書を作成する。

その講座の目的，日程，内容などに関する情報をウェブサイトで公開し，また，報道機関や自

治体に提供し，地域社会に周知する体制をとっている（資料Ｂ－１－①－４）。申し込み者を

教務係で集計し，校内等において，学生の協力を得ながら，担当教員により実施される。 
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資料Ｂ－１－①－４

 

 
 

（出典：本校のウェブサイト，http://www.nagano-nct.ac.jp/info_f.html）

 

（4）キャリア・アップ教育，リフレッシュ教育 

企業に対する教育サービスは，公開講座として実施してきたが，近年は地域共同テクノセン

ターにおける講習会，研修会としても実績をあげている。 

地域共同テクノセンターでは，本校の教員と地元企業とが研究会を立ち上げ，技術者の人材

育成のための適切な講座を開設して，地域産業の活性化を促している（前出資料Ａ－１－①－

１１）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 本校の教育サービスの目的に照らして，正規課程の学生以外に対する教育サービスを行って

いる。 
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研究生，聴講生及び科目履修生を本校の学生として入学を許可する制度があり，規程が明確

に定められている。その規程に沿って受入を行っている。 

出前授業については，広報委員会が主体となり，各教員よりテーマを集め，ウェブサイトで

公開される。申し込んだ小中学校の教諭等とそのテーマの担当教員とが，打合せをして計画書

を作成し実施している。 

公開講座については，教務委員会が講座を募集し，担当代表教員により実施計画書が作成さ

れる。その計画はウェブサイト等で公開され，実施されている。また，社会人のキャリア・ア

ップ教育，リフレッシュ教育として，地域共同テクノセンターが，技術講習会等を企画し実施

している。 

上記以外の教育サービスとして，図書館の開放や体育館等の校内施設を利用した研修を行っ

ている。 

 以上のように，教育サービスの目的に照らして，正規課程の学生以外に対する教育サービス

が計画的に実施されている。 

 

観点Ｂ－１－②： サービス享受者数やその満足度等から判断して，活動の成果が上がっている

か。また，改善のためのシステムがあり，機能しているか。 

（観点に係る状況） 

小中学校への出前授業は，2002年度は12回であり，以降増加をし続け2005年度には46回の実施

となった（資料Ｂ－１－②－１）。各授業においては，担当者がそれぞれ参加者の感想を収集し

ており，これらの意見から，満足度などがわかる。たとえば，ある授業では，「面白かった」と

いう生徒が90％おり，また，「実験を見て理科がとても好きになった」という感想が61％ある

（資料Ｂ－１－②－２）。 
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 資料Ｂ－１－②－１
表12-4 出前授業の実施状況(2002年～2005年)

年度別実施回数 講    座    名 担当者（学科） 
2002 2003 2004 2005 

回数
累計

移動技術科学館 

戸谷 順信（機械） 
古川万寿夫（電気電子）
渡辺 誠一（電気電子）
鈴木  宏（電子制御）
江角 直道（電子制御）
大澤 幸造（電子情報）
永藤 壽宮（環境都市）
藤原 勝幸（一般） 
板屋 智之（一般） 
奥村 紀浩（一般） 

1 3 4 2 10 

ロボカップ ジュニア 大町 
戸谷 順信（機械） 
北村 一浩（機械） 
宮下 大輔（機械） 

 1 2 2 5 

発明って何だろう 戸谷 順信（機械）   1  1 

水万華鏡とその原理 羽田 喜昭（機械）    2 2 

歯車のはなし 長坂 明彦（機械）   1 1 2 

長さをはかる 岡田  学（機械）    1 1 

ナイトイルミネーションの製作 

知野 照信（電気電子）
古川万寿夫（電気電子）
渡辺 誠一（電気電子）
秋山 正弘（電気電子）

  1  1 

ふれあいサタデーin大町 
―ワイヤレスマイクを作って声を電波で飛ばそう―

知野 照信（電気電子）
渡辺 誠一（電気電子）

 1   1 

びっくり！超低温実験ショー 古川万寿夫（電気電子）
百瀬 成空（電気電子）

  9 9 18 

コンピュータで電車を動かしてみよう 古川万寿夫（電気電子） 1    1 

えい！何でも分解してみよう！―分解は発明の母？― 古川万寿夫（電気電子） 1 1   2 

電気の科学工作や実験をしてみよう 古川万寿夫（電気電子）  3   3 

ふしぎ？科学マジック 古川万寿夫（電気電子）   5 8 13 

飛べ！ペットボトルロケット 古川万寿夫（電気電子）    1 1 

たのしい科学工作や実験をしてみよう 古川万寿夫（電気電子）   2 4 6 

太陽電池を体験しよう 渡辺 誠一（電気電子） 1    1 

太陽光発電を体験しよう 渡辺 誠一（電気電子）   1  1 

冷え冷え実験をしてみよう 渡辺 誠一（電気電子）    1 1 

カミナリのお話 村上 義信（電気電子） 1    1 

メカトロニクスを体験しよう 

森山  実（電子制御）
堀内 富雄（電子制御）
中島 隆行（電子制御）
中山 英俊（電子制御）

  1 1 2 

マイコンブロックで動くものを作ろう 鈴木  宏（電子制御）
江角 直道（電子制御）  4 3 2 9 

汗の科学 坂口 正雄（電子制御）   1  1 

江戸期のロボットからくり人形の不思議を学ぶ 岸  佐年（電子制御） 1    1 

“まさつ”って何だろう 山崎 保範（電子制御）    1 1 

光通信と光ファイバ 大澤 幸造（電子情報）
中澤 達夫（電子情報）   1  1 

ゆらぎの不思議 堀内 征治（電子情報）   1  1 

ナノテクノロジーとは何でしょう？ 中澤 達夫（電子情報）  1   1 

電子顕微鏡とミクロの世界 押田 京一（電子情報）   1  1 

究極粒子をつかまえろ 伊藤 祥一（電子情報）   1  1 

磁石と電流の作用 山本 行雄（電子情報） 2    2 

山の時間、川の時間 松岡 保正（環境都市） 1    1 

命のバトン―生物多様性と水辺― 松岡 保正（環境都市） 1 4 1 5 11 

タナゴがいた頃 松岡 保正（環境都市）  1   1 

五重塔は地震に強い！ 服部 秀人（環境都市） 1    1 

 

（出典：自己点検評価報告書 7報，p.138）
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 資料Ｂ－１－②－２

出前授業「びっくり！超低温実験ショー」に参加した小学生に対するアンケート結果 

（出典：出前授業実施者作成資料）

 

公開講座の開催件数は毎年10～15件であり，年間の受講者の合計は平均110名程度である（資

料Ｂ－１－②－３）。教務委員会が各講座に共通のアンケートを実施し，受講者からの意見，要

望を収集するほか満足度を調査している（資料Ｂ－１－②－４）。2005年度に行った14の公開講

座終了後に実施したアンケートから，受講者の約90％が満足していることがわかる。また，受講

者からは，より高度なレベルの講義内容や他のテーマの講座の開設等の要望がある。 

 

 

91.3
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0.5

0.5
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人数[%]

もっと見たい

もう少し見たい

もう見なくて良い

未回答

93.3
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わかりやすかった

難しかった

どちらでもない

未回答

97.4
2.5

0
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とても面白かった

少し面白かった

つまらなかった

未回答

32.6

48.4

9.6

9.1
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どちらでもない

あまり好きではない

未回答

89.8
1.5

7.1
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人数[%]

やってみたい

やりたくない

どちらでもない

未回答

61.2

32.6

5.1

1

0 20 40 60 80 100

人数[%]

とても好きになった

少し好きになった

前と変わらない

未回答

設問 1 実験は面白かったですか 設問 2 実験を自分でもやりたいですか

設問 3 実験を見る前から理科は好きでしたか 設問4 実験を見て理科が好きになりましたか

設問 5 今日の授業はわかりやすかったですか 設問 6 今日の実験をもっと見たいです

人数[%] 

人数[%] 

人数[%] 

人数[%] 

人数[%] 

人数[%] 
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                                 資料Ｂ－１－②－３

 

（出典：学生課教務係作成資料 抜粋）

 

 

表 12-3 公開講座の実施状況(2001 年～2005 年) 

年度 講   座   名 担当学科 日 数 受講者
数 

受講者累
計 

中学生のプログラミング入門 
―創る喜びを、コンピュータで体験しよう
― 

電子情報工学科 １ 43 

飛行機と自動車のための流れ学 機械工学科 １ 11 
電子工作入門＜えっ！こんなものでラジオ
ができる？（ゲルマラジオ)＞ 電気工学科 １ 15 

「モノづくり」体験学習 
―特殊鋳造で野菜の形の文鎮を 

技術教育センタ
ー １  9 

おもしろエネルギー実験 機械工学科 １ 10 
レベルアップ！インターネット活用法 電子情報工学科 １ 15 
小中学生のための CAD超入門 環境都市工学科 １ 11 
郷土探訪 ―善光寺平の水と私たち― 環境都市工学科 １  1 
レ－ザ加工体験実習 機械工学科 ２ 13 
中学生のための電子制御入門 
―「ロボットとものづくり」体験実習― 電子制御工学科 １ 18 

2001 

２足歩行ロボットの製作 機械工学科 １ 15 161 

電子工作入門 ＜えっ！こんなものでラジ
オができる？（ゲルマラジオ)＞ 電気工学科 １ 22 

おもしろ手作り実験 機械工学科 ２ 11 
飛行機と自動車のための流れ学 機械工学科 １  6 
「モノづくり」体験実習 
―特殊鋳造で野菜の形の文鎮を作ろう― 

技術教育センタ
ー １  7 

レベルアップ！インターネット活用法 情報教育センタ
ー １  8 

小中学生のための CAD超入門 
（Auto CAD LT 2000） 環境都市工学科 １  6 

地域学入門 ―地域の水と地震― 環境都市工学科 １ 15 
レーザ加工体験実習 機械工学科 ２ 13 
マイ鉄アレイを作ろう体験実習 機械工学科 １  5 
中学生の電子制御入門 
「ロボットとものつくり体験実習」 電子制御工学科 １ 10 

飛行機と自動車のための流れ学 機械工学科 １  5 
Javaプログラミング入門 電子情報工学科 １ 18 

ホームページを作ろう 情報教育センタ
ー １  5 

2002 

小中学生のための CAD超入門 
（Auto CAD LT 2000） 環境都市工学科 １  3 103 

 「モノづくり」体験実習 
―特殊鋳造で野菜の形の文鎮を作ろう― 

技術教育センタ
ー １  5  

 からくり人形ロボットをつくろう体験実習 機械工学科 １ 14  
2003 レ－ザ加工体験実習 機械工学科 ２ 12  

 たのしい電子工作をしよう 電気工学科 １  4  
 中学生の電子制御入門 電子制御工学科 １  1  
 「ロボットとものづくり」体験実習     
 地域学入門 ―大地の動き― 環境都市工学科 １ 30  
 地域学入門 ―地域の水と地震― 環境都市工学科 １  8  
 ふれあいサタデイープラン in大町 

光に反応する自転車を作ってみよう 電子制御工学科 １ 13  

 汗のふしぎ―緊張したときの汗、暑いとき
の汗を見てみよう― 電子制御工学科 １  2  

 歯車とからくり人形ロボット 機械工学科 １ 13 143 
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資料Ｂ－１－②－４

２００５年度公開講座受講者へのアンケート結果 

アンケート結果                   NO1 

                                （アンケート共通質問のまとめ５名は解答なし） 

 

１．あなたの学年及び性別をお答えください。 

 

    ① 小学生 １年（２），２年（３），３年（７），４年（３），５年（１９），６年（８） 

② 中学生 １年（１７），２年（１８），３年（１７） ③高校生（  ） 

  ④ 社会人（保護者）（１）     男（８５），女（１０） 

２．この公開講座は、何でお知りになりましたか。（複数回答あり） 

 

① 小中学校から配布されてきた募集案内  （３４） 

② 長野高専のホームページ     （１９） 

③ 学校の先生からの紹介  （５） 

④ 新聞・雑誌（新聞名又は、雑誌名）（信毎１１，週間長野１，長野市報１，無記名５） 

                                    （新聞 ９） 

⑤ 知人・友人からの紹介  （９）   

⑥ その他（その他１１，前回の時チラシをもらった１） 

３．今回の公開講座の内容等についてお聞きします。 

 

    ・テキストの内容について 

 

       ① 充分理解できた（３４）② 概ね理解できた（３１）③ 普通（２２） 

    ④ あまり理解できなかった（８）⑤ 全く理解できなかった（  ） 

  ・総合的に評価して 

① 非常に満足（５４）② まあまあ満足（３１）③ 普通（９） 

④ 少し不満（  ）  ⑤不満（１） 

４．公開講座全体を通して要望、改善すべき点及び感想などあればご記入してください。 

   （レーザー加工体験） 

     ・とても良かったのでこれからも続けて欲しい。 

     ・良い体験ができました。 

     ・とても楽しかった。 

   （流線形に挑戦） 

・もっとくわしくいっぱいやりたかった。 

    （コンピュータグラフィッククス（CG）を体験してみよう） 

     ・既成の画像を使用しての立体映像の講義も良いが，自分で作成できる自由度高い 

それぞれ画像を加工する CG の講義を希望する。 

      ・社会に目を向けた貴校の講座に感謝します。来年も楽しみにしています。 

      ・Pov-Ray のホームページよりダウンロードする手順を記したものが欲しい。 

        個々にデザインを作成する事も良いと思いますが，共通のテーマ（課題）が 

        あって，いくつかの項目を取り入れて自由に作品を作ったらどうでしょうか？ 

      ・スタッフの人たちの教え方がとても良くわかりやすかった。 

・ まえにいる人の説明がはやかった。 

 

アンケート結果                NO2 

   （水万華鏡へようこそ） 

     ・もっとビーズを入れれば良かった。 

      ・自分の水万華鏡を見てみて花火みたいだったのでとてもきれいだった。 

         ・とても楽しかったので，またいろんな事をやってください。（角度の勉強になった） 

         ・とても楽しかった。 

    （小中学生のための CAD 超入門） 

      ・説明が詳しくとてもわかり易くて良かった。 

   （からくり人形ロボットを作ろう） 

     ・とても良かった，楽しかった。 
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     ・もっと時間があれば良かった。 

   （楽しい工作・実験をしよう） 

      なし 

   （サウンド・プログラミング入門）  

     ・声をもっとしっかりマイクに入れていただくと分かり易くなると思います。 

      ・とてもわかりやすくて，いろいろな事を学べてよかったです。 

      ・最後に実習ができなかったのが残念だったが全体的に良かったと思う。 

      ・フリーソフトを持って帰れるのはうれしかったです。 

      ・いろいろとわかってたのしかったです。 

    （「ものづくり」体験学習） 

      ・おもしろかった。また，参加したい。 

（楽しく体験―理科実験） 

      ・良かったと思うのでこのまま続けて欲しい。 

     ・もう少し細かく説明して欲しいとこもあった。 

     ・もうちょっといろんなことをやりたかった。（２） 

     ・良かった。   

     ・楽しかった。（２） 

   （ふれあいサタデーin 大町 メカトロニクスを体験しよう！） 

     ・とてもおもしろかったので来年もぜひ参加したい。 

     ・今度は違う企画になるべくして欲しい。 

   （小中学生のための電子制御入門「ロボットとものづくり」体験学習） 

     ・とても良かった 

     ・楽しむことができた。 

      ・もっとたくさん開いて（講座を）欲しい。 

   （天体観測の楽しみ，部分月食を観察しよう） 

      ・地球の真中が鉄でできていたのをはじめて知った。 

   （自然エネルギー発電を体験しよう） 

      ・もっと宣伝してもよいのではないでしょうか。楽しく学べました。 

                                             １１月２３日分まで １４講座終了 

 

（出典：学生課教務係作成資料）

 

担当教員は，アンケート結果及び受講者の人数や，社会の動向に合わせた講座の開設を加味し

て，次年度の講座を計画している。たとえば，「レベルアップ！インターネット活用法」講座が，

受講者の要望などに応えて「つくってわかるインターネットの仕組み」のように変更した事例が

ある。 

地域共同テクノセンターでは，財団法人長野県テクノ財団善光寺バレー地域センターからの

支援も得ながら共催で，「応用機械要素設計研究会」や「品質工学研究会」などを行っている。

これらの研究会では，革新的な新製品開発手法である QFD，TRIZ，公差解析，品質工学などにつ

いて講習を行い，最新情報を提供することにより，企業の若手技術者の育成に貢献している。

2005 年度には両研究会で計９回の講演会を実施し延 204 名の参加者を得ている（前出資料Ａ－

１－①－１１）。 

本校のこれらの取り組みを発展させ，2006 年度には「長野，上田，諏訪地域における製品・

商品開発ができる技術者育成支援プログラム」が経済産業省の「平成 18 年度高等専門学校等を

活用した中小企業人材育成事業」に採択され，この事業展開により，地元企業への教育サービ

スが加速されている（資料Ｂ－１－②－５）。 
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資料Ｂ－１－②－５

 
（採択結果一覧から） 

 テーマ名 事業の概要 申請者 高等専門学校

等 
10 長野、上田、諏訪地域

における製品・商品開

発ができる技術者育成

支援プログラム 

長野、上田、諏訪地域に集積する製造業の

若手技術者を対象に、地域の固有技術を活

用し、自ら独創性のある製品・商品を開発

することで、企業革新を牽引できる人材

（設計・開発・生産管理などに精通した技

術を兼ね備えた生産技術者、オールラウン

ドな多能工タイプの人材）を育成するカリ

キュラムを作成、実践する。これにより、

これまで蓄積されてきた精密加工、電子デ

バイス加工の要素技術、ノウハウを承継、

向上させ、「精密工業の諏訪」「電子デバ

イス・モジュール製造の長野、上田」とい

う地域技術ブランドの向上を支援する。 

 
(財)長野経
済研究所 

 
長野工業高等

専門学校 

（出典：経済産業省ＨＰ 報道発表欄，http://www.meti.go.jp/press/index.html）

 

また，体育施設を使った研修の一例としては，本校体育教員が主宰する「NAGANO 古武術クリ

ニック」が継続して行われている。この研修会は，スポーツ・芸術・医療・介護等への古武術

の応用を目的とした生涯学習の場であり，一般からの参加者が多数ある（資料Ｂ－１－②－

６）。 
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資料Ｂ－１－②－６
 

（出典：第３回 NAGANO 古武術クリニック案内パンフレット）
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（分析結果とその根拠理由） 

小中学校への出前授業は，開始以降増加をし続け，４年で約４倍となった。加えて，担当者が

実施した満足度調査から高い値が得られており，活動の成果が上がっている。また，理科に対す

る興味が増したことが，アンケート結果からわかり，低年齢層からの理工系教育の普及と啓蒙に

貢献している。 

公開講座の開催件数と年間の受講者数は，ここ数年安定して維持している。教務委員会が実施

するアンケート結果から，受講者の満足度が高いことがわかる。担当教員は，アンケートの中の

要望や社会の動向に配慮し，次年度の計画に反映しており，講座内容は改善されている。 

キャリア・アップ教育やリフレッシュ教育は，地域共同テクノセンターを中心に活発に行われ

ている。また，体育館などの校内施設を利用した生涯学習の事例もあり，地域社会に貢献してい

る。 

 以上により，多くの教育サービスに対する活動が積極的に行われており，受講者の要望を取り

入れながら社会動向にあわせた教育サービスの改善がなされている。 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

・ 本校の公開講座は，1981 年から 25 年に渡って実施されており，長年の実績がある。アン

ケート調査によると受講者の満足度が高く，有効に実施されている。 

・ 公開講座に関し，ウェブサイトだけでなく，報道機関や自治体にも情報を提供するなど，

地域社会に積極的に広報する体制が整備されている。 

・ 出前授業は，小中学校に対し多く実施されており，低年齢層の理工系教育の普及と啓蒙に

貢献している。 

 

（改善を要する点） 

・ 公開講座の多くは本校で行っており，長野市近郊以外からの参加が難しいため，開催方法

についての工夫が必要である。 

・ 公開講座の内容を人文系も含めたものにも拡大し，積極的に行うように支援する体制を整

える必要がある。 

 

（３）選択的評価事項Ｂの自己評価の概要 

本校の教育・運営方針のひとつに，「地域と連携し，かつ，地域と密着した学校運営を行

う。」がある。さらに，高専機構法の第 12 条４において，「公開講座の開設その他の学生以外

の者に対する学習の機会を提供すること。」に照らし，本校では，正規課程の学生以外に対し

て，教育サービスを行う目的を，①生涯学習への支援，②低年齢層からの理工系教育の普及活

動，③初等中等教育機関への支援として掲げている。 

これらの教育サービスの内容は，①科目等履修生，聴講生，研究生に対して，学習する機会

を提供する。②「公開講座を開催し，小学生から一般社会人まで，広い分野で学習できる機会

を提供する。③県内及び隣県各地の小中学校等へ出前授業を実施し，教育サービスを提供する

ものである。 

具体的な事例として，以下の活動を行っている。 
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科目履修生，聴講生，研究生を受け入れる制度が規定されている。これらは，受入れ実績も

あり，広く地域社会に本校の専門的知識と高度な設備などの教育資源を直接提供している。 

出前授業については，広報委員会が主体となり，各教員よりテーマを集め，ウェブサイトで

公開される。申し込んだ小中学校の教諭等とそのテーマの担当教員とが，打合せをして計画書

を作成し実施している。小中学校への出前授業は，開始以降増加をし続け，４年で約４倍とな

った。加えて，担当者が実施した満足度調査から高い値が得られており，活動の成果が上がっ

ている。また，理科に対する興味が増したことが，アンケート結果からわかり，低年齢層から

の理工系教育の普及と啓発に貢献している。 

公開講座は，1981 年から 25 年間にわたり実施されている。公開講座については，教務委員会

が講座を募集し，担当代表教員により実施計画書が作成される。その計画はウェブサイト等で

積極的に公開され，実施されている。公開講座の開催件数と年間の受講者数は，ここ数年安定

して維持している。教務委員会が実施するアンケート結果から，受講者の満足度が高いことが

わかる。担当教員は，アンケートの中の要望や社会の動向に配慮し，次年度の計画に反映して

おり，講座内容は改善されている。 

また，キャリア・アップ教育やリフレッシュ教育は，地域共同テクノセンターを中心に技術講

習会等が企画され，活発に行われている。このほか，体育館などの校内施設を利用した研修や図

書館の開放なども実施し，地域社会に貢献している。 

 

（４）目的の達成状況の判断 

 目的の達成状況は良好と判断する。 

 




